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令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方  

令和８年度は「みえ元気プラン」の最終年度として、「県民の命と尊厳を守る」

「未来を拓く」双方の観点から全庁を挙げて取組を展開します。子どもを守り育て、

自分らしく生き抜いていく力を育成するための取組、新たな南海トラフ地震の被害想

定を踏まえた防災・減災対策や県土の強靱化対策、医療・介護の人材確保と提供体制

の整備、県内産業の成長に向けた中小企業等支援、再生可能エネルギーの導入促進、

農林水産業の振興、インバウンド誘客などの取組を進めます。加えて、ジェンダーギ

ャップの解消、公共交通の維持・活性化、人口減少対策、人材確保対策を一層推進し

ていきます。また、「三重県誕生１５０周年」を迎えるにあたり、県民の一体感・地

域の絆を高めるとともに、三重県の歴史を未来に繋いでいくためのシビックプライド

を醸成します。 

こうした施策を力強く展開していくため、県民の声を丁寧に聴き取り、関係部局と

緊密に連携して知恵を絞り効果的な事業を構築することを基本方針として、当初予算

調製を行いました。 
 

 

２ 主な重点項目 
 

＜県民の皆さんから信頼される県行政の推進＞ 
 （１）（新）魅力的な県庁職場創出事業  予算額 10,000千円  [行財政改革推進課（224-2231）] 

魅力的な県庁職場を作っていくため、職員のキャリア形成支援策の検討や働きやすい執務

環境整備について、外部専門機関の知見や伴走支援を得ながら、働き方の変化などに即した

効果的な実施手法の検討を行うとともに、執務環境の整備を実施します。 

 

（２）（一部新）人事管理事務費   予算額 95,906千円   [人事課（224-2103）] 

 柔軟で積極的な人材確保や、意欲及び能力を最大限に引き出す人材育成、仕事に対するや

りがいやモチベーションを高める配置・処遇など、一体的に人事施策に取り組みます。また、

コンプライアンスの推進に継続的に取り組むことにより、職員のコンプライアンス意識の向

上を図ります。 

特に人材確保については、急激に増加する採用業務に従事する派遣労働者を活用し、職員

の人材の確保・離職防止に注力します。 

 

＜持続可能な財政運営の推進＞ 
（３）電算管理費   予算額 794,783千円   [税務企画課（224-2127）] 

県税事務を効率的かつ適正、迅速に行うための総合税システムの運用を行うとともに、税

制改正に対応するための必要な改修等を行います。 

 

（４）（一部新）県庁舎等維持修繕費   予算額 1,636,248千円   [管財課（224-2135）] 

庁舎や職員公舎等の計画的な維持修繕を行います。また、庁舎改修工事について、業務効

率化のため工事監理業務を外部に委託します。 

 

＜広聴広報の充実＞ 
（５）広聴体制充実事業   予算額 18,294千円   [広聴広報課（224-2788）] 

県民の皆さんの声を県政運営に生かしていけるよう、「県民の声相談」を実施するととも
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に、「みえ出前トーク」を活用した広聴活動を行います。また、県庁を訪れる方への庁舎案内

や県庁代表電話の案内業務を適切に行います。 

 

（６）インターネット情報提供推進事業   予算額 59,587千円   [広聴広報課（224-2788）] 

県民の皆さんが県政情報をインターネット上で常時円滑に入手できるよう、ウェブシステ

ムの安定した運用を行います。 

また、県ウェブサイトの利便性向上や新たなニーズへの対応を進めるため、ウェブシステ

ムのリニューアルに向けた検討を行います。 

 

 （７）情報公開・個人情報保護制度運営費  予算額 12,275千円  [文書・情報公開課（224-2071）] 

職員研修や相談対応を通じて情報公開・個人情報保護制度に対する理解と意識向上を図る

とともに、情報公開・個人情報保護審査会や総合窓口を適切に運用し、制度の適正な運用を

支援します。 

 

＜県庁ＤＸの推進＞ 
（８）県庁ＤＸ推進事業   予算額 109,210千円   [デジタル改革推進課（224-2796）] 

県庁ＤＸの推進に向け、デジタル技術を活用した業務改善支援に取り組むとともに、より

業務に適した生成ＡＩの提供と研修等の実施により、さらなる活用を推進します。また、Ｄ

Ｘ推進スペシャリストの養成や活躍促進に向けた支援に取り組むとともに、ｅラーニング等

を効果的に活用し、階層別研修等を実施します。引き続き、多様で柔軟な働き方の実現に向

けて、各種システムの運用を行います。 

 

（９）情報ネットワーク基盤管理費  予算額 2,863,400千円  [デジタル改革推進課（224-2796）] 

県庁ＤＸにおける業務効率化と住民目線の行政サービス創出に向けた基盤となる三重県

ＤＸ推進基盤を安定的に運用するとともに、令和９年度の再構築に向けた設計業務を実施し

ます。また、三重県情報ネットワーク等の主要なネットワーク・システムの的確な運用に努

めながら、保守期限が到来するため、三重県情報ネットワーク、自治体情報セキュリティク

ラウドおよび個人番号利用事務系ネットワークの再構築に取り組みます。 

 

＜社会におけるＤＸの推進＞ 
（10）みえＤＸセンター関連事業   予算額 5,855千円   [デジタル戦略企画課（224-3086）] 

ＤＸをけん引する専門家や企業と連携した「みえＤＸセンター」等において、各主体から

のＤＸに関する相談対応を行うとともに、より幅広い活動領域の皆さんに活用いただけるよ

う周知を図ります。また、ＤＸの推進、さまざまな世代の方の情報リテラシーの向上に向け

て、実践的なセミナーやワークショップ等を開催します。「みえのデジタル社会の形成に向

けた戦略推進計画」については、社会におけるデジタル技術の進展や、これまでの取組状況

等をふまえ、次期計画の策定に取り組みます。 

 

＜行政サービスのＤＸ推進＞ 
（11）（一部新）行政サービス提供事業  予算額 28,049千円  [デジタル改革推進課（224-2796）] 

行政手続のサービス向上をめざし、電子申請・届出システムの再構築に取り組むとともに、

申請窓口を利用される方の利便性向上と事務処理の効率化に向け、デジタル技術を活用した

窓口業務の改善に取り組みます。また、ＧＩＳ（地理情報システム）の運用により、業務効率

化や県民の皆さんにわかりやすい情報提供を図ります。 

 

（12）（一部新）市町ＤＸ促進事業   予算額 30,717千円   [デジタル改革推進課（224-2796）] 

市町のＤＸ推進状況の評価・比較分析により明らかになった課題に応じて「ＤＸタスクフ

ォース」を派遣し、市町のＤＸ推進に向けた取組に対する伴走支援を行います。また、安全

かつ円滑に情報システムの標準化に対応できるよう、市町の課題解決に向けてきめ細かな支

援を行うとともに、国の動向を注視しながら、運用経費の精査支援等を通じて市町の負担軽

減につなげていきます。あわせて、市町と連携して「共同調達」の拡大に取り組みます。 



誰もがデジタル化の恩恵を実感できる社会の実現に向けて、行政手続における県民の利便性の向上に取り組むとともに、市町
が進めるDXの取組に対する支援、デジタル技術を活用した行政運営の効率化などに取り組みます。また、県民の皆さんや県内
事業者等によるDXの取組への支援やさまざまな世代の方の情報リテラシーの向上に取り組みます。

総
務
部

３

行政サービスのDX推進 デジタル改革推進課 224-2796

市町のＤＸ推進状況の評価・比較分析により明らかになった課

題に応じて「ＤＸタスクフォース」を派遣し、市町のＤＸ推進に

向けた取組に対する伴走支援を行います。

また、安全かつ円滑に情報システムの標準化に対応できるよう、

市町の課題解決に向けてきめ細かな支援を行うとともに、国の動

向を注視しながら、運用経費の精査支援等を通じて市町の負担軽

減につなげていきます。

あわせて、市町と連携して「共同調達」の拡大に取り組みます。

行政手続のサービス向上をめざし、電子申

請・届出システムの再構築に取り組むとともに、

申請窓口を利用される方の利便性向上と事務処

理の効率化に向け、デジタル技術を活用した窓

口業務の改善に取り組みます。

また、ＧＩＳ（地理情報システム）の運用に

より、業務効率化や県民の皆さんにわかりやす

い情報提供を図ります。

行政手続のデジタル化

デジタル技術を活用した県民サービスの推進

（一部新）行政サービス提供事業 ２８，０４９千円

市町DXの促進
（一部新）市町DX促進事業 ３０，７１７千円

人材プール

デジタル専門人材

県ＤＸ人材

マ
ッ
チ
ン
グ

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ DXタスクフォース

＋市町デジタル人材

DXタスクフォース

＋市町デジタル人材

DXタスクフォース

＋市町デジタル人材



ＤＸをけん引する専門家や企業と連携した「みえＤＸセンター」等において、各主体からのＤＸに関する

相談対応を行うとともに、より幅広い活動領域の皆さんに活用いただけるよう周知を図ります。

また、ＤＸの推進、さまざまな世代の方の情報リテラシーの向上に向けて、実践的なセミナーやワーク

ショップ等を開催します。

「みえのデジタル社会の形成に向けた戦略推進計画」については、社会におけるデジタル技術の進展や、

これまでの取組状況等をふまえ、次期計画の策定に取り組みます。
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県庁ＤＸの推進に向け、デジタル技術を活用した業

務改善支援に取り組むとともに、より業務に適した生

成ＡＩの提供と研修等の実施により、さらなる活用を

推進します。

また、ＤＸ推進スペシャリストの養成や活躍促進に

向けた支援に取り組むとともに、ｅラーニング等を効

果的に活用し、階層別研修等を実施します。

引き続き、多様で柔軟な働き方の実現に

向けて、各種システムの運用を行います。

県庁ＤＸにおける業務効率化と住民目線の行政サービス創

出に向けた基盤となる三重県ＤＸ推進基盤を安定的に運用す

るとともに、令和９年度の再構築に向けた設計業務を実施し

ます。

また、三重県情報ネットワーク等の主要なネットワーク・

システムの的確な運用に努めながら、保守期限が到来するた

め、三重県情報ネットワーク、自治体情報

セキュリティクラウドおよび個人番号利用

事務系ネットワークの再構築に取り組みます。

情報ネットワーク基盤管理費
２，８６３，４００千円

デジタル戦略企画課 224-3086

みえＤＸセンター関連事業
５，８５５千円

社会におけるDXの推進

県庁ＤＸ推進事業
１０９，２１０千円

デジタル改革推進課 224-2796県庁DXの推進
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３ その他の主要事業 

事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《行政運営の取組》 

 
〈行政運営名：(2) 県民の皆さんから信頼される県行政の推進〉 

 

１ 行政改革推進事業                      ２，０５４千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 ４ 行政改革推進費） 

仕事の進め方改革の推進など、引き続き行財政改革の取組を進めるとともに、

職員一人ひとりのウェルビーイングを向上させる職場環境を整え、仕事のやり

がいや職場の活気が一層高まるよう取り組んでいきます。 

 

２ 文書管理事務費                     ３２，９５０千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 ３ 文書費） 

三重県公文書等管理条例に基づき、文書の引継ぎ、保存及び廃棄等、文書の

適正管理の徹底に取り組みます。また、公印の適正な管理、文書収発の円滑な

処理並びに保存文書の整理及び適正管理についての周知や研修を実施します。 

 

３ 職員健康管理運営費                  １１２，２７３千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 ２ 人事管理費） 

健康診断やストレスチェックを実施するとともに、セルフケアやラインケア

について実践しやすい効果的な研修を実施するなどメンタルヘルス対策に取り

組み、職員のこころと体の健康づくりを支援します。 

 

〈行政運営名：(3) 持続可能な財政運営の推進〉 

 

４ 予算調整事務費                    ７５，１１１千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 ５ 予算調整費） 

予算編成事務や予算編成システムの運用等を行います。 

 

５ 滞納整理事務費                        ５０，８３７千円 

（第２款 総務費 第４項 徴税費 ２ 賦課徴収費） 

 滞納件数の大部分を占める自動車税や高額滞納事案等について、機動的に滞

納整理を行うとともにインターネット公売も活用することで、収入未済額を縮

減し税収の確保を図ります。 

 

 

 

 

 

行財政改革推進課 

  （224-2231） 

 

 

 

 

文書・情報公開課 

  （224-2071） 

 

 

 

 

福利厚生課 

  （224-2114） 

 

 

 

 

 

 

財政課 

 （224-2119） 

 
 

税収確保課 

 （224-2131） 
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〈行政運営名：(5) 広聴広報の充実〉 

 

６ 県政情報発信事業                    １２２,０１５千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 13 広聴広報費） 

より多くの県民の皆さんに対して県政情報を届けられるよう、県広報紙やフ

リーペーパー、電子媒体等のさまざまなツールを活用した情報発信を行います。 

 

７ 電波広報事業                 ６２，８１９千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 13 広聴広報費） 

県政情報や県の魅力等を県民の皆さん等に届けるため、テレビ・ラジオ番組

で情報発信を行います。 

 

〈行政運営名：(6) 県庁ＤＸの推進〉 

 

８ 情報システム運用事業              ８４０，６５２千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 10 情報対策費） 

職員が円滑にパソコンやシステムを利用できるよう、一人一台パソコンの

整備を進めるとともに、総合ヘルプデスクの運用などを行います。また、保

守期限が到来する総合文書管理システムの再構築に取り組みます。 

 

９ セキュリティ対策推進事業             １４，３９８千円 

（第２款 総務費 第１項 総務管理費 10 情報対策費） 

ウイルス対策ソフト等の適切な更新、セキュリティ外部監査等による情報

セキュリティ対策に取り組みます。また、職場における情報セキュリティポ

リシーの重要性の確認、セキュリティインシデントへの対応等、職員の情報

セキュリティへの意識向上を図ります。 

 

 

 

 

広聴広報課 

 （224-2788） 

 
 
 
 

広聴広報課 

 （224-2788） 

 

 

 

 

 
 
デジタル改革推進
課 （224-2796） 
 
 

 

 

デジタル戦略企画

課 （224-3086） 

 



政 策 企 画 部 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 
 

令和８年度は、「強じんな美し国ビジョンみえ」のスタートから５年目を迎えると

ともに、「みえ元気プラン」の最終年度にあたることから、地域の特性を生かした

「強じんで多様な魅力あふれる『美し国』」の実現に向け、県民に成果が届いている

かを意識しながら、目標達成に向けて、「みえ元気プラン」の各施策に基づく取組を

一層着実に進めることが必要です。 

また、人口減少や自然災害発生リスクの高まりなど、県民が一体とならなければ

乗り越えられない課題に直面する中、「三重県誕生 150 周年」という佳節を刻むにあ

たり、県民の一体感・結束力を高め、諸課題の克服につなげていく必要があります。 

 

政策企画部では、「みえ元気プラン」の目標達成に向けて、取組が着実に進み、成

果を県民に届けられるよう、みえ県民１万人アンケートの実施やＰＤＣＡサイクル

の的確な運用により、その実効性を高めていきます。 

さらに、庁内の総合調整を行いながら、「三重県人口減少対策方針」、「三重県人材

確保対策推進方針」、「三重県プロモーション推進方針」、「『ゼロエミッションみえ』

プロジェクト推進方針」に基づく取組を着実に進めるとともに、「三重県誕生 150 周

年記念事業」を実施します。 

２ 主な重点項目 

（１）（一部新）計画進行管理事業 

予算額 15,585千円     [企画課（224-2025）] 

「強じんな美し国ビジョンみえ」の基本理念の実現に向け、施策の成果や

課題に関する議論を通じてＰＤＣＡサイクルを的確に運用し、各部局に対し

て必要な支援や助言等を行うことで「みえ元気プラン」の着実な推進を図り

ます。また、「みえ元気プラン」は、令和８年度に最終年度を迎えることか

ら、改定に向けた検討を行います。 

（２）（一部新）人口減少対策費 

予算額 74,861千円 [人口減少対策課（224-3415）] 

「三重県人口減少対策方針」に基づき、関係人口の創出や、三重県への人

口還流を促進するための学生等向け県内就職情報等の発信、若者・女性にも

選ばれる地方をめざすための人口戦略フォーラムの開催など、効果的な取組

を実施するとともに、「三重県人口減少対策方針」は、令和８年度に最終年

度を迎えることから、改定に向けた検討を行います。また、さまざまな主体

との連携によりジェンダーギャップの解消に向けた具体的な対策を体系的に

進めるとともに、条例の制定に向けた検討を行います。 
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（３）みえの未来を担う人材確保対策事業 

予算額  12,617千円 [人材確保対策課（224-3184）] 

「三重県人材確保対策推進方針」に基づく対策について検証・検討を行う

とともに、さまざまな分野における人材確保に向けた取組を効果的に行うた

めの調査を実施します。 

（４）三重で暮らす・働く魅力の発信事業 

予算額  10,219千円 [人材確保対策課（224-3184）] 

若者の県内定着及びＵ・Ｉターン等の促進を図るため、移住や就職への関

心がまだ高くない県内の高校生や県内外の大学生等の若者を対象に、映画館

でのＣＭや電車車両内のデジタルサイネージ等のさまざまな媒体を活用して、

三重で暮らす・働く魅力をショート動画により発信します。 

（５）プロモーション推進事業 

予算額  43,095千円  

 [国際戦略・プロモーション推進課（224-2026）] 

「三重県プロモーション推進方針」に基づいて、三重の強みや良さを生か

し「選ばれる三重・多くの人々をひきつける三重」を実現していくため、本

県の豊かな地域資源を活用し、三重の魅力を効果的に発信するとともに、

「三重県」全体の認知度を高める効果的なプロモーションに取り組みます。

また、「三重県プロモーション推進方針」は、令和８年度に最終年度を迎え

ることから、改定に向けた検討を行います。 

（６）（一部新）「ゼロエミッションみえ」プロジェクト総合推進事業 

予算額  18,337千円 [企画課（224-2031）] 

「『ゼロエミッションみえ』プロジェクト推進方針」に基づいて総合調

整・推進を行うとともに、「『ゼロエミッションみえ』プロジェクト推進方針」

は、令和８年度に最終年度を迎えることから、現状分析や脱炭素ビジネスに

かかる先進的な取組の調査等を実施し、改定に向けた検討を行います。また、

三重の自然由来カーボンクレジットの活用を推進するため、普及啓発等に取

り組みます。 

（７）（一部新）三重県誕生 150周年記念事業 

予算額  53,439千円 [企画課（224-2025）] 

「三重県誕生 150 周年」という佳節を刻むにあたり、これまでの歴史を振 

り返るとともに、三重の歴史を未来につないでいくための機会として、記念

式典等を実施します。 

 

 

 

 

 

 

政策企画部 2 



（一部新）計画進行管理事業 15,585千円
企画課 059-224-2025

「強じんな美し国ビジョンみえ」の基本理念の実現に
向け、PDCAサイクルを的確に運用し「みえ元気プラン」
の着実な推進を図ります。
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（一部新）人口減少対策費 74,861千円
人口減少対策課 059-224-3415

①人口減少対策の総合的な推進

「三重県人口減少対策方針」等に基づき、市町や企業等、さまざまな主体との連携により、実効性のある取組を推進します。

◼ 「三重県人口減少対策方針」が令和８年度に最終年度を迎えること

から、改定に向けた検討を行います。

◼ 関係人口の創出・活用に向けて、三重県に関わりたい人が多分野に

またがる情報を収集できるように支援し、継続的な関わりを促すた

めのポータルサイトを整備します。

◼ 若者・女性にも選ばれる地方をめざすための

「人口戦略フォーラム」を国や全国知事会等

と連携して開催します。

②経済分野におけるジェンダーギャップの解消に向けた取組

◼ 先進的な取組を進める若手経営者等を

ロールモデルとしたプロモーションの

実施や産学官と連携した実践的な取組

を推進します。

◼ アンコンシャス・バイアスの解消等に

つなげるため、ジェンダーギャップ

解消に向けた条例の検討を行います。

みえの未来を担う人材確保対策事業 12,617千円
人材確保対策課 059-224-3184

◼ 「三重県人材確保対策推進方針」に基づく対策について検

証・検討を行います。

◼ さまざまな分野における人材確保に向けた取組を効果的に

行うための調査を実施します。

さまざまな分野における人材確保に向けた取組を効果的に行う
ための調査等を実施します。

令和８年度当初予算 主な重点項目 ＜政策企画部＞

人口戦略フォーラムinやまなし
（令和７年度開催）

（一部新）三重県誕生150周年記念事業 53,439千円
企画課 059-224-2025

「三重県誕生150周年」という佳節を刻むにあたり、これまでの歴史を振り返
るとともに、三重の歴史を未来につないでいくための機会として、記念式典等を
実施します。

◼ 50年前に埋設されたタイムカプセルの披露式(４月18日)や

「三重県誕生150周年記念式典」(５月５日)を開催します。

◼ 郷土への思いを表現するフォト・絵画等のコンクールを実

施するとともに、150周年を締めくくるエンディングイベン

トを開催します。

三重で暮らす・働く魅力の発信事業 10,219千円

人材確保対策課 059-224-3184

◼ 県内の高校生や県内外の大学生等の若者を対象に、

映画館でのＣＭや電車車両内のデジタルサイネージ

等のさまざまな媒体を活用して、三重で暮らす・働

く魅力をショート動画により発信します。
情報発信媒体の例
（映画館ＣＭ）

移住や就職への関心がまだ高くない層に対して、三重で暮らす・働く
魅力を発信します。

◼ 「みえ元気プラン」が令和８年度に最終年度

を迎えることから、これまでの取組の総括を

行うとともに、有識者会議を開催するなどし

て、改定に向けた検討を行います。
タイムカプセル埋設の様子

経済分野におけるジェンダーギャップ解消
に向けた３つの戦略（令和８年３月策定予定）
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令和８年度当初予算 主な重点項目 ＜政策企画部＞

プロモーション推進事業 43,095千円
国際戦略・プロモーション推進課 059-224-2026

「選ばれる三重・多くの人々をひきつける三重」を実現していくため、本県の豊かな地域資源を活用し、三重の魅力を効果的に発信すると
ともに、「三重県」全体の認知度を高める効果的なプロモーションに取り組みます。

◼ 首都圏等の大規模集客施設において、県産品の
販売促進、観光誘客、移住促進等、複数部局が
連携したプロモーションイベントを実施します。
また、イベントと連動して、周辺のエリアに
おいて、県産農林水産物・食品を重点的にＰＲ
します。

②部局連携によるプロモーション

◼ 「三重県プロモーション推進方針」が令和８年度に最終年度を
迎えることから、改定に向けた検討を行います。また、検討に
際して、これまでの成果と課題を分析するために調査を実施
します。

◼ 「美し国みえ」を掲げた統一感のある情報発信により、
三重県の認知度向上を図るため、YouTube等を
活用したデジタル広告を実施するとともに、
新たなプロモーション動画を制作します。

◼ 外部専門人材を活用し、プロモーションツールの
磨き上げやプロモーションイベントの効率的・
効果的な実施、事業の効果検証等を行います。

イベントの様子（令和６年度）
（熊野古道ＰＲブース）

「美し国みえ」
ロゴマーク

①トータルプロモーションの推進

（一部新）「ゼロエミッションみえ」プロジェクト総合推進事業 18,337千円

◼ 「『ゼロエミッションみえ』プロジェクト推進方針」が令和８年度に最終年度
を迎えることから、現状分析や脱炭素ビジネスにかかる先進的な取組の調査等
を実施し、改定に向けた検討を行います。

カーボンニュートラルの実現に向けた動きをチャンスと捉え、県内の産業・経済の発展につなげていけるよう取組を進めます。

企画課 059-224-2031

◼ 三重県と株式会社ポケモンが締結した包括連携協定に基づき、みえ
応援ポケモンに任命した「ミジュマル」とのコラボによる「三重県
×ミジュマル」のさまざまな取組により、本県のプロモーションを
推進します。

③包括連携協定締結企業と連携した取組

◼ 三重の自然由来カーボンクレジットの活用を推進するため、
セミナー開催等を通じて普及啓発等に取り組みます。

②Ｊ-クレジット等の効果的な活用拡大

普及啓発セミナーの様子

①「ゼロエミッションみえ」プロジェクトの推進
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３ その他の主要事業 
 

政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

《  名: 観光・魅力発信》  

〈 策名: （5-3）   魅力  〉  

１ 関西圏営業基盤構築事業                 6,857千円 

【（5-3-3）関西圏における魅力発信】 

(第２款 総務費 第２項 企画費 ７ 関西事務所諸費） 

関西圏における情報発信やネットワークの充実強化に取り組み、販路

拡大や観光誘客、移住促進など、分野を横断する事業を総合的に調整

し、効果的に推進します。また、さまざまな情報メディアを活用し、県

内市町・団体や事業者等と連携して関西圏で情報発信します。 

 

政策企画総務課 

(224-2009) 

《  名: 産 振興》  

〈 策名: （7-4）  展    〉  

１ 国際ネットワーク強化推進事業               68,918千円 

【（7-4-2）国際交流の推進】            

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

姉妹・友好提携先や駐日大使館、領事館等とのネットワークの維持強

化を図るとともに、友好提携先である中国河南省及びパラオ共和国との

周年事業や太平洋島しょ国との交流に取り組みます。 

 

国際戦略・プロ

モーション推進

課 

(224-2844) 

 

２ グローカル人材育成推進事業               4,102千円 

【（7-4-2）国際交流の推進】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

三重の未来を担う若者をグローカル人材として育成するため、国際的

な視野を広げるための講座の開催や、姉妹・友好提携先をはじめとする

海外との交流機会を提供します。 

 

 

 

 

 

 

国際戦略・プロ

モーション推進

課 

(224-2844) 
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政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

《  名: 人材 育成・確保》  

〈 策名: （8-1）若者 就労支   内 着  〉  

１ 地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業   58,989千円 

【（8-1-3）高等教育機関との連携等による若者の県内定着の促進】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

若者の県内定着及び県内産業の振興を図るため、県内居住等を条件に

奨学金返還額の一部（上限：100万円）を助成します。助成にあたって

は、条件を満たしたうえで４年経過後に助成額の1/3を、８年経過後に

助成額の2/3を交付します。 

 

人材確保対策課 

(224-3184) 

《行 運営》  

〈 政運営名：（1）総合計    〉  

１ 計画推進諸費 8,545千円 

【（20-1-1）総合計画の進行管理】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

県民の皆さんの意識を把握し、県政の運営に活用するため、広く県民

を対象としたアンケート調査を行います。 

 

企画課 

（224-2025） 

２ （一部新）人づくり政策推進費 2,023千円 

【（20-1-1）総合計画の進行管理】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

知事と教育委員会が、十分な意思疎通を図り、教育にかかる課題やあ

るべき姿を共有し、連携して教育行政に取り組むために総合教育会議を

開催します。また、「三重県教育施策大綱」は、令和８年度に最終年度

を迎えることから、改定に向けた検討を行います。 

 

企画課 

（224-2031） 

３ （一部新）未来につなぐ平和発信事業 6,294千円 

【（20-1-1）総合計画の進行管理】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 ３ 企画費） 

被爆地広島との交流や被爆・戦争関連資料の展示に加え、戦争体験者

の証言動画のＰＲなどにより、若い世代をはじめとする多くの県民の皆

さんに、戦争の悲惨さと平和の尊さを伝えていく機会を設けます。 

 

 

政策企画総務課 

（224-2009） 
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政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

４ 広域連携推進費 13,062千円 

【（20-1-3）広域連携の推進】 

（第２款 総務費 第２項 企画費 １ 企画調整費） 

全国知事会や圏域の知事会等に参画し、国への提言活動を実施すると

ともに、県域を越えて取り組むべき共通の課題、広域的課題の解決に向

け、他の自治体等と連携した取組を実施します。 

 

政策提言・広域

連携課 

（224-2089） 

５ 社会生活基本調査費 12,870千円 

【（20-1-4）統計情報の活用と提供】 

(第２款 総務費 第３項 統計調査費 ２ 統計調査費) 

国民の社会生活の実態を明らかにするため、国民の生活時間の配分及

び自由時間における主な活動に関する調査を行います。 

 

統計課 

（224-2044） 

６ 経済センサス－活動調査費 138,714千円 

【（20-1-4）統計情報の活用と提供】 

(第２款 総務費 第３項 統計調査費 ２ 統計調査費) 

事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地域別に明らかにするた

め、企業等の売上金額や費用などに関する調査を行います。 

 

統計課 

（224-2044） 

 



  地域連携・交通部 １ 

 地域連携・交通部 

 
 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 
 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

 
 地域連携・交通部では、「公共交通の確保・充実」「地域の振興」「スポーツの推

進」「県南部地域の活性化」に向け、市町等との連携を進めつつ、部局横断的・総合

的な視点による地域活性化に取り組んでいます。 

 令和８年度においては、交通空白地等における公共ライドシェアなどによる移動手

段の確保や交通事業者の運転士不足への対応に取り組むとともに、人口減少下におけ

る社会減対策の１つである移住の促進に取り組みます。 

選手等への支援や指導者の養成、第89回国民スポーツ大会の在り方検討とともに、

県民の皆さんがスポーツにふれ親しむ機会の拡充に取り組みます。 

豊かに暮らし続けられる南部地域づくりに向けた取組を進めるとともに、熊野古道

の持続可能な保全と活用のための取組を進めます。 

 

 

２ 主な重点項目 

 

（１）公共交通の確保・充実                     

 [交通政策課 （224-2622）] 

      [広域交通・リニア推進課 （224-2805）] 

地域の実情に応じた移動手段の確保に向け、公共ライドシェアなど新たな移動サ

ービスの導入を進める市町等の取組を支援します。特に、既存の交通事業者と共存可

能な公共ライドシェアモデルの構築に向け、市町とともに実証に取り組みます。また、

公共交通の乗降データや人流データなどのモビリティデータを活用した地域交通の

課題解決に取り組むとともに、市町職員を対象に“交通のプロ”を育成するため、実

践的な講座を開設します。さらに、運転士不足に対応するため、女性や若者向けのバ

ス運転士体験会を開催するとともに、二種免許取得費用の支援や誰もが働きやすい

職場環境の整備に取り組む交通事業者を支援します。 

ＪＲ関西本線（亀山～加茂間）の活性化のため、沿線市と連携してマイレール意識

の醸成や日常利用につながるモデル的な取組を実施するとともに、引き続き関西方

面からの誘客・利用促進の取組を進めます。また、地域鉄道やバス路線などの維持・

活性化に向け、国や市町と協調し事業者を支援します。 

リニア中央新幹線については、名古屋・大阪間のルート・駅位置の早期確定や一日

も早い全線開業に向け、沿線自治体等と連携して要望活動を行うとともに、県民のリ

ニア事業に対する理解や協力を得られるよう、一層の機運醸成に取り組みます。また、

令和８年３月に策定予定の「みえリニア戦略プラン（仮称）」に基づき、市町等と連

携して、リニア開業効果を県内全域に波及させるための取組を進めます。 



  地域連携・交通部 ２ 

 

<主な事業> 

①（一部新）地域における移動手段の確保に向けた総合対策事業 

               予算額 ２１６，１１２千円

（２２６,３３０千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

②（一部新）鉄道活性化促進事業 予算額  ２１，１２３千円 

③ 鉄道利便性・安全性確保等対策事業    予算額 １３４，４８５千円 

④ 伊勢鉄道基盤強化等対策事業       予算額 １３９，９３９千円 

⑤ 地方バス路線維持確保事業        予算額 ２９２，２０３千円 

⑥ リニア中央新幹線関係費    予算額  ２１，６７３千円 

 

 

（２）移住の促進              

[地域づくり推進課 （224-2351）] 

[移住促進課 （224-2420）] 

本県への人口流入を促進するため、移住希望者のニーズや特性に応じたプロモー

ションを実施するとともに、県独自の移住フェアを東京、名古屋、大阪で開催するこ

とにより、本県のさらなる認知度向上を図ります。若者が気軽に相談できるＡＩを活

用した移住相談の仕組みの構築や、よりきめ細かな相談対応を可能とする移住相談

システムの導入を進めます。移住者数の増加に向けた実行計画となる「三重県移住促

進計画（仮称）」を策定します。 

移住希望者の不安軽減や県内定着を図るため、市町などが実施するお試し住宅の

整備や移住体験ツアーへの補助、県外からの移住者を対象とした空き家リフォーム

費用への支援や、移住者と地域をつなぐ人材の育成などを行い、移住者の受入態勢充

実に取り組みます。また、東京圏からの移住を後押しする移住支援事業や移住のきっ

かけとなる「二地域居住」の促進に、市町と連携して取り組みます。 

地域おこし協力隊については、定住・定着の促進に向けて、隊員をサポートする中

間支援組織とともに、市町と元隊員等が連携した支援体制づくりを行うなど、「募集・

受入時」、「任期中」、「退任後」の各段階での取組を強化します。 

 

<主な事業> 

①（一部新）移住促進事業              予算額  ９４，９６９千円 

② 移住者を受け入れる態勢の充実支援事業     予算額  ４１，４６３千円 

③（一部新）地域おこし協力隊サポート事業      予算額   ８，４４３千円 



  地域連携・交通部 ３ 

（３）競技スポーツの推進 

 [スポーツ推進課 （224-2985）] 

[競技力向上対策課 （224-2996）] 

国民スポーツ大会をはじめとする全国大会や国際大会で活躍できるよう、選手・チー

ムの強化活動を支援するとともに、次代を担うジュニア・少年選手の発掘・育成や優れ

た指導者の養成に取り組みます。また、全国大会や国際大会での活躍をめざすパラアス

リートの強化活動を支援します。 

令和17年に本県で開催予定の第89回国民スポーツ大会の開催準備を進めるとともに、

開催予定県との連絡調整、県内関係市町・団体との調整、協議等を行います。 

県営スポーツ施設について、利用者がより安全・安心に利用できる環境を提供するた

め、「三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿」のサッカー・ラグビー場メインスタンドトイレ

改修など、必要な整備を行うとともに、指定管理者と連携し、より良いサービスの提供

に取り組みます。 

 

<主な事業> 

① 競技力向上対策事業   予算額 ２６１，２００千円 

② 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催準備事業 

予算額   ２，３２３千円  

③（一部新）三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿事業  予算額 ７６６，３４３千円 

④（一部新）三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢事業  予算額 ４７１，２００千円 

 

 

（４）地域スポーツと障がい者スポーツの推進 

 [スポーツ推進課 （224-2986）] 

[競技力向上対策課 （224-2996）] 

三重とこわか国体・三重とこわか大会のレガシーを活用して、大規模大会等の誘致・

開催、スポーツイベントの開催等に取り組む市町および競技団体等を支援します。 

スポーツ人口の拡大や地域の活性化につなげるため、スポーツを通じて活躍する子

どもたちやチーム等を支援します。 

中学校部活動の地域展開を促進するため、総合型地域スポーツクラブにおいて、指導

者を養成するとともに、安全管理研修会や中学生を対象とした体験会等を開催します。 

子どもから高齢者まで幅広い県民の皆さんがさまざまなスポーツを楽しむことがで

きるよう、スポーツ推進月間を中心に、（一社）三重県レクリエーション協会や各競技

団体等と連携して「みえスポーツフェスティバル」を県内各地域で開催します。 

また、令和８年４月の三重県誕生150周年を契機に、未来を担う子どもたちを主役と

する「美し国三重市町対抗駅伝」を開催します。 

障がい者スポーツの推進については、障がい者スポーツ選手の発掘につなげるため、

初心者講習会や指導員の養成研修の実施、競技団体の遠征費の補助等を行うとともに、

特別支援学校の児童、生徒を対象とした障がい者スポーツ教室を開催します。 



  地域連携・交通部 ４ 

<主な事業> 

① レガシーを活用したみえのスポーツ支援事業     予算額  ９７，２００千円 

② 地域のきらりスポーツ推進事業             予算額  ６１，９５９千円 

③ 地域スポーツ推進事業 予算額  ６３，６０７千円 

④（一部新）地域スポーツイベント開催事業 予算額  ４９，４７６千円 

⑤（一部新）障がい者スポーツ推進事業 予算額  ７０，２８３千円 

 

 

（５）南部地域の振興 

[南部地域振興企画課 （224-2192）] 

  [東紀州振興課 （224-2193）] 

[交通政策課 （224-2622）] 

南部地域の活性化に向けて、地域への愛着・誇りの醸成や地域との関係性の継続、副

業・兼業など多様で柔軟な働き方の創出、および地域内の人材育成と関係人口の深化・

拡大等に取り組みます。 

また、南部地域活性化基金を活用して、複数市町の連携による取組を支援し、地域の

人びとが豊かに暮らし続けられる地域づくりを進めます。 

「三重県熊野古道活用プラン」に基づき、案内標識やトイレ、二次交通等の観光イン

フラ整備、さらなる誘客を図るための魅力発信の強化、持続可能な保全体制の構築に取

り組みます。また、県立熊野古道センターの常設展示について、令和８年度はコンテン

ツ制作等を実施し、令和９年度を目途にリニューアルオープンができるよう取組を進

めます。 

 

<主な事業>  

①（一部新）南部地域活性化推進事業（総合調整事業） 

予算額   ５，４９０千円 

② 南部の地域づくり連携推進事業            予算額  １１，７５０千円 

③ 南部地域における持続可能な第一次産業をめざして事業 

予算額   ５，０８５千円 

④（新）南部地域の関係人口コーディネート事業 予算額  １１，５０４千円 

 ＜事業実施期間：令和８年度＞ 

⑤ 南部地域活性化基金支援事業                 予算額   ６，７７２千円 

⑥（一部新）熊野古道活用促進事業            予算額  ２９，９２７千円 

（４４，４８３千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

⑦（新）熊野古道伊勢路の魅力発信・誘客促進事業  予算額  １５，４８３千円 

＜事業実施期間：令和８年度～令和 10年度＞ 

⑧ Easy Access to東紀州！プロジェクト推進事業  予算額  ２５，６０７千円 

⑨ 東紀州地域集客交流推進事業           予算額 １６３，２９７千円 
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公共交通の確保・充実 ①
交通政策課 224-2622
広域交通・リニア 224-2805
推進課

（一部新）地域における移動手段の確保に向けた総合対策事業 216,112千円（２月補正予算を含む額 226,330千円）

地域内交通の充実

公共ライドシェアの導入推進（55,000千円）

●交通空白地等における移動手段を確保するため、公共ライドシェアの導入を一層推進するとともに、地域の実情に応じた
  移動手段の確保に取り組む市町への支援を強化します。
●深刻化するバス・タクシー運転士不足への対応として、交通事業者や市町と連携して運転士確保等の取組を進めます。

既存の交通事業

者と共存可能な

公共ライドシェ

アモデルの構築

に向けた実証

課題把握

市町地域
公共交通
会議

課題把握

市町地域
公共交通
会議

検証 検証

地域の実情に応じた移動手段の確保に取り組む市町への支援（143,112千円）

地域の課題把握から実情に応じた移動手段の定着まで切れ目なく
ワンストップで市町を支援するカウンターパート支援体制を構築

対策検討

合同交通
施策検討会

対策検討

合同交通
施策検討会

調査・設計等

公共ライドシェア
等導入支援チーム

調査・設計等

公共ライドシェア
等導入支援チーム 実証実験実証実験 本格運行本格運行 定着定着

  人流データ等のモビリティデー

  タを活用し的確に助言

  市町職員の“交通のプロ”を育成

  するための実践的な講座を開設

（バス・タクシー）運転士不足への対応 (28,218千円※)

 女性や若者向けのバス運転士体験会の開催

○ 都市部でのバス運転士専門の就職イベントにバス事業

 者と共同出展し、移住相談にもワンストップで対応

○ 運転士確保に向けた交通事業者の取組への財政支援

○ 各市町が取り組む自動運転の導入への支援

新

新

新

新

※２月補正予算
（10,218千円）を含む

○ コミュニティバスの再編やデマンド交通等新たな移動

  手段の導入について、事前調査段階から定着まで補助

  金により切れ目なく支援

 ○ 公共ライドシェアは導入を推進するため手厚く支援

国（中部運輸局）と
県が市町を訪問し、
課題の解決策を検討

国（三重運輸支局）と県
に交通事業者を加え、運
行スキーム設計等を支援

伴走支援と財政
支援は“車の両輪”

タクシー配車 可能地域
 困難地域
 不可地域

【モデル例】

タクシー優先配車
公共ライドシェア補完
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公共交通の確保・充実 ②
交通政策課            224-2622
広域交通・リニア 224-2805
推進課

（一部新）鉄道活性化促進事業（21,123千円）

伊勢鉄道基盤強化等対策事業（139,939千円）

○ 伊勢鉄道（株）が実施する安全性・利便性の向上
 を図るための施設整備等について、国の補助金も
 活用して支援

○ 地域間幹線系統バスの運行経費等に国と協調して補
 助を実施

○ 県および市町の地域公共交通会議等において地域公共交
 通の活性化に向けた取組を実施

地方バス路線維持確保事業（292,203千円）

鉄道利便性・安全性確保等対策事業（134,485千円）

広域交通ネットワークの構築

●通勤や通学など日常生活の移動手段である鉄道やバス路線の維持・活性化のため、市町等と連携して利用促進などに取り組
むとともに、国や市町と協調して支援します。

●リニア中央新幹線の最速２０３７年全線開業の実現に向けて関係者と連携して取り組むとともに、令和８年３月に策定予定
の「みえリニア戦略プラン（仮称）」に基づき、リニア開業効果を県内全域に波及させるための取組を進めます。

○ 鉄道の維持・活性化のため、沿線自治体で構成する
 協議会において連携して要望活動や利用促進の取組を実施
 JR関西本線（亀山～加茂間）の活性化のため、「関西本線活性化
利用促進三重県会議」において、沿線市と連携してマイレール意識の

    醸成や日常利用につながるモデル的な取組を実施するとともに、
引き続き関西方面からの誘客・利用促進の取組を推進

○ 鉄道事業者が実施する安全性・利便性の向上を図るための施設整備
 等について、国や沿線市町と協調して支援

リニア中央新幹線関係費
 （21,673千円）

○ 名古屋・大阪間の環境アセスの着実な
 推進と一日も早い全線開業の実現に向け
 た活動を実施

○ リニアを中心とした新たな広域交通
 ネットワーク構築に向けた機運醸成の
 取組を実施

○ 市町や交通事業者等と連携して、「みえ
 リニア戦略プラン（仮称）」の取組を推進

大阪
（大阪市）

三重県
（亀山市）

東京
（品川駅）

約２０分 約６０分

時速500kmのスピードでつながる
日本の新たな大動脈

新

子どもたちへの
リニアに関する啓発活動



 移住者数の増加に向け「三重県移住促進計画（仮称）」
    を策定
○移住希望者のニーズや特性に応じた
情報発信を実施

○東京、名古屋、大阪で県独自の
移住フェアを開催

○仕事を変えずに移住できる中京圏を
ターゲットに名古屋駅でＰＲ

○Facebookグループ｢日々三重｣による移住希望者への発信

地
域
連
携
・
交
通
部

７

地域づくり推進課 224-2351
移住促進課  224-2420

移住の促進と定住・定着に向けた取組の充実

プロモーションの強化

移住者を受け入れる態勢の充実支援事業（41,463千円）（一部新）移住促進事業（94,969千円）

●人口減少下における社会減対策の１つである移住を促進するため、プロモーションや移住フェアの実施により
本県のさらなる認知度向上を図るとともに、ＡＩ等も活用して移住相談対応を充実させます。

●住まいの充実に取り組む市町等を支援し、移住者を受け入れる態勢を充実させます。
●地域おこし協力隊の定住・定着促進に向けた支援体制を強化します。

移住の促進

○移住者と地域をつなぐ人材を各地に育成する講座を開催
○東京圏から移住した人を対象に、市町と連携して移住支援金
を支給

○三重県移住者の受入態勢充実支援事業補助金による、お試し
住宅の整備や移住体験ツアーを実施する市町等への支援

○ 県外からの移住者を対象に空き家リフォーム費用を支援

みえ移住フェア

相談対応の充実

インフラ（住まい）の整備

受入態勢の充実

新

     市町と元隊員等が連携した支援体制づくり
                〇 市町の課題に応じた助言・提案

                〇 隊員間のつながりづくりの
ための交流会を実施

                〇 定住に向けた相談窓口の設置

○ 隊員・市町職員向けの研修会を実施

（一部新）地域おこし協力隊サポート事業（8,443千円）

定住・定着促進に向けた支援体制の強化

協力隊の交流会

退任後 

任期中 

募集・受入時  新 気軽に相談できるＡＩ移住相談の導入

 相談者の興味・関心を分析する移住
 相談システムの導入

○「美し国みえ 移住相談センター」を
中心に、きめ細かな相談対応を実施

○ターゲットを設定した移住セミナー、
地域別の移住相談会を開催

移住相談アドバイザー(左)と
就職相談アドバイザー(右)

新

新

三重県への移住者数は

年々増加

H27年度 R6年度

人



競技スポーツの推進
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スポーツ推進局
 スポーツ推進課 224-2985
 競技力向上対策課 224-2996

●国民スポーツ大会をはじめとする全国大会や国際大会で活躍できるよう、選手・チームの強化活動を支援すると
ともに、次代を担うジュニア・少年選手の発掘・育成や優れた指導者の養成に取り組みます。

●全国大会や国際大会での活躍をめざすパラアスリートの強化活動を支援します。
●県営スポーツ施設について、利用者がより安全・安心に利用できる環境を提供するため、必要な整備を行います。
また、指定管理者と連携し、より良いサービスの提供に取り組みます。

競技力向上対策事業（261,200千円） （一部新）三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿事業 
（766,343千円）

○サッカー・ラグビー場メインスタンドトイレほか改修工事
387,866千円

○施設の効率的・効果的な管理運営 378,477千円

（一部新）三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢事業
（471,200千円）

○陸上競技場の第一種公認改修工事 ほか   367,887千円

○施設の効率的・効果的な管理運営 103,300千円

スポーツ施設の充実競技力の向上

○国スポをはじめとする全国大会や国際大会で活躍で
きるよう、選手（成年、ジュニア・少年）・チーム
の強化活動を支援
・チームみえ国スポ選手強化事業  （130,456千円）
・アスリートタレント発掘・育成事業（12,841千円）

選手・チームの強化

指導者の養成

パラアスリートの強化

○幅広い世代で指導者を養成し､一貫指導体系を構築
・チームみえトップ指導者養成事業  （15,047千円）

○全国・国際大会で活躍できるパラアスリートの強化
活動を支援
・パラリンピック等選手強化指定事業 （8,700千円）

○令和17年に本県で開催予定の第89回国民スポーツ大会の開催準備

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催準備事業 （2,323千円）

▲第79回国民スポーツ大会
ソフトボール競技成年男子優勝

▲三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿
サッカー・ラグビー場

▲三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢
陸上競技場

▲東京2025デフリンピック（菰方選手）
テニス競技ダブルス金・シングルス銅



○中学校部活動の地域展開を促進するため、総合型地域スポーツ
クラブにおいて、指導者（有資格者）を養成するとともに、
安全管理の研修会や中学生を対象とした体験会等を開催

○市町・競技団体等が実施する国際大会、全国大会等の大規模大会の
開催やスポーツ教室の開催等に必要な経費を支援

レガシーを活用したみえのスポーツ支援事業（97,200千円）

地域スポーツと障がい者スポーツの推進

地
域
連
携
・
交
通
部

９

●大規模大会等の誘致・開催、スポーツイベントの開催等に取り組む市町・競技団体等を支援します。
●中学校部活動の地域展開を促進するため、総合型地域スポーツクラブの機能強化に取り組みます。
●市町や競技団体と連携しながら、県民が運動やスポーツに親しむ機会の拡充を図ります。
●障がいのある子どもたちのスポーツ参加を促進し、障がい者スポーツの裾野の拡大に取り組みます。

障がい者スポーツの推進

○「三重県障がい者スポーツ支援
センター」において、県民・企業等
からの相談対応、SNS等を通じた
情報発信、障がい者スポーツ団体と
企業等の連携を促進

○障がい者スポーツ選手の発掘に
つなげるため、初心者講習会や
指導員養成研修を実施

○障がいのある子どもたちがスポーツ
の楽しさを感じられるよう、
特別支援学校の児童・生徒を対象と
したスポーツ教室を開催

▲さまざまな障がい者スポーツ

▲ 美し国三重
市町対抗駅伝

（一部新）障がい者スポーツ推進事業

（70,283千円）

地域スポーツの推進

地域のきらりスポーツ推進事業（61,959千円）

○スポーツ人口の拡大や地域の活性化につなげるため、スポーツを
通じて活躍する子どもたちやチーム等を支援

スポーツ推進局
 スポーツ推進課 224-2986
 競技力向上対策課 224-2996

地域スポーツ推進事業（63,607千円）

（一部新）地域スポーツイベント開催事業（49,476千円）

○県民の皆さんがさまざまなスポーツを楽しむことができるよう、
「みえスポーツフェスティバル」を県内各地域で開催

○令和８年４月の三重県誕生150周年を契機に、未来を担う
子どもたちを主役とする「美し国三重市町対抗駅伝」を開催

▲男子プロテニス国際大会
（四日市チャレンジャー2025）



南部地域活性化基金を活用した取組等
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南部地域の振興

南部地域振興局
 南部地域振興企画課  224-2192
 東紀州振興課  224-2193
交通政策課  224-2622

●「三重県南部地域振興プラン」の３つの取組方向に基づき、
南部地域への愛着・誇りの醸成や地域との関係性の継続、
副業や兼業など多様で柔軟な働き方の創出、および地域内の
人材育成と関係人口の深化・拡大等に取り組みます。

●南部地域活性化基金を活用して、複数市町の連携による
南部地域の活性化に向けた取組を支援します。

南部地域活性化基金支援事業（6,772千円）

○若者の定着・人口還流や地域産業の活力向上、賑わいのある南部地域

に向けた事業に連携して取り組む市町を支援

南部地域における持続可能な第一次産業をめざして事業（5,085千円）

○南部地域における多様で柔軟な働き方の確立に向け、スポットワーク

の利用促進のための取組を実施

（新）南部地域の関係人口コーディネート事業（11,504千円）

○南部地域における地域内人材の広域連携

を強化するための情報収集や関係性構築、

都市部の関係人口への情報発信や関わり

たい取組などの情報収集を行うコーディ

ネーター（関係案内人）を配置

（一部新）南部地域活性化推進事業（総合調整事業）（5,490千円）

○南部地域の若者等の地域への愛着等を把握するため、南部地域の高校

生等や定住者、Ｕターン者などを対象としたアンケート調査や課題解

決に資する先進事例調査を実施

関係人口と地域住民の交流

南部の地域づくり連携推進事業（11,750千円）

○県土整備部と連携し、空き家の非住宅（店舗等）への改修費及び除却

費を支援

○農林水産部と連携し、担い手確保に向けた労働環境の整備に必要な

機械・設備の導入を支援

●「三重県熊野古道活用プラン」に基づき、案内標識やトイレ等
の観光インフラ整備、さらなる誘客を図るための魅力発信の強化、
持続可能な保全体制の構築に取り組みます。

●県立熊野古道センターの常設展示について、令和９年度を目途に
リニューアルオープンができるよう取組を進めます。

熊野古道の未来への継承と活用

（一部新）熊野古道活用促進事業（44,483千円 ※２月補正予算含み）

○案内標識の整備等を行う市町を支援
○次世代を担う子どもたちを対象とした保全体験・学習機会の提供
○保全活動のための新たな財源確保策の検討
○クマの出没に対する注意喚起などの安全対策の実施
○効果的な情報発信・プロモーションの実施

Easy Access to 東紀州！プロジェクト推進事業（25,607千円）

○熊野古道来訪時における二次交通の利便性向上、外国人旅行者を含む
誘客促進、東紀州地域の体験型コンテンツの磨き上げ等の実施

持続可能な観光地づくり ※観光資源活用推進事業（観光部）の一部 

観光客受入環境整備事業（10,000千円 ※２月補正予算）

○伊勢路沿線の市町が管理するトイレの洋式化・高機能化等を支援

（新）熊野古道伊勢路の魅力発信・誘客促進事業（15,483千円）

○市町、観光協会等と連携した旅行商品の造成等
○第63回神宮式年遷宮や令和16年の世界遺産登録30周年も見据え
伊勢路の魅力発信を強化

東紀州地域集客交流推進事業（163,297千円）

○県立熊野古道センターにおける東紀州地域の歴史・
文化・自然等の発信及び集客交流の促進

○常設展示室のリニューアルに向け
コンテンツ制作等を実施 県立熊野古道センター



 

地域連携・交通部 11 

３ その他の主要事業 

政策名、施策名および事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

《政策名：地域づくり》 
 

〈施策名：(9-1)市町との連携による地域活性化〉 

 

１ 持続可能な地域コミュニティづくり推進事業      2,246千円 

【(9-1-1) 市町との連携・協働による地域づくり】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

「県と市町の地域づくり連携・協働協議会」の仕組みを活用し、住民

が主体となった地域のコミュニティづくりがより多くの地域に広がる

ように取り組みます。また、若者の力を地域コミュニティの活性化に

生かすため、地域づくり団体等において地域活動を体験する機会を提

供し、若者が地域づくりの経験を積む取組を進めます。 

 

２ 市町振興事務費                     6,100千円 

【(9-1-2) 市町行財政運営の支援】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 ２ 市町振興費） 

市町が今後も安定的な行財政運営を継続的に行うことができるよ

う、地方行財政制度の適正な運用に加え、行財政運営の改善につながる

取組についても、「市町と県との勉強会」を開催するなど、必要な支援

を行います。 

 

３ 木曽岬干拓地整備事業                 280,353千円 

【(9-1-3) 木曽岬干拓地等の利活用の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

伊勢湾岸自動車道以南の都市的土地利用計画を策定するとともに、農

業体験広場の暫定利用等を進めます。また、干拓地のアクセス向上を図

る道路の整備に向けて、関係者との調整や設計等を進めます。 

 

４ 特定振興地域推進事業                       28,665千円 

【(9-1-3) 木曽岬干拓地等の利活用の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

大仏山地域に整備した散策路等を適切に維持管理し、利用促進に取

り組みます。また、宮川の流量回復については、宮川ダム直下から三瀬

谷ダム間において、鮎の生息環境や水質などについて引き続き調査を

進めるとともに、利水者など関係者や流域市町との意見交換を継続し

ながら、より良い流況に向けて取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域づくり推

進課 

（224-2351） 

 

 

 

 

 

 

市町行財政課 

（224-2171） 

 

 

 

 

 

 

水資源・地域

プロジェクト

課 

（224-2419） 

 

 

 

水資源・地域

プロジェクト

課 

（224-2010） 
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政策名、施策名および事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

 

５ 奥伊勢湖環境保全対策協議会負担金          5,000千円 

【(9-1-3) 木曽岬干拓地等の利活用の推進】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

奥伊勢湖環境保全対策協議会に参画し、奥伊勢湖の豊かな自然環境

を守るための活動を支援します。 

 

６ 地域活性化支援事業                      2,798千円 

【(9-1-4) 過疎地域等における地域づくり】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

過疎地域等の市町が実施する住民の身近な生活課題を解決するた

めの取組や地域活性化のための取組に対し補助金を交付するととも

に、集落支援員のスキルアップ研修を実施します。 

 

７ 離島航路支援事業                     60,406千円 

【(9-1-4) 過疎地域等における地域づくり】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

離島住民の生活基盤の安定化と離島の自立的発展を促すため、離島

航路事業者の実質欠損額に対して支援を行い、航路の維持・確保を図

ります。 

 

〈施策名：(9-3)南部地域の活性化〉 

 

１ 南部地域の企業・魅力体感事業               4,165千円 

【(9-3-1) 豊かに暮らし続けられる南部地域づくり】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

南部地域外に進学・就職した若者を対象に、南部地域の企業の見学 

や地域で活躍している方々との交流のほか、自然や文化の体験を通し 

て、南部地域での暮らしの魅力を体感してもらえるバスツアーを実施 

します。  

 

  ２ 多様な人材が集う「賑わい」の維持・創出事業     10,581千円 

【(9-3-2)  地域住民のチャレンジによる地域の活力向上】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

第一次産業等の体験により、地域の魅力や課題を知る機会を提供 

し、関係人口の創出につなげます。また、地域で活躍する人々が取組 

発表や意見交換を行う連続講座を開催し、地域や世代の垣根を超えた 

ネットワークを形成します。 

 

 

 

 

水資源・地域

プロジェクト

課 

（224-2010） 

 

 

地域づくり推

進課 

（224-2351） 

 

 

 

 

南部地域振興

企画課 

（224-2192） 

 

 

 

 

 

 

南部地域振興

企画課 

（224-2192） 

 

 

 

 

 

南部地域振興

企画課 

（224-2192） 
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政策名、施策名および事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

 

〈施策名：(9-4)東紀州地域の活性化〉 

 

１ 東紀州地域振興推進事業             15,948千円 

【(9-4-1) 地域資源を生かした持続可能な地域社会づくり】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

東紀州地域の活性化を図るため、市町をはじめとする関係団体と連

携を図りながら、観光振興、産業振興等の面から総合的に地域づくり

を推進する一般社団法人東紀州地域振興公社の取組に対し支援を行

います。 

 

 

２ 選ばれる東紀州地域を目指して産業活性化支援事業 6,568千円 

【(9-4-1) 地域資源を生かした持続可能な地域社会づくり】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 １ 地域振興費） 

地域の資源を生かした商品のブランド力強化や高付加価値化、販路

拡大、地域特産品の情報発信など、地域産業の活性化を促進するため

の基盤づくり等の取組を支援します。 

 

 

《政策名：交通・暮らしの基盤》 
 

〈施策名：(11-2)公共交通の確保・充実〉 

  

１ 航空関係費                   68,903千円 

【(11-2-2) リニア開業時の県内広域交通網の確保・充実に  

向けた取組の推進】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 ４ 交通政策費） 

中部国際空港利用促進協議会や関西国際空港全体構想促進協議会

等の活動や調査を通じ、両空港や空港アクセスの利用促進・利便性向

上に取り組むとともに、令和９年度供用開始予定の中部国際空港の代

替滑走路整備事業を支援します。 

 

〈施策名：(11-4)水の安定供給と土地の適正な利用〉 

 

１ 工業用水道事業会計出資金            327,903千円 

【(11-4-1) 水資源の確保と水の安全・安定供給】 

（第２款 総務費  第６項 地域振興費 ５ 資源対策費） 

県勢振興のために確保している水源の工業用水に係る管理費等に

ついて、一般会計から工業用水道事業会計に出資します。 

 

 

 

 

東紀州振興課 

（224-2193） 

 

 

 

 

 

 

 

東紀州振興課 

（224-2193） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域交通・リ

ニア推進課 

（224-2805） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水資源・地域

プロジェクト

課 

（224-2010） 
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政策名、施策名および事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

 

２ 地籍調査費負担金                  421,194千円 

（581,210千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

【(11-4-2) 適正な土地の利用および管理】 

（第２款 総務費 第６項 地域振興費 ５ 資源対策費） 

土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資する

ため、地籍調査を実施する市町に対して、その取組を支援します。 

 

 

《政策名：文化・スポーツ》 

 

〈施策名：(16-2)競技スポーツの推進〉 

 

１ 国民スポーツ大会派遣事業           127,499千円 

【(16-2-1) 競技力の向上】 

（第２款 総務費 第 12項 スポーツ推進費 １ スポーツ推進費） 

国民スポーツ大会および東海ブロック大会等に、本県代表選手・監

督等を派遣します。 

 

２ ドリームオーシャンスタジアム事業        23,761千円 

【(16-2-3) 安全、快適なスポーツ施設の提供】 

（第２款 総務費 第 12項 スポーツ推進費 ２ スポーツ施設費） 

指定管理者制度に基づいて、効率的・効果的な管理運営やサービス

の充実を図るとともに、防球ネットを追加するなど、安全、快適に利

用できる環境の整備を行います。 

 

３ 県営ライフル射撃場事業             12,380千円 

【(16-2-3) 安全、快適なスポーツ施設の提供】 

（第２款 総務費 第 12項 スポーツ推進費 ２ スポーツ施設費） 

指定管理者制度に基づいて、効率的・効果的な管理運営やサービス

の充実を図るとともに、電子標的を更新するなど、安全、快適に利用

できる環境の整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水資源・地域

プロジェクト

課 

（224-2010） 

 

 

 

 

 

 

 

 

競技力向上対

策課 

（224-2996） 

 

 

 

スポーツ推進

課 

（224-2985） 

 

 

 

 

スポーツ推進

課 

（224-2985） 

 

 

 

 

 

 

 



防災対策部 1 

防災対策部 
 

 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

南海トラフ地震の切迫性が高まる中、甚大な被害が想定されている本県においては、

南海トラフ地震対策のさらなる強化と加速化が必要です。 

令和８年度は新たな南海トラフ地震の被害想定をふまえ、南海トラフ地震対策に特化

した「三重県南海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定や関連する計画等の作成を進

めるとともに、能登半島地震の被災地支援活動での気づきをふまえてとりまとめた「南

海トラフ地震対策の強化に向けた取組方針」に基づき市町や関係機関と連携し具体的な

取組を展開していきます。 

また、近年、全国で豪雨災害が激甚化、頻発化しており、本県においても昨年９月に

四日市市にて記録的な豪雨による被害が発生するなど、風水害への対策についても着実

に取り組んでいきます。 

防災対策部では、このような考え方のもと、次の４項目について重点的に取り組みま

す。 

  

（１）南海トラフ地震対策の強化 

南海トラフ地震対策に特化した「三重県南海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制

定や、対策を着実に推進するための行動計画の策定に取り組むとともに、国や他都道府

県等からの支援を円滑に受け入れるための「三重県広域受援計画」を改定します。また、

新たな南海トラフ地震被害想定の周知を通じて防災対策の重要性を啓発します。 

 

（２）市町への支援の強化 

「いのちを守る防災・減災総合補助金」による財政支援の強化を通じて、特にスフィ

ア基準をふまえた避難所の環境改善や、新たな南海トラフ地震被害想定をふまえた対応

といった市町の防災・減災対策を促進します。 

 

 （３）災害即応力の強化 

円滑かつ迅速に被災地支援ができるよう、広域防災拠点の施設改良や、代替のヘリコ

プター基地の施設整備を行うとともに、県・市町の災害対応力向上のために、実践的な

訓練の実施や市町の図上訓練の支援等に取り組みます。 

 

（４）被災者支援の充実 

新たな南海トラフ地震被害想定に基づく必要な備蓄資機材の調達等に取り組むととも

に、災害関連死の発生を防ぐためにも、避難所の環境改善に加え、市町の区域を越えた

避難体制の構築等に向けた広域避難計画の策定等に取り組みます。 
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２ 主な重点項目 

（１）南海トラフ地震対策の強化 

①（一部新）地震対策推進事業             予算額 ５２，６０４千円 

 [災害対策推進課（224-2189）、南海トラフ地震対策ＰＴ（224-2282）] 

南海トラフ地震対策の強化に向けて、南海トラフ地震対策に特化した「三重県南海

トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定に取り組むとともに、南海トラフ地震対策

に特化した計画の作成を進めます。あわせて、三重県広域受援計画を改定するととも

に、三重県復興指針の見直しに着手します。また、津波に対する住民の危機意識を高

め、津波からの避難対策をさらに強化するため、関係市町と連携しながら津波災害警

戒区域を指定します。 

 

②（一部新）「みえ防災・減災センター」事業       予算額 ２５，０７５千円 

[地域防災推進課（224-2184）] 

「みえ防災・減災センター」において災害対応のマネジメント技術を身に付けた県・

市町職員を育成します。また、地域で活躍する防災人材を育成するため、「みえ防災

コーディネーター」や「みえ学生防災啓発サポーター」の養成を行うとともに、地域

で行う防災活動を支援します。さらに、新たな南海トラフ地震被害想定など災害への

理解を深めるため、県内首長を対象としたトップセミナーや県民の皆さんを対象とし

たシンポジウムを開催します。 

 

（２）市町への支援の強化 

①地域減災対策推進事業                予算額 ４０１，４８９千円 

[地域防災推進課（224-2185）] 

避難所の環境改善や孤立地域対策、新たな南海トラフ地震被害想定をふまえた対応

など、市町の防災・減災対策を促進するため、「いのちを守る防災・減災総合補助金」

により支援します。特に、避難所の環境改善については、スフィア基準への対応を推

進するための支援を強化します。さらに、市町が実施する津波避難施設等の整備や停

電時でも稼働可能な避難所空調設備の整備、耐震シェルター設置助成制度の取組を支

援します。 

 

（３）災害即応力の強化 

①（一部新）広域防災拠点維持管理費          予算額 ４６，８７０千円 

[消防・保安課（224-2108）、災害対策推進課（224-2189）] 

航空機燃料が備蓄されている広域防災拠点（紀南）が、ヘリコプターによる空路か

らの支援など必要な機能を果たせるよう、現地施設の調査を行います。また、物資の

集配拠点である広域防災拠点（伊賀）において、円滑な物資輸送ができるよう進入路

等の改良を行います。 

 

②（一部新）防災ヘリコプター運航管理費        予算額 ７００，５４７千円 

[消防・保安課（224-2108）] 

防災ヘリコプターを救急救助活動、災害応急活動等に活用し、消防防災体制の強化

を図ります。また、南海トラフ地震等により現行ヘリポートが利用できなくなる事態

に備え、他府県等による空路からの支援を円滑に受けられる体制を構築するため、代

替ヘリベース（基地）として想定している「三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿」に、

航空機燃料の貯蔵庫と給油設備を設置します。 
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③災害即応力強化推進事業                予算額 ６０，９７７千円 

[災害即応・連携課（224-2186）] 

新たな南海トラフ地震被害想定をふまえ、孤立地域や複合災害を想定し、自衛隊・

海上保安庁等の防災関係機関との連携や、相互応援協定を締結した新潟県や即時応援

県である福井県からの円滑な受援、市町への緊急派遣チームの派遣など、実践的な訓

練を引き続き実施し、県の災害対応力向上を図ります。また、県内市町の災害対応力

を向上するため、市町が実施する図上訓練の支援を行います。さらに、半島防災の取

組をより一層強化していくため、平成８年に締結した「紀伊半島三県災害等相互応援

に関する協定」を見直します。 

 

（４）被災者支援の充実 

①（一部新）地域防災力向上支援事業          予算額 ２８，８０１千円 

[地域防災推進課（224-2185）] 

スフィア基準をふまえた避難所の良好な生活環境を実現するため、運営上の課題解

決を図る専門家を派遣するとともに、市町内で避難者を受け入れられない場合を想定

した避難体制等を構築するため、広域避難計画を策定します。また、避難行動要支援

者の個別避難計画や被災者の自立・生活再建を支援する災害ケースマネジメントの取

組を促進するため、庁内関係部局や市町、関係団体による推進体制を構築します。 

 

②避難所等生活環境改善事業                   予算額 ０千円 

（１２０，０００千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

 [災害対策推進課（224-2189）] 

避難所環境改善に必要な資機材の保管スペースが不足しているため、各広域防災拠

点に備蓄スペースを確保するための防災倉庫を整備するとともに、発災時における国

からのプッシュ型支援物資の円滑な受け入れと荷捌きを可能とするための屋外用大型

テント、及び避難生活における暑さ・寒さ対策のための移動式スポットエアコンを購

入する。 

 

③避難行動促進事業                  予算額 １５，５１０千円 

[地域防災推進課（224-2184）] 

県民の皆さんの適切な避難行動を促進するため、防災アプリ「みえ防災ナビ」によ

る情報発信を行うとともに、アプリの普及に向けて、県民の皆さんや県内を訪れる観

光客に向けてＳＮＳ広告等を実施します。 

 

④防災情報プラットフォーム事業           予算額 １６５，４４９千円 

[災害対策推進課（224-2157）] 

防災情報プラットフォームの更新を行い、国から新たに提供される災害情報を取込

む機能や、多言語化した津波警報を緊急速報メールで配信する機能等を新たに実装す

ることで、プラットフォームの機能を強化します。 
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３ その他の主要事業 

政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

  

<<政策名：防災・減災、県土の強靭化>> 
 

〈施策名：(1-1)災害対応力の充実・強化〉 
 

１ 災害対策管理費                  １９，７１８千円 

【(1-1-1) 県の災害即応体制の充実・強化】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

南海トラフ地震等の大規模災害に備えるため、発災初期において必要

な物資の備蓄・調達体制の充実に向け取り組みます。また、新たな南海

トラフ地震被害想定とスフィア基準の考え方をふまえ、「三重県備蓄・

調達基本方針」を見直します。 

 

２ 消防行政指導事業                 ２１，５８４千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

消防団員の入団促進・退団抑制、企業等に向けた消防団活動の理解・

協力の促進、及び女性消防団員への活動環境の改善等を目的として、市

町が行う取組をモデル事業として実施します。また、大規模災害時の消

防団の対応力の向上のため、引き続き、消防団員のスキルアップの支援

や消防団のＤＸの推進に取り組みます。さらに、市町による消防の広域

化及び連携・協力に向けた取組を促進します。 

 

３ 消防職団員教育訓練費               １１，７３０千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

消防学校において、基本的・専門的な教育訓練に加え、ガレキ救助や

土砂災害の訓練施設を活用し、大規模災害を想定したさまざまな実践的

訓練を実施することで、安全・確実・迅速に消火・救助・救急活動がで

きる消防職団員を育成します。 

 

４ 高圧ガス指導事業                 ２２，１９２千円 

【(1-1-3) 消防・保安体制の充実・強化に向けた支援】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ３ 銃砲火薬ガス等取締費） 

南海トラフ地震の発生に備えるため、石油コンビナート防災アセスメ

ント調査の結果をふまえ、三重県石油コンビナート等防災計画の見直し

を行います。また、事業者の自主保安を促進し、高圧ガスによる事故発

生を未然に防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を

徹底するとともに、許認可申請に対する審査及び保安検査や立入検査の

実施、自主保安の推進を目的としたセミナー等を実施します。 

 
５ 国民保護対策費                   ３，５５８千円 

【(1-1-5) 国民保護の推進】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

有事への対応をより迅速かつ的確に行うことができるよう、国、市町、

関係機関と連携し、有事の際の対処能力向上を目的とした国民保護図上

訓練を実施します。また、有事の際に県民が適切な避難行動をとれるよ

う、住民避難訓練を実施するとともに、県民の命を守るため、緊急一時

避難施設の指定を進めます。 

 

 
 

 
 

災害対策推進課 

 （224-2189） 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2108） 

 
 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2108） 

 

 

 

 

 

 

消防・保安課 

 （224-2183） 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理課 

 （224-2734） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

  

〈施策名：(1-2)地域防災力の向上〉 
 

１ （新）三重県誕生１５０周年記念防災フェス事業   １２，６８３千円 

【(1-2-1) 災害に強い地域づくり】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

人口減少と高齢化の進展により、地域の防災力の低下が懸念されてい

ることから、三重県誕生150周年の機会を捉え、関係機関と連携した実

演や展示を通じた防災フェスを開催することにより、次代を担う子ど

も・若者の防災意識向上を図ります。 

 

２ （新）被災者生活再建支援基金出資金       ５９５，８４６千円 

【(1-2-2)災害から命を守る適切な避難の促進】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 １ 防災総務費） 

都道府県が相互扶助の観点から拠出している被災者生活再建支援基

金の残高減少に伴い、三重県負担分を追加拠出します。 

 

<<政策名：医療・介護・健康>> 
 

〈施策名：(2-1) 地域医療提供体制の確保〉 

 
１ 救急救命活動向上事業                ３，５７５千円 

【(2-1-5) 救急医療等の確保】 

（第２款 総務費 第８項 防災費 ２ 消防指導費） 

救命率の向上に向け、メディカルコントロール体制のもとで指導救命

士の養成講習や、救急救命士が行う特定行為を円滑に行うための講習等

を実施します。 

 

 
 

防災対策総務課 

 （224-2181） 

 

 

 

 

 

 

地域防災推進課 

 （224-2184） 

 

 

 

 

 

 

 
 

消防・保安課 

 （224-2108） 

 



（単位：千円、％）

令和７年度 令和８年度

当初予算額 当初予算額 増減 増減率

(A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

(4,629,067) (3,862,160) (△766,907) (△ 16.6)

4,506,434 3,742,160 △ 764,274 △ 17.0

　※上段（　）は２月補正予算を含む

区分

比較

令和８年度　防災対策部関係当初予算総括表

一般会計

防災対策部　6



南海トラフ地震対策に特化した「三重県南海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定や、対策を着実に推
進するための行動計画の策定に取り組むとともに、国や他都道府県等からの支援を円滑に受け入れるための
「三重県広域受援計画」を改定します。また、新たな南海トラフ地震被害想定の周知を通じて防災対策の重要
性を啓発します。

防
災
対
策
部
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南海トラフ地震対策の強化

（一部新）地震対策推進事業
（52,604千円）

 南海トラフ地震対策の強化に向けて、南海トラフ地震対策に特化した「三重県南
海トラフ地震対策推進条例（仮称）」の制定に取り組むとともに、南海トラフ地
震対策に特化した計画の作成に着手

 三重県広域受援計画を改定するとともに、三重県復興指針の見直しに着手

 津波に対する住民の危機意識を高め、
津波からの避難対策をさらに強化するため、
関係市町と連携しながら津波災害警戒区域を指定

（一部新）
「みえ防災・減災センター」事業

（25,075千円）

 新たな南海トラフ地震被害想定など
災害への理解を深めるため、県内首
長を対象としたトップセミナーや県
民の皆さんを対象としたシンポジウ
ムを開催

災害対策推進課 224-2189
南海トラフ地震対策ＰＴ 224-2282
地域防災推進課 224-2184

みえ風水害対策シンポジウム

防災関係機関との連携三重県南海トラフ地震対策検討会議



「いのちを守る防災・減災総合補助金」による財政支援の強化を通じて、特にスフィア基準をふまえた避難
所の環境改善や、新たな南海トラフ地震被害想定をふまえた対応といった市町の防災・減災対策を促進します。

防
災
対
策
部
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地域減災対策推進事業（401,489千円）

市町への支援の強化 地域防災推進課 224-2185

 市町が取り組むスフィア基準をふまえた避難所環境改善の取組や孤立
地域対策の取組を支援

  特に、避難所環境改善分は事業費を倍増（40,000千円⇒80,000千円）
し、より強力に支援を実施

 新たな南海トラフ地震被害想定をふまえ市町が実施する、ハザード
マップの作成や地域における避難訓練などの防災・減災の取組につい
て支援

 新たな津波避難施設及び避難路の整備及び既存の
津波避難施設の大規模修繕や機能改善の取組につ
いて財政支援を実施

 停電時でも稼働可能な避難所における空調設備
の整備、耐震シェルター設置助成制度の取組を
引き続き支援

避難所での居住スペースの確保

耐震シェルター
津波避難タワー（紀宝町）

地域での避難訓練



災害即応力の強化
消防・保安課 224-2108
災害対策推進課 224-2189
災害即応・連携課 224-2186

円滑かつ迅速に被災地支援ができるよう、広域防災拠点の施設改良や、代替のヘリコプター基地の施設整備
を行うとともに、県・市町の災害対応力向上のために、実践的な訓練の実施や市町の図上訓練の支援等に取り
組みます。

防
災
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（一部新）
広域防災拠点維持管理費

（46,870千円）

 航空機燃料が備蓄されている広域防
災拠点（紀南）が、ヘリコプターに
よる空路からの支援など必要な機能
を果たせるよう、現地施設を調査

 物資の集配拠点である広域防災拠点
（伊賀）において、円滑な物資輸送
ができるよう進入路等の改良

（一部新）
防災ヘリコプター運航管理費

（700,547千円）

 南海トラフ地震等により現行ヘリ
ポートが利用できなくなる事態に備
え、他府県等による空路からの支援
を円滑に受けられる体制を構築する
ため、代替ヘリベース（基地）とし
て想定している「三重交通Ｇ ス
ポーツの杜 鈴鹿」に、航空機燃料
の貯蔵庫と給油設備を設置

災害即応力強化推進事業
（60,977千円）

 新たな南海トラフ地震被害想定をふ
まえ、孤立地域や複合災害を想定し、
自衛隊・海上保安庁等の防災関係機
関との連携や、相互応援協定を締結
した新潟県や即時応援県である福井
県からの円滑な受援、市町への緊急
派遣チームの派遣など、実践的な訓
練を実施

ヘリコプターによる空路支援の受援訓練物資輸送訓練 南海トラフ地震を想定した実動訓練



新たな南海トラフ地震被害想定に基づく必要な備蓄資機材の調達等に取り組むとともに、災害関連死の発生
を防ぐためにも、避難所の環境改善に加え、市町の区域を越えた避難体制の構築等に向けた広域避難計画の策
定等に取り組みます。

防
災
対
策
部

1
0

被災者支援の充実
災害対策推進課 224-2189
地域防災推進課 224-2184

（一部新）
地域防災力向上支援事業

（28,801千円）

 市町内で避難者を受け入れられない
場合を想定した避難体制等を構築す
るため、広域避難計画を策定

 避難行動要支援者の個別避難計画や
被災者の自立・生活再建を支援する
災害ケースマネジメントの取組を促
進するため、庁内関係部局や市町、
関係団体による推進体制を構築

避難所等生活環境改善事業
（120,000千円）

※Ｒ７年度２月補正予算含みベース

 避難所環境改善に必要な資機材の保
管スペースが不足しているため、各
広域防災拠点に備蓄スペースを確保
するための防災倉庫を整備

 発災時における国からのプッシュ型
支援物資の円滑な受け入れと荷捌き
を可能とするための屋外用大型テン
ト、及び避難生活における暑さ・寒
さ対策のための移動式スポットエア
コンを購入

避難行動促進事業（15,510千円）

 防災アプリ「みえ
防災ナビ」の普及
に向けて、県民の
皆さんや県内を訪
れる観光客に向け
てＳＮＳ広告等を
実施

防災情報プラットフォーム事業
（165,449千円）

 防災情報プラット
フォームの更新を行
い、国から新たに提
供される災害情報を
取込む機能や、多言
語化した津波警報を
緊急速報メールで配
信する機能等を新た
に実装広域避難訓練 屋外用大型テント
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  医療保健部 

 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 
 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

 

医療保健部では、県民が生涯を通じて健康な生活を送り、住み慣れた地域で安心して暮らせ

る環境づくりを進めます。 

地域における医療と介護の総合的な確保を図るため、医療・介護分野の人材確保に取り組む

とともに、災害医療や周産期医療といった地域の課題に対応できる医療提供体制や高齢化社会

の進展に対応できる介護体制の整備等を推進します。 

また、新興感染症発生時の対応力向上のため、マニュアルを策定します。 

さらに、健康寿命の延伸や生活習慣病等のリスクの軽減に向けて、予防の重要性が高まって

いることから、歯科疾患やオーラルフレイル予防等を含めた健康づくりの取組やがん・循環器

病対策を推進します。 

 

 

２ 主な重点項目 

（１）医療と介護の人材確保 

① （一部新）医師確保対策事業 

       予算額  １，０３０，５６９千円  [医療人材課（224-2326）] 

（１，６７３，５６５千円 ※２月補正予算含みベース） 

      医師の不足・偏在解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修医の定着

支援、若手医師の定着につながる指導医の確保・育成等に取り組みます。さらに、年齢

階層別受療率を用いた地域別の患者予測などのデータ分析等をふまえ、医師偏在是正プ

ランを策定し、診療所の承継・開業支援や土日祝日の代替医師確保に要する費用の支援

等を行うとともに、小児科・産婦人科など特定診療科の専攻医等の確保・育成を支援し

ます。また、三重大学医学部に設置した移行期医療学講座において、移行期医療支援の

窓口となるコーディネーターの育成に向けた体制整備を進めます。さらに、「女性が働

きやすい医療機関」認証制度による勤務環境改善の促進や、勤務医の労働時間短縮に向

けた体制整備等により医療人材の確保・定着を進めるとともに、生産性向上を図り医療

人材の確保・定着につなげるため、ＩＣＴ機器等の導入等の取組を行う病院に対して必

要な経費を支援します。 

 

② 医師等キャリア形成支援事業 

       予算額     ５９，２８８千円  [医療人材課（224-2326）] 

      医師の偏在解消を図るため、「三重県地域医療支援センター」において、地域枠医師

および医師修学資金貸与者等に対するキャリア支援や医師不足地域への医師の派遣調

整等に取り組みます。 
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③ （一部新）看護職員確保対策事業 

       予算額    ２１０，５４２千円  [医療人材課（224-2326）] 

      病院内保育所に対する運営支援や、医療勤務環境改善支援センターにおける医療機関

への助言・支援等の取組を通じて、働きやすい環境を整え、医療従事者の離職防止を図

ります。また、領域別・地域別に採用力向上セミナーを開催するとともに、プラチナナ

ースや看護補助者など多様な人材の雇用や持続可能な働き方を支援します。さらに、助

産師の少ない医療機関や地域を支援するため、助産師出向支援を拡充します。 

 

    ④ ナースセンター事業 

       予算額     ４７，８９０千円  [医療人材課（224-2326）] 

      未就業の看護師等に対して、無料就業斡旋等による就業支援を行うとともに、将来看

護職をめざす学生に向けて、看護の魅力を発信することにより、医療機関等の看護職員

不足の解消を図ります。また、免許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、

再就業に向けた取組を進めるとともに、看護補助者のさらなる活用等に取り組みます。 

 

⑤ （一部新）薬剤師確保・資質向上事業 

       予算額     １９，５２５千円  [薬務課（224-2330）] 

      薬剤師の不足・偏在の解消を図るため、復職・転職への支援、中・高校生や県外在住

の薬剤師への情報発信を行うとともに、病院薬剤師の確保のために奨学金返還助成や病

院薬剤師が不足する地域等への派遣の支援を引き続き行います。また、新たに、県内大

学と連携した県内への就職を希望する学生に対する修学支援や、専門・認定薬剤師の資

格取得支援に取り組みます。 

 

⑥ （一部新）介護保険サービス事業者・施設指定事業 

       予算額     １２，８３５千円  [長寿介護課（224-2235）] 

              （８２８，１１９千円 ※２月補正含みベース） 

      介護職員の処遇改善に向けて、介護職員等処遇改善加算の新規取得を支援するため、

取得方法等についての研修会の開催や、社会保険労務士等の専門家派遣を行います。ま

た、人材確保体制の構築や経営改善に取り組む訪問介護事業所等を支援します。さらに、

中山間地域等における安定的な訪問介護サービスの提供体制を確保するため、通所介護

事業所の多機能化（訪問機能の追加）や訪問介護事業所のサテライト設置を支援すると

ともに、居宅介護支援事業所における業務負担軽減や経営改善等の取組を支援します。 

 

 ⑦ 福祉人材センター運営事業 

       予算額     ３３，８４０千円  [長寿介護課（224-2262）] 

      福祉人材センターに福祉・介護職場に係る求人・求職情報を集約し、無料職業紹介を

行います。また、キャリア支援専門員を配置し、就職フェアの開催等により、就職希望

者と介護保険事業所・施設とのマッチングを支援します。さらに、介護職員の悩み相談

窓口において、離職防止を図ります。 

 

    ⑧ 福祉・介護人材確保対策事業 

       予算額     ７８，５６３千円  [長寿介護課（224-2262）] 

      若い世代に対し、福祉・介護の魅力を発信するとともに、離職者等に対する介護職員

初任者研修を開催します。また、小規模事業所等の人材確保と定着を支援するため、ア

ドバイザー派遣等を実施します。さらに、介護助手等普及推進員を配置し、介護助手希

望者と介護保険事業所・施設等とのマッチング支援を行います。 
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⑨ （一部新）外国人介護人材確保対策事業 

       予算額     ８２，１１０千円  [長寿介護課（224-2262）] 

      外国人介護人材を対象とした介護技術・日本語能力の向上を図るための集合研修を行

うとともに、外国人留学生の就労予定先の介護保険事業所・施設が実施する奨学金制度

を支援します。また、県内の介護施設等で就労を希望する外国人介護人材と受入希望施

設等とのマッチングを支援するとともに、外国人介護職員とのコミュニケーション支援

や、介護福祉士の資格取得のための学習支援等の取組を支援します。さらに、ＭＯＵに

基づき、インドネシア医療福祉大学の学生に対して、県内介護施設等でのインターンシ

ップを実施します。 

      

    ⑩ （一部新）三重県介護従事者確保事業費補助金 

       予算額     ６９，５７３千円  [長寿介護課（224-2262）] 

（６８９，０２８千円 ※２月補正予算含みベース） 

      地域医療介護総合確保基金を活用し、介護従事者確保のため、多様な人材の参入促進、

資質向上、労働環境・処遇改善に取り組む市町や介護関係団体等を支援します。また、

介護保険事業所・施設等が行う介護ロボット・ＩＣＴの導入等を支援します。さらに、

介護現場の生産性向上の取組を総合的に支援するワンストップ窓口である「みえ介護生

産性向上支援センター」において、介護ロボット・ＩＣＴ機器の導入支援や業務改善の

相談対応等を行います。 

 

⑪ （一部新）介護支援専門員資質向上事業 

   予算額     ３０，１８２千円   [長寿介護課（224-2262）] 

  要介護者等に対するケアプランを作成する介護支援専門員に対して、資質向上のための

研修を実施するとともに、資格管理を行います。また、介護支援専門員の資格更新等に必

要となる研修受講料の負担軽減に取り組む介護保険事業所・施設を支援します。 
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（２）医療と介護の体制整備 

    ① （一部新）医療審議会費 

       予算額  ３５，８０８千円 [医療政策課（224-2337）]  

      医療審議会や同部会等での協議を通じて、「第８次三重県医療計画」の具体的な推進

を図るとともに、進捗状況等の評価を行い、中間見直しを行います。また、県内８地域

に設置する地域医療構想調整会議において、医療機関の機能分化・連携に係る協議を行

うとともに、新たな地域医療構想策定に向けた調査分析を行います。さらに、三重県地

域医療介護総合確保懇話会を開催し、地域医療介護総合確保基金に係る令和８年度県計

画を策定します。 

 

② （一部新）災害医療体制強化推進事業 

       予算額  ６３，１０９千円 [医療政策課（224-2337）] [健康推進課（224-2294）] 

（２１５，１０９千円 ※２月補正予算含みベース） 

      患者搬送の一次集約先としての役割を担う災害拠点病院の機能強化を図るため、患者

搬送車両の整備に要する経費を支援するとともに、ＤＭＡＴコーディネーターの養成に

向けた支援、災害支援ナース派遣調整訓練、内閣府が主催する三重県を被災地の一部と

する大規模地震時医療活動訓練の実施など、災害医療提供体制のさらなる強化に取り組

みます。また、適切な受援体制の構築につなげるため、関係団体における通信設備の整

備など、発災時における関係機関等との連絡体制を確保するとともに、県内外の歯科診

療所が被災した場合の診療体制を強化するため、歯科診療器材等の整備を支援します。

さらに、被災地で災害関連死等の防止に向けた活動を行う人材の育成を進めるため、保

健師やＤＨＥＡＴの研修等に取り組みます。 

 

③ がん患者支援事業 

       予算額  ５８，３６０千円 [医療政策課（224-2337）]  

      「三重県がん相談支援センター」等の相談窓口を通じて、がん患者とその家族等のた

めの相談を実施し、就労等の社会生活への支援や、がんに関する正しい知識の普及啓発

を進め、治療と仕事が両立できる環境の整備に取り組みます。また、質の高い緩和ケア

が切れ目なく提供できるよう、地域におけるネットワークの整備や緩和ケアに携わる者

の資質向上のための研修を実施します。さらに、市町と連携しながら、がん患者のアピ

アランスケアに対する助成や、ＡＹＡ世代のがん患者に対する在宅療養支援に取り組み

ます。 

 

④ 脳卒中等循環器疾患対策事業 

       予算額   ９，０８５千円 [医療政策課（224-2337）]  

      循環器病に関する予防や正しい知識の普及啓発など総合的かつ計画的に取組を推進し

ます。さらに、三重大学医学部附属病院が設置する「脳卒中・心臓病等総合支援センタ

ー」の運営を支援するとともに、同センターと連携し、循環器病に関する情報提供や相

談支援等の取組を進め、対策の充実を図ります。 
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⑤ （一部新）小児・周産期医療体制強化推進事業 

       予算額    ３３６，３１７千円  [医療政策課（224-2337）] 

(８１７，０９７千円 ※２月補正予算含みベース) 

      周産期母子医療センターや小児医療機関の運営を支援するとともに、周産期死亡率の

さらなる改善に向け、周産期医療に係るネットワーク体制の構築や多職種連携のための

研修会等を開催し、安心して産み育てることができる環境づくりを推進します。また、

地域において安心して出産できる体制を確保するため、分娩取扱施設が少ない地域にお

いて、施設・設備の整備を実施する分娩取扱施設や産科医の受入支援に取り組む市町を

引き続き支援するとともに、事業承継を行う分娩取扱医療機関に対して支援を行います。

さらに、よりよい新生児搬送体制の構築に向けて調査・検討を行います。加えて、分娩

取扱の継続に要する経費への支援を行うとともに、妊婦健診等の産前・産後の診療を行

う産科医療機関等を支援します。また、無痛分娩への麻酔科医の関与を支援することで、

安全安心に無痛分娩を実施できる環境づくりに取り組むとともに、地域に不可欠な小児

医療の拠点となる医療機関に対する体制整備に要する経費を支援します。 

 

⑥ （一部新）子ども医療費補助金 

       予算額  ２，４８０，５８３千円  [国民健康保険課（224-2285）] 

      子どもが必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助成

事業に要する経費について補助を行います。また、新たに中学生年齢の通院医療費を補

助の対象とします（補助率１/8）。 

 

    ⑦ （一部新）防疫対策事業 

       予算額    ５９５，１９２千円  [感染症対策課（224-2352）]  

      新興感染症の発生時に迅速に医療提供体制を立ち上げることができるよう、県と医療

機関等との間で締結した協定に基づき、平時から新興感染症に対応可能な体制を確保す

るとともに、協定締結医療機関等の施設・設備整備の支援により、新興感染症への対応

力を強化します。また、新興感染症発生時の対応力の向上を図るため、タイムラインを

含め県職員等が実働時に活用する「新興感染症対応マニュアル（仮称）」を策定します。

さらに、新型インフルエンザ等対策特別措置法第10条の規定に基づき、新型インフルエ

ンザ等対策に必要な医薬品を備蓄します。 

 

    ⑧ （一部新）感染症対策基盤整備事業 

       予算額      ７，９０１千円  [感染症対策課（224-2352）] 

      新興感染症の発生時等に適切に対応できる体制を整備するため、保健所や医療機関、

高齢者施設等における人材の育成を目的とした訓練・研修を行います。また、新興感染

症発生時に感染予防や患者等の人権に配慮した適切な行動がとれるよう、県民向けの公

開講座等を実施します。 

 

     ⑨ 介護サービス施設・設備整備等推進事業 

       予算額  １，２４８，７７１千円  [長寿介護課（224-2235）] 

            （１，３４４，６３３千円 ※２月補正予算含みベース） 

      高齢者が住み慣れた地域で必要な介護サービスを受けられるよう、地域医療介護総合

確保基金を活用し、地域密着型サービス事業所の整備を行う市町を支援します。また、

介護保険事業所・施設等における防災・減災対策を推進するため、非常用自家発電設備

等の整備を支援します。さらに、介護保険事業所・施設等における新型コロナウイルス

の感染拡大防止を図るため、従来型個室・多床室のゾーニング環境の整備を支援します。 
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    ⑩ 認知症地域生活安心サポート事業 

       予算額     １７，５７１千円  [長寿介護課（224-3327）] 

      認知症サポーターの養成を行うとともに、認知症サポーターや認知症の人によるチー

ムオレンジの構築に取り組む市町を支援します。また、認知症に対する理解を促進する

ための普及啓発等に取り組みます。さらに、市町における成年後見制度に係る中核機関

の設置の取組を促進するため、県協議会の設置、研修会の開催に取り組みます。 

 

  （３）健康づくりの推進と暮らしの安全・安心の確保 

    ① 三重とこわか健康推進事業 

       予算額     １２，８９６千円  [健康推進課（224-2294）] 

      県民が主体的かつ継続的に健康づくりに取り組めるよう「三重とこわか健康マイレー

ジ事業」を推進します。また、「三重とこわか健康経営カンパニー」の認定や認定企業

に対する補助、「三重とこわか健康経営大賞」の表彰を通して企業における健康経営を

促進します。さらに、認定企業の拡大に取り組み、企業間の情報交換等の場を設定する

ことで取組の横展開を図ります。加えて、「三重とこわか食環境イニシアチブ」におい

て、産学官等連携による取組のモデル事例を創出し、横展開を図ることで、健康に関心

の薄い人も含む、全ての県民が無理なく健康的な行動をとることができる環境整備を推

進します。 
 

    ② 歯科保健推進事業 

       予算額     ９２，６３９千円  [健康推進課（224-2294）] 

      ライフステージに応じた歯と口腔の健康づくりに取り組むとともに、地域口腔ケアス

テーションにおける医科歯科連携の推進や在宅歯科保健医療の提供体制の充実を図りま

す。また、フッ化物洗口の実施施設数の拡大に向けて、引き続き教育委員会と連携し、

市町訪問や会議等における実践事例の紹介等に取り組むとともに、専門的助言や技術的

支援を行います。加えて、歯科疾患予防やオーラルフレイル予防に向けて、先進県の調

査を行うとともに、検討会を設置します。 

 

    ③ 地域自殺対策緊急強化事業 

       予算額     ８９，５２３千円  [健康推進課（224-2273）] 

      「第４次三重県自殺対策行動計画」に基づき、こころの健康問題に対する正しい知識

の普及や支援者のスキルアップ等に取り組むとともに、関係機関・団体、市町等と連携

し、自殺予防に取り組みます。特に、児童・生徒の自殺予防のため、こども・若者の自

殺危機対応チームを設置し、学校に派遣するなど、関係者と連携し自殺予防に取り組み

ます。 

 

    ④ （一部新）精神障がい者保健福祉相談指導事業 

       予算額     ４６，２９３千円  [健康推進課（224-2273）] 

      ピアサポーターを活用した取組やアウトリーチ事業、入院者訪問支援事業、心のサポ

ーター養成研修等、地域住民への啓発を通じて、精神障がい者が安心して地域で暮らす

ことができる支援体制づくりを進めます。また、アルコールやギャンブル等に係る依存

症対策については、引き続き、相談体制の充実等に取り組むとともに、次期「三重県ア

ルコール健康障害対策推進計画」を策定します。 
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⑤ （一部新）動物愛護管理推進事業 

       予算額    １６０，０３３千円  [食品安全課（224-2359）] 

      三重県動物愛護推進センター「あすまいる」を拠点として、「動物愛護の絵・ポスタ

ー展」等の、関係団体等と連携した動物愛護の普及啓発や、クラウドファンディングを

活用した飼い主のいない猫の不妊・去勢手術、子猫の育成、犬・猫の譲渡等を行うとと

もに、譲渡の促進のために飼養管理の効率化を図るなど、殺処分数ゼロの継続に向けて

取り組みます。また、災害時におけるペットとの同行避難や避難用品の備蓄等に関する

啓発の実施により、ペットの防災対策に対する県民の意識向上を図ります。加えて、Ｔ

ＮＲ活動（※）等に活用するため、「あすまいる」にラッピングを施した啓発兼搬送車

両を整備します。 

※ＴＮＲ活動：飼い主のいない猫に、不妊・去勢手術を行い、様々なトラブルの軽減を

図るとともに、一代限りの命を見守る活動 

 

    ⑥ （一部新）生活衛生関係営業指導費 

       予算額     ４７，４６５千円  [食品安全課（224-2359）] 

               （５７，４１１千円 ※２月補正予算含みベース） 

      生活衛生営業施設等の監視指導や講習会等を行い、施設における健康被害の発生等の

防止に取り組みます。また、三重県生活衛生営業指導センターとの連携により、生活衛

生営業施設における自主的な衛生管理を推進し、衛生水準の向上を図るとともに、各生

活衛生同業組合が自主的に行う地域支援の取組や普通公衆浴場の施設整備および燃料費

に対し、支援を行います。 

 

    ⑦ （一部新）薬事審査指導費 

       予算額     ２８，５２０千円  [薬務課（224-2330）] 

      医薬品等の品質、有効性および安全性を確保するための監視等を行うとともに、県民

に対して医薬品等の正しい知識を提供し、適正使用の推進に取り組みます。 

 

    ⑧ 血液事業推進費 

       予算額      ２，４６０千円  [薬務課（224-2330）] 

      将来的に安定して血液を供給するためには、若年層の協力が必要不可欠であ       

ることから、高等学校における献血セミナーの開催や高校生、大学生等の献血ボランテ

ィアとの連携を推進し、献血者の確保に取り組みます。また、医療機関における血液製

剤使用の適正化を図ります。 

 

    ⑨ 骨髄バンク事業 

       予算額      １，１４５千円  [薬務課（224-2330）] 

      骨髄等提供希望者（ドナー）登録を推進するボランティア団体や三重県赤十字血液セ

ンター、市町等の関係機関と連携を図りながら、若年層を中心とした骨髄バンクに関す

る正しい知識の普及啓発やドナーの確保に取り組むとともに、「三重県骨髄等移植ドナ

ー助成事業補助金」により、ドナー助成を実施する市町を支援します。 

 

    ⑩ 薬物乱用防止対策事業             

       予算額     １２，４１２千円  [薬務課（224-2330）] 

      警察本部等の関係機関と連携し、若年層を対象とした薬物乱用防止教室等による啓発

活動、違法薬物等の取締りや薬物依存症者等に対する回復支援を中心とした再乱用防止

に取り組みます。また、麻薬・覚醒剤・大麻等の薬物乱用の根絶を図るため、「麻薬・覚

醒剤・大麻乱用防止運動三重大会」を開催します。 



医療保健部 8 

 

３ その他の主要事業 

 
政策名、施策名及び事業の内容 

担当課・ 

電話番号 

≪ 政策名：医療・介護・健康≫  

〈施策名：（２－１）地域医療提供体制の確保〉 

  

 

 １ 病床機能分化推進基盤整備事業        ２０６，２７２千円 

           【（2-1-1）地域医療構想の実現】 

（第４款 衛生費 第４項 医薬費 １医務費） 

   地域にふさわしいバランスの取れた医療提供体制の構築に向けて、

病床機能の再編や経営改善に取り組む医療機関を支援します。 

 

 ２ 看護師等養成所運営費補助金         ２５３，１０５千円 

（２５６,０３０千円 ※２月補正予算含みベース） 

【（2-1-2）医療分野の人材確保】 

（第４款 衛生費 第４項 医薬費 ３医療従事者養成費） 

   看護師等養成所の運営に必要な経費について補助を行うことによ

り、教育内容の質の向上を図り、高度化・多様化する医療現場のニー

ズに対応できる看護職員を養成します。加えて、学生の経済的な負担

軽減および教育活動の継続を図るため、看護師等養成所に対して電気

やガス料金の高騰分を補助します。 

 

 ３ 地域医療対策事業               ７０，２１４千円 

【（2-1-2）医療分野の人材確保】 

（第４款 衛生費 第４項 医薬費 １医務費） 

   へき地の医療提供体制を確保するため、へき地診療所の運営支援や

へき地医療拠点病院等からの代診医派遣等に取り組みます。また、へ

き地におけるオンライン診療の導入を進める市町等を支援します。 

 

４ がん予防・早期発見事業            ２０，７７２千円 

 【（2-1-3）がん対策の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   がん検診および精密検査の受診率、精度管理の向上のため、がん検

診の受診勧奨や精度管理体制の整備等に取り組む市町に対する支援を

行うとともに、市町の体制や対象者の属性をふまえた、より効果的な

勧奨方法の横展開を図ります。さらに、企業や団体等に対して働きか

けを行い、職域におけるがん検診受診率向上に取り組みます。 

 

 
 
 
 

医療政策課 

(224-2337) 

 
 
 
 
 

医療人材課 

（224-2326） 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

医療人材課 

（224-2326） 
                    

医療政策課 

(224-2337) 
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 ５ がん医療基盤整備事業             ７７，５３７千円 

     【（2-1-3）がん対策の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   三重大学医学部附属病院と連携し、精度の高いがん罹患情報の収

集・集計（がん登録）に取り組むとともに、がん対策に係る施策の検

討および効果の検証を行います。また、がん診療連携拠点病院等向け

の研修会などを通して、外来化学療法体制の充実を図ります。さらに、

遠隔での病理診断や手術を支援するための設備整備等に対して補助を

行うなど、がん医療に携わる医療機関の設備の整備に必要な経費を支

援し、がん医療提供体制の充実を図ります。 

 

 ６ 三次救急医療体制強化推進事業        ７７９，２２１千円 

     【（2-1-5）救急医療等の確保】 

          （第４款 衛生費 第４項 医薬費 １医務費） 

   重篤な救急患者の医療を確保するため、救命救急センターの運営お

よび設備整備、ドクターヘリの運航に必要な経費を支援します。 

 

７ 小児休日夜間医療・健康電話相談事業      １６，２８４千円 

 【（2-1-5）救急医療等の確保】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １児童福祉総務費） 

   小児休日夜間医療・健康電話相談（みえ子ども医療ダイヤル〔♯

8000〕）を設置し、全日夜間および休日等の日中において、専門相談員

が子どもの病気・薬・事故等に関する相談に対応することにより、適

切な受診につなげます。 

 

 ８ 国民健康保険事業特別会計繰出金     ９，０８８，７１３千円 

【（2-1-7）適正な医療保険制度の確保】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ６国民健康保険指導費） 

   国民健康保険財政の安定化を図るため、法で定められた額を県国民

健康保険事業特別会計に繰り出します。また、「第２期三重県国民健康

保険運営方針」に基づき、保険料水準の統一に向けた取組を着実に推

進します。 

 

  ９ 一人親家庭等医療費補助金              ４４６，１９４千円  

【（2-1-7）適正な医療保険制度の確保】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３母子福祉費） 

   一人親家庭等が必要な医療を安心して受けることができるよう、市

町が実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行います。 

 

 

医療政策課 

(224-2337)                                                                            
医療政策課 

(224-2337)                                   

医療政策課 

(224-2337) 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険課 

（224-2285） 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険課 

（224-2285） 
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10  障がい者医療費補助金              ２，０２２，７７３千円 

【（2-1-7）適正な医療保険制度の確保】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２障がい者福祉費） 

   障がい者が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が

実施する医療費助成事業に要する経費について補助を行います。 

 

〈施策名：（２－２）感染症対策の推進〉 

 11 （一部新）結核・感染症発生動向調査事業    ３０，８０８千円 

【（2-2-1）感染予防のための普及啓発の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   感染症の予防や感染拡大防止のためには、感染症に対する知識の普

及啓発や流行状況に応じた情報発信が必要であることから、平時から

感染症サーベイランスを実施するとともに、行政機関や医療機関、集

団生活施設、県民等への感染症発生動向調査システム等を活用した情

報発信等に取り組みます。 

 

 12 （一部新）エイズ等対策費           １６，１１１千円 

【（2-2-3）感染症対応のための相談・検査の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   ＨＩＶや肝炎ウイルス等の無料検査を実施し、陽性者が速やかに治

療を受けられる体制づくりに引き続き取り組むとともに、正しい知識

の普及啓発、相談体制の充実等により、感染拡大防止を図ります。ま

た、肝炎ウイルス検査陽性者等のフォローアップ事業や検査費用の助

成を行い、重症化予防に取り組みます。 

 

 13 結核対策事業                 １３，３３２千円 

【（2-2-3）感染症対応のための相談・検査の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ２結核対策費） 

   結核の早期発見や集団感染防止等のため、引き続き健康教育や啓発

活動等を実施するとともに、適切な治療の完遂のため、結核患者全員

に訪問指導等でのＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）を実施します。また、

保健所保健師等結核対応職員の資質向上に努めるとともに、結核医療

に従事する医師や医療従事者の確保を図るため、人材育成や研修に取

り組みます。 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険課 

（224-2285）                                             
感染症対策課 

（224-2712） 
                             

感染症対策課 

（224-2712）                                                            
感染症対策課 

（224-2712） 
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 14 予防接種対策事業               ６２，０４１千円 

【（2-2-3）感染症対応のための相談・検査の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   「三重県予防接種センター」において、海外渡航者等への予防接種

を実施するとともに、県民、市町、医療機関等からの相談に対応しま

す。また、県民や医療従事者に対し、予防接種に関する情報を提供し

ます。 

 

  〈施策名：（２－３）介護の基盤整備と人材確保〉  

 15 介護サービス基盤整備補助金         ３３３，８００千円 

【（2-3-1）介護施設サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ３老人福祉費） 

   施設サービスを必要とする高齢者が円滑に入所できるよう、特別養

護老人ホーム等の整備を支援します。 

 

 16 認知症ケア医療介護連携事業          ６７，７９４千円 

【（2-3-3）認知症になっても希望を持てる社会づくり】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ３老人福祉費） 

   認知症の人や家族が円滑な日常生活を過ごせるよう、認知症疾患医

療センターにおける診断後等支援機能を強化することなどにより、医

療と介護の連携を進めます。 

 

 17 地域包括ケア推進・支援事業          １１，６２６千円 

【（2-3-4）介護予防・生活支援サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ３老人福祉費） 

   地域包括支援センターの機能強化や介護予防・自立支援の取組の推

進に向け、市町・センターの職員に対する研修を実施するとともに、

地域ケア会議へ専門職等のアドバイザー派遣を行います。また、市町

のフレイル対策の推進に向け、対象者にリハビリ専門職等が集中的に

支援を行う短期集中予防サービスについて未実施の市町に対する導入

支援を行います。 

 

 18 在宅医療体制整備推進事業           ３３，１６８千円 

【（2-3-5）在宅医療・介護連携の推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ３老人福祉費） 

   在宅医療体制整備の支援強化のため、医療従事者等の安全確保対策、

市町へのアドバイザー派遣、地域課題の分析、ＡＣＰ（人生会議）に

関する人材育成を実施します。また、訪問看護ステーションに対する

相談対応、アドバイザー派遣および研修に取り組みます。 

 

感染症対策課 

（224-2712）                                                              

長寿介護課 

(224-2235)                                   
長寿介護課 

(224-3327)                                          

長寿介護課 

(224-3327) 
                                                                  

長寿介護課 

(224-3327)                                                     
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〈施策名：（２－４）健康づくりの推進〉 

 19 三重の健康づくり推進事業           ２２，１４１千円 

【（2-4-1）望ましい生活習慣の確立による健康づくりの推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １公衆衛生総務費） 

   受動喫煙の防止や生活習慣の改善、食育に係る取組が各地域で促進

されるよう、関係機関と連携を図り、健康づくりを推進します。 

 

 20 糖尿病発症予防対策事業             １，９６８千円 

【（2-4-1）望ましい生活習慣の確立による健康づくりの推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １公衆衛生総務費） 

   糖尿病の発症予防や重症化予防の取組が身近な地域で効果的に行わ

れるよう、保健、医療関係者を対象に受診勧奨や保健指導に係る研修

を実施します。また、関係機関・団体、市町との連携により、生活習

慣病予防の啓発を行います。 

 

 21 指定難病等対策事業           ３，４６２，３８８千円 

【（2-4-3）難病対策の推進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ３予防費） 

   指定難病等患者の療養生活の質の向上を図るため、治療に係る医療

費を助成し、患者への経済的支援を行います。また、医療費助成制度

の円滑な運営のため、難病指定医および指定医療機関の確保に取り組

みます。 

 

 ≪ 政策名：暮らしの安全≫  

〈施策名：（３－４）食の安全・安心と暮らしの衛生の確保〉 

 22 食の安全総合監視指導事業          １５６，６０５千円 

【（3-4-1）食品と生活衛生営業施設等の衛生確保】 

（第４款 衛生費 第２項 環境衛生費 １食品衛生指導費） 

   食の安全・安心を確保するため、「三重県食品監視指導計画」に基

づき、食品関係施設の監視指導や食品中の残留農薬・微生物等の検査、

食品表示の適正化等に取り組みます。引き続き、関係団体と連携し、

食品等事業者のＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の取組を支援します。 

 

 

 

 

 

           
健康推進課 

（224-2294）                                  
健康推進課 

（224-2294） 

 

 

 

 

 

 

健康推進課 

（224-2294） 
                                    

食品安全課 

（224-2343） 
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 23 薬事経済調査費                １０，８０４千円 

(２５０，２３２千円 ※２月補正予算含みベース） 

【（3-4-2）医薬品等の安全な製造・供給の確保】 

 （第４款 衛生費 第４項 医薬費 ４薬務費） 

   医薬品、医療機器等の安定供給と、適切な価格設定等に貢献するた

め、薬価調査、医薬品需給状況調査を実施するとともに、医薬品製造

業等の許認可事務を通じて、医薬品等の品質確保を進めます。また、

後発医薬品の品質確保や適正使用の推進に取り組むとともに、地域に

おけるかかりつけ薬剤師・薬局サービスの充実に向けた支援を行いま

す。さらに、国等の公定価格により負担限度額が定められていること

などから、物価高騰分を利用料金へ転嫁できない薬局に対し、電気や

ガス料金、調剤経費、ガソリン価格の物価高騰分の一部を支援します。 

 

≪ 政策名：福祉≫  

〈施策名：（１３－１）地域福祉の推進〉 

 24 こころの健康センター指導事業         １５，４４３千円 

【（13-1-2）生きづらさを抱える人の支援体制づくり】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 ４精神衛生費） 

   「三重県こころの健康センター」において、本人や家族への精神保

健に係る専門相談体制のさらなる充実に取り組むとともに、医療・保

健・心理・法律等の職種からなる「多職種連携チーム」による訪問支

援、支援者のスキルアップを目的とした研修等を実施します。 

  

           
薬務課 

（224-2330） 
                                                         

健康推進課 

（224-2273） 

 

 

 

 

 

 
 



医療人材の確保

医療と介護の人材確保 長寿介護課
⑥～⑪ 224-2262

薬務課
⑤ 224-2330

医療人材課
①～④ 224-2326

医師の偏在対策のため、医師偏在是正プランを策定するほか、総数確保に向けた取組を進めます。また、看護職員の確保等に向け、復職支援
や資質向上、看護補助者の活用等に取り組むとともに、薬剤師の確保に向け、県内大学と連携した修学支援や専門・認定薬剤師の資格取得支
援に取り組みます。さらに、介護人材の確保に向け、多様な人材の活用に取り組むとともに、介護ロボット・ＩＣＴの導入を支援します。

介護人材の確保

⑨（一部新）外国人介護人材確保対策事業（82,110千円）

‣外国人介護人材と受入希望施設等とのマッチングを支援するとともに、
外国人介護職員とのコミュニケーション支援や、介護福祉士の資格取
得のための学習支援等の取組を支援します。
MOUに基づき、インドネシア医療福祉大学の学生に対して、県内介護
施設等でのインターンシップを実施します。

⑥（一部新）介護保険サービス事業者・施設指定事業（12,835千円）

（828,119千円 ※2月補正予算含みベース）

‣人材確保体制の構築や経営改善に取り組む訪問介護事業所等を支援し
ます。
中山間地域等における通所介護事業所の多機能化、訪問介護事業所の
サテライト設置、居宅介護支援事業所における業務負担軽減や経営改
善等の取組を支援します。

③（一部新）看護職員確保対策事業（210,542千円）

領域別・地域別に採用力向上セミナーを開催するとともに、プラチナ
ナースや看護補助者などの雇用や持続可能な働き方を支援します。
助産師の少ない医療機関や地域を支援するため、助産師出向支援を拡
充します。

④ナースセンター事業（47,890千円）

‣無料就業斡旋等により、未就業看護師等の再就業を支援するとともに、
看護職をめざす学生に向けた看護の魅力発信に取り組みます。

‣免許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、再就業に向け
た取組を進めるとともに、看護補助者の活用等に取り組みます。

⑤（一部新）薬剤師確保・資質向上事業（19,525千円）

‣病院薬剤師の確保のため、奨学金返還助成を行うとともに、病院薬剤
師が不足する地域等への薬剤師派遣の支援に取り組みます。
県内大学と連携した県内への就職を希望する学生に対する修学支援や
専門・認定薬剤師の資格取得支援に取り組みます。

①（一部新）医師確保対策事業（1,030,569千円）

（1,673,565千円 ※2月補正予算含みベース）

‣医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修医の定着
支援、指導医の確保・育成等により医師確保に取
り組みます。
医師偏在対策のため、医師偏在是正プランを策定
し、診療所の承継・開業支援や土日祝日の代替医師
確保に要する費用の支援等を行います。
小児科・産婦人科など特定診療科の専攻医等の確保・育成を支援します。
生産性向上を図り医療人材の確保・定着につなげるため、ICT機器等の
導入等に取り組む病院を支援します。

診療所での診察の様子

医
療
保
健
部

 1
4

介護ロボット(アシストス
ーツ)を用いた介助の様子

⑩（一部新）三重県介護従事者確保事業費補助金（69,573千円）

（689,028千円 ※2月補正予算含みベース）

‣介護保険事業所・施設等が行う介護ロボット・ＩＣＴ
の導入等を支援します。
介護現場の生産性向上の取組を総合的に支援するワン
ストップ窓口である「みえ介護生産性向上支援セン
ター」において、介護ロボット・ＩＣＴ機器の導入
支援や業務改善の相談対応等を行います。

⑦ 福祉人材センター運営事業（33,840千円）

‣無料職業紹介や就職フェアの開催等により、求職者と介護施設等との
マッチングを支援するとともに、介護職員の悩み相談窓口を設置します。

⑪（一部新）介護支援専門員資質向上事業（30,182千円）

介護支援専門員の資格更新等に必要となる研修受講料の負担軽減に取
り組む介護保険事業所・施設を支援します。

⑧ 福祉・介護人材確保対策事業（78,563千円）

‣若い世代に対し、福祉・介護の魅力を発信するとともに、離職者等に
対する介護職員初任者研修を開催します。

②医師等キャリア形成支援事業（59,288千円）

‣「三重県地域医療支援センター」において、地域枠医師および医師修
学資金貸与者等に対するキャリア支援や医師不足地域への医師の派遣
調整等に取り組みます。

…新規要素を含む内容



医療と介護の体制整備
「第８次三重県医療計画」等に基づき、効率的で質の高い医療提供体制の構築に取り組むとともに、2040年を見据え、新たな地域医療構想の
策定に向けて取り組みます。また、「新興感染症対応マニュアル（仮称）」の策定等により、新興感染症発生時の対応力の向上を図ります。
さらに「第９期三重県介護保険事業支援計画・第10次三重県高齢者福祉計画」に基づき、介護サービスの基盤整備や認知症施策の推進等に取
り組みます。

介護体制の整備

⑨介護サービス施設・設備整備等推進事業（1,248,771千円）

                          （ 1,344,633千円 ※2月補正予算含みベース）

‣地域密着型サービス事業所の整備を行う市町等を支援します。

⑥ （一部新）子ども医療費補助金（2,480,583千円）

子どもが安心して必要な医療を受けられるよう、市町補助の対象を、
中学生年齢の通院（補助率1/8）まで拡大します。

適正な医療保険制度の確保

災害保健医療体制の整備

周産期医療体制の整備
⑤（一部新）小児・周産期医療体制強化推進事業（336,317千円）

  （817,097千円 ※2月補正予算含みベース）

‣周産期母子医療センターや小児医療機関の運営を支援します。
地域において安心して出産できる体制を確保するため、分娩取扱施設が
少ない地域において、施設・設備を整備する施設や産科医の受入支援に
取り組む市町を支援するとともに、事業承継を行う分娩取扱医療機関を
支援します。また、麻酔科医が関与した無痛分娩の実施を支援します。

がん・循環器病対策の推進

③がん患者支援事業（58,360千円）

‣「三重県がん相談支援センター」等の相談窓口を通じて、がん患者と
その家族等の相談に対応します。

‣地域におけるネットワークの整備や緩和ケアに携わる者への研修を実施
するとともに、市町と連携し、がん患者のアピアランスケアに対する
助成や、ＡＹＡ世代のがん患者に対する在宅療養支援に取り組みます。

④脳卒中等循環器疾患対策事業（9,085千円）

‣脳卒中・心臓病等総合支援センターの運営を支援し、循環器病に関す
る情報提供や相談支援等の取組を進めるなど、対策の充実を図ります。

②（一部新）災害医療体制強化推進事業（63,109千円）

（215,109千円 ※2月補正予算含みベース）

患者搬送の一次集約先としての役割を担う災害拠点病院
の機能強化を図るため、患者搬送車両の整備に要する経費を支援しま
す。
DMATコーディネーターの養成に向けた支援、災害支援ナース派遣調整
訓練、内閣府が主催する三重県を被災地の一部とする大規模地震時医
療活動訓練等を実施します。
関係団体における通信設備の整備など、発災時における関係機関等と
の連絡体制を確保するとともに、歯科診療器材等の整備を支援します。

‣災害関連死等の防止に向けた活動を行う人材の育成を進めるため、
保健師やDHEATの研修等に取り組みます。

長寿介護課
⑨⑩ 224-3327
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国民健康保険課
⑥ 224-2285

感染症対策課
⑦⑧ 224-2352

健康推進課
② 224-2294

医療政策課
①～⑤ 224-2337

⑩認知症地域生活安心サポート事業（17,571千円）

‣「三重県認知症施策推進計画」に基づき、認知症サポーター
の養成を行うとともに、サポーターや認知症の人によるチー
ムオレンジの構築に取り組む市町や認知症本人大使の活動を支援します。

感染症対策の推進

⑧（一部新）感染症対策基盤整備事業（7,901千円）

新興感染症発生時に感染予防や患者等の人権に配慮した適切な行動が
とれるよう、県民向けの公開講座等を実施します。

⑦（一部新）防疫対策事業（595,192千円）

新興感染症発生時の対応力の向上を図るため、タイムラインを含め県
職員等が実働時に活用する「新興感染症対応マニュアル（仮称）」を
策定します。

患者搬送訓練の様子

医療機関の機能分化・連携の促進

① （一部新）医療審議会費（35,808千円）

県内８地域に設置する地域医療構想調整会議において、医療機関の機
能分化・連携に係る協議を行うとともに、新たな地域医療構想策定に
向けた調査分析を行います。

認知症本人大使
任命式の様子



健康づくりの推進と暮らしの安全・安心の確保

生活衛生営業施設等の衛生確保

⑩薬物乱用防止対策事業（12,412千円）

‣関係機関と連携し、若年層を対象とした薬物乱用防止教室等による啓
発活動、違法薬物等の取締り、薬物依存症者等に対する回復支援を中
心とした再乱用防止に取り組みます。

‣麻薬・覚醒剤・大麻等の薬物乱用の根絶を図るため、「麻薬・覚醒
剤・大麻乱用防止運動三重大会」を開催します。

薬物乱用防止対策の推進⑤ （一部新）動物愛護管理推進事業（160,033千円）

関係団体等と連携した動物愛護の普及啓発や犬・猫の譲渡
等を行うとともに、飼養管理の効率化を図るなど、殺処分
数ゼロの継続に向けて取り組みます。

‣災害時におけるペットとの同行避難や避難用品の備蓄等に関する啓発
により、ペットの防災対策に対する県民の意識向上を図ります。
TNR活動※等に活用するため、「あすまいる」にラッピングを施した啓
発兼搬送車両を整備します。

動物愛護の推進

医薬品等の安全な製造・供給の確保

薬務課
⑦～⑩ 224-2330

食品安全課
⑤⑥ 224-2343

⑦ （一部新）薬事審査指導費（28,520千円） 

‣医薬品等の品質、有効性および安全性を確保するための監視等を行う
とともに、医薬品等の正しい知識を提供し、適正使用を推進します。

⑧血液事業推進費（2,460千円）

‣献血協力者を確保するため、高校生や大学生等の
献血ボランティアと連携した普及啓発等に取り組
むとともに、医療機関における血液製剤使用の適
正化を図ります。

⑨骨髄バンク事業（1,145千円）

‣骨髄移植等に関する正しい知識の普及啓発やドナー確保に取り組むと
ともに、ドナー助成を実施する市町を支援します。

②歯科保健推進事業（92,639千円）

‣歯科疾患予防やオーラルフレイル予防に向けて、先進県の調査を行うと
ともに、検討会を設置します。

③地域自殺対策緊急強化事業（89,523千円）

‣こころの健康問題に対する正しい知識の普及や支援者のスキルアップ等
に取り組みます。

‣児童・生徒の自殺予防のため、こども・若者の自殺危機対応チームを設
置し、学校に派遣するなど、関係者と連携し自殺予防に取り組みます。

④ （一部新）精神障がい者保健福祉相談指導事業(46,293千円）

入院者訪問支援事業等を通じて、精神障がい者が安心して地域で暮らす
ことができる支援体制づくりを進めます。
依存症対策について、相談体制を充実するとともに、次期「三重県アル
コール健康障害対策推進計画」を策定します。

健康づくりの推進

生活習慣を改善し、健康寿命の延伸を図るため、「第３次三重の健康づくり基本計画」に基づき、県民の健康づくりを社会全体で進めるため
の取組を推進します。また、「第３次三重県動物愛護管理推進計画」に基づき、人と動物が安全・快適に共生できる社会の実現に向け取組を
推進します。さらに、生活衛生営業施設における自主的な衛生管理を推進するなど、衛生水準の向上を図ります。加えて、医薬品等の品質、
有効性および安全性を確保するために監視等を行うとともに、警察本部等の関係機関と連携し、薬物の乱用防止に取り組みます。

健康推進課
①～④ 224-2294

①三重とこわか健康推進事業（12,896千円）

‣県民が主体的かつ継続的に健康づくりに取り組め
るよう、「三重とこわか健康マイレージ事業」を
実施します。

‣「三重とこわか健康経営カンパニー」の認定や、
認定企業に対する表彰等を通じて、企業における
健康経営®※ を促進します。

⑥（一部新）生活衛生関係営業指導費（47,465千円）

  （57,411千円 ※2月補正予算含みベース）

‣三重県生活衛生営業指導センターとの連携により、
生活衛生営業施設における自主的な衛生管理を推進
し、衛生水準の向上を図ります。
各生活衛生同業組合が自主的に行う地域支援の取組や
普通公衆浴場の施設整備および燃料費に対し、支援を行います。

※「健康経営® 」は、NPO 法人健康経営研究会の登録商標です。

学生向け血液センター見学会

三重とこわか健康経営大賞表彰式
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※TNR活動：飼い主のいない猫に、不妊・去勢手術を行い、様々
なトラブルの軽減を図るとともに、一代限りの命を見守る活動



 

子ども・福祉部 1 

 

子ども・福祉部 

 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 
 
 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

子ども・福祉部では、全ての子どもが豊かに育ち、将来にわたって幸せな状態で生活

することができる三重をめざし、みえ子ども・子育て応援総合補助金による市町の子ど

も・子育て支援事業への補助や、児童虐待の防止・社会的養育の推進、子どもが豊かに

育つ環境づくりを通じて、「子どもの育ちへの支援」に取り組みます。また、保育士確

保などによる保育の充実や、出産・育児への支援、男性の育児参画の推進を通じて、

「子育て家庭への支援」に取り組みます。 

さらに、地域福祉や障がい者福祉の推進を通じた「共生社会の実現」に向け、障がい

者や生活困窮者等の生きづらさを抱える人が、質の高い福祉サービスやさまざまな支援

を受け、安心して暮らすことができる社会づくりを進めます。 

 

２ 主な重点項目 

 

（１）子どもの育ちへの支援 

「三重県子ども条例」および「ありのままでみえっこプラン」（県こども計画）

に基づき、全ての子どもが豊かに育ち、将来にわたって幸せな状態で生活すること

ができる三重をめざし、「みえ子ども・子育て応援総合補助金」により、市町の取

組を支援するとともに、子どもの意見表明・社会参画の促進や困難な環境にある子

どもへの支援の充実に取り組みます。また、子どもの安全・安心の確保に向けた、

関係機関との連携強化による、虐待対応力の強化等に取り組みます。 

 

①  （一部新）みえ子ども・子育て応援総合補助金 ３３０，４２４千円 

［少子化対策課(224-2404)］ 

市町が地域の実情等に合わせて工夫を凝らして実施する、子ども・子育て支

援事業に対し、引き続き補助することとし、これまでと同様の自己肯定感など

子どもの育ちや子育て環境の充実につながる取組と、保育士確保をはじめとす

る仕事と子育ての両立に向けた取組の２つの枠を設けて支援します。また、こ

れまでの総合補助金の実績をふまえ、先駆的で効果が高いと認められる「働く

子育て世帯を支える子どもの居場所づくり」について、新たな補助制度により

市町を支援することで横展開を促進します。 
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②  （一部新）児童虐待法的対応推進事業 ３１１，２７７千円 

［児童相談支援課(224-2883)］ 

「三重県児童相談所職員人材育成計画」に基づき、体系的な研修を実施する

ため、児童相談所の中核を担う中堅職員向けの研修等を拡充するとともに、法

定研修の実施を外部事業者に委託し、業務負担軽減を図ります。さらに、子ど

もの権利擁護の視点から、従来の意見表明支援員の派遣に加えて、一時保護所

児童の処遇検討段階における弁護士によるアドボケイトを実施します。また、

迅速かつ正確な情報共有による、警察との連携強化を図るため、児童相談所児

童記録システムの改修を実施します。 

 

③  （一部新）家族再生・自立支援事業 ５６，４８９千円 

［児童相談支援課(224-2883)］ 

要保護児童や施設入所児童等が家庭に復帰するにあたっては、保護者の養育

技術の向上や保護者自身への支援が重要であるため、親子関係再構築支援員を

配置し、児童相談所や市町、施設等の職員の人材育成に向けた研修等の実施や、

保護者支援プログラムの実施に係る調整を行います。 

引き続き、児童養護施設に入所している高校生の進学に向けた学習支援を実

施するとともに、退所者の自立支援に向けた貸付や身元保証に対する補助を行

います。さらに、社会的養護経験者が施設等退所後に孤立することがないよう、

新たに自立支援拠点を整備し、相互交流の場の提供や相談支援に取り組みます。 

 

   

④  （一部新）児童相談所管理運営費 ２８１，２７４千円 

［児童相談支援課(224-2883)］ 

児童相談所において、養護相談や障がい相談等に応じるとともに、児童虐待

対応にあたります。また、国の「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」

に基づく専門職の人員確保などに対応します。さらに、児童相談業務の効率化

を図るため、北勢児童相談所において一人一台パソコンの早期更新等、環境整

備を実施します。加えて、老朽化の進む北勢児童相談所・一時保護所の建替え

に向けて、詳細設計等に取り組みます。 

 

⑤  国児学園運営費 １８０，１４６千円 

［家庭福祉・施設整備課(224-2271)］ 

県内唯一の児童自立支援施設として、入所児童に対して必要な指導・支援を

行い、自立を支援します。また、入所児童の生活環境の改善を図るため、老朽

化が進む寮舎等の建替えに向け、令和７年度の詳細設計に基づき、一部の寮舎

の解体工事に着手します。 
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⑥  （一部新）子どもの育ちの推進事業 ５４，５９８千円 

［少子化対策課(224-2404)］ 

「三重県子ども条例」に基づき、県の子ども施策を推進する体制を整備する

とともに、子どもの権利に関する啓発や子どもの意見表明の推進、子どもに関

する施策の情報を一元化したポータルサイトの整備等に取り組みます。また、

みえ次世代育成応援ネットワークをはじめとするさまざまな主体と連携し、体

験機会の提供など、子どもの豊かな育ちを支える取組を実施するとともに、子

どもの声を直接受け止め、子ども自身が解決に向かうよう支える相談窓口であ

る「こどもほっとダイヤル」を運営し、電話やＳＮＳによる相談を実施します。 

 

⑦  （一部新）子どもの居場所支援事業 ２７，６００千円 

［少子化対策課(224-2404)］ 

中高生世代の居場所のニーズに応えるため、中高生世代を中心に利用できる

キッチンカー等を活用した移動式の居場所に、地域団体と連携してモデル的に

取り組みます。また不登校児童生徒等の居場所づくり支援として、フリースク

ール等民間施設運営団体への運営補助を行います。 

 

⑧  （一部新）ヤングケアラー支援事業 １９，７４１千円 

［家庭福祉・施設整備課(224-2271)］ 

ヤングケアラーへの支援体制を強化するため、福祉等の関係機関や専門職員

などを対象にヤングケアラーについて学ぶための研修会を実施します。また、

子ども向けリーフレットによる周知・啓発を図るほか、コーディネーターを配

置し、関係機関と連絡調整を行うことで、適切な福祉サービスにつなぐ機能を

強化するとともに、支援ハンドブックを活用した出前講座の実施やアセスメン

トシートの活用促進を図ります。さらに、相談しやすい体制の整備のため、Ｓ

ＮＳ相談窓口を開設し、ＳＮＳ広告等による周知を行うほか、寄り添った支援

を行うため、当事者や支援者を対象としたオンラインによる交流会を開催しま

す。 

 

⑨  （一部新）思春期ライフプラン教育事業 １４，３３４千円 

［子どもの育ち支援課(224-2248)］ 

包括的性教育に関する啓発パンフレットを小中高等学校や大学等に配布する

とともに、プレコンセプションケアを推進するため、若者が性や妊娠、健康な

体づくりに関する正しい知識を学ぶセミナーを開催し、セミナー受講者が健康

な体づくりに向けた検査と医師からのアドバイスを受けられる取組を実施しま

す。 

また、子どもたちが、家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性の多様性を

含む性に関する科学的根拠に基づいた正しい知識を習得し、自らのライフプラ

ンを考える基盤ができるよう、産婦人科医、教育委員会等と連携し、養護教諭

等が支援方法を学ぶ思春期保健指導セミナーを開催するなど、啓発に取り組み

ます。 
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（２）子育て家庭への支援 

子育て家庭への支援に向け、保育の充実を図るため、中高生を対象とした保育の

仕事の魅力発信や地域限定保育士制度の導入により、新たな保育人材の確保を進め

るとともに、保育士の離職防止や潜在保育士の職場復帰を促進し、待機児童の解消

に取り組みます。また、市町における５歳児健診の実施に向けた支援や男性の育児

参画の推進などにより、妊娠から出産・子育てまでの切れ目のない支援に取り組み

ます。 

 

①  （一部新）保育対策総合支援事業 ７６５，０５０千円 

（７６８，７０７千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

［子どもの育ち支援課(224-2248)］ 

新たな保育士の確保に向けて、中高生を対象に、現役保育士との交流や保育

の仕事体験などを通じて、保育の仕事の魅力を発信する取組を実施するととも

に、保育士をめざす学生等への就学資金の貸付を行います。また、保育士支援

アドバイザーを保育現場に派遣し、勤務環境改善を進めるための相談支援や、

人間関係や業務に関する悩みを抱える保育士個人が相談できる取組を行います。

さらに、保育士の業務負担の軽減を図るため、保育補助者の雇上げや、配慮が

必要な児童の受入れのために保育士を加配している私立保育所等への補助を行

います。加えて、三重県保育士・保育所支援センターにおいて、潜在保育士に

対する求職情報等の提供や保育所等とのマッチングを行うとともに、復職に対

する不安の軽減を図るため、復職した保育士の就労までのプロセスや復職後の

状況を動画で紹介するなど、復職支援を強化します。 

 

②  （新）地域限定保育士試験実施事業 ８，７５２千円 

［子どもの育ち支援課(224-2248)］ 

＜事業実施期間：令和 8年度～＞ 

     県内で保育の仕事に就くことを希望する人の保育士試験の受験機会の拡大を

図るため、児童福祉法の改正により全ての都道府県で実施可能となった、保育

士登録後３年間は受験した都道府県でのみ就労できる地域限定保育士制度を新

たに導入し、県内における保育士確保を推進します。 
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③  （一部新）出産・育児まるっとサポートみえ推進事業 ６１，７１１千円 

［子どもの育ち支援課(224-2248)］ 

各市町の母子保健活動の核となる人材を育成するため、母子保健に関する情

報交換会や研修会を開催するとともに、専門的な視点から助言・支援を行うア

ドバイザーを派遣するなど、市町の母子保健体制の整備を支援します。また、

予防可能な子どもの死亡を減らすため、関係機関と連携して効果的な予防対策

を検討します。 

さらに、妊産婦へのレスパイトの場や助産師からの育児指導を提供する「妊

産婦のほっとスポット構築モデル事業」を実施するとともに、これまでの取組

を検証し、市町の産後ケア事業に生かしていくことを検討します。加えて、遠

方の分娩施設で出産する必要のある妊婦に対する交通費等の助成や、多胎児家

庭の交流会などを実施します。 

社会性発達の評価、発達障がい等のスクリーニング等を目的とした５歳児健

診について、県内市町での取組が進むよう、アドバイザーの派遣や研修を実施

するとともに、健診実施に必要な医師の確保が困難な市町に対して、医師派遣

を支援します。 

 

④  （一部新）男性の育児参画普及啓発事業 １９，２２９千円 

［少子化対策課(224-2404)］ 

これまで作成した男性の育児参画促進に向けた啓発資料を活用し、希望に応

じて育児休業を取得できる職場環境づくりや、男性の育児参画の質の向上等に

取り組みます。また、若者がライフデザインについて自ら考えるワークショッ

プを大学等で実施し、主体的に人生を選択できるよう後押しするとともに、ワ

ークショップの中で男性の育児参画に関する幅広い情報を提供することで、共

育てを前提とした働き方のイメージの定着を図ります。  

 

 

（３）共生社会の実現 

さまざまな課題を抱える人が質の高い福祉サービスや必要な支援を受けられるよ

う、包括的支援体制の整備促進やひきこもり支援等に取り組みます。また、新たに

孤独・孤立対策の推進や困難な問題を抱える女性のためのＳＮＳ相談窓口の設置等

に取り組みます。 

さらに、障害者支援施設等において事業運営の透明性や支援の質の確保を図ると

ともに、適切なサービス提供・アセスメントを実施するための支援を行い、障がい

者が地域で安心して暮らすことができる社会づくりを進めます。 
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①  （一部新）包括的支援体制整備支援事業 １４，８５０千円 

［地域福祉課(224-2256)］ 

市町における包括的な支援体制の整備が一層進むよう、「リンクワーカー」

の取組も参考にしながら、社会的処方の考えも取り入れた研修の拡充や、市町

へのアドバイザー派遣に取り組みます。また、福祉分野のみならず他分野の関

係機関、関係団体と連携し、県内に共通する諸課題の解決に取り組む市町が行

う先進性や有効性の高い取組をモデル事業として支援します。 

 

②  （一部新）ひきこもり支援推進事業 ３５，３７５千円 

［地域福祉課(224-2256)］ 

支援窓口の周知やひきこもりについての理解促進のため、さまざまな年代に

情報が届くよう、多様な広報媒体を活用した普及啓発に取り組みます。また、

ひきこもり支援の充実に向けて、令和７年度に開設した「ひきこもりピアサポ

ートセンターみえ」の運営や広域的な支援体制づくり、市町に対する財政的支

援等に取り組むとともに、新たにひきこもり当事者交流会等の当事者同士がつ

ながりを持てる場を提供します。 

 

③  （新）孤独・孤立対策推進事業 ３，５９０千円 

［地域福祉課(224-2256)］ 

＜事業実施期間：令和 8年度～＞ 

孤独・孤立対策を推進するため、支援に携わる官民の関係機関が、相互に連

携、協働するプラットフォーム等を構築するとともに、孤独・孤立を抱える当

事者等が参加するシンポジウム・交流イベントを開催します。 

 

④  （一部新）困難な問題を抱える女性支援推進等事業 ６０，８２３千円 

［家庭福祉・施設整備課(224-2271)］ 

困難な問題を抱える女性への支援のため、引き続き相談窓口の周知を図るとと

もに、女性相談支援員による相談や法律相談等の専門相談を実施します。また、

関係機関と連携した支援体制づくりのため「三重県ＤＶ被害者及び困難な問題を

抱える女性支援調整会議」を開催するほか、女性支援コーディネーターによる支

援団体等との連携強化を進めます。さらに、困難な問題を抱える女性が２４時間

いつでも相談できるよう、ＳＮＳ相談窓口を設置するとともに、ＳＮＳ等を活用

して相談窓口の周知に取り組むほか、民間団体が運営する施設を活用して支援が

必要な人に安心・安全に過ごせる一時的な居場所を提供することで、支援の充実

を図ります。 

 

⑤  （新）次世代継承促進事業 ２，０００千円 

［地域福祉課(224-2256)］ 

＜事業実施期間：令和 8年度～＞ 

戦後生まれの方々が、戦争の悲惨さと平和の尊さに対する理解を深め、平和

の語り部活動などの地域における平和継承に取り組めるよう、市町やご遺族を

対象とした研修会を開催するとともに、活動の一助となる教材等を作成します。 
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  ⑥ （一部新）障がい者相談支援体制強化事業 １５１，６２６千円 

［障がい福祉課(224-2274)］ 

各障害保健福祉圏域において就労に伴う生活にかかる相談支援事業を実施す

るとともに、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、

就業・生活支援等に関する専門性の高い相談支援事業を行います。また、障害

者支援施設に、外部の専門的視点を定期的に取り入れるための専門家派遣を行

うことにより、事業運営の透明性や支援の質の確保を図るとともに、事業所が、

重度の強度行動障がいを有する児・者を受け入れて適切にサービス提供・アセ

スメントを実施できるよう一定の実践経験を有する人材を配置するための支援

を行います。 

 

⑦ （一部新）障害者介護給付費負担金 １１，８５２，５７８千円 

（１２，６４４，７７１千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

［障がい福祉課(224-2274)］ 

障害者総合支援法に基づき、市町が支出する介護給付費の一部を負担します。

また、障害福祉サービス事業所等におけるロボット等の導入やＩＣＴ導入に対

する支援に取り組みます。さらに、障害福祉サービス事業所の指定等審査業務

について、事業所数の増加や加算等制度の複雑化等による審査業務の増大に対

応するため、事業所からの相談対応や審査業務の一部を外部委託化し、事務作

業の効率化を図ります。 

 

 

 

 



③（一部新）家族再生・自立支援事業【56,489千円】
社会的養護経験者が施設等退所後に孤立することがないよう、新たに

自立支援拠点を整備し、相互交流の場の提供や相談支援に取り組みます。

子どもの育ちへの支援

子
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「三重県子ども条例」および「ありのままでみえっこプラン」（県こども計画）に基づき、全ての子どもが豊かに育ち、将来にわたって幸せな状態で
生活することができる三重をめざし、「みえ子ども・子育て応援総合補助金」により、市町の取組を支援するとともに、子どもの意見表明・社会参画の
促進や困難な環境にある子どもへの支援の充実に取り組みます。また、子どもの安全・安心の確保に向けた、関係機関との連携強化による、虐待対応力
の強化等に取り組みます。

子どもが豊かに育つ環境づくり

②（一部新）児童虐待法的対応推進事業【311,277千円】
一時保護児童の処遇検討段階における弁護士によるアドボケイトを実

施します。また、迅速かつ正確な情報共有による、警察との連携強化を
図るため、児童相談所児童記録システムの改修を実施します。

少子化対策課 ①⑥⑦ 224-2404 児童相談支援課 ②③④ 224-2883

子どもの育ち支援課 ⑨ 224-2248 家庭福祉・施設整備課 ⑤⑧ 224-2271

⑨（一部新）思春期ライフプラン教育事業【14,334千円】
若者が性や妊娠、健康な体づくりに関する正しい知識を学ぶセミナー

を開催し、セミナー受講者が健康な体づくりに向けた検査と医師からの
アドバイスを受けられる取組を実施します。

⑦ （一部新）子どもの居場所支援事業【27,600千円】
中高生世代を中心に利用できるキッチンカー等を活

用した移動式の居場所に、地域団体と連携してモデル
的に取り組みます。
また、フリースクールへの運営補助について、現場

の実態やニーズに応じて、対象範囲の拡充や補助上限
額の引き上げを行います。

⑧ （一部新）ヤングケアラー支援事業【19,741千円】
相談しやすい体制の整備のため、SNS相談窓口を開設し、SNS広告等

による周知を行うほか、寄り添った支援を行うため、当事者や支援者を
対象とした交流会を開催します。

児童虐待の防止・社会的養育の推進みえ子ども・子育て応援総合補助金

①（一部新）みえ子ども・子育て応援総合補助金【330,424千円】
市町が地域の実情等に合わせて工夫を凝らして実施する、子ども・

子育て支援事業に対し、２つの枠を設けて支援します。
◆子どもの育ちや子育て環境の充実につながる取組（自由枠）
◆保育士確保など仕事と子育ての両立に向けた取組（両立支援枠）

これまでの総合補助金の実績をふまえ、先駆的で効果が高いと認めら
れる「働く子育て世帯を支える子どもの居場所づくり」について、市町
の取組を支援します。

④（一部新）児童相談所管理運営費【281,274千円】
北勢児相・一時保護所の建替えに向けた詳細設計等に取り組みます。

また、業務の効率化を図るため、北勢児相のICT環境の整備を進めます。
⑤ 国児学園運営費【180,146千円】
寮舎等の建替えに向け、令和７年度の

詳細設計に基づき、一部の寮舎の解体工
事に着手します。

新たな補助制度により横展開を促進

子
ど
も
食
堂
の
様
子

三
重
県
立
国
児
学
園

⑥（一部新）子どもの育ちの推進事業【54,598千円】
「三重県子ども条例」に基づき、子どもの権利に関する啓発や子ども

の意見表明の推進、子どもに関する施策の情報を一元化したポータルサ
イトの整備等に取り組みます。



子育て家庭への支援 少子化対策課 ④ 224-2404

子どもの育ち支援課 ①②③ 224-2248

子育て家庭への支援に向け、保育の充実を図るため、中高生を対象とした保育の仕事の魅力発信や地域限定保育士制度の導入により、新たな保育人材の
確保を進めるとともに、保育士の離職防止や潜在保育士の職場復帰を促進し、待機児童の解消に取り組みます。また、市町における５歳児健診の実施に向
けた支援や男性の育児参画の推進などにより、妊娠から出産・子育てまでの切れ目のない支援に取り組みます。
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保育の充実

③（一部新）出産・育児まるっとサポートみえ推進事業
市町の母子保健体制の整備を支援するとともに、【61,711千円】

５歳児健診について、県内市町での取組が進むよう、
アドバイザーの派遣や研修の実施に加え、健診実施
に必要な医師の確保が困難な市町に対して、医師
派遣を支援します。

②（新）地域限定保育士試験実施事業【8,752千円】
保育士登録後３年間は受験した都道府県でのみ就労できる地域限定

保育士制度を新たに導入し、県内で保育の仕事に就くことを希望する
人が保育士試験を受験しやすい環境を整備することで、県内における
保育士確保を推進します。

④（一部新）男性の育児参画普及啓発事業【19,229千円】
若者がライフデザインについて自ら考える

ワークショップを大学等で実施し、主体的に
人生を選択できるよう後押しするとともに、
ワークショップの中で男性の育児参画に関す
る幅広い情報を提供することで、共育てを前
提とした働き方のイメージ定着を図ります。

出産・育児への支援
保育士支援アドバイザーを保育現場に派遣し、勤務環境改善を

進めるための相談支援や、人間関係や業務に関する悩みを抱える
保育士個人が相談できる取組を行います。

男性の育児参画の推進

復職に対する不安の軽減を図るため、
復職した保育士の就労までのプロセスや
復職後の状況を動画で紹介するなど、復
職支援を強化します。

＜三重県保育士・保育所支援センター チラシ＞

保育士の離職防止

潜在保育士の職場復帰

① （一部新）保育対策総合支援事業【768,707千円】
※R7年度2月補正予算含みベース

中高生を対象に、現役保育士との交流や保育の仕事体験などを
通じて、保育の仕事の魅力を発信する取組を実施します。

新たな保育人材の確保



①（一部新）包括的支援体制整備支援事業【14,850千円】
市町における包括的な支援体制の整備が一層進むよう、社会的処方の考

えも取り入れた研修の拡充や、市町へのアドバイザー派遣に取り組みます。
また、福祉分野のみならず他分野の関係機関、関係団体と連携し、県内に
共通する課題の解決に取り組む市町が行う先進性や有効性の高い取組をモ
デル事業として支援します。

③（新）孤独・孤立対策推進事業【3,590千円】
孤独・孤立対策を推進するため、支援に携わる官民の関係機関が相互に

連携、協働するプラットフォーム等を構築するとともに、孤独・孤立を抱
える当事者等が参加するシンポジウム・交流イベントを開催します。

共生社会の実現 地域福祉課 ①②③⑤ 224-2256

障がい福祉課 ⑥⑦ 224-2274

家庭福祉・施設整備課 ④ 224-2271

さまざまな課題を抱える人が質の高い福祉サービスや必要な支援を受けられるよう、包括的支援体制の整備促進やひきこもり支援等に取り組みます。
また、新たに孤独・孤立対策の推進や困難な問題を抱える女性のためのSNS相談窓口の設置等に取り組みます。
さらに、障害者支援施設等において事業運営の透明性や支援の質の確保を図るとともに、適切なサービス提供・アセスメントを実施するための支援を

行い、障がい者が地域で安心して暮らすことができる社会づくりを進めます。
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⑤（新）次世代継承促進事業【2,000千円】
戦後生まれの方々が、戦争の悲惨さと平和の尊さに対する理解を深め、

平和の語り部活動などの地域における平和継承に取り組めるよう、市町や
ご遺族を対象とした研修会の開催や活動の一助となる教材等を作成します。

⑥（一部新）障がい者相談支援体制強化事業【151,626千円】
障害者支援施設に、外部の専門的視点を定期的に取り入れるための専門家派遣により、事業運営の透明性や支援の質の確保を図るとともに、重度の

強度行動障がいを有する児・者を受け入れて適切にサービス提供・アセスメントを実施できるよう一定の実践経験を有する人材を配置するための支援
を行います。また、引き続き、就労に係る相談支援や自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい等に関する専門性の高い相談支援事業を実施します。

④（一部新）困難な問題を抱える女性支援推進等事業
【60,823千円】

困難な問題を抱える女性が24時間いつでも相談できるよう、SNS相談窓
口を設置するとともに、民間団体が運営する施設を活用して支援が必要な
人に安心・安全に過ごせる一時的な居場所を提供し、支援の充実を図ります。

②（一部新）ひきこもり支援推進事業【35,375千円】
支援窓口の周知やひきこもりについての理解促進のため、多様な広報媒

体を活用した普及啓発に取り組みます。また、広域的な支援体制づくり、
市町に対する財政的支援等に取り
組むとともに、新たにひきこもり
当事者交流会等の当事者同士がつ
ながりを持てる場を提供します。

地域福祉の推進

障がい者福祉の推進

⑦（一部新）障害者介護給付費負担金【12,644,771千円】※R7年度2月補正予算含みベース
障害福祉サービス事業所の指定等審査業務について、事業所数の増加等による審査業務の増大に対応するため、事業所からの相談対応や審査業務の

一部を外部委託化し、事務作業の効率化を図ります。また、障害者総合支援法に基づき、引き続き市町が支出する介護給付費の一部を負担します。
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３ その他の主要事業 

政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

《政策名：福祉》 

〈施策名：（13-1）地域福祉の推進〉 

 

１ 重層的支援体制整備事業交付金       ８１，０００千円 

【（13-1-1）地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

地域共生社会の実現に向けて、地域住民の複雑化・複合化した

支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、国の

「重層的支援体制整備事業」を活用して取り組む市町に対して交

付金を交付します。 

 

２ 民生委員活動支援事業          ２９１，４３３千円 

【（13-1-1）地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

民生委員・児童委員活動の充実に向けて、必要な知識習得のた

めの研修会の開催や委員個人に対する活動費の支給及び民生委員

児童委員協議会に対する組織活動費の補助を行います。また、さ

まざまな機会を活用した情報発信により、民生委員・児童委員の

認知度向上を図るとともに、活動環境の整備など独自の取組を進

める市町への支援や、市町と連携した負担軽減の取組検討を通じ

て、「なり手」確保に取り組みます。 

 

３ 災害援護事業                ７，０００千円 

【（13-1-1）地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供】 

（第３款 民生費 第４項 災害救助費 １ 救助費） 

災害時における避難所等での要配慮者支援を行うため、「三重

県災害派遣福祉チーム（三重県ＤＷＡＴ）」の体制強化や県外か

らの介護職員等の受援体制の整備に取り組むとともに、災害時に

あっても継続したサービス提供が可能となるよう、社会福祉施設

等の事業継続計画（ＢＣＰ）の実効性の向上を促進します。ま

た、災害時の福祉サービスの提供体制について、他県の取組等を

調査し、検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉課 

（224-2256） 

 

 

 

 

 

 

地域福祉課 

（224-2256） 
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総務課 

（224-2305） 
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４ 社会福祉法人等指導監査費         ２５，９８１千円 

【（13-1-1）地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供】 

（第３款 民生費 第３項 生活保護費 １ 生活保護総務費） 

社会福祉法人や社会福祉施設、介護保険・障害福祉サービス事

業者等に対して、指導監査等を実施します。また、引き続き税理

士や社会保険労務士等、専門家の活用による指導監査を実施しま

す。 

 

５ 地域生活定着支援事業           ３７，０９７千円 

【（13-1-2）生きづらさを抱える人の支援体制づくり】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

高齢、または障がいのある矯正施設退所者等が、円滑に地域生

活へ移行し安定した生活を送ることができるよう、国や市町、関

係団体等との連携強化を図りつつ、「三重県地域生活定着支援セ

ンター」において、居住地確保や福祉サービスの利用支援等に取

り組みます。 

 

６ 生活困窮者自立支援事業          ５２，３７９千円 

【（13-1-3）生活困窮者の生活保障と自立支援】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

さまざまな課題を抱える生活困窮者からの相談に適切に応じる

ため、「三重県生活相談支援センター」において、関係機関と連

携し、一人ひとりの実情に応じたきめ細かな相談支援を行いま

す。また、アウトリーチ（訪問型）支援の充実により、これまで

支援の行き届かなかった人も必要な福祉サービスを適切に受けら

れるよう取り組むとともに、福祉事務所設置自治体の支援員等の

資質向上に向けた研修等を実施し、県全体における生活困窮者支

援の取組の充実・強化につなげます。 

 

７ 生活保護扶助費           ２，２５１，６２２千円 

【（13-1-3）生活困窮者の生活保障と自立支援】 

（第３款 民生費 第３項 生活保護費 ２ 扶助費） 

生活に困窮する方に対して、健康で文化的な最低限度の生活を

保障するため、生活保護法に基づいて必要な扶助費を給付すると

ともに、被保護者の状況に応じ、就労、健康、生活面等の自立に

向けた支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

福祉監査課 

（224-2258） 

 

 

 

 

 

 

 
 

地域福祉課 

（224-2256） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

地域福祉課 

（224-2256） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉課 

（224-2256） 
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８ （一部新）ＵＤのまちづくり推進事業    ２，７４５千円 

【（13-1-4）ユニバーサルデザインのまちづくりの推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

ユニバーサルデザインの意識醸成に向けて、学校出前授業を実

施し子どもたちのユニバーサルデザインの意識づくりに取り組む

ほか、外見からは分かりにくくても配慮や援助が必要なことを知

らせる「ヘルプマーク」の普及啓発や必要とする方々への配布を

行います。また、最終年度を迎える「第５次三重県ユニバーサル

デザインのまちづくり推進計画」の取組の成果と課題を踏まえ

て、次期計画の策定に取り組みます。 

 

９ 地域公共交通バリア解消促進事業      １３，８５７千円 

【（13-1-4）ユニバーサルデザインのまちづくりの推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

誰もが安全で自由に移動できるまちづくりを推進するため、鉄

道駅のバリアフリー化を行う事業者に対して費用の一部を補助す

ることで、エレベーターやスロープ設置等による段差解消や車い

す利用者等に対応したバリアフリートイレの設置、ＩＣカードシ

ステムの導入等を促進します。 

 

〈施策名：（13-2）障がい者福祉の推進〉 

 

１ （一部新）障がい福祉総務費        １２，００９千円 

【（13-2-1）障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

障害者基本法に基づく三重県障害者施策推進協議会や障害者総

合支援法に基づく三重県障害者自立支援協議会の開催を通じて、

「みえ障がい者共生社会づくりプラン」の進捗状況を確認し、障

がい者施策を適切に推進します。また、プランの計画期間が最終

年度を迎えることから、本県の現状と障がい者を取り巻く環境変

化をふまえ、次期プランの策定に取り組みます。 

 

２ 障がい者の地域移行受け皿整備事業    ２００，５６１千円 

（２８５，８９１千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

【（13-2-1）障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

障がい児・者の地域生活を支援するため、地域で不足している

障がい児・者対象の通所施設等の整備を促進します。 

 

 

 

家庭福祉・ 

施設整備課 

（224-2271） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

家庭福祉・ 

施設整備課 

（224-2271） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

 

 
 

 
 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 
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３ （一部新）障がい者就労支援事業      １６，９１９千円 

【（13-2-1）障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

障害福祉サービス事業所における工賃等の向上を図るため、経

営コンサルタント等の専門家を派遣するなど、事業所の経営改善

を支援するとともに、受注の仲介、販路開拓等を行う共同受注窓

口の運営を支援します。また、関係部局と連携し、就労を希望す

る障がい者等のための企業・就労系障害福祉サービス事業所説明

会を開催します。 

 

４ 医療的ケアが必要な障がい児・者の受け皿整備事業 

                      ２２，９１５千円 

【（13-2-1）障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族が地域で安心して

生活できるよう、「三重県医療的ケア児・者相談支援センター」

を中心に、当事者や保護者等からの相談対応、支援者への支援、

医療的ケア児・者コーディネーターの養成、障害福祉サービス事

業所職員や保育所等の看護師等を対象とした研修を実施するとと

もに、各地域ネットワークの活動支援や相互連携、重症心身障が

い児・者を受け入れる病院との連携など、医療的ケア児・者への

支援体制を強化し、地域での受け皿整備を進めます。 

 

５ （一部新）身体障害者総合福祉センター運営費 

３９３，２９０千円 

【（13-2-1）障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ５ 社会福祉施設費） 

三重県身体障害者総合福祉センターを指定管理制度により運営

するとともに、利用者のニーズや施設の老朽化に対応するため、

居室の個室化や浴室、トイレなどの改修工事等を行います。 

 

６ 人材育成支援事業             ４８，０５９千円 

【（13-2-2）障がい者の相談支援体制の強化】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

障がい者の地域生活を支える人材を育成するとともに、障害福

祉サービス等の質の向上を図るため、「三重県障がい福祉従事者

人材育成ビジョン」に基づき、相談支援従事者研修やサービス管

理責任者・児童発達支援管理責任者研修、障害者ピアサポート研

修等の各種研修事業を実施します。 

 

 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 
 

障がい福祉課 

（224-2274） 
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７ 障がい者権利擁護推進事業         １０，６１７千円 

【（13-2-5）障がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

障がいを理由とする差別の解消のため、相談員による相談対応や

普及啓発等に取り組むとともに、事業者の合理的配慮の提供につい

て訪問による積極的な周知・啓発を行います。また、研修の実施や

専門家チームの活用により、障がい者の虐待防止や対応力の向上を

図ります。さらに、「手話施策推進計画」に基づき手話施策を推進

するとともに、最終年度を迎える現行計画の改定に取り組みます。 

 

８ 障がい者芸術文化活動支援事業       １３，９５２千円 

【（13-2-5）障がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 ２ 障がい者福祉費） 

芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加を促進するために設

置した「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」において、

障がい者や支援者に対する相談支援や研修会を開催するほか、

「三重県障がい者芸術文化祭」等県内で芸術文化活動を行う障が

い者が作品を発表する展覧会を開催する等、障がい者の社会参加

を支援します。 

 

 

《政策名：子ども》 

〈施策名：（15-1）子どもが豊かに育つ環境づくり〉 

 

１ 親の学び応援事業              １，６４０千円 

【（15-1-2）家庭教育応援と男性の育児参画の推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

市町において、保護者同士のつながりを作るためのワークショッ

プの実施が促進されるよう進行役となる人材の養成に関係団体等と

連携して取り組むとともに、保護者が子育てについてヒントを得る

ことができるＷｅｂ講座の充実を図ります。 

 

２ 子どもの貧困対策推進事業         ５５，３８０千円 

【（15-1-3）子どもの貧困対策の推進】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３ 母子福祉費） 

子ども食堂などの子どもの居場所が持続可能な取組となるよう、

アドバイザー派遣や勉強会の開催を通じた人材育成支援を行いま

す。また、子どもの居場所運営団体への財政的支援を行うととも

に、子どもの居場所が抱える課題や個々の“ニーズ”と、地域の企

業等の“シーズ”を見える化し、双方をマッチング・コーディネー

トすることで、子どもの居場所の運営を支援します。 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい福祉課 

（224-2274） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子化対策課 

（224-2404） 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

少子化対策課 

（224-2404） 
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３ ひとり親家庭自立支援事業           ８３，２４１千円 

                            【（15-1-3）子どもの貧困対策の推進】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ３ 母子福祉費） 

ひとり親家庭の母または父の安定した雇用と収入の確保に向け

て、就職に有利な資格を取得できるよう高等職業訓練促進給付金

等の就労支援を行うほか、ひとり親家庭等の学習機会確保のため

学習支援ボランティア事業に取り組む市町への補助を実施しま

す。 

 

４ 生活困窮家庭の子どもの学習・生活支援事業 １９，６５４千円 

【（15-1-3）子どもの貧困対策の推進】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

生活困窮家庭の子どもの学力や学習意欲のさらなる向上を図る

ため、子どもに応じた学習支援や生活習慣の改善等を実施し、卒

業後の安定した就職や自立につながるよう取り組みます。 

 

５ 子ども心身発達医療センター医療支援事業  ３１，８７４千円 

【（15-1-4）発達支援が必要な子どもへの支援】 

（第１款 子ども心身発達医療センター費 第１項 子ども心身発達医 

療センター費 １ 子ども心身発達医療センター費） 

身近な地域における途切れのない発達支援体制の構築に向けて、

「ＣＬＭと個別の指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への

導入を促進するとともに、市町の総合支援窓口の中心となる人材を

育成します。また、地域における発達障がい児の早期診断、早期支

援のため、地域の医療機関への連続講座等の技術的支援を行うとと

もに、市町、療育機関など関係機関とのネットワークの構築等を進

めます。 

 

〈施策名：（15-2）幼児教育・保育の充実〉 

 

１ 次世代育成支援特別保育推進事業補助金  １４３，５１７千円 

【（15-2-1）幼児教育・保育サービスの充実】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費） 

待機児童の解消や低年齢児保育の充実に向けて、年度当初から保

育士を加配して低年齢児の受入れを行う私立保育所等に補助を行い

ます。また、病児保育施設や児童厚生施設（児童館）の整備に対し

て、補助を行います。 

 

 

 

 

家庭福祉・ 

施設整備課 

（224-2271） 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

地域福祉課 

（224-2256） 

 

 

 

 

 

 
児童相談 

支援課 

（224-2883） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 
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２ 保育専門研修事業             ２０，６４５千円 

【（15-2-1）幼児教育・保育サービスの充実】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費） 

地域の子育て支援を担う人材の育成と専門性を高めるため、子育

て支援員研修を実施します。また、多様化・高度化する保育ニーズ

や子どもの育成支援に対応できるよう、保育士の資質向上や不適切

保育の防止のための研修、放課後児童支援員の資格認定や資質向上

研修等を実施します。 

 

３ 私立幼稚園等振興補助金         ８５６，８４６千円 

【（15-2-1）幼児教育・保育サービスの充実】 

（第 10款 教育費 第９項 私立幼稚園費 １ 私立幼稚園費） 

私立幼稚園や認定こども園を設置・運営する学校法人が、特色

ある個性豊かな幼児教育を安心して行えるよう、運営に係る経費

を補助します。また、幼稚園教諭の処遇改善に取り組む学校法人

に対して、補助を行います。 

 

４ 放課後児童対策事業費補助金     １，８９１，７８３千円 

（１，８９６，２３３千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

【（15-2-2）放課後児童対策の推進】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 １ 児童福祉総務費） 

保護者が昼間家庭にいない小学生の適切な遊びや生活の場を確

保し、その健全な育成を図るため、放課後児童クラブの運営や施

設整備等に対して、補助を行います。また、ひとり親家庭の経済

的負担の軽減を図るため、放課後児童クラブの利用料の減免を行

う放課後児童クラブへの助成を行う市町に対して補助を行いま

す。 

 

〈施策名：（15-3）児童虐待の防止と社会的養育の推進〉 

 

１ （一部新）児童一時保護事業       ３８２，４０２千円 

【（15-3-1）児童虐待対応力の強化】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ４ 児童福祉施設費） 

「三重県一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条

例」に基づき、一時保護所の整備及び運営等を行います。一時保

護児童の学習保障のため、引き続き一時保護児童の登校支援を実

施するとともに、学校のオンライン授業やタブレット端末を使用

する学習に対応するため、中央児童相談所一時保護所に無線ＬＡ

Ｎを整備します。 

また、一時保護児童の安全を図るため、防犯カメラを増設しま

す。加えて、子どもの権利擁護を推進するため、中央児童相談所

一時保護所において第三者評価を受審します。 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

児童相談 

支援課 

（224-2883） 
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２ （一部新）市町児童相談体制支援推進事業   ７，５０７千円 

【（15-3-1）児童虐待対応力の強化】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ４ 児童福祉施設費） 

市町の児童相談体制を強化するため、市町との協議を定期的に

実施し、有識者等から課題改善につながる助言等を行います。ま

た、市町要保護児童対策地域協議会の担当者等を対象とした研修

を実施するとともに、市町児童相談アドバイザーを派遣して、協

議会の運営に関する支援を行います。 

あわせて、「こども家庭センター」の設置促進と運営の充実を

図るため、センターの業務マネジメント全体を担う統括する支援

員を対象とした研修等を実施します。 

 

３ 家庭的養護推進事業            ７４，１４４千円 

【（15-3-2）社会的養育の推進】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ４ 児童福祉施設費） 

三重県社会的養育推進計画（Ⅰ期）に基づき、里親リクルート

から里親研修、子どもとのマッチング、里親委託中から委託解除

後の支援まで里親養育を包括的に支援する里親支援センターや、

フォスタリング機関と連携した里親制度の普及・啓発、里親登録

者の拡大、里親の養育技術の向上に取り組むとともに、フォスタ

リング機関から里親支援センターへの移行を支援します。また、

ファミリーホームにおいて職員の業務負担を軽減するため、引き

続き補助金を交付し、ファミリーホームの機能充実を図ります。 

 

４ 児童養護施設費             ２４０，３８９千円 

【（15-3-2）社会的養育の推進】 

（第３款 民生費 第２項 児童福祉費 ４ 児童福祉施設費） 

児童養護施設等の老朽化に伴う大規模修繕に要する経費を補助

します。児童養護施設等に併設している一時保護専用施設の職員

の業務負担を軽減するため、補助者の雇用に対して経費の補助を

行うとともに、要保護児童に対する家庭的ケアの充実に向けて、

施設の小規模グループケアや多機能化等を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童相談 

支援課 

（224-2883） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

児童相談 

支援課 

（224-2883） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

児童相談 

支援課 

（224-2883） 
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〈施策名：（15-4）結婚・妊娠・出産の支援〉 

 

１ みえの出逢い支援事業           ３３，１７３千円 

【（15-4-1）出会いの支援】 

（第３款 民生費 第１項 社会福祉費 １ 社会福祉総務費） 

みえ出逢いサポートセンターにおいて、きめ細かな相談支援や

情報提供を行うほか、市町等によるイベント等の開催支援や、市

町と連携した地域における広域的な出会いの機会の創出に取り組

みます。また、センターの体制を拡充し、マッチングシステム会

員の利用状況に応じた適切な支援を行うとともに、システムの周

知・広報を継続的に行うことで登録者を増やし、出会いの機会の

充実を図ります。さらに、インターネット型婚活の普及などをふ

まえ、若い世代が安心・安全かつ効果的な婚活に取り組めるよう

啓発を行います。 

 

２ 若年層における児童虐待予防事業       ９，１８１千円 

【（15-4-2）思春期世代におけるライフデザインの促進】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １ 公衆衛生総務費） 

妊娠ＳＯＳみえ相談事業の推進に向けた検討会議を開催しま

す。また、電話相談だけでなく、若年層が相談しやすい環境整備

の一環として、ＳＮＳ相談を継続するとともに、医療機関受診の

同行支援や妊娠判定費用の補助など相談者に寄り添った支援を実

施します。 

 

３ 不妊相談・治療支援事業          ４７，２５５千円 

【（15-4-3）不妊・不育症に悩む家族への支援】 

（第４款 衛生費 第１項 公衆衛生費 １ 公衆衛生総務費） 

三重県不妊専門相談センターにおいて、不妊や不育症の悩みに

関する相談支援を行うとともに、不妊ピアサポーターを交えた当

事者同士の交流会を開催します。また、不妊治療の保険適用外と

なった先進医療等の費用に対する助成等を行います。さらに、仕

事をしながら不妊治療を受けやすい環境づくりを推進するため、

企業の人事担当者等を対象として、不妊治療への理解を促進し、

職場での支援の進め方等を学ぶセミナーを開催します。加えて、

がん治療に際して妊孕性温存療法を受けた方に対して、費用の一

部を助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

少子化対策課 

（224-2404） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 
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４ 健やか親子支援事業            ２６，９３３千円 

【（15-4-4）切れ目のない妊産婦・乳幼児ケアの充実】 

（第４款 衛生費 第３項 保健所費 １ 保健所費） 

妊娠期から出産、子育て期にわたり不安を抱える方々に対し寄

り添い、健やかな育児につなげられるようＳＮＳ相談による支援

を行います。また、県内の難聴児の状況を一元的に把握するため

のデータベースシステムを活用することで、関係機関との連携を

強化し適切な支援につなげます。さらに、新生児聴覚検査体制の

充実を図るため、聴覚検査機器を購入する小規模の産科医療機関

等に対し、補助を行います。 

 

 

 

 

 

 

子どもの育ち

支援課 

（224-2248） 

 

 

 

 



 

 

   環境生活部 
 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

 環境生活部では、次の５つの方針を柱として当初予算調製を行いました。 

○ 性暴力の根絶をめざす施策を推進するとともに、県民の皆さんとの連携による交

通事故の防止、消費生活の安全確保、地域防犯力の向上、犯罪被害者等支援の推進

等に取り組み、くらしの安全・安心の実感を高めます。 

○ 県民一人ひとりが互いの人権を尊重するとともに、性別や国籍等にかかわらず、

誰もが希望を持って挑戦、参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現をめざして

取り組みます。 

○ 県民一人ひとりが自主性と創造性を発揮し、郷土への誇りと愛着を育みながら、

生きがいと心の豊かさを実感できるよう、文化にふれ親しむ環境やさまざまな学習

機会の充実を図ります。 

○ 私立学校における個性豊かで多様な教育の充実や生徒が安心して学べる環境づく

りを支援するとともに、保護者等の経済的負担の軽減を図ります。 

○ 地球温暖化対策（緩和と適応）、大気・水環境の保全、廃棄物処理における安全・

安心を前提とした循環経済への移行を通じて、環境への負荷が少ない持続可能な社

会をめざします。 

 これらの方針をふまえ、令和８年度当初予算においては、以下の７項目について重点

的に取り組みます。 

 

（１）誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり 

性暴力が根絶された三重をめざすため、「三重県性暴力の根絶をめざす条例」に基

づく推進計画の策定及び県民の気運醸成の取組を進めるとともに、「みえ性暴力被害

者支援センター よりこ」を通じた相談・支援を充実させます。また、県民の皆さん

との連携により、交通事故の防止や飲酒運転の根絶、消費生活の安全確保、災害ボラ

ンティア受入体制の強化等に取り組み、くらしの安全・安心を実現します。 

 

（２）人権が尊重され、誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会づくり 

人権が尊重される社会を実現するため、さまざまな主体と連携した人権啓発を推進

するとともに、部落差別解消条例（仮称）制定検討や人権問題に関する県民意識調査

等を実施します。 

ジェンダーギャップの背景にあるアンコンシャス・バイアスを解消し、誰もが家庭

でも仕事でも活躍できる環境づくりを進めます。また、日本人住民と外国人住民が共

に安全、安心に暮らすことができる社会を実現するため、外国人住民が日本語を学べ

る環境の整備や相談体制の充実等に取り組みます。 
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（３）文化と生涯学習の振興 

「三重県文化振興計画」に基づき、着実に施策を推進するとともに、次期計画を策

定します。県立文化施設では、子どもたちが文化芸術にふれ親しむ機会の充実を図る

とともに、三重県誕生 150周年を好機と捉え、子どもから大人まで楽しめる企画展等

を開催します。また、史跡斎宮跡の実態解明と魅力発信を進めます。 

 

（４）私立学校の教育環境の充実 

家庭の経済状況にかかわらず、自らの希望に応じた教育を受けることのできる環境

を整備するため、令和８年度から実施予定の「いわゆる高校無償化」に対応するとと

もに、児童生徒がより安全・安心に学べる環境づくりを進めるため、私立学校におけ

るいじめ防止対策や熱中症対策への支援を行います。 

 

（５）2050年ネット・ゼロの実現 

2050年ネット・ゼロの実現をめざし、「みえデコ活」の推進、脱炭素経営に係る支

援及びペロブスカイト太陽電池やＰＰＡを活用した県有施設の脱炭素化等のさまざ

まな緩和の取組を進めるとともに、熱中症対策等の気候変動の適応に取り組みます。 

また、三重県誕生 150周年をふまえた啓発イベントの実施など環境教育・環境学習

を推進するとともに、太陽光発電施設の設置が環境に配慮して行われるよう三重県環

境影響評価条例の規模要件の見直しを進めます。 

 

（６）持続可能な循環型社会の構築 

廃棄物処理における安全・安心を前提とし、持続可能な廃棄物処理体制を確保する

ため、引き続き、南海トラフ地震に備えた災害廃棄物処理体制の強化、人口減少など

将来の社会情勢をふまえたごみ処理広域化・集約化の調査・検討に取り組みます。ま

た、循環経済への移行により、プラスチック資源循環の高度化など地域課題の解決に

資する循環資源の利用を促進します。 

 

（７）「きれいで豊かな海」の実現と良好な生活環境の保全 

水質の「きれいさ」に加え、生物生産性や生物多様性にも配慮した「きれいで豊か

な海」の実現をめざし、さまざまな主体と連携し、総合的な施策を推進するとともに、

伊勢湾流域圏で連携し、海洋ごみの発生抑制に取り組みます。 

また、良好な生活環境の保全を図るための取組を継続します。 
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  ２ 主な重点項目 

（１）誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり 

① （一部新）性暴力が根絶された三重づくり推進事業 

予算額 １３，３７１千円 
[くらし・交通安全課（224-2664）] 

「三重県性暴力の根絶をめざす条例」の認知度の向上を図り、性暴力のな

い三重県の実現に向けた気運を醸成するため、イベントの開催、教職員向け

ハンドブックの作成、出前講座の実施など、啓発に取り組みます。また、条

例に基づく施策を総合的かつ効果的に推進するため、推進計画を策定します。 

 

② （一部新）性犯罪・性暴力被害者支援事業   予算額 ３７，３９７千円 
[くらし・交通安全課（224-2664）] 

 

 「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の相談体制の強化を図るとと

もに、引き続き電話・ＳＮＳ相談、付き添い支援等に取り組み、関係機関等

と連携しながら被害者の心身の負担軽減と早期回復を図ります。また、外国

人向けの周知を行うとともに、「性暴力対応看護師（ＳＡＮＥ）」の育成を

図ります。 

 

③ （一部新）災害ボランティア支援等事業    予算額 １２，５５７千円 
[ダイバーシティ社会推進課（222-5981）]  

 

みえ災害ボランティア支援センター（ＭＶＳＣ）の実践力強化に向け、

県内関係団体や全国域の災害中間支援組織と連携した県域の情報共有会議

の模擬訓練を実施するとともに、市町における災害ボランティア受入れ体制

の強化に向け、複数の市町での地域間連携を促すための勉強会やワークショ

ップを開催します。 

 

④ （一部新）交通安全運動推進事業        予算額 ８，９４７千円 
[くらし・交通安全課（224-2410）] 

 

 関係機関・団体と連携して、四季の交通安全運動等における年間を通じた

交通安全啓発活動（交通安全イベントの開催、ラジオによる広報等）を展開

し、交通事故防止の徹底に向けた取組を推進します。「三重県自転車安全利

用条例（仮称）」の制定に向け、検討を進めるとともに、さまざまな手法に

より県民に幅広く広報啓発を行うことで自転車や特定小型原動機付自転車

の安全利用を促進します。 

 

⑤ （一部新）飲酒運転０（ゼロ）をめざす推進運動事業 

予算額 ５，０７１千円 
[くらし・交通安全課（224-2410）] 

 

 「第４次三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす基本計画」を策定し、飲酒運

転の根絶に関する教育および知識の普及・啓発を行うとともに、啓発動画の

配信や飲酒運転禁止ステッカーの掲示などの広報啓発活動に取り組みます。

また、飲酒運転違反者に対して、アルコール依存症に関する受診義務の通知、

勧告、再勧告を行うとともに、飲酒運転とアルコール問題に関する相談窓口

を運営し、再発防止に取り組みます。 
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⑥  相談対応強化費               予算額 ５０，２６０千円 
[くらし・交通安全課（224-2400）] 

 

県消費生活センターに消費生活相談員を配置するとともに、研修等によ

る資質向上を図ることで、相談に迅速かつ的確に対応します。また、ＳＮＳ

トラブルなど複雑・高度な専門相談に対応できる相談員の育成を図るととも

に、市町相談体制の強化に向けた支援を行います。 

 

（２）人権が尊重され、誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会づくり 

① （一部新）人権施策総合推進事業        予算額 ９，５７８千円 
[人権課（224-2278）] 

 

 人権が尊重される社会を実現していくため、「第五次人権が尊重される三

重をつくる行動プラン」に基づき、人権施策を進めます。また、「部落差別

解消条例（仮称）」の制定及び「差別を解消し、人権が尊重される三重をつ

くる条例」の改正の検討を行うとともに、人権問題に関する県民意識調査を

実施し、条例検討や「第六次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」の

策定に活用します。 

 

②  人権センター管理運営費          予算額 １４７，４６５千円 
[人権課（224-2278）] 

 

 人権啓発・研修等の拠点施設である県人権センターの管理運営を行います。

また、機能強化を図るため、人権センター常設展示室のリニューアルに向け

た設計を行います。 

 

③ （一部新）ジェンダーギャップ解消！！ＨＡＰＰＹ☆ＣＹＣＬＥ事業      

         予算額 １８，６４２千円 
[ダイバーシティ社会推進課（224-2225）] 

 

 ジェンダーギャップ解消に向け、誰もが家庭でも仕事でも活躍できるよう、

企業トップ・リーダー層の意識変革に取り組むとともに、働く女性のキャリ

ア継続やキャリアアップを支援するための講座やロールモデル交流会を開

催します。また、若年層とその親世代を対象とした啓発を行い、アンコンシ

ャス・バイアスの解消を推進します。 

 

④  男女共同参画連絡調整事業           予算額 ３，５４２千円 
[ダイバーシティ社会推進課（224-2225）] 

 

 「第３次三重県男女共同参画基本計画」に基づき、三重県男女共同参画審

議会による評価を行いながら、男女共同参画社会の実現に向けた取組を着実

に進めます。また、「第３次三重県男女共同参画基本計画」の改定及び実施

計画の策定を行います。 
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⑤ （一部新）外国人住民に対する情報や学習機会の提供事業 

予算額 ６３，６９２千円 
[ダイバーシティ社会推進課（222-5974）] 

 

 県多言語情報提供ホームページ（MieInfo）の掲載言語を８言語に増やし、

行政や生活に係る情報をきめ細かく提供します。また、日本語教育体制の整

備を一体的に推進するため、学習者・学習支援者・企業・自治体等からの日

本語教育に関する多様な相談への対応、情報提供や関連事業への橋渡しを行

う総合窓口として「みえ地域日本語教育支援センター（仮称）」の設置に向

け検討を進めます。さらに、日本語教育人材の育成・マッチング等を行うと

ともに、オンライン・オンデマンドによる日本語学習機会を提供します。 

 

⑥ （一部新）外国人住民の安全で安心な生活への支援事業 

予算額 ３５，１６４千円 
[ダイバーシティ社会推進課（222-5974）] 

 

 「みえ外国人相談サポートセンター」（ＭｉｅＣｏ／みえこ）において、

社会保険労務士へ専門相談ができる機会を設け、就労外国人からの労働相談

に対応できる体制の充実に取り組みます。また、災害時に外国人住民を支援

するための外国人防災リーダーの育成、避難所運営訓練等を行います。さら

に、外国人コミュニティに県が発信する生活情報等を届けるなど、地域との

橋渡し役を担う「外国人地域サポーター」を登録・活用する体制を構築しま

す。 

 

⑦  多文化共生がもつ力の活用事業        予算額 １０，０８１千円 
[ダイバーシティ社会推進課（222-5974）] 

 

 多文化共生を計画的かつ総合的に推進するため、県民、有識者、外国人支

援団体、経済団体等の意見を聴きながら、「第２次三重県多文化共生推進計

画（仮称）」を策定します。また、日本人住民と外国人住民が互いに生活習

慣や文化の違いを認め合い、共に地域社会を築いていけるよう、啓発イベン

ト等を実施します。 

 

（３）文化と生涯学習の振興 

① （一部新）文化交流機能強化事業        予算額 ７，６９５千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

本県における文化活動の拠点としての機能を一層強化するため、各県立文

化施設で構成する会議を活用し、連携強化を図ります。また、子どもたちが

本物の文化芸術に触れる機会をより充実させるため、来館機会の少ない東紀

州地域の児童生徒を対象に、県立文化施設での体験コンテンツを組み込んだ

バスツアーを新たに実施します。 
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② （一部新）美術館展示等事業         予算額 ８５，３４９千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

本県出身で日本文化の発展に寄与した芸術家を紹介する企画展等を行う

とともに、ＳＯＭＰＯ美術館等と連携して開催する「アルベール・マルケ展

（仮称）」に合わせた子ども向け鑑賞ガイドの配布、誰もが利用しやすい美

術館をめざし、引きこもりの当事者等と協働で鑑賞プログラム等の開発を行

います。 

 

③ （一部新）総合博物館展示等事業       予算額 ５３，５５４千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

 子どもたちが祭りにふれ親しめるイベント等を祭りに関する企画展と合

わせて開催するとともに、三重の多種多様で豊かな自然や歴史・文化を紹介

する企画展を開催します。 

 
④  文化会館事業               予算額 １０１，５４１千円 

[文化振興課（224-2176）] 
 

 オペラ、バレエ、歌舞伎等の多彩で魅力的な文化芸術公演やアウトリーチ

活動、文化の担い手や文化活動を支える人材の育成に取り組みます。 

 

⑤  生涯学習センター費             予算額 １０，２７３千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

 多様化・高度化する県民の皆さんの生涯学習ニーズに応えるため、県内の

高等教育機関、各種団体等との連携により、三重の歴史・文化など多様で時

宜を得たテーマによる学習機会を提供するとともに、地域において生涯学習

分野で活動する人々を支援するための研修会や三重県誕生150周年をテーマ

にしたセミナーを開催します。 

 

⑥  斎宮歴史博物館展示・普及事業        予算額 １５，８４３千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

 平安時代の王朝文学や絵画で表現された斎王や斎宮に関する歴史・文化を

紹介する企画展を開催するとともに、講座や地域と連携したイベントを行い、

史跡斎宮跡の魅力発信に取り組みます。 

 

⑦  文化観光推進事業             予算額 ２２８，５０１千円 
[文化振興課（224-2176）] 

 

 斎宮を核とした文化観光を推進し、斎宮跡のにぎわいを創出するため、引

き続き発掘体験等を行います。また、斎宮歴史博物館の展示リニューアルに

向けた展示製作、博物館と史跡をつなぎ周遊性を高めるための区画道路の復

元に向けた史跡斎宮跡整備基本計画（仮称）の策定に取り組みます。 
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（４）私立学校の教育環境の充実 

①  私立高等学校等就学支援金交付事業   予算額 ６，２５３，６５８千円 
[私学課（224-2161）] 

 

 私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、いわゆる高校無償化に

対応した支給対象等の拡充を行ったうえで就学支援金の支給等を行うこと

により、保護者等の経済的負担の軽減を図ります。 

 

②  私立高等学校等教育費負担軽減事業     予算額 ３２９，００３千円 
[私学課（224-2161）] 

 

 私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、授業料減免を行った学

校法人に対する助成や、国の制度改正に対応した支給対象等の拡充を行った

うえで奨学給付金を支給することにより、保護者等の経済的負担の軽減を図

ります。 

 

③ （新）私立学校いじめ防止対策支援事業     予算額 ６，７５５千円 
[私学課（224-2161）] 

 

 私立学校におけるいじめへの対応強化を支援するために、生徒指導担当教

員等を対象に事例等から学ぶ機会を提供するとともに、私立学校からのいじ

めに係る相談に対応する支援員を新たに配置します。 

 

④ （新）安全・安心な私立学校教育環境緊急整備事業費補助金 

予算額 １６，６９９千円 
[私学課（224-2161）] 

 

 熱中症対策や避難所機能の強化のために、私立学校が体育館等に空調設備

を整備する経費への助成を行います。 

 

（５）2050年ネット・ゼロの実現 

①  脱炭素社会推進事業            予算額 ３７９，１１０千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

（388,860千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 
 

 国が進める「デコ活」の県内での展開と定着を図るため、仮想空間上の体

験型デジタルコンテンツを活用したイベントを開催するなど、「脱炭素につ

ながる新しい豊かな暮らし方」に関する製品・サービス・情報を効果的・効

率的に発信するとともに、自家消費型太陽光発電設備の導入促進など、社会

実装につなげる「みえデコ活」を推進します。 

 

② （一部新）地球温暖化対策普及事業      予算額 ２５，５９９千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

 

 「地球温暖化対策計画書制度」の対象となる温室効果ガス排出量の多い事

業者に対して、脱炭素化に関する情報提供や助言などを行うことにより、自

主的な取組を促進します。また、脱炭素経営に係る支援内容を拡充し、取り

組む意欲のある企業を対象に、温室効果ガス排出量の算定など各企業の取組

段階に応じた支援を実施します。 
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③ （一部新）県有施設脱炭素化推進事業    予算額 ２６３，２５２千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

 

 将来を担う子どもたちに、体験型展示を導入するなどペロブスカイト太陽

電池にふれる機会を創出し、今後の利用拡大に向けた普及啓発を行います。

県有施設においては、初期投資が不要なＰＰＡを活用したモデル事業を引き

続き実施し全庁的な横展開を図るとともに、ペロブスカイト太陽電池の導入

に向けた調査・設計を行います。また、ソーラーカーポート及び電気自動車

を整備し、太陽光発電の電力を活用するゼロカーボンドライブを推進します。 

 

④  気候変動適応事業               予算額 ８，３１１千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

 

 県民の皆さん、事業者、市町の気候変動適応に関する理解を深めるため、

セミナーの開催等による普及啓発を行うとともに、三重県気候変動適応セン

ターと連携し、地球温暖化による本県の気候変動やその影響に関する情報を

発信します。また、関係部局や市町と連携し、熱中症対策を進めます。 

 

⑤ （一部新）環境学習情報センター運営費    予算額 ８０，１８５千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

 

 環境教育・環境学習を推進するため、県環境学習情報センターを拠点とし

て、環境保全に関する講座やイベントの開催、指導者の育成、情報提供等を

行います。加えて、環境問題への気づきを引き出し環境保全の具体的な行動

を促進するため、最新の情報を反映した展示への更新や、デジタルコンテン

ツ等を活用した疑似体験ができる設備の新設を進めます。また、三重県誕生

150周年と併せて、子どもたちが楽しみながら環境について学べる啓発イベ

ントを開催します。 

 

⑥ （一部新）環境影響・公害審査事業       予算額 ８，４３０千円 
[地球温暖化対策課（224-2368）] 

 

 環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業等について、事業者において

適切な環境配慮が行われるよう、環境影響評価の取組を促進します。なお、

太陽光発電施設の設置に関して、三重県環境影響評価条例に基づく対象事業

の規模要件の見直しを進めていきます。 

 

（６）持続可能な循環型社会の構築 

① （一部新）災害廃棄物適正処理促進事業    予算額 ３４，５６６千円 
[資源循環推進課（224-2385）] 

 

 災害時に発生する廃棄物の迅速な処理に向け、現場対応力の向上及び広域

処理応援体制の強化を図るため、南海トラフ地震等を想定した広域的な図上

訓練や仮置場の設置や運営に係る実地訓練を実施するなどの人材育成を進

めるとともに、仮置場候補地の位置情報のデジタル化によるデータベースの

作成を行います。また、南海トラフ地震の新たな被害想定をふまえて、三重

県災害廃棄物処理計画の改定に向けた調査を実施します。 
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② 「ごみゼロ社会」実現推進事業       予算額 ３７０，０２１千円 
[資源循環推進課（224-2385）] 

 

 廃棄物の「３Ｒ＋Ｒ」を促進するため、ごみの発生・排出削減などの行動

変容のきっかけとなる映像コンテンツを作成し、ＳＮＳ等を活用して、ごみ

の減量や資源循環に関する情報の発信を行います。また、ＲＤＦ焼却・発電

施設跡地の活用に向けた手続きを進めるとともに、中長期における持続可能

な適正処理の確保に向けたごみ処理広域化・集約化の計画策定のための調査

と市町等との協議を行います。 

 

③  地域循環高度化促進事業          予算額 ２５２，０５０千円 
[資源循環推進課（224-3310）] 

 

 循環経済への移行やカーボンニュートラルに貢献する資源循環を促進す

るため、地域の廃棄物を資源としてとらえ、地域での一層の有効活用と資源

循環の高度化や廃棄物処理に係る地球温暖化対策等に取り組む県内事業者

に対して、産業廃棄物税を活用し、その経費の一部を補助します。 

 

④  ＣＯ２削減のための高度な技術を活用したリサイクル等促進事業 

予算額 ２３，８５３千円 
[資源循環推進課（224-3310）] 

 

 より高度な再生プラスチックの循環的な利用の実現に向けて、高度なリサ

イクル技術による製品原材料への適用可能性や事業者間連携の実現可能性

を検証するとともに、使用済みプラスチックの効率的な分別・回収から再生

プラスチックを使用した製品の製造までの実証事業を行います。また、使用

済み太陽光パネルの循環的な利用に係る体制構築に向け、関係事業者との意

見交換の場を通じ、高度なリユース・リサイクル事業への新たな参入を促進

します。 

 

⑤ （一部新）不法投棄等の未然防止・早期発見推進事業           

予算額 １６２，６７６千円 
[廃棄物監視・指導課（224-2388）] 

 

 不法投棄等の未然防止や早期発見・早期是正を図るため、通報窓口である

「廃棄物110番」について、啓発動画の作成・配信や多様な手段による効果

的な広報を行うことで、利用を促進するとともに、監視カメラ等のＩＣＴを

はじめとする技術の活用を一層進めることにより、幅広く間隙のない監視体

制を構築します。 

 

⑥  環境修復後の保全管理事業          予算額 ５９，２２４千円 
[廃棄物対策課（224-2483）] 

 

 環境修復を行った４事案について、行政代執行で整備した工作物の点検や

水質モニタリング等を実施し、生活環境保全上の支障が生じていないことを

確認するとともに、地元自治会等との事案地に関するコミュニケーションを

通じて、地域住民の安全・安心の確保に取り組みます。 
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（７）「きれいで豊かな海」の実現と良好な生活環境の保全 

① （一部新）「きれいで豊かな海」推進事業   予算額 ２７，９２３千円 
[大気・水環境課（224-2382）] 

 

「きれいで豊かな海」の実現に向け、「第９次水質総量削減計画」に基づ

き、流域下水処理場における栄養塩類管理運転の試行と効果の検証等、農林

水産部、県土整備部と連携して取り組むとともに、「三重県『きれいで豊か

な海』協議会」において、各種施策の進捗管理を行います。また、県の次期

水質総量削減計画の策定に向けた検討を進めるとともに、他の下水処理場等

への栄養塩類管理運転の横展開に向けた実現可能性調査も併せて進めてい

きます。 

 

② （一部新）海岸漂着物対策推進事業      予算額 ８４，５７１千円 
[資源循環推進課（224-3310）] 

 

 「三重県海岸漂着物対策推進計画」、「伊勢湾流域圏海洋ごみ対策推進広

域計画」に基づき、海岸漂着物の実態把握、回収・処理の取組、発生抑制対

策を推進します。また、海洋ごみ問題に関する県民の意識の醸成を図るため、

企業と連携して環境学習・野外学習等のイベントを開催し、企業がもつノウ

ハウ等を活かして情報発信の強化を図ります。 

 

③ （一部新）大気テレメータ維持管理費    予算額 １５７，１５２千円 
[大気・水環境課（224-2380）] 

 

大気環境測定局の自動測定機器等の保守及び更新を行い、大気汚染の状況

をモニタリングするとともに、濃度上昇の際は予報等の発令を行います。ま

た、排出ガス量が多い工場の常時監視を行います。 

 

④  河川等公共用水域水質監視費         予算額 ３０，８１３千円 
[大気・水環境課（224-2382）] 

 

公共用水域等の継続的な水質監視を行うことにより、県内の河川、海域及

び地下水の環境基準の達成状況や推移を把握し、その結果を水質改善のため

の必要な施策に反映させ、水環境の保全を図ります。 

 

⑤  浄化槽設置促進事業補助金         予算額 １１６，１７８千円 
[大気・水環境課（224-3145）] 

 

浄化槽設置に補助を行う市町や、公営事業として高度処理浄化槽等を設置

し維持管理を行う市町に対して助成を行うことにより、生活排水処理施設の

整備率向上を図ります。 

 

 

環境生活部　10



３ その他の主要事業 

 

政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

≪政策名：暮らしの安全≫ 

〈施策名：（3-1）犯罪に強いまちづくり〉 

１ 安全安心まちづくり事業                ６０１千円 

（２２，９８０千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

【（3-1-1）みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費） 

「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム（第３弾）」に基

づき、県民の皆さんや事業者等さまざまな主体と協働しながら、安全・安

心まちづくり地域リーダー養成講座や安全・安心まちづくりフォーラムを

開催するなど、犯罪のない安全で安心な三重のまちづくり実現に向けた取

組を進めます。また、「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラ

ム（第４弾）」を策定するとともに、引き続き防犯カメラ設置を支援する市

町に対して補助を行います。 

 

２ 犯罪被害者等支援事業               ６，６２７千円 

【（3-1-4）犯罪被害者等支援の充実】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費） 

「三重県犯罪被害者等支援推進計画（第二期）」に基づき、三重県犯罪

被害者等見舞金を給付するなど、犯罪被害者等に寄り添った各種支援施策

を推進するとともに、引き続き、関係機関・団体が相互に連携する総合的

な支援体制の強化に取り組みます。また、「三重県犯罪被害者等支援推進計

画（第三期）」を策定するとともに、犯罪被害者等が二次被害を受けること

がないよう、県民の皆さんの理解促進を図ります。 

 

〈施策名：（3-2）交通安全対策の推進〉 

１ 交通安全企画調整費                  ４９０千円 

【（3-2-1）交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ２ 交通安全対策費） 

「第１２次三重県交通安全計画」を策定し、市町や関係機関・団体と連

携を図りながら交通安全対策を推進します。 

 

２ 交通弱者の交通事故防止事業              ６８４千円 

【（3-2-1）交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ２ 交通安全対策費） 

高齢者や歩行者、自転車利用者の交通弱者等を対象に、「歩行者の守るべ

きルール」「自転車ヘルメットの着用」などをテーマとした啓発動画による

広報に取り組み、交通安全意識のさらなる向上を図ります。 

 

３ 交通安全研修センター管理運営費         ４３，６２６千円 

【（3-2-1）交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ２ 交通安全対策費） 

   三重県交通安全研修センターにおいて、交通安全教育機器を活用し、幼

児から高齢者まで幅広い県民の皆さんを対象にした参加・体験・実践型の

交通安全教育を実施するとともに、地域や職域で活動する交通安全教育指

導者の養成・資質向上を図ります。 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2664） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2664） 

 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2410） 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2410） 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2410） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

〈施策名：（3-3）消費生活の安全確保〉 

１（一部新）消費者啓発事業             １９，４１０千円 

【（3-3-1）自主的かつ合理的な消費活動への支援】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ７ 消費生活事業費） 

若年者向けの消費者教育・啓発の強化を図るため、「青少年消費生活講座」

を開催します。また、高齢者に寄り添った啓発を強化するため、スマート

フォンの普及などデジタル社会の進展に伴い、多様化、複雑化している消

費者トラブルの防止に向けた「消費生活出前講座」等を開催します。さら

に、エシカル消費の啓発に取り組むとともに、カスタマーハラスメントを

防止するため、消費者への教育・啓発を実施します。 

 

２ 消費者行政推進事業               ３１，０２３千円 

（３８，７２６千円 ※Ｒ７年度２月補正予算含みベース） 

【（3-3-1）自主的かつ合理的な消費活動への支援】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ７ 消費生活事業費） 

県、市町の相談員等を対象とした研修会の開催や、弁護士等の活用によ

り県内全体の消費生活相談体制の充実を図るとともに、国交付金の活用等

により市町における消費者行政の推進を支援します。また、地域における

啓発活動の担い手となる「消費者啓発地域リーダー」や学生が消費者教育

の担い手となる「学生消費者リーダー」の新規養成等を進めます。 

 

３ 事業者指導事業                  ８，３４８千円 

【（3-3-2）消費者被害の救済、適正な取引の確保】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ７ 消費生活事業費） 

適正な商取引、商品表示等が行われるよう、県消費生活センターに不当

商取引指導専門員を配置し、監視・指導を行うとともに、広域的に活動す

る悪質な事業者に対しては、国や近隣県等の関係機関と連携し、指導を行

います。また、事業者面談や事前相談を通じて、適正な商取引や商品等の

表示に向けた事業者の自主的な取組を支援します。 

 

≪政策名：環境≫ 

〈施策名：（4-1）脱炭素社会の実現〉 

１ 環境行動促進事業                 ８，２７７千円 

【（4-1-3）環境教育・環境学習の推進】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 １ 環境総務費） 

三重県地球温暖化防止活動推進センターを拠点とした地球温暖化防止活

動推進員による活動を支援します。また、学校や企業と連携した啓発活動、

県民の皆さん一人ひとりの環境に配慮した行動変容を促すための取組を通

じて、温室効果ガスの排出削減等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2400） 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2400） 

 

 

 

 

 

 

 

くらし・交通 

安全課 

（224-2400） 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温暖化対

策課 

（224-2368） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

〈施策名：（4-2）循環型社会の構築〉 

 １ 産業廃棄物適正処理推進事業          １２１，７２９千円 

【（4-2-3）廃棄物処理の安全・安心の確保】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ２ 廃棄物対策費） 

産業廃棄物の適正処理を推進し、廃棄物処理に対する県民の皆さんの安

全・安心を確保するため、産業廃棄物処理業等に係る許可申請等の厳正な

審査を行うなど、法令等に基づく的確な運用を図ります。また、県内の排

出事業者及び処理業者を対象に優良産廃処理業者認定制度等に関する研修

を実施し、産業廃棄物の適正処理の担い手となる人材の育成に取り組みま

す。 

 

２ プラスチック対策等推進事業           ２６，８２８千円 

【（4-2-4）廃棄物政策を通じた社会的課題の解決】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ２ 廃棄物対策費） 

プラスチックの資源循環を促進するため、事業者の自主的な取組や事業

者間の連携拡大に取り組みます。また、ＳＮＳアプリを活用したごみ拾い

活動の見える化を通じた散乱ごみ対策を進めるほか、プラスチックの資源

循環の促進、海洋ごみ、食品ロス等のさまざまな課題の同時解決につなが

るよう、ナッジ理論を活用した分別回収の促進と取組効果の情報発信によ

り意識向上を図るモデル事業を実施します。 

 

３ 食品ロス削減推進事業              ２９，０９５千円 

【（4-2-4）廃棄物政策を通じた社会的課題の解決】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ２ 廃棄物対策費） 

まだ食べられる食品の活用により生活困窮者等を支援する三重県食品提

供システム「みえ～る」の機能強化及び参加団体の拡大に取り組みます。

また、食品ロス削減に向けた県民意識の醸成のため、県内でのフードドラ

イブの展開を図るとともに、学校教育で使用できる啓発教材の作成や、市

町・食品関連業者等と連携した売れ残りや食べ残し削減の取組を進めます。 

 

４ 循環型社会形成施策推進事業            ４，４８４千円 

【（4-2-5）人材育成とＩＣＴの活用】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ２ 廃棄物対策費） 

さまざまな主体による持続可能な循環型社会の構築に向けた取組を促進

するため、動静脈連携や脱炭素化、ＤＸの推進に関する国や県の動向、事

業者の先進事例等について情報共有を図るセミナーを開催します。 

 

〈施策名：（4-4）生活環境の保全〉 

１ 工場・事業場大気規制費              ９，７５８千円 

【（4-4-1）大気・水環境等の保全】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３ 環境指導費） 

「大気汚染防止法」等の規制対象工場に立入検査を行い、施設の適正な

維持管理を指導するとともに、有害大気汚染物質の県内の状況を把握する

ため、調査等を実施します。 

 

 

 

 

 

廃棄物対策課 

（224-2483） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源循環推進

課 

（224-3310） 

 

 

 

 

 

 

 

資源循環推進

課 

（224-2385） 

 

 

 

 

 

 

資源循環推進

課 

（224-3310） 

 

 

 

 

 

大気・水環境課 

（224-2380） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

２ 土砂条例施行費                  ７，６０９千円 

【（4-4-1）大気・水環境等の保全】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３ 環境指導費） 

「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例」に基づき厳正に審査す

るとともに、不適切な土砂等の埋め立て等が行われることがないよう必要

な指導等を行います。 

 

３ 生活排水総合対策指導事業             ９，１５７千円 

【（4-4-2）生活排水処理施設の整備促進】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３ 環境指導費） 

生活排水の総合的な推進のため、「生活排水処理アクションプログラム

（三重県生活排水処理施設整備計画）」に基づき、関係部局が連携し、進行

管理を行います。また、人口減少など社会情勢が著しく変化していること

から、各市町の整備計画や整備状況をふまえて「生活排水処理アクション

プログラム」の見直しを行います。 

 

≪政策名：交通・暮らしの基盤≫ 

〈施策名：（11-4）水の安定供給と土地の適正な利用〉 

１ 水道事業等指導事業                 ９,０６２千円 

【（11-4-1）水資源の確保と水の安全・安定供給】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３ 環境指導費） 

県民の皆さんに対し、安心して飲める水が安定的に供給されるよう、水

道の施設整備や事業経営および施設の維持管理についての指導監督を行い

ます。また、県内の水道事業が将来にわたり経営環境を維持していけるよ

う、水道広域化シミュレーション結果を共有し、市町とともに具体的な検

討を行うなど、水道事業基盤強化の取組を進めます。 

 

２ 水道事業会計支出金              ９９６，３２４千円 

【（11-4-1）水資源の確保と水の安全・安定供給】 

（第４款 衛生費 第６項 環境保全費 ３ 環境指導費） 

北部広域圏広域的水道整備計画に基づく水道広域化施設の整備等に対

し、一般会計から水道事業会計に出資・補助を行い、地方公営企業の経営

健全化を促進し、その経営基盤の強化を図ります。 

 

≪政策名：人権・ダイバーシティ≫ 

〈施策名：（12-1）人権が尊重される社会づくり〉 

１ 隣保館運営費等補助金             ２４９，４２２千円 

【（12-1-1）人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ４ 人権施策推進費） 

市町が設置する隣保館において、相談事業、啓発及び広報活動、地域交

流等の隣保事業が推進されるよう支援します。 

 

２ 人権啓発事業                  １９，２２２千円 

【(12-1-1）人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ４ 人権施策推進費） 

県民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会の開催やスポーツ

組織との連携による啓発等を行います。また、地域の実情に応じた啓発活

動を展開することができるよう、市町の取組に対する支援を行います。 

大気・水環境課 

（224-2382） 

 

 

 

 

 

大気・水環境課 

（224-3145） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大気・水環境課 

（224-3145） 

 

 

 

 

 

 

 

大気・水環境課 

（224-3145） 

 

 

 

 

 

 

 

人権課 

（224-2278） 

 

 

 

 

人権課 

（224-2278） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

３（一部新）インターネット人権モニター事業      ２，１１１千円 

【(12-1-3）人権擁護の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ４ 人権施策推進費） 

インターネット上の差別的な書込みを早期に発見し、削除要請を行うと

ともに、情報流通プラットフォーム対処法の規定に基づいた大規模プラッ

トフォーム事業者の対応状況を確認し、調査・分析を行います。また、市

町等に対しモニタリング説明会を実施するとともに、差別的な書込みなど

の未然防止に向け、啓発に取り組みます。 

 

４ 差別解消条例推進事業               １，９４６千円 

【(12-1-3）人権擁護の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ４ 人権施策推進費） 

人権問題を円滑かつ適切に解決するため、引き続き、県人権センターに

アドバイザーを配置し、相談員のさらなる資質向上、人材育成を図ります。

また、不当な差別に係る紛争解決のため、「三重県差別解消調整委員会」

を運営します。 

 

〈施策名：（12-2）ダイバーシティと女性活躍の推進〉 

 １ 男女共同参画センター事業            １４，３６０千円 

【（12-2-1）男女共同参画の推進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費） 

県男女共同参画センター「フレンテみえ」において、フォーラムやセミ

ナー等の開催や、機関誌等による情報発信などを通して男女共同参画意識

の普及啓発を図ります。また、女性のための総合相談や居場所づくりなど

さまざまな悩みを持つ女性の心の負担の軽減に取り組みます。 

 

２ 性の多様性を認め合う社会推進事業         ６，８９４千円 

【（12-2-4）ダイバーシティ・性の多様性を認め合う環境づくり】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費） 

ダイバーシティや性の多様性に関する理解の促進を図るため、県民の皆

さんや企業を対象とした啓発や研修を行います。また、性の多様性に関す

る相談や交流会の開催、パートナーシップ宣誓制度利用先の拡充に取り組

みます。 

 

≪政策名：教育≫ 

〈施策名：（14-5）誰もが安心して学べる教育の推進〉 

 １ 私立学校不登校児童生徒支援事業            ５４０千円 

【（14-5-1）不登校の状況にある児童生徒への支援】 

 （第 10款 教育費 第８項 私学振興費 １ 私学振興費） 

私立学校の不登校児童生徒の学びの機会確保のため、対象フリースクー

ルを利用する経済的事情のある世帯に対して、支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

人権課 

（224-2278） 

 

 

 

 

 

 

 

人権課 

（224-2278） 

 

 

 

 

 

 

 

ダイバーシテ

ィ社会推進課 

（224-2225） 

 

 

 

 

 

ダイバーシテ

ィ社会推進課 

（224-2225） 

 

 

 

 

 

 

 

私学課 

（224-2161） 
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政策名、施策名及び事業の内容 
担当課・ 

電話番号 

〈施策名：（14-6）学びを支える教育環境の整備〉 

１ 私立高等学校等振興補助金         ５，１６２，０１１千円 

【（14-6-5）私学教育の振興】 

（第 10款 教育費 第８項 私学振興費 １ 私学振興費） 

公教育の一翼を担う私立学校（小学校・中学校・中等教育学校・高等学

校）において、建学の精神に基づく個性豊かで多様な教育が推進されるよ

う経常的経費への助成を行います。 

 

≪政策名：文化・スポーツ≫ 

〈施策名：（16-1）文化と生涯学習の振興〉 

１ 文化活動連携事業                １７，８６５千円 

【（16-1-1）文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ３ 文化振興費） 

「三重県文化振興計画」に基づき、三重県文化賞の実施や、県内各地域

の文化活動等の情報を収集・発信することにより、さまざまな主体の文化

活動を促進します。また、文化団体の支援のあり方について引き続き検討

を行うとともに、「第２次三重県文化振興計画（仮称）」を策定します。 

 

２ 斎宮跡調査研究事業               １８，６３１千円 

【（16-1-1）文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 11 斎宮歴史博物館費） 

有識者の意見を聞きながら、奈良時代の斎宮跡の発掘調査を進めるとと

もに、斎宮跡で出土した重要文化財の修復を行います。 

 

３（一部新）図書館管理運営費           ５３０，５１６千円 

【（16-1-3）学びとその成果を生かす場の充実】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 ８ 総合文化センター費） 

図書資料の充実を図るとともに、図書館総合情報システムの更新に取り

組みます。また、図書の相互貸借に係る物流ネットワークを適切に運用し、

県民の皆さんにより良い図書館サービスを提供します。 

 

≪行政運営≫ 

〈行政運営名：（１）総合計画の推進〉 

１ みえ県民交流センター指定管理事業        ２６，４８３千円 

【（20-1-5）県民の社会参画の促進】 

（第２款 総務費 第５項 生活文化費 １ 生活対策費） 

ＮＰＯが、多様化、複雑化する地域の諸課題に対応できるよう、みえ県

民交流センターを拠点に情報発信やセミナー等を開催するとともに、社会

課題の解決に取り組むＮＰＯやそれを支援する中間支援組織の基盤強化の

支援に取り組みます。また、令和９年度からの指定管理者の選定を行いま

す。 

  

 

私学課 

（224-2161） 

 

 

 

 

 

 

 

文化振興課 

（224-2176） 

 

 

 

 

 

 

文化振興課 

（224-2176） 

 

 

 

 

文化振興課 

（224-2176） 

 

 

 

 

 

 

 

ダイバーシテ

ィ社会推進課 

（222-5981） 
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性暴力が根絶された三重をめざすため、「三重県性暴力の根絶をめざす条例」に基づく推進計画の策定及び県民の
気運醸成の取組を進めるとともに、「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を通じた相談・支援を充実させます。
また、県民の皆さんとの連携により、交通事故の防止や飲酒運転の根絶、消費生活の安全確保、災害ボランティア受
入体制の強化等に取り組み、くらしの安全・安心を実現します。

誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり

⑥相談対応強化費【50,260千円】

・県消費生活センターの消費生活相談員の資質向上を図ること
で、相談に迅速かつ的確に対応

・SNSトラブルなど複雑・高度な専門相談に対応できる相談員
の育成を図るとともに、市町相談体制の強化に向けた支援

①(一部新) 性暴力が根絶された三重づくり推進事業【13,371千円】

・性暴力のない三重県の実現をめざし、イベントの開催、
教職員向けハンドブックの作成、出前講座の実施

・「性暴力の根絶をめざす条例」に基づく
施策を総合的かつ効果的に推進するため、
推進計画を策定

②(一部新) 性犯罪・性暴力被害者支援事業【37,397千円】

・「みえ性暴力被害者支援センターよりこ」の相談体制の強化
を図るとともに、外国人向けの周知を実施

・医療機関における性暴力被害者に
寄り添った支援を充実させるため、
「性暴力対応看護師(ＳＡＮＥ)」を育成

③(一部新) 災害ボランティア支援等事業【12,557千円】

・みえ災害ボランティア支援センター(ＭＶＳＣ)の実践力強化
に向け、県内関係団体や全国域の災害中間支援組織と円滑に
連携できるよう、図上訓練を実施

・市町の災害ボランティア受入体制の強化に向け、複数の市町
での地域間連携を促すためのワークショップ等を開催

④(一部新) 交通安全運動推進事業【8,947千円】

・自転車や特定小型原動機付自転車の安全利用を促進するため、
「三重県自転車安全利用条例（仮称）」の検討を進めるとと
もに、さまざまな手法により県民に幅広く広報啓発を実施

⑤(一部新) 飲酒運転０(ゼロ)をめざす推進運動事業【5,071千円】

・「第４次三重県飲酒運転０（ゼロ）を
めざす基本計画」を策定し、飲酒運転の
根絶に関する教育及び普及啓発を実施

・啓発動画の配信や飲酒運転禁止ステッカー
の掲示などの広報啓発を実施

くらし・交通安全課：224-2664（①②）、224-2410（④⑤） 、224-2400（⑥）
ダイバーシティ社会推進課：222-5981（③）

交通事故のない社会の実現くらしの安全・安心

消費生活の安全確保
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人権が尊重される社会を実現するため、さまざまな主体と連携した人権啓発を推進するとともに、部落差別解消条例
（仮称）制定検討や人権問題に関する県民意識調査等を実施します。
ジェンダーギャップの背景にあるアンコンシャス・バイアスを解消し、誰もが家庭でも仕事でも活躍できる環境づく
りを進めます。また、日本人住民と外国人住民が共に安全、安心に暮らすことができる社会を実現するため、外国人住
民が日本語を学べる環境の整備や相談体制の充実等に取り組みます。

人権が尊重され、誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会づくり

①(一部新)人権施策総合推進事業【9,578千円】

・「部落差別解消条例（仮称）」制定及び「差別を解消し、
人権が尊重される三重をつくる条例」改正の検討

・人権問題に関する三重県民意識調査の実施

②人権センター管理運営費【147,465千円】

・県人権センターの機能強化を図るため、
常設展示室のリニューアルに向けた設計

⑥(一部新)外国人住民の安全で安心な生活への支援事業【35,164千円】

・みえ外国人相談サポートセンター（MieCo）
において、社会保険労務士への専門相談を
追加

・外国人コミュニティに県が発信する生活情報
等を届けるなど、地域との橋渡し役を担う

「外国人地域サポーター」登録制度を構築

⑤(新)みえ地域日本語教育支援センター（仮称）の設置【49,074千円】

※外国人住民に対する情報や学習機会の提供事業の一部

・日本語学習に関する多様な相談への対応、
情報提供や関連事業の総合窓口として

「みえ地域日本語教育支援センター(仮称)」
を設置

・日本語学習支援者の育成・マッチング、
オンライン・オンデマンドによる
日本語学習機会の提供

③(一部新) ジェンダーギャップ解消！！
HAPPY☆CYCLE 事業【18,642千円】

・企業トップ・リーダー層を対象としたワークショップ、
好事例の水平展開を実施

・働く女性向けにキャリアデザイン支援の階層別連続講座
（Women’s Career Lab）を開催

・性別にとらわれない多様な進路選択を促進するため、
若年層と親世代を対象とした啓発を実施

⑦多文化共生がもつ力の活用事業【10,081千円】

・多文化共生を計画的かつ総合的に推進するため、
「第２次三重県多文化共生推進計画（仮称）」を策定

④男女共同参画連絡調整事業【3,542千円】

・男女共同参画を一層推進するため、「第３次三重県男女
共同参画基本計画」の改定及び実施計画の策定

人権課：224-2278（①②）
ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ社会推進課：224-2225（③④）

222-5974（⑤⑥⑦）

多文化共生
シンボルマーク

常設展示室

人権が尊重される社会づくり

男女共同参画の推進

多文化共生の推進
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「三重県文化振興計画」に基づき、着実に施策を推進するとともに、次期計画を策定します。県立文化施設では、
子どもたちが文化芸術にふれ親しむ機会の充実を図るとともに、三重県誕生150周年を好機と捉え、子どもから大人
まで楽しめる企画展等を開催します。また、史跡斎宮跡の実態解明と魅力発信を進めます。

文化と生涯学習の振興 文化振興課：224-2176

⑦文化観光推進事業【228,501千円】

⑤生涯学習センター費【10,273千円】

④文化会館事業【101,541千円】

・斎宮歴史博物館のリニューアルに向けた展示製作
・博物館と史跡をつなぎ周遊性を高める区画道路の復元に向けた

史跡斎宮跡整備基本計画（仮称）の策定
・斎宮跡のにぎわいを創出するため、引き続き発掘体験等を実施

・楽団音楽監督を務める佐渡裕さん指揮
の新日本フィルハーモニー交響楽団公
演や劇団唐組初の三重公演「鉛の兵隊」
等を実施

・大学院で民俗学を研究する歌手の相川
七瀬さんを迎え、学び直すきっかけや
研究内容の講演を実施

・皇學館大学教授谷口裕信さんによる講演
「三重県の誕生と府県のかたち」等を実施

相川七瀬さん

⑥斎宮歴史博物館展示・普及事業【15,843千円】

・『斎王のつとめ』、『王朝文学と斎王』、『大斎院』等、
斎宮の魅力を伝える展示を実施

②(一部新)美術館展示等事業【85,349千円】

・SOMPO美術館等との巡回展『アルベール・
マルケ展』において、子ども用鑑賞ガイド
等を作成し、配付

・三重県ゆかりの『榊莫山』、『増山雪斎』
の展示やひきこもり当事者等と鑑賞プログ
ラムの開発を実施

①(新)東紀州キッズ文化体験ツアー事業【4,675千円】 ※文化交流機能強化事業の一部

・東紀州地域の児童生徒を対象に、美術館、総合博物館、斎宮歴史博物館等での
体験コンテンツを組み込んだバスツアーを新たに実施

楽器体験

ｱﾙﾍﾞｰﾙ･ﾏﾙｹ《ﾙ･ｱｰｳﾞﾙ、港湾》1906年、油彩・ｶﾝｳﾞｧｽ､
ｱﾝﾄﾞﾚ･ﾏﾙﾛｰ美術館（ﾙ･ｱｰｳﾞﾙ）© MuMa Le Havre  Charles Maslard

佐渡裕さん

※企画展等の名称は仮称

③(一部新)総合博物館展示等事業【53,554千円】

・『まつりを旅する』、『みんなののりもの
大集合』等、子どもから大人まで楽しめる
企画展のほか、子どもたちが祭りにふれ
親しめるイベントを開催

三重交通神都線の路面電車
（中野本一コレクション）

史跡斎宮跡の実態解明と魅力発信

子どもたちが文化芸術にふれ親しむ機会の充実～県立文化施設の主な企画展等～
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家庭の経済状況にかかわらず、自らの希望に応じた教育を受けることのできる環境を整備するため、令和８年度
から実施予定の「いわゆる高校無償化」に対応するとともに、児童生徒がより安全・安心に学べる環境づくりを進
めるため、私立学校におけるいじめ防止対策や熱中症対策への支援を行います。

私立学校の教育環境の充実

③（新）私立学校いじめ防止対策支援事業【6,755千円】

・私立学校におけるいじめへの対応を
支援するため、生徒指導担当教員等
を対象に事例等から学ぶ機会を提供

・私立学校からのいじめに係る相談
に対応する支援員を新たに配置

①私立高等学校等就学支援金交付事業【6,253,658千円】

・自らの希望に応じた教育を受けることができるよう、
いわゆる高校無償化に対応し、就学支援金を拡充する
ことにより、保護者等の経済的負担を軽減

④（新）安全・安心な私立学校教育環境緊急整備事業費
補助金【16,699千円】

・熱中症対策や避難所機能の
強化のために、私立学校が
体育館等に空調設備を整備
する経費を助成

私学課：224-2161

②私立高等学校等教育費負担軽減事業【329,003千円】

・国の制度改正に対応し、奨学給付金を拡充すること
により、保護者等の経済的負担を軽減

＜主な拡充内容＞

就学支援金【授業料への支援】

〇支給上限額：私立全日制 39.6万円 ⇒  45.72万円 等

奨学給付金【授業料以外への支援】

〇支援対象：生活保護世帯・住民税非課税世帯（年収約270万円未満）

⇒  中所得世帯（年収約490万円未満） まで

いじめ対策強化

高校無償化への対応

熱中症対策への支援
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2050年ネット・ゼロの実現をめざし、「みえデコ活」の推進、脱炭素経営に係る支援及びペロブスカイト太陽電池
やＰＰＡを活用した県有施設の脱炭素化等のさまざまな緩和の取組を進めるとともに、熱中症対策等の気候変動の適応
に取り組みます。
また、三重県誕生150周年をふまえた啓発イベントの実施など環境教育・環境学習を推進するとともに、太陽光発電

施設の設置が環境に配慮して行われるよう三重県環境影響評価条例の規模要件の見直しを進めます。

2050年ネット・ゼロの実現

①脱炭素社会推進事業
【388,860千円】（２月補正予算含みベース）

・脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る
取組の展開やその定着を図る「みえデコ活」
の推進

・楽しく学習できる仮想空間上の体験型デジ
タルコンテンツを活用したイベントの開催

④気候変動適応事業
【8,311千円】

・関係部局や市町と連携した
熱中症対策の促進

・気候変動の適応に関する
理解を深める普及啓発、
県気候変動適応センターと
連携した情報発信

太陽光発電設備等設置費補助
太陽光発電設備等共同購入
電気自動車の導入補助

③ (一部新)県有施設脱炭素化
推進事業【263,252千円】

・ペロブスカイト太陽電池の導入に
向けた取組（普及啓発、県有施設
への導入に向けた調査・設計）

・初期費用が不要な
ＰＰＡを活用した
モデル事業を
引き続き実施し、
全庁的な横展開

県総合博物館（R6導入）

② (一部新)地球温暖化対策普及事業
【25,599千円】

・各企業のニーズに応じた支援を実施す
るため、脱炭素経営の支援内容を拡充

・温室効果ガスの排出量が多い事業者へ
脱炭素化に関する情報提供や助言など
により自主的な取組を促進

情報誌「しきさい」
2025夏号

⑥(一部新)環境影響・公害審査事業
【8,430千円】

・事業者において適切な環境配慮が
行われるよう、環境影響評価の
取組を促進

・太陽光発電施設の設置に関しては、
三重県環境影響評価条例に基づく
対象事業の規模要件の見直し

⑤(一部新)環境学習情報センター運営費
 【80,185千円】

・県環境学習情報センターを拠点とした
環境教育・環境学習の推進、
展示のリニューアル

・三重県誕生150周年をふまえ、
子どもたちが楽しみながら
学べる啓発イベントの実施

地球温暖化対策課：224-2368

気候変動緩和の取組

気候変動適応の取組 環境配慮取組・行動

カフェテリア方式の支援（好みに応じて選択できる形式）

環
境
生
活
部
　
2
1



④CO2削減のための高度な技術を活用したリサイクル等促進事業

【23,853千円】

・より高度な再生プラスチックの
循環的な利用を促進するため、
製品原材料への適用可能性や
事業者間連携の実現可能性を検証

・使用済みプラスチックの効率的な
分別・回収から再生プラスチック
を使用した製品の製造までの
実証事業を実施

廃棄物処理における安全・安心を前提とし、持続可能な廃棄物処理体制を確保するため、引き続き、南海トラフ地震
に備えた災害廃棄物処理体制の強化、人口減少など将来の社会情勢をふまえたごみ処理広域化・集約化の調査・検討に
取り組みます。また、循環経済への移行により、プラスチック資源循環の高度化など地域課題の解決に資する循環資源
の利用を促進します。

持続可能な循環型社会の構築

③地域循環高度化促進事業【252,050千円】

・産業廃棄物の発生抑制、循環的利用、減量化、地球温暖化
対策に資する事業者による設備導入等に対して、その経費
の一部を補助

⑤(一部新)不法投棄等の未然防止・早期発見推進事業【162,676千円】

・通報窓口「廃棄物110番」の
啓発動画の作成・配信や多様な
手段による効果的な広報を実施

・監視カメラ等のＩＣＴをはじめ
とする技術の活用

①(一部新)災害廃棄物適正処理促進事業【34,566千円】

・南海トラフ地震等を想定した広域的
な図上訓練・仮置場の設置や運営に
係る実地訓練の実施

・仮置場候補地の位置情報のデジタル
化によるデータベース作成

・三重県災害廃棄物処理計画の改定に
着手

②一般廃棄物適正処理推進事業【34,612千円】
※「ごみゼロ社会」実現推進事業の一部

・中長期における持続可能な適正処理
の確保に向けたごみ処理広域化・
集約化の計画策定のための調査と
市町等との協議を継続

⑥環境修復後の保全管理事業【59,224千円】

・地域住民の安全・安心を確保するため、
行政代執行で整備した工作物の点検や
水質モニタリング等を実施

桑名市五反田事案 四日市市大矢知・平津事案
桑名市源十郎新田事案 四日市市内山事案

資源循環推進課：224-3310（①②③④） 廃棄物対策課：224-2483（⑥）
廃棄物監視・指導課：224-2388（⑤）

訓練の実施状況

事業イメージ

先行事例（東紀州環境施設組合）

桑名市源十郎新田事案

循環資源の利用促進持続可能な廃棄物処理体制の確保

安全・安心の確保
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水質の「きれいさ」に加え、生物生産性や生物多様性にも配慮した「きれいで豊かな海」の実現をめざし、さまざま
な主体と連携し、総合的な施策を推進するとともに、伊勢湾流域圏で連携し、海洋ごみの発生抑制に取り組みます。
また、良好な生活環境の保全を図るための取組を継続します。

「きれいで豊かな海」の実現と良好な生活環境の保全

③(一部新)大気テレメータ維持管理費
【157,152千円】

・大気汚染の状況をモニタリングする
とともに、光化学オキシダントや
PM2.5の濃度上昇時に予報等を発令

⑤浄化槽設置促進事業補助金【116,178千円】

・生活排水処理施設の整備率向上を図るた
め、浄化槽設置に補助を行う市町や、公
営事業として高度処理浄化槽等を設置し
維持管理を行う市町に対する助成を実施

④河川等公共用水域水質監視費【30,813千円】

・水環境の保全に向け、県内の河川、海域
及び地下水の環境基準の達成状況や推移
を把握するため、公共用水域等の継続的
な水質監視を実施

大気・水環境課：224-2380（①③④⑤）
資源循環推進課：224-3310（②）

②（一部新）海岸漂着物対策推進事業【84,571千円】

「三重県海岸漂着物対策推進計画」、「伊勢湾流域圏海洋
ごみ対策推進広域計画」に基づき、海岸漂着物の実態把握、
回収・処理の取組、発生抑制対策を推進

海洋ごみ問題に関する県民の意識の醸成を図るため、企業
と連携した情報発信や環境学習・野外学習イベントの開催

清掃活動の推進

イベントにおける普及啓発

①（一部新）「きれいで豊かな海」推進事業【27,923千円】

・「第９次水質総量削減計画」に基づき、流域下水処理場に
おける栄養塩類管理運転の試行と効果の検証等、農林水産部、
県土整備部と連携して取り組むとともに、「三重県『きれい
で豊かな海』協議会」において、各種施策の進捗管理を実施

・県の次期水質総量削減計画の策定に向けた検討を進めると
ともに、他の下水処理場等への栄養塩類管理運転の横展開に
向けた実現可能性調査を実施

「きれいで豊かな海」の実現と「海洋ごみ対策」の推進

生活環境の保全
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農林水産部 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

世界的な人口増加や国際情勢の不安定化、自然災害、気候変動等の影響など、食をめぐる情

勢は目まぐるしく変化しており、食料安全保障の強化に向けて、国内における農林水産物の生

産拡大を図り、食料自給率の向上につなげる取組が重要となっています。 

本県の農林水産業においては、農林漁業者の減少や高齢化の進行、人口減少により国内マー

ケットが縮小する中、人材の確保、経営の効率化、スマート技術等の新技術実装、気候変動に

対応した生産、国内外における新たな需要創出などが課題となっています。 

令和８年度当初予算では、こうした農林水産業を取り巻く環境の変化に的確に対応し、本県

農林水産業が持続的に成長することにより、県民の皆さんへの食料安定供給が図られるよう、

以下、７本の柱で取組を進めます。 

（１）農林水産業の生産性の向上 

（２）多様な担い手の確保・育成 

（３）気候変動など環境変化への対応 

（４）県産農林水産物のプロモーション 

（５）安全・安心の確保（家畜伝染病、クマ対策） 

（６）農山漁村の振興 

（７）防災・減災対策の強化 

２ 主な重点項目 

（１）農林水産業の生産性の向上 

農業では、米、麦、大豆の生産・販売の促進など水田農業の振興を図るとともに、伊勢茶、

野菜、果樹、花き、各品目において海外も含めマーケットニーズに対応した産地生産体制の強

化、畜産・酪農において高収益型畜産連携体の育成に取り組みます。また、地域計画に基づく

農地の集積・集約化、担い手の機械・施設導入や共同利用施設の再編集約・合理化への支援、

低コスト化や省力化に向けた新技術の実証、農地の大区画化や農業用水路のパイプライン化等

の生産基盤整備に取り組みます。 

林業では、省力・低コスト造林による主伐・再造林を促進するとともに、航空レーザ測量を

活用した森林の情報基盤整備、林道や森林作業道の整備、スマート林業の現場実装の加速化に

より、林業の成長産業化に取り組みます。 

水産業では、養殖マガキのへい死対策、黒のり生産量の回復に向けた栄養塩類濃度の解析、

水産物の安定供給に向けた共同利用施設等の整備に取り組みます。 

【主な事業】   ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

三重の水田農業構造改革総合対策事業  1,560,432千円     ［農産園芸課 2547］ 

三重の米輸出促進事業    2,090千円     ［農産園芸課 2547］ 
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(新)稲作コスト低減に向けた農業技術の実証事業     9,924千円     ［農産園芸課 2547］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

園芸特産物生産振興対策事業              425,459千円     ［農産園芸課 2547］ 

（1,579,514千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

果樹輸出産地強化支援事業              12,517千円     ［農産園芸課 2547］ 

高収益型畜産連携体育成事業            1,065,079千円       ［畜産課 2541］

農業経営集約化促進事業                4,628千円    ［担い手支援課 2016］ 

(一部新)農地中間管理機構事業             189,029千円    ［担い手支援課 2016］ 

農業経営基盤強化促進事業              251,246千円    ［担い手支援課 2016］ 

(新)三重県農業の将来を考える調査事業          11,493千円    ［担い手支援課 2016］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

高度水利機能確保基盤整備事業           1,654,034千円   ［農業基盤整備課 2556］ 

（3,148,651千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

(一部新)森林情報基盤整備事業             101,645千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

造林事業                      556,490千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

（604,490千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

(一部新)林業・木材産業振興事業            194,304千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

（231,987千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

みえスマート林業躍進事業               4,181千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

林道事業                      840,679千円     ［治山林道課 2575］ 

（897,359千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

新たなマガキ養殖による浜の活力再生事業        8,258千円     ［水産振興課 2522］ 

漁場生産力向上対策事業               40,480千円     ［水産振興課 2522］ 

強い水産業づくり施設整備事業            50,181千円   ［水産基盤整備課 2598］ 

 

（２）多様な担い手の確保・育成 

  農林水産業を支える人材の確保に向けて、就業前から定着までの各ステージに応じたサポー

トや法人等における雇用環境の整備に取り組むとともに、年齢や性別などにとらわれず多様な

人材が活躍できるよう受入れ態勢の整備を進めます。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

新規就農者総合支援事業                410,634千円    ［担い手支援課 2016］ 

三重の農業若き匠の里プロジェクト総合対策事業     4,302千円    ［担い手支援課 2016］ 

アグリビジネスプラン支援事業             6,135千円    ［担い手支援課 2016］ 

農業分野における多様な担い手確保事業        15,200千円    ［担い手支援課 2016］ 

林業の多様な労働力確保対策事業            3,200千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

林業担い手総合対策事業               12,307千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

みえ森林・林業アカデミー運営事業          43,864千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

水産業の多様な担い手受入環境整備事業        16,763千円     ［水産振興課 2522］ 

漁業の担い手確保事業                 2,629千円     ［水産振興課 2522］ 
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（３）気候変動など環境変化への対応 

  温暖化・高水温化に対応した品種や技術の開発、藻場の造成などに取り組むとともに、森林

由来J－クレジットの創出促進など環境に配慮した取組拡大、国内資源を活用した肥料の利用

促進に取り組みます。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

気候変動に対応した県産ブランド米「結びの神」生産拡大推進事業 

            7,876千円     ［農産園芸課 2547］ 

 国内資源循環推進事業                 7,000千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

 (新)森林由来Ｊ－クレジット創出促進事業        14,161千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

遺伝情報を活用した育種による養殖の成長産業化事業   8,099千円     ［水産振興課 2522］ 

 「シン層飼育」による持続可能な魚類養殖の実証事業  26,113千円     ［水産振興課 2522］ 

 無給餌飼育による魚類養殖の効率化事業         3,165千円     ［水産振興課 2522］ 

 高水温化等に伴う養殖新魚種導入事業          7,143千円     ［水産振興課 2522］ 

 環境変化に対応した海女漁業推進事業          3,382千円   ［水産資源管理課 2582］ 

 海女漁業等環境基盤整備事業             763,665千円   ［水産基盤整備課 2598］ 

 

（４）県産農林水産物のプロモーション 

  国内の食の市場規模が縮小傾向にある中、県産農林水産物の需要を確保するため、消費拡大

やブランド力強化、インバウンド需要の取り込み、効率的な流通体制の構築を図るとともに、

学校や飲食事業者等のさまざまな主体と連携し、食育や地産地消を推進します。海外への販路

拡大に向けて、ターゲット国に応じた戦略的な輸出促進に取り組みます。 

  また、国立公園指定80周年を迎える伊勢志摩国立公園の記念事業、伝統的な海女漁業と本県

発祥の真珠養殖業の世界農業遺産登録に向けた気運醸成に取り組みます。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

(新)県産ブランド米「結びの神」消費・販売拡大推進事業  3,159千円     ［農産園芸課 2547］ 

＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

未来につなぐ伊勢茶ブランドリノベーション事業    30,762千円     ［農産園芸課 2547］ 

伊勢茶ブランド展開戦略構築事業            3,893千円     ［農産園芸課 2547］ 

伊勢茶の文化・伝統伝導事業              7,120千円     ［農産園芸課 2547］ 

外食で展開する伊勢茶ＩＴＡＤＡＫＩＭＡＳ事業     3,238千円     ［農産園芸課 2547］ 

持続的な花とみどりのにぎわい創出事業         4,200千円     ［農産園芸課 2547］ 

県産ブランド和牛の輸出サプライチェーン構築支援事業  6,400千円       ［畜産課 2541］ 

県産農林水産物の新たな流通モデル構築事業       6,165千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

県内高校生等と連携した低利用食材の利用拡大推進事業  5,678千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

食で生みだす絆づくり・輪づくり推進事業        6,502千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

(新)食料の生産と消費をつなぐ食品ビジネス創出支援事業 10,000千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

(新)地場産物の学校給食での活用等に向けた連携モデル事業 5,064千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞  
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(新)若者世代にささる地産地消推進事業         4,722千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度＞ 

(新)外国人観光客の誘客につなげる県産農林水産物の魅力発信事業 

            4,670千円   ［ﾌｰﾄﾞｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ課 2391］ 

＜事業実施期間：令和８年度＞ 

「もっと県産材を使おう」推進事業          53,165千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

伊勢志摩国立公園８０周年記念事業            35,200千円  ［みどり共生推進課 2513］ 

輸出先の多角化に向けた強固な水産物サプライチェーン構築事業 

6,704千円     ［水産振興課 2522］ 

(新)みえのギョ村応援店支援事業             4,223千円     ［水産振興課 2522］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

(新)海女漁業・真珠養殖業魅力発信事業          5,420千円   ［水産資源管理課 2582］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

農林水福連携の新たなパートナーシップ構築事業     4,192千円    ［担い手支援課 2016］ 

 

（５）安全・安心の確保（家畜伝染病、クマ対策） 

豚熱や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の感染拡大の防止に向けて、飼養衛生管理

基準の遵守徹底を図るとともに、発生に備えて防疫体制の整備を進めます。 

ツキノワグマによる人身被害の防止に向けて、県民への注意喚起等の対策や、集落への出没

を抑制する緩衝帯の整備等の支援を進めます。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

家畜衛生防疫事業                   625,889千円   ［家畜防疫対策課 2544］ 

(一部新)家畜衛生危機管理体制維持事業         184,100千円   ［家畜防疫対策課 2544］ 

野生生物保護事業                   26,634千円  ［みどり共生推進課 2513］ 

ツキノワグマ出没防止対策事業              886千円  ［みどり共生推進課 2513］ 

（10,419千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

(一部新)野生鳥獣管理事業               65,027千円     ［獣害対策課 2017］ 

（82,479千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

 

（６）農山漁村の振興 

農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮に向けた地域の共同活動への支援や中山間地域等

の生活環境の整備、獣害対策に取り組みます。 

多様な人材が活躍する場の創出と豊かな自然等の地域資源を活用した取組を進める中で、森

林空間を活用した「森業」、漁村地域の活力を向上する「海業」の推進に取り組みます。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

多面的機能支払事業                1,238,891千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

中山間地域等直接支払事業              282,919千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

農業インフラの維持管理集約化促進事業         4,800千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

農泊の推進・レベルアップ事業             7,262千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

農山漁村インバウンド受入加速化事業          5,600千円  ［農山漁村づくり課 2551］ 

獣害につよい地域づくり推進事業           285,770千円     ［獣害対策課 2017］ 
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(新)みえの「森業」チャレンジ促進事業            5,320千円  ［森林・林業経営課 2564］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

(新)「海業」を活用した漁業・漁村の振興事業      45,400千円   ［水産基盤整備課 2598］ 

 ＜事業実施期間：令和８年度～令和10年度＞ 

 

 

（７）防災・減災対策の強化 

  南海トラフ地震や気候変動の影響により頻発化・激甚化する豪雨災害などの大規模災害に備

えるため、国の「第１次国土強靭化実施中期計画」に基づく予算も活用し、ソフト、ハードの

両面から農山漁村地域の防災・減災対策を強化します。 

 

【主な事業】                          ［担当課 224(局番共通) - 内線番号］ 

県営ため池等整備事業               1,393,500千円   ［農業基盤整備課 2556］ 

（3,687,500千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

農村地域排水対策事業               1,155,300千円   ［農業基盤整備課 2556］ 

（2,812,850千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

治山事業                     3,580,195千円     ［治山林道課 2575］ 

（3,733,195千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

災害に強い森林づくり推進事業            320,993千円     ［治山林道課 2575］ 

県営漁港施設機能強化事業              247,530千円   ［水産基盤整備課 2598］ 

（751,530千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

県営漁港海岸保全事業                126,000千円   ［水産基盤整備課 2598］ 

（315,000千円 ※R7年度補正予算含みベース） 
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（単位：千円）

(46,009,813) (48,851,078) (2,841,265) (106.2%)
38,719,943 38,441,947 ▲ 277,996 99.3%

(43,607,763) (46,436,032) (2,828,269) (106.5%)
36,317,893 36,026,901 ▲ 290,992 99.2%
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10,413,707 12,122,562 1,708,855 116.4%
(2,597,143) (2,462,935) (▲134,208) (94.8%)

2,595,578 2,257,561 ▲ 338,017 87.0%
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(402,974) (448,706) (45,732) (111.3%)

402,974 448,706 45,732 111.3%
(547,546) (526,136) (▲21,410) (96.1%)

547,546 526,136 ▲ 21,410 96.1%
(192,085) (192,673) (588) (100.3%)

192,085 192,673 588 100.3%

(47,197,020) (50,065,654) (2,868,634) (106.1%)

39,907,150 39,656,523 ▲ 250,627 99.4%

（単位：千円）

(46,009,813) (48,851,078) (2,841,265) (106.2%)
38,719,943 38,441,947 ▲ 277,996 99.3%

(25,245,941) (26,447,914) (1,201,973) (104.8%)
18,379,989 18,031,974 ▲ 348,015 98.1%

(19,265,357) (20,326,121) (1,060,764) (105.5%)
12,399,405 11,910,181 ▲ 489,224 96.1%
(259,528) (241,878) (▲17,650) (93.2%)

259,528 241,878 ▲ 17,650 93.2%
(3,173,806) (3,458,689) (284,883) (109.0%)

3,173,806 3,458,689 284,883 109.0%
(145,200) (6,180) (▲139,020) (4.3%)

145,200 6,180 ▲ 139,020 4.3%
(2,402,050) (2,415,046) (12,996) (100.5%)

2,402,050 2,415,046 12,996 100.5%
(20,763,872) (22,403,164) (1,639,292) (107.9%)

20,339,954 20,409,973 70,019 100.3%

※１　令和７年度当初予算額の上段（　）は、令和６年度１２月補正予算及び２月補正予算のうち国補正対応分を含む

※２　令和８年度当初予算額の上段（　）は、令和７年度１２月補正予算及び２月補正予算のうち国補正対応分を含む

※３　前年度比較増減の上段（　）は、前年度国補正対応分を含む令和７年度当初予算と令和８年度当初予算額の比較

非公共事業

（Ａ）令和７年度
当初予算額

（Ｂ）令和８年度
当初予算額

前年度比較
 増減（Ｂ）-（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）

一般会計

公共事業

区　　分

国補公共事業

直轄事業

県単公共事業

受託公共事業

災害復旧事業

地方卸売市場事業

林業改善資金貸付事業

沿岸漁業改善資金貸付事業

合　　計

○ 事業別総括表

就農施設等資金貸付事業等

一般会計

農林水産業費

農業費

畜産業費

農地費

林業費

水産業費

災害復旧費

農林水産施設災害復旧費

特別会計

令和８年度 当初予算要求 総括表 （農林水産部）

○ 款別総括表

区　　分
（Ａ）令和７年度

当初予算額
（Ｂ）令和８年度

当初予算額
前年度比較

 増減（Ｂ）-（Ａ）
（Ｂ）／（Ａ）

農林水産部 6



農林水産部 令和８年度当初予算調製にあたっての基本的な考え方

世界的な人口増加や国際情勢の不安定化、自然災害、気候変動等の影響など、食をめぐる情勢は目まぐるしく変化してお

り、食料安全保障の強化に向けて、国内における農林水産物の生産拡大を図り、食料自給率の向上につなげる取組が重要

となっています。

本県の農林水産業においては、農林漁業者の減少や高齢化の進行、人口減少により国内マーケットが縮小する中、人材

の確保、経営の効率化、スマート技術等の新技術実装、気候変動に対応した生産、国内外における新たな需要創出などが

課題となっています。

令和８年度当初予算では、こうした農林水産業を取り巻く環境の変化に的確に対応し、本県農林水産業が持続的に成長す

ることにより、県民の皆さんへの食料安定供給が図られるよう、以下、７本の柱で取組を進めます。

（ １ ）農林水産業の生産性の向上

（ ２ ）多様な担い手の確保・育成

（ ３ ）気候変動など環境変化への対応

（ ４ ）県産農林水産物のプロモーション

（ ５ ）安全 ・安心の確保（家畜伝染病、クマ対策）

（ ６ ）農山漁村の振興

（ ７ ）防災・減災対策の強化

農
林
水
産
部
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（１） 農林水産業の生産性の向上

農林水産業の生産性の向上①

三重の水田農業構造改革総合対策事業
(1,560,432千円）

米・麦・大豆などの生産拡大や
販売促進、経営所得安定対策
の推進、優良種子の安定供給、
共同利用施設の再編集約・合
理化の支援等に取り組みます。

園芸特産物生産振興対策事業
(1,579,514千円）

果樹輸出産地強化支援事業
(12,517千円）

三重の米輸出促進事業 （2,090千円）
（新）稲作コスト低減に向けた農業技術の実証事業

(9,924千円）

稲作の低コスト生産、作業の省
力化に向けた技術実証や、輸出
用米の収量向上に向けた栽培
技術の実証に取り組みます。

高収益型畜産連携体育成事業
(1,065,079千円）

農業経営集約化促進事業
(4,628千円）

収益力強化に取り組む産地に
おける高性能な機械・施設の導
入、老朽化した共同利用施設の
再編集約・合理化の取組を支援
します。

果樹産地の振興に向けて、ス
マート農業技術の導入等による
生産基盤の強化を支援するとと
もに、輸出における品質確保対
策に取り組みます。

畜産農家を核に関係事業者が
連携する高収益型畜産連携体
を育成するとともに、生産性向
上のための畜産施設等の整備
を促進します。

農産園芸課
059-224-2547

畜産課
059-224-2541

担い手支援課
059-224-2016

組織経営による農業経営体を
確保・育成するため、法人化や
法人の合併・統合、事業承継の
促進など、農業経営の集約化を
進めます。

節水型乾田直播のイメージ

※Ｒ７年度補正予算含みベース

製茶関連施設

農
林
水
産
部
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（１） 農林水産業の生産性の向上

農林水産業の生産性の向上②

（一部新）農地中間管理機構事業
(189,029千円）

（新）三重県農業の将来を考える調査事業
(11,493千円）

高度水利機能確保基盤整備事業
(3,148,651千円）

造林事業
(604,490千円）

※Ｒ７年度補正予算含みベース（一部新）森林情報基盤整備事業
(101,645千円）

農業経営基盤強化促進事業
(251,246千円）

地域計画に基づき、農地の集
積・集約化を進めるとともに、ＡＩ
等のデジタル技術を活用した効
率的な集約化手法の実証に取
り組みます。

認定農業者の経営改善に向け
た機械・施設導入を支援するとと
もに、大規模な担い手が不在の
地域において、小規模農業者が
担う営農モデルを構築します。

将来の農業施策について、農
業者や関係団体、有識者等か
ら今後本県が新たに進めるべき
方向性や取組について意見を
聴取し、検討を進めます。

農業経営体の効率的な営農の
実現に向け、スマート農業をより
一層推進する農地の大区画化
や農業用水路のパイプライン化
等の生産基盤整備を進めます。

※Ｒ７年度補正予算含みベース

森林の有する多面的機能の維
持・増進を図るため、搬出間伐
や主伐後の再造林などの森林
整備、獣害防止施設、森林作
業道の整備等を支援します。

農業基盤整備課
059-224-2556

担い手支援課
059-224-2016

森林・林業経営課
059-224-2564

災害に強い森林づくりに向け、
整備が必要な森林を航空レーザ
測量により把握するとともに、効
率的な森林・生産管理に向けたＩ
ＣＴ等技術の導入を支援します。

農
林
水
産
部
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（１） 農林水産業の生産性の向上

農林水産業の生産性の向上③

みえスマート林業躍進事業
(4,181千円）

新たなマガキ養殖による浜の活力再生事業
(8,258千円）

林道事業
(897,359千円）

（一部新）林業・木材産業振興事業
(231,987千円）

※Ｒ７年度補正予算含みベース

森林の適正な管理と森林資源
の持続的な利用を推進するた
め、森林経営計画の作成や搬
出間伐の実施、森林作業道の
整備等を支援します。

スマート林業の現場実装を加速
化するため、先導的な役割を果
たす技能者の育成と連携強化
を図るとともに、スマート技術の
横展開に取り組みます。

木材の生産や搬出に必要な林
道および災害時に市町道等の
代替路となる林道を開設すると
ともに、既設林道の改良に取り
組みます。

強い水産業づくり施設整備事業
(50,181千円）

水産物の安定供給の確保及び
水産業の健全な発展を実現す
るため、市町や漁協等が実施す
る共同利用施設等の整備を支
援します。

養殖マガキのへい死対策のた
め、三倍体種苗の最適な養殖
方法や種苗生産技術の開発、
餌の豊富な伊勢湾での中間育
成の実証に取り組みます。

森林・林業経営課
059-224-2564

水産振興課
059-224-2522

治山林道課
059-224-2575

水産基盤整備課
059-224-2598

漁場生産力向上対策事業
(40,480千円）

黒のり生産量の回復に向けて、
漁場の栄養塩類情報や「色落
ちアラート」の配信、持続的な生
物生産に必要な栄養塩類濃度
の解析に取り組みます。 製氷施設 荷さばき施設

※Ｒ７年度補正予算含みベース

色落ちアラート
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（２） 多様な担い手の確保・育成

多様な担い手の確保・育成

漁業の担い手確保事業
(2,629千円）

農業分野における多様な担い手確保事業 (15,200千円）
林業の多様な労働力確保対策事業 (3,200千円）
水産業の多様な担い手受入環境整備事業 (16,763千円）

アグリビジネスプラン支援事業
(6,135千円）

林業担い手総合対策事業
(12,307千円）

担い手支援課
059-224-2016

森林・林業経営課
059-224-2564

水産振興課
059-224-2522

新規就農者総合支援事業 (410,634千円）
三重の農業若き匠の里プロジェクト総合対策事業(4,302千円）

新規就農者の確保に向けて、
就農前後の経営支援に取り組
むとともに、「みえ農業版ＭＢＡ
養成塾」において、若き農業ビ
ジネス人材を育成します。

意欲ある多様な人材を農業に呼
び込むため、新規就農者の農地
確保や、早期の経営確立に向け
た販売戦略の策定支援などに取
り組みます。

新規就業者の確保に向けて、首
都圏等での就業相談会や、就
業希望者と林業事業体のマッチ
ング支援、労働安全の指導員養
成支援等に取り組みます。

みえ森林・林業アカデミー運営事業
(43,864千円）

次代を担う林業人材を育成する
ため、既就業者対象の基本コー
ス、市町職員向け講座のほか、
専門的、実践的な知識や技術を
学べる選択講座を運営します。

新たな担い手の就業・定着に向
けて、専門家の派遣、漁業現場
の就労環境改善、オンライン漁師
育成機関「みえ漁師Seeds」に
よる情報発信に取り組みます。

多様な人材確保に向けて、受入
環境や労働環境の整備、外国人
材の活用、農林水福連携の推進
等に取り組みます。
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（３） 気候変動など環境変化への対応

気候変動など環境変化への対応

（新）森林由来Ｊ－クレジット創出促進事業
(14,161千円）

「シン層飼育」による持続可能な魚類養殖の実証事業
(26,113千円）

無給餌飼育による魚類養殖の効率化事業 （3,165千円）

環境変化に対応した海女漁業推進事業 (3,382千円）
海女漁業等環境基盤整備事業 （763,665千円）

国内資源循環推進事業
(7,000千円）

気候変動に対応した県産ブランド米「結びの神」
生産拡大推進事業 (7,876千円）

気候変動への対応や環境に配
慮した持続的な取組の拡大に
向け、県産ブランド米「結びの神
（三重23号）」の生産拡大に取り
組みます。

持続可能な農業生産の実現に
向けて、農業集落排水施設から
発生する汚泥を活用した肥料の
利用促進や理解醸成に取り組
みます。

森林由来Ｊ－クレジットの創出促
進に向け、林業ＤＸツールの試
行導入や専門家による相談対
応等に取り組むとともに、推進
条例の制定を検討します。

海女漁業の存続に向けて、サザ
エ及びサガラメの種苗生産やア
ワビの放流等の技術開発に取り
組むとともに、藻場の造成に取り
組みます。

農産園芸課
059-224-2547

森林・林業経営課
059-224-2564

水産資源管理課
059-224-2582

農山漁村づくり課
059-224-2551

水産振興課
059-224-2522

水産基盤整備課
059-224-2598

高水温化による魚病被害の軽減
に向けて、水温が低い、深い水
深での養殖技術や、給餌の有無
による影響について実証します。

遺伝情報を活用した育種による養殖の成長産業化事業
（8,099千円）

高水温化等に伴う養殖新魚種導入事業 （7,143千円）

高水温化等への対応に向け、
遺伝情報を活用した育種や、新
魚種（カワハギ類）の養殖技術
の開発等に取り組みます。

肥料
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（４） 県産農林水産物のプロモーション

県産農林水産物のプロモーション①

伊勢茶のブランド力強化を図る
ため、体験コンテンツを整備し、
観光誘客を進めるとともに、関
西茶業振興大会を通じた伊勢
茶の魅力発信に取り組みます。

伊勢茶の文化・伝統伝導事業 （7,120千円）
外食で展開する伊勢茶ＩＴＡＤＡＫＩＭＡＳ事業 (3,238千円）

未来につなぐ伊勢茶ブランドリノベーション事業
(30,762千円）

伊勢茶産地の活力強化に向け、
産地構造改革プロジェクトを支
援するとともに、煎茶加工ライン
の機能向上やかぶせ茶栽培の
導入支援に取り組みます。

農産園芸課
059-224-2547

畜産課
059-224-2541

（新）県産ブランド米「結びの神」消費・販売拡大推進事業
(3,159千円）

県産ブランド米「結びの神」の消
費拡大に向けて、量販店でのイ
ベントの実施など消費者等への
ＰＲに取り組みます。

伊勢茶ブランド展開戦略構築事業
(3,893千円）

伊勢茶の消費拡大に向け、ＳＮ
Ｓ等を通じた伊勢茶の歴史・文
化等の魅力発信に取り組むとと
もに、外食シーンでの伊勢茶の
魅力発信に取り組みます。

持続的な花とみどりのにぎわい創出事業
(4,200千円）

花き花木の集荷の効率化に向
けて、共同規格台車の導入実証
に取り組むとともに、市町の花と
みどりを活用した新たな取組を
支援します。

県産ブランド和牛の輸出サプライチェーン構築支援事業
(6,400千円）

海外の現地商社等と連携し、県
産ブランド和牛の歴史や食文化、
調理方法等を情報発信し、新た
なサプライチェーンの構築につ
なげます。
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（４） 県産農林水産物のプロモーション

県産農林水産物のプロモーション②

地場産物の安定供給に向けた
生産・学校現場の連携モデル
の構築、若者ならではのアイデ
アを取り入れた県産農林水産物
の活用促進に取り組みます。

（新）地場産物の学校給食での活用等に向けた
連携モデル事業 （5,064千円）
（新）若者世代にささる地産地消推進事業 （4,722千円）

フードイノベーション課
059-224-2391

（新）外国人観光客の誘客につなげる県産農林水産物の
魅力発信事業 (4,670千円）

外国人観光客の誘客につなげ
る「みえの食」の魅力発信に向け
て、海外メディア等をターゲットと
する三重の食ＰＲイベントの開催
などに取り組みます。

研修会や交流会を開催し、事業
者のマッチングを行うことで、消
費者のニーズや行動に合わせた
食品ビジネスの創出や販路開拓
の支援等に取り組みます。

（新）食料の生産と消費をつなぐ食品ビジネス創出支援事業
(10,000千円）

食で生みだす絆づくり・輪づくり推進事業
(6,502千円）

市町や学校などさまざまな主体
と連携した食育や地産地消の推
進、県産農林水産物の適正な
価格形成に関する県民の意識
醸成に取り組みます。

県内高校生等と連携した低利用食材の利用拡大推進事業
(5,678千円）

藻場を食害する植食性魚類やジ
ビエ、規格外野菜など、低利用
食材の有効活用に向けて、県内
高校生等と連携したメニュー開
発や機運醸成に取り組みます。

県産農林水産物の新たな流通モデル構築事業
(6,165千円）

県産農林水産物の販路拡大に
向けて、回送電車の活用や混
載の実施など効率的な輸送方
法を取り入れた新たな流通モデ
ルの構築に取り組みます。農

林
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（４） 県産農林水産物のプロモーション

県産農林水産物のプロモーション③

森林・林業経営課
059-224-2564

水産振興課
059-224-2522

水産資源管理課
059-224-2582

みどり共生推進課
059-224-2513

担い手支援課
059-224-2016

農林水福連携の新たなパートナーシップ構築事業
(4,192千円）

農林水福連携の理解促進に取
り組むとともに、福祉事業所や
農林水産事業者、企業・子ども
食堂をマッチングし、生産された
商品の利用促進に取り組みます。

海女漁業と真珠養殖業の世界
農業遺産登録に向けて、日本
農業遺産10周年記念イベントに
合わせたイベントの開催などの
機運醸成に取り組みます。

（新）海女漁業・真珠養殖業魅力発信事業
(5,420千円）

（新）みえのギョ村応援店支援事業
(4,223千円）

海業取組地域等で生産された
水産物を積極的に取り扱う飲食
店や鮮魚店を「応援店」に認定
し、「応援店」を起点とした魅力
発信に取り組みます。

輸出先の多角化に向けた強固な水産物サプライチェーン
構築事業 (6,704千円）

伊勢志摩国立公園８０周年記念事業
(35,200千円）

公園の持つ美しい自然景観等
を活かしたツアーのブラッシュ
アップやイベント開催、施設の
整備に取り組み、国立公園指
定80周年を祝います。

「もっと県産材を使おう」推進事業
(53,165千円）

ＰＲ効果の高い木造非住宅建築
物における「三重の木」等県産
材の木材調達を支援するなど、
県産材の利用拡大に取り組み
ます。

経済発展が著しいベトナムを輸
出対象国として、商談機会の創
出、現地バイヤーと県内事業者
間における「ＭＯＵ（覚書）」の締
結を支援します。

応援店

魅力発信
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安全・安心の確保（家畜伝染病、クマ対策）

（一部新）家畜衛生危機管理体制維持事業
(184,100千円）

家畜保健衛生所における監視
伝染病の検査に必要な設備等
の更新やメンテナンスを行うとと
もに、野生イノシシの調査捕獲
等に取り組みます。

ツキノワグマ出没防止対策事業
(10,419千円）

ツキノワグマによる人身被害の
防止に向け、目撃情報の把握
や県民への注意喚起を行うとと
もに、集落への出没等を抑制す
る緩衝帯の整備等を支援します。

家畜衛生防疫事業
(625,889千円）

野生生物保護事業
(26,634千円）

（５） 安全・安心の確保（家畜伝染病、クマ対策）

農場における飼養衛生管理基
準の遵守に向けて、定期巡回等
を実施するとともに、豚熱ワクチ
ンの接種や野生イノシシの感染
状況のモニタリングを進めます。

生物多様性の保全を進めるた
め、希少性の高い野生動植物
の生息状況の把握や保全活動、
ツキノワグマの生息数の調査等
に取り組みます。

（一部新）野生鳥獣管理事業
(82,479千円）

野生鳥獣の管理の適正化等に
向けて、狩猟の取締や指導など
に取り組むとともに、ツキノワグ
マによる人身被害の防止に向け
たパトロール等に取り組みます。

家畜防疫対策課
059-224-2544

獣害対策課
059-224-2017

みどり共生推進課
059-224-2513

※Ｒ７年度補正予算含みベース

※Ｒ７年度補正予算含みベース
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（６） 農山漁村の振興

農山漁村の振興

（新）みえの「森業」チャレンジ促進事業
(5,320千円）

（新）「海業」を活用した漁業・漁村の振興事業
(45,400千円）

農山漁村づくり課
059-224-2551

森林・林業経営課
059-224-2564

水産基盤整備課
059-224-2598

森林空間を活用した新規事業
の構築に向けた気運醸成に取り
組むとともに、森林の価値向上
に挑戦する人材の発掘・育成に
取り組みます。

水産業の目指すべき姿を発信
するため、「美し海 水産ビジョ
ン（仮称）」を策定します。また、
「海業」を活用し、地域の活力
向上、雇用創出に取り組みます。

農泊の推進・レベルアップ事業（観光部予算） （7,262千円）
農山漁村インバウンド受入加速化事業（観光部予算）

(5,600千円）

農泊の推進のため、企業と連携
した体験プログラムの利用促進
や、外国人旅行者向けの農泊コ
ンテンツ創出に取り組みます。

多面的機能支払事業 （1,238,891千円）
中山間地域等直接支払事業 （282,919千円）

多面的機能の維持・発揮を図
るため、地域資源の維持・保全
に係る共同活動や、生産条件
が不利な地域において農業生
産活動の継続を支援します。

農業インフラの維持管理集約化促進事業
(4,800千円）

農業水利施設等の適切な維持
管理に向け、活動組織の管理
体制の強化や、データベース化
による管理労力の省力化に取り
組みます。

獣害につよい地域づくり推進事業
(285,770千円）

集落ぐるみの被害防止対策や
有害鳥獣捕獲の取組を推進す
るため、鳥獣被害防止施設の
整備や有害鳥獣の捕獲活動へ
の支援を実施します。
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農村地域排水対策事業
(2,812,850千円）

（７） 防災・減災対策の強化

防災・減災対策の強化

県営ため池等整備事業
(3,687,500千円）

農業用ため池の決壊等による
被害を防止するため、耐震性能
不足や老朽化した農業用ため
池等の整備に取り組みます。

治山事業
(3,733,195千円）

山地災害の防止を図る治山施
設を整備するとともに、公益的
機能が低下した保安林の整備
を進めます。

集中豪雨等の自然災害から生
命や財産を守るため、排水機場
の整備とともに、遠隔監視・操作
などのＩＣＴを活用した管理体制
の整備に取り組みます。

※Ｒ７年度補正予算含みベース

※Ｒ７年度補正予算含みベース

県営漁港施設機能強化事業
(751,530千円）

流木となるおそれのある渓流沿
いの樹木の伐採・搬出や、渓流
内に堆積した土砂や流木の除去
等を行います。

災害に強い森林づくり推進事業
(320,993千円）

農業基盤整備課
059-224-2556

治山林道課
059-224-2575

県営漁港海岸保全事業
(315,000千円）

南海トラフ地震等の大規模自然
災害による高潮・津波から背後
地の浸水被害を軽減するため、
海岸保全施設の改修等の機能
強化に取り組みます。

水産基盤整備課
059-224-2598

南海トラフ地震等の大規模自然
災害による高潮・波浪・津波に
備えるため、防波堤の嵩上げや
耐震・耐津波対策に取り組みま
す。

※Ｒ７年度補正予算含みベース ※Ｒ７年度補正予算含みベース

※Ｒ７年度補正予算含みベース

実施前 実施後
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３ その他の主要事業 

政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容  
担当課・ 
電話番号 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

《政策名：防災・減災、県土の強靭化》 

〈施策名：（１－３）災害に強い県土づくり〉 

１ 海岸保全施設整備事業                 168,000千円 

【(1-3-4) 高潮・地震・津波対策の推進】 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ３農地防災事業費） 

背後の農地や宅地における自然災害の防止・軽減を図るため、海岸保全施設

の高潮・侵食対策や耐震対策を進めます。 

 

《政策名：暮らしの安全》 

〈施策名：（３－４）食の安全・安心と暮らしの衛生の確保〉 

１ 食の安全・安心確保推進事業                875千円 

【(3-4-1) 食品と生活衛生営業施設等の衛生確保】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 １農業総務費） 

「食の安全・安心が確保された三重県」を実現するため、条例および基本方

針に基づく施策を総合的に推進するとともに、米トレーサビリティ法等に係る

監視指導等に取り組みます。また、消費者が食の安全・安心に関する正しい知

識と理解を深め、適切に判断し、食品を選択できるよう情報提供の充実を図り

ます。 

 

２（一部新）卸売市場流通対策事業             3,426 千円 

【(3-4-1) 食品と生活衛生営業施設等の衛生確保】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６農作物対策費） 

卸売市場法及び三重県卸売市場条例に基づき、県内の卸売市場において公正

な取引の実施や生鮮食料品の衛生管理が徹底されるよう、開設者に対して指

導・助言を行います。また、卸売市場の活性化に向け、市場関係者に対する研

修会の開催やイベントの開催支援、先進事例等の情報収集・提供などを行いま

す。 

 

３ 食肉センター流通対策事業               87,420 千円 

【(3-4-1) 食品と生活衛生営業施設等の衛生確保】 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １畜産振興費） 

県内の基幹食肉処理施設である四日市市食肉センターと松阪食肉流通センタ

ーが、衛生的な食肉処理施設として、県民に安全・安心な食肉を安定的に供給

する機能が維持されるよう、その経営安定に向けた支援に取り組みます。 

 

《政策名：環境》 

〈施策名：（４－３）自然環境の保全と活用〉 

１ 自然公園利用促進事業                 97,157 千円 

【(4-3-2) 自然とのふれあいの促進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 12 自然公園費） 

県内の優れた自然の風景地を県民の資産として継承するため、自然公園施設

等の適正な維持管理を行うとともに、自然公園施設等を活用した森林教育や、

自然公園内における地域資源の保全・活用に取り組みます。また、施設の老朽

化等により、取り壊しが決定している、旧鳥羽ビジターセンターの解体を行い

ます。 

 

 

 

農業基盤整備課 

（224-2556） 

 

 

 

 

 

 

農産物安全・流 

通課 

（224-2497） 

 

 

 

 

 

 

農産物安全・流 

通課 

（224-2497） 

 

 

 

 

 

 

畜産課 

（224-2541） 

 

 

 

 

 

 

 

みどり共生推進 

課 

（224-2513） 
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政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容  
担当課・ 
電話番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

２ 森林公園利用促進事業                 78,487 千円 

【(4-3-2) 自然とのふれあいの促進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８緑化対策費） 

森林教育や自然とのふれあいの場の拠点施設として、「三重県民の森」及び「三

重県上野森林公園」の適切な維持管理を行うとともに、利用者のニーズにあわ

せたイベント等を開催し利用の増進を図ります。 

 

３ 自然に親しむ施設整備事業               19,810 千円 

【(4-3-2) 自然とのふれあいの促進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 12 自然公園費） 

優れた自然環境や自然景観に親しむことで、利用者の健全な心身の育成や自

然保護に対する意識向上を図ることを目的として、国立・国定公園及び東海・

近畿自然歩道における安全で快適に利用できる施設整備に取り組みます。 

 

《政策名：農林水産業》 

〈施策名：（６－１）農業の振興〉 

１ 野菜自給力強化体制づくり事業              7,934千円 

【(6-1-1) 需要に応じた農産物の供給と研究開発】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ４農業振興費） 

 野菜の生産拡大に向け、農作業を省力化・軽労化する栽培・出荷体系の実証

や省力機械の導入を支援するとともに、イチゴ・なばなにおいて新たな出荷規

格での販売定着に向けたプロモーションに取り組みます。 

 

２ 花き花木普及拡大促進事業                2,417千円 

【(6-1-1) 需要に応じた農産物の供給と研究開発】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６農作物対策費） 

 県産花き花木の消費拡大に向け、「花育」の推進、展覧会や品評会への出展・

出品支援、2027年国際園芸博覧会に向けた取組を進めます。 

 

３ 農業環境価値創出事業                 47,513千円 

【(6-1-1) 需要に応じた農産物の供給と研究開発】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 12 農業経営対策費） 

 有機農業や堆肥等有機物の農地への施用、総合防除といった、地球温暖化の

防止や生物多様性の保全に効果の高い営農活動を促進します。 

 

４ みどりの食料システム戦略推進事業           31,397千円 

【(6-1-1) 需要に応じた農産物の供給と研究開発】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ６農作物対策費） 

 持続可能な農業生産の拡大に向け、環境負荷低減に取り組む農業者を認定す

るとともに、市町が地域ぐるみで行う有機農業推進に向けた取組や産地におけ

る環境負荷低減技術及び省力化技術の実証を支援します。 

 

 

みどり共生推進 

課 

（224-2513） 

 

 

 

 

みどり共生推進 

課 

（224-2513） 

 

 

 

 

 

 

農産園芸課 

（224-2547） 

 

 

 

 

 

 

農産園芸課 

（224-2547） 

 

 

 

 

農産物安全・流 

通課 

（224-2497） 

 

 

 

農産園芸課 

（224-2547） 
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政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容  
担当課・ 
電話番号 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

５ 和牛素牛自給体制構築事業               3,060 千円 

【(6-1-2) 需要に応じた畜産物の供給と研究開発】 

（第６款 農林水産業費 第２項 畜産業費 １畜産振興費） 

県内で需要の高い雌和牛素牛の生産技術の確立や、和牛受精卵の供給等によ

り、和牛肥育素牛の県内自給体制の構築を図ります。 

 

６ 農林水産物販売チャンネル拡大推進事業         7,709 千円 

【(6-1-5) 農業等による県民等への価値提供】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ２農林水産振興費） 

インバウンドなど食の需要の高まりを捉え、県産農林水産物の販売チャンネ

ルを拡大するため、県内外の飲食店や食品バイヤー等に対する BtoB プロモーシ

ョンや、複数店舗の連携による三重の食の魅力発信に取り組みます。 

 

〈施策名：（６－２）林業の振興と森林づくり〉 

１ 森林経営管理体制支援事業               57,588千円 

【(6-2-1) 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９森林総務費） 

 森林環境譲与税等を活用した森林整備がこれまで以上に進むよう、「みえ森林

経営管理支援センター」を通じた市町の業務推進への支援や、成長が早く花粉

の少ないスギ・ヒノキの種子の生産体制の強化等に取り組みます。 

 

２ 災害に強い森林再生事業                82,750 千円 

【(6-2-1) 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ９森林総務費） 

シカの食害・気象害等により被害を受けた森林を早期に回復するための植栽、

下刈り、造林地でのシカの食害対策を強化するための獣害防止施設の整備等に

対する支援を実施します。 

 

３ みえ森と緑の県民税市町交付金事業          478,363 千円 

【(6-2-4) みんなで支える森林づくりの推進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８緑化対策費） 

 「みえ森と緑の県民税」を活用し、市町が創意工夫した森林づくりの施策を

展開するとともに、流域の防災機能を強化する面的な森林整備や、ライフライ

ン沿いの危険木の事前伐採に取り組めるよう支援します。 

 

４ みんなで取り組む三重の森づくり推進事業        10,813 千円 

【(6-2-4) みんなで支える森林づくりの推進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８緑化対策費） 

 県民の森林を育む意識の醸成や森づくり活動を促進し、全国植樹祭の令和 13

年招致に繋げるため、森林フェスタの開催や森づくり活動を希望する企業と森

林のマッチングを行います。また、企業やＮＰＯ、教育関係者等で構成する「三

重の森づくりネットワーク」を中心とした、さまざまな主体による三重の森づ

くり運動を展開します。 

 

 

 

畜産課 

（224-2541） 

 

 

 

 

フードイノベー

ション課 

（224-2391） 

 

 

 

 

 

森林・林業経営

課 

（224-2564） 

 

 

 

 

森林・林業経営

課 

（224-2564） 

 

 

 

 

みどり共生推進 

課 

（224-2513） 

 

 

 

 

みどり共生推進 

課 

（224-2513） 
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５ 森を育む人づくりサポート体制整備事業         59,281 千円 

【(6-2-4) みんなで支える森林づくりの推進】 

（第６款 農林水産業費 第４項 林業費 ８緑化対策費） 

「みえ森林教育ビジョン」を実現するため、小学生向けの森林教育ワークブ

ックや副読本の配布、子ども向け・企業向け講座、森林教育シンポジウムの開

催等を行います。また、学校や地域で実施される森林教育や森づくり活動にか

かる相談窓口となる「みえ森づくりサポートセンター」を運営し、指導者の育

成を行うほか、既存施設を活用した森林教育の場づくりを行います。 

 

〈施策名：（６－３）水産業の振興〉 

１ 三重県真珠振興計画推進事業              2,443 千円 

【(6-3-1)水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 １水産業振興費） 

三重県真珠振興計画に基づき、本県における真珠産業及び真珠に係る宝飾文

化の振興、わが国の真珠の生産、加工、流通及び輸出の拠点としての国際競争

力を高め、本県における真珠産業の発展を図ります。 

 

２ 資源管理体制・機能強化総合対策事業          5,352 千円 

【(6-3-1)水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５資源管理費） 

水産資源の維持・増大に向け、沿岸水産資源の資源評価を行うとともに、漁

獲可能量の管理や資源管理の取組への助言等を通じて、漁業者が取り組む資源

管理を支援します。 

 

３ 資源評価調査事業                   30,317 千円 

【(6-3-1)水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 10 水産業試験研究費） 

日本周辺及び本県沿岸における重要水産資源の資源評価や資源動向の予測、

最適な資源管理手法の検討のため、国や関係都道府県と連携して、海洋環境や

漁獲実態等の調査を行います。 

 

４ アサリ等二枚貝類資源の回復対策事業          8,812千円 

【(6-3-1)水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５資源管理費） 

 伊勢湾の重要資源であるアサリ等二枚貝類の資源回復に向け、アサリ、ハマ

グリの種苗生産・中間育成技術の開発等に取り組むとともに、漁業者による二

枚貝類資源の増加を目的とした取組への支援を行います。 

 

５ 県営水産物供給基盤機能保全事業            52,500千円 

（205,500千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

【(6-3-3)災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費） 

 老朽化が進む漁港施設の長寿命化のため、機能保全計画に基づき、本来の機

能が発揮できるよう保全工事に取り組みます。 

 

 

森林・林業経営

課 

（224-2564） 

 

 

 

 

 

 

 

水産振興課 

（224-2522） 

 

 

 

 

 

水産資源管理課 

（224-2582） 

 

 

 

 

 

水産振興課 

（224-2522） 

 

 

 

 

 

水産資源管理課 

（224-2582） 

 

 

 

 

 

水産基盤整備課 

（224-2598） 
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６ 伊勢湾アサリ漁業環境基盤整備事業           89,250千円 

【(6-3-3)災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ６水産基盤整備費） 

 伊勢湾におけるアサリ漁業等の漁業生産力及び浅海域における水質浄化機能

の回復を図るため、伊勢湾での干潟・浅場の造成に取り組みます。 

 

７ 内水面水産資源の回復促進事業             20,000千円 

【(6-3-3)災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築】 

（第６款 農林水産業費 第５項 水産業費 ５資源管理費） 

県民へのレクリエーションの提供等の多面的機能を有している内水面域の活

性化を図るため、釣り大会の開催や稚アユの放流など遊漁者の増加に向けた取

組、カワウやブラックバス等による食害対策などを支援するとともに、漁協間

連携など新たな取組を創出します。 

 

〈施策名：（６－４）農山漁村の振興〉 

１ 地域資源活用型ビジネス展開事業            5,847 千円 

【(6-4-1)人や産業が元気な農山漁村づくり】 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７中山間振興費） 

 農山漁村における若者などの人材の定着に向けた所得と雇用機会の確保を図

るため、地域資源を活用したビジネスに取り組む人材を育成する講座の開催や、

農山漁村への来訪者の拡大に向けた情報発信などを行います。 

 

２ 県営中山間地域総合整備事業             557,450 千円 

（707,770千円 ※R7年度補正予算含みベース） 

【(6-4-3)安全・安心な農村づくり】 

（第６款 農林水産業費 第３項 農地費 ７中山間振興費） 

 中山間地域等の条件不利を解消するため、地域の特性を生かした農業生産基

盤の整備を効率的に行うとともに、集落道路等の農村生活環境の整備を総合的

に推進します。 

 

３ 野生イノシシ捕獲強化事業               59,879 千円 

【(6-4-4)獣害対策の推進】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 12 農業経営対策費） 

豚熱の感染拡大を防止するため、豚熱の感染源の一つである野生イノシシの

捕獲を県が主体となって行い、捕獲力強化に取り組みます。 

 
《政策名：福祉》 

〈施策名：（13－２）障がい者福祉の推進〉 

１ 農福連携ネットワーク形成・強化事業          3,062千円 

【(13-2-3)農林水産業と福祉との連携の促進】 

（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５農林漁業担い手対策費） 
農福連携の一層の拡大と定着に向け、「農福連携全国都道府県ネットワーク」

による国への提言や現地調査に取り組み、必要となる施策・予算の充実を図り

ます。また、障がい者の農業への就労を支援するため、農業ジョブトレーナー

や農福連携技術支援者といった専門人材の育成や活動支援に取り組みます。 
 

 

水産基盤整備課 

（224-2598） 

 

 

 

 

水産資源管理課 

（224-2588） 

 

 

 

 

 

 
 
農山漁村づくり

課 
（224-2551） 

 
 
 

 

農山漁村づくり

課 
（224-2551） 

 
 
 
 
 
獣害対策課 

（224-2017） 

 
 
 
 
 
 
担い手支援課 
（224-2016） 
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２ 農福連携「福」の広がり創出促進事業          1,040千円 

【(13-2-3)農林水産業と福祉との連携の促進】 
（第６款 農林水産業費 第１項 農業費 ５農林漁業担い手対策費） 

生きづらさや働きづらさを感じている若者等の社会的自立を支援するため、

農業の多様な作業内容を生かした就労体験に取り組みます。また、これまでの

取組で得られた、若者等へのアプローチの方法など就労に向けたノウハウを関

係機関に提供し、若者等の就労拡大につなげます。 

 
担い手支援課 
（224-2016） 
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雇用経済部 1  

雇用経済部 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

【現状と課題】 

 経済環境の現状は、国際情勢に目を向けると、米国の通商政策による世界的なサプラ

イチェーンの再構築や、ウクライナ・中東などの地政学リスクによるエネルギー価格の

高騰、また日中関係の不確実性など、依然として先行きが見通せない状況です。 

 一方、ＡＩやデータセンターなどの先端デジタルインフラへの投資が、世界的な設備

投資を牽引する等、明るい兆しも見えます。 

 国内については、物価高や人件費の上昇など、厳しい経営環境が続く中、国は物価高

対策を含む経済対策を最優先事項に据え、新たな総合経済対策を打ち出しました。 

 

こうした中、半導体等の成長産業の振興を図るとともに、カーボンニュートラル実現

のため、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）への対応やＤＸ、省力化等に向け

た取組など、社会課題の解決にも取り組んでいく必要があります。 

さらには、本県産業の成長に向け、県内企業数の 99.8％を占める中小企業・小規模企

業の経営力の強化を図るとともに、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足に対しても社

会全体で速やかに対応していく必要があります。 

 

こうした課題に対応し、県内経済の成長につなげていくため、県内企業や団体の声に

耳を傾け、時機を捉えた県内企業への支援に取り組むことで、本県産業の競争力の維持・

強化を図ります。 

 

 

【令和８年度当初予算のポイント】 

現状と課題を踏まえ、雇用経済部における令和８年度当初予算では、４つのポイント

を掲げ、取組を進めていきます。 

 

（１）成長産業の振興とイノベーションの創出 

 

（２）国内外における販路拡大の促進 

 

（３）中小企業・小規模企業の経営力強化 

 

（４）若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保 



雇用経済部 2  

２ 主な重点項目 

（１） 成長産業の振興とイノベーションの創出 

半導体産業のさらなる振興を図るとともに、ペロブスカイト太陽電池の実装に向けた

取組や、洋上風力発電のサプライチェーン構築やデータセンター等への再エネ電源を 

活用した取組の基礎調査等を進めるほか、地域経済を牽引する企業の誘致など、産業  

基盤の強化に取り組みます。 

また、県外スタートアップの誘致や、ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸの促進に

取り組みます。 

 

≪主な事業≫ 

〇成長産業の振興 

【半導体産業の振興】 

①半導体産業投資促進事業 ２１，０００千円 

［企業誘致推進課（224-2819）］ 

 半導体関連産業のさらなる振興のため、「みえ半導体産業振興方針（仮称）」を策定し、半導体関

連企業の集積の促進を図ります。また、認知度向上に向けた情報発信や半導体人材の育成に取り組む

とともに、販路拡大や技術力向上に向けた商談会や技術交流会を開催します。 

 

【カーボンニュートラルを契機とした競争力の強化】 

②（新）ＧＸ型産業構造移行推進事業 １８，８８１千円 

 ［新産業振興課（224-3113）］ 

 県内自動車関連企業等の競争力の維持・強化に向けて、次世代自動車を題材に、サーキュラ―エコ

ノミーの観点を踏まえた技術的解説を行う講習会を開催するとともに、業態転換等に向けた伴走支援

を実施します。また、医療・介護分野における試作品等の実証を支援します。 

 

③（新）クリーンエネルギー産業基盤形成事業 ３５，５００千円 

 ［新産業振興課（224-2749）］ 

 再生可能エネルギーをはじめとするクリーンエネルギーの導入促進を図るため、ペロブスカイト 

太陽電池の実証等を行います。さらに、洋上風力発電については、地域で十分な議論ができるよう  

取組を支援するとともに、製造・メンテナンス等のサプライチェーン構築やデータセンター等への 

再エネ電源を活用した地域共生に関する取組の基礎調査・研究を行います。また、水素・アンモニア

等の利活用に係る技術開発・実証等の支援や、水素等の利活用及びサプライチェーン構築を検討しま

す。 

 

④四日市コンビナート競争力強化事業 ６０，２８８千円 

 ［新産業振興課（224-2749）］ 

 四日市コンビナートの競争力強化や脱炭素化に係る協議を促進するとともに、プラント運営人材の

育成や水素モビリティの普及を促進します。 
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〇産業基盤の強化 

【地域産業を牽引する企業の誘致】 

⑤県内投資促進事業                         １，８３９，２０４千円 

［企業誘致推進課（224-2819）］ 

新たな雇用の場を創出するため、企業投資促進制度やワンストップサービスなどを活用した誘致活

動を行い、付加価値の高い成長性のある企業や情報通信産業への投資、県外からの事務所機能の新設・

移転等を支援します。また、三重県の操業環境を発信する企業投資セミナーを開催します。 

 

【技術支援機能の強化】 

 ⑥工業研究所整備事業                          ６００，１２２千円 

 ⑦（新）高等技術学校整備事業                      １９４，９２６千円 

［工業研究所・津高等技術学校一体整備プロジェクトチーム（224-3114）］ 

「三重県工業研究所の津高等技術学校との一体整備を含む建替え再整備基本計画」に基づき、施設の

基本・実施設計を行うとともに、各種調査等を実施します。 

 

〇イノベーションの創出 

 ⑧（一部新）スタートアップ支援事業                    ６７，３７７千円 

 ［産業イノベーション推進課（224-2227）］ 

三重発スタートアップの創出・成長をめざし、成長段階に応じた支援に取り組むとともに、スタート

アップの活動拠点となるインキュベーション施設の整備支援に取り組みます。また、県外スタートアッ

プを誘致するため、都市部の事業共創施設との連携や実証フィールドの活用を通じて、スタートアップ

が開発した新製品やサービス等を社会実装する取組を促進します。 

 

 ⑨（一部新）ＤＸ推進事業  ４４，８０２千円 

［産業イノベーション推進課（224-2318）］ 

  ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸを促進するため、人材育成や伴走支援を実施するとともに、

女性を対象としたデジタルスキル習得のためのオンライン講座を開催します。また、「みえＤＸ推進

ラボ」の機能を強化し、産学官金が連携して新事業の創出等を支援します。 
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（２）国内外における販路拡大の促進 

物価高などへの対応や、県内企業等の収益力強化を図るため、国内外の新たな販路開

拓や拡大を促進します。また、「三重県誕生150周年」や「式年遷宮」等の好機を活用し、

首都圏や関西圏をはじめとした国内や、海外に向けて三重の魅力を発信します。 

 

≪主な事業≫ 

〇海外展開支援 

 ①県内中小企業海外展開促進事業 ３１，００８千円 

（３４，７０８千円 ※令和７年度２月補正予算含みベース） 

［企業誘致推進課（224-2499）］ 

  県内企業のアジアをはじめとした海外への展開を後押しするため、関係機関と連携し、海外ビジネ

スセミナーを開催するとともに、「三重県アセアンビジネスサポートオフィス（ＭＩＳＡ）」による

支援を実施します。また、販路の多角化に向け、海外展示商談会における出展を支援します。 

 

 ②海外ビジネス展開支援事業 ３４，９７４千円 

（４６，６７４千円 ※令和７年度２月補正予算含みベース） 

［企業誘致推進課（224-2499）］ 

  県内中小企業等の海外への展開や販路の多角化を促進するため、展示会・商談会への出展や、海外

向け新商品の試作開発等を支援します。 

 

 ③「みえの食」儲かる輸出ビジネスサポート事業 １３，１６５千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  県産品の輸出促進のため、輸出相談窓口を設置するとともに、見本市への出展など商談機会の創出

や、新たに輸出に取り組む事業者に対する貿易商社等の知見を生かした支援を実施します。 

 

④食の輸出市場開拓支援事業                             ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞         （８，０００千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［県産品振興課（224-2336）］ 

県内食品事業者の収益力強化のため、セミナーの開催や事業者向けアドバイスなど、新たな輸出 

相手国の開拓を支援します。 

 

 

〇国内展開支援 

【三重テラスを核としたプロモーション】 

 ⑤（一部新）首都圏営業拠点推進事業 １２２，７５８千円 

［県産品振興課（224-2386）］ 

「三重テラス」において、三重の魅力発信の拠点機能を活用するとともに、物販・飲食業務の運営

や「三重テラス部活動」の取組を通じたコミュニティ形成等、首都圏と三重県関係者が「つながる」

取組を促進します。また、第３ステージ終了後の方向性を検討するため、運営に係る総括評価を行い

ます。 
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【県産品の販路拡大】 

⑥戦略的営業活動展開推進事業                       ２１，３３１千円 

［県産品振興課（224-2386）］ 

  県産品の販路拡大や観光誘客を促進するため、首都圏や関西圏をはじめとした国内及び海外におい

て三重の魅力を発信する三重県フェアを開催します。 

 

【伝統産業】 

⑦（一部新）伝統産業・地場産業の新たな市場開拓促進事業          １３，７４３千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  伝統工芸品・地場産品の販路拡大や魅力発信のため、付加価値の高い商品開発の支援やブラッシュ

アップ等を実施します。また、様々な県産品を組み合わせ、相乗効果を高めた魅力を発信します。 

 

⑧（新）三重の伝統産業担い手確保事業                    ７，５００千円 

［県産品振興課（224-2336）］ 

  伝統産業への就業を促進するため、事業者によるインターンの受け入れを支援します。また、将来

の担い手となる若者を対象に、職人の働く姿や工芸品製作の魅力を伝える職場体験を行うとともに 

首都圏での魅力発信イベントを開催します。 
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（３）中小企業・小規模企業の経営力強化 

県内企業数の 99.8％を占める中小企業・小規模企業の持続的な成長の実現に向け、  

有効な支援策の実施に向けた調査・分析に取り組むとともに、商工団体等と連携して  

企業の経営力の強化に係る取組を支援します。 

また、物価高やエネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等を支援します。 

 

≪主な事業≫ 

〇経営基盤強化 

①（新）小規模企業向け課題対策事業 １８，７７６千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

小規模企業をはじめとする県内企業を対象に、現状や課題、これまでの支援の効果等に係る調査・

分析を実施します。また、「三重県中小企業・小規模企業振興条例」の見直しに向けた検討を進めま

す。 

 

②小規模事業支援費補助金  １，６３９，８３２千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

小規模企業等の振興と経営の安定を図るため、補助金を通じて、商工会・商工会議所等が行う経営

や技術の改善に向けた伴走支援を促進します。 

 

③中小企業金融対策事業 ４８９，４４５千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2447）］ 

三重県中小企業融資制度により、三重県信用保証協会への保証料補助や金融機関への利子補給補助

等を実施します。 

 

 ④（一部新）エネルギー価格等高騰対応生産性向上・業態転換支援補助金         ０千円 

＜事業実施期間：令和７年度～令和８年度＞ （３２３，３２１千円 ※令和７年度１２月補正予算） 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

  中小企業等の生産性向上を促進し、賃上げ等につなげるため、エネルギー価格等高騰や労働力不足

の影響を緩和するための施設・設備の省エネルギー化・効率化や自己消費型再生可能エネルギー機器

の導入などの経営向上の取組を支援します。 

 

〇価格転嫁促進 

 ⑤適正取引・価格転嫁推進事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞         （５，０００千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2534）］ 

  適正取引・価格転嫁に関する三重共同宣言を採択した関係機関・団体と連携して、取引適正化の  

機運醸成に向けたフォーラムを開催するとともに、取適法（改正下請法）などに関するセミナーを  

開催します。 
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 ⑥三重県中小企業支援ネットワーク推進事業               １１２，２６２千円 

［中小企業・サービス産業振興課（224-2447）］ 

  中小企業等の経営改善や取引適正化に向けた取組が進められるよう、三重県信用保証協会にコー

ディネーターを配置し、管理会計手法の習得・活用等を通じて収益力向上・財務改善支援を実施しま

す。 

 

〇価格高騰対策 

 ⑦エネルギー価格高騰対策支援事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞      （８２８，０４５千円 ※令和７年度２月補正予算） 

 ［新産業振興課（224-3113）］ 

エネルギー価格高騰の影響を受ける一般消費者や中小企業等の負担を軽減するため、費用の一部を

支援します。 

 

 ⑧（新）県産酒米の価格高騰対策支援事業 ０千円 

＜事業実施期間：令和８年度＞        （５６，３９８千円 ※令和７年度２月補正予算） 

［県産品振興課（224-2336）］ 

酒米の価格高騰に対応できるよう、清酒の製造に使用する三重県産酒米の価格高騰分の一部を支援

します。 
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（４）若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保 

労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職に取り組むとともに、女性や外国人等、

多様な人材の就労を支援します。 

企業の働き方改革への支援や、「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」の制定

等、安心して働き続けられる環境を整備します。 

 

≪主な事業≫ 

〇多様な人材の就労・定着に向けた支援 

【若者・女性】 

 ①（一部新）Ｕ・Ｉターン就職支援事業 ３，２７８千円 

［雇用対策課（224-2465）］ 

若者のＵ・Ｉターン就職と定着を促進するため、学生やその保護者を対象とした就職相談会や企業

説明会を開催します。また、さらなるＵターン就職の促進を図るため、特に三重県出身学生の多い  

中京圏・関西圏の就職支援協定締結大学等と連携を強化し、重点的な情報発信の強化を図ります。 

 

 ②（一部新）就業マッチングシステム運営事業 ５，９６４千円 

   ［雇用対策課（224-2465）］ 

  県内企業の求人情報等を提供する就職求人サイトを運営します。また、多くの若者に県内企業の 

求人情報が届くよう、新たに大手就職情報サイトとの連携に取り組みます。 

 

③女性の県内就労総合推進事業 １８，６９０千円 

［雇用対策課（224-2465）］ 

  県内外の女性求職者等に「三重で楽しみ、働く魅力」をＰＲするとともに、県内就職をめざす女性

のニーズに合わせた支援を実施します。また、非正規雇用の女性等の正規雇用化を促進するため、  

就職に向けた情報の発信や企業向けのセミナーを開催します。 

 

【外国人】 

 ④（一部新）外国人材雇用･就労支援事業 ２９，２３２千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2461）］ 

  外国人労働者が安心して働くことのできる職場環境づくりを進めるため、企業向けセミナーを開催

するとともに外国人の採用方法等に関する行政書士による企業向け相談を実施します。また、県内企

業と連携し、ｅラーニングを活用した日本語教育プログラムを実証します。さらに、県内就職を希望

する留学生等を対象に合同企業説明会等を開催します。 

 

 ⑤（一部新）外国人材確保支援事業 ７８，１５４千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2461）］ 

雇用ニーズが高いベトナム及びインドネシアの大学生等を対象に、就業体験や現地合同面接会を 

開催するとともに、三重県で働き暮らす魅力をＳＮＳ等で発信します。また、県内企業を対象とした  

外国人材の活用に関するセミナーを開催します。 
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【障がい者】 

⑥（一部新）はじめての障がい者雇用支援事業 ６，５００千円 

［障がい者雇用・就労促進課（224-2510）］ 

  障がい者雇用の促進に向け、障がい者雇用を検討する県内企業等に専門家を派遣し、企業の課題に

応じた伴走支援を行うとともに、法定雇用率未達成企業と障がい者雇用に積極的に取り組んでいる 

企業が意見交換する機会を提供します。 

 

〇働きやすい職場環境づくり 

⑦（一部新）働き方改革総合推進事業                    ３０，８９５千円 

   ［雇用対策課（224-2454）］ 

「みえの働き方改革推進企業」の登録を促進し、優良事例の表彰を通じて、働き方改革等に取り組

む企業等のすそ野の拡大を図ります。また、短時間正社員制度の導入等、誰もが働きやすい職場環境

づくりに向け、奨励金の支給やモデル事例の周知に取り組みます。 

 

⑧（一部新）カスタマーハラスメント防止対策推進事業            １９，４３０千円 

   ［雇用対策課（224-2454）］ 

「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」を制定するとともに、シンポジウムの開催等を通じ

た条例の周知・啓発を実施します。また、県内企業等におけるカスハラの防止に向け、セミナーの  

開催や相談窓口を開設するほか、アドバイザーの派遣を実施します。 
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３ その他の主要事業 

政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

《政策名：産業振興》 

〈施策名：（7 - 1）中小企業・小規模企業の振興〉 

１ （一部新）副業･兼業人材活用促進事業 ２５，９７９千円 

【(7-1-1)中小企業・小規模企業の経営支援】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  県内中小企業等において、デジタル化や省力化等、生産性向上が図られるよう、

専門人材を副業・兼業の形で活用する取組を支援します。また、新たに副業・  

兼業人材の活用ニーズの掘り起こしを行うとともに、活用への理解促進のため、

セミナーを開催します。 

 

２ 事業承継支援総合対策事業               ２２，０９４千円 ２２，０９４千円 

【(7-1-3)事業承継の円滑化】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  後継者不在による県内企業の廃業を防ぐため、「三重県事業承継ネットワーク」

が行う事業承継の取組を支援するとともに、円滑な事業承継のための資金繰りを 

支援します。 

 

〈施策名：（7 - 2）ものづくり産業の振興〉 

１ 中小企業・小規模企業の課題解決支援事業 ８０，２７０千円 

【(7-2-2)経営基盤の強化・人材育成の推進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ９ 工業試験研究費） 

県内ものづくり企業の競争力強化を図るため、企業のニーズに応じた共同研究

等を実施します。また、依頼試験、企業への試験機器開放や人材育成等のきめ細

かな技術支援を行います。 

 

２ 成長産業振興事業（みえライフイノベーション総合特区推進事業） 

１４，８１０千円 

【(7-2-5)ライフイノベーションの推進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ３ 商工業振興費） 

  企業、研究機関等のヘルスケア分野への参入や事業拡大に向けて、必要な  

知識・ノウハウに関する情報提供を行うとともに、医療・福祉現場のニーズとの

マッチング支援、医療・福祉機器メーカー等との商談機会の提供等に取り組みま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業・サービ

ス産業振興課 

(224-2534) 

 

 

 

 

 

中小企業・サービ

ス産業振興課 

(224-2534) 

 

 

 

 

 

新産業振興課 

(224-2749） 

 

 

 

 

 

新産業振興課 

(224-3113） 
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政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

 

〈施策名：（7 - 3）企業誘致の推進と県内再投資の促進〉 

１ 企業操業環境向上事業 ２２０千円 

【(7-3-2)操業しやすい環境づくり】 

 （第７款 商工費 第１項 商工業費 ２ 工業開発費） 

  市町や民間事業者と連携して、新たな産業用地の整備や未利用地の活用に向け

た情報収集に取り組むとともに、庁内において関係部局と連携し、産業用地等の

インフラ整備に関する支援策について検討します。また、企業の操業環境向上を

図るため、規制の合理化や手続きの迅速化等について、関係機関への提案・調整

等を進めます。 

 

２ 四日市港振興事業 １，６７２，６０４千円 

【(7-3-3)四日市港の機能充実と活用】 

（第８款 土木費 第４項 港湾費 ３ 港湾諸費） 

  四日市港におけるコンテナ船用の耐震強化岸壁（Ｗ８１）の整備や、石原・塩

浜地区等における海岸保全施設の地震・津波・高潮対策、港湾施設の老朽化対策、

ＣＮＰ形成に向けた「四日市港港湾脱炭素化推進計画」に基づく取組、四日市港

の賑わいづくりに向けた取組等を支援します。 

 

《政策名：人材の育成・確保》 

〈施策名：（8 - 1）若者の就労支援・県内定着促進〉 

１ 若者の地元就職促進・定着支援事業 ３５，７９０千円 

【(8-1-1)若者等の就労支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  若者の県内就職を促進するため、オンライン合同企業説明会など、就職環境の

変化や求職者のニーズに沿った就労支援を実施します。さらに、就職支援情報

ポータルサイトにおけるコンテンツを充実するとともに、ＳＮＳ等を活用した効

果的な情報発信等に取り組みます。また、県内企業における労働力不足を解消す

るため、企業の採用力向上の支援や、若年求職者等とのマッチング機会の創出に 

取り組みます。 

 

２ 公共職業訓練費 ４８１，８５２千円 

【(8-1-2) 人材の育成・確保支援】 

（第５款 労働費 第２項 職業訓練費 ２ 技術学校費） 

  津高等技術学校において、新規学卒者や離転職者など様々な人材を対象とした

多様な職業訓練を実施するとともに、修了生の就職促進や再就職支援を図りま

す。また、県内企業の技術者等の技能向上を図るため、在職者訓練を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

企業誘致推進課 

（224-2819） 

 

 

 

 

 

 

 

雇用経済総務課 

(224-2312) 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用対策課 

(224-2465) 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用対策課 

(224-2454) 
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政 策 名 ・ 事 業 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

 

〈施策名：（8 - 2）多様で柔軟な働き方の推進〉 

 

１ 生涯現役促進地域連携事業               １０，８９６千円 

【（8-2-2）多様な人材の就労支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  高齢者が生涯にわたって活躍ができる職場環境づくりを促進するため、県内 

企業を対象に高齢者雇用の理解促進に向けたセミナーや個別相談会を開催する

とともに、求職者の再就職に向けた就職準備セミナーや、キャリアコンサルタン

ト等による個別相談会を開催します。 

 

２ （一部新）障がい者雇用ステップアップ推進事業     １３，１５７千円 

【（8-2-3）障がい者の雇用支援】 

（第５款 労働費 第１項 労政費 １ 労政総務費） 

  県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援制度の

周知、職場定着などに関する人事担当者向けセミナーを行います。また、令和  

８年７月に法定雇用率が2.7％に引き上げられることから、新たに県内企業への

影響等について調査を実施します。 

 

 

《デジタル社会の推進》 

〈施策名：（10 - 1）社会におけるＤＸの推進〉 

１ 空の移動革命促進事業 ７，０５７千円 

【（10-1-3）空の移動革命の促進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 ７ 新産業振興費） 

  将来の空飛ぶクルマの商用運航を見据え、県内でビジネス展開をめざす事業者

間の連携を促進させ、具体的な検討が進むよう民間主導による取組の後押しを行

います。また、空飛ぶクルマに対する理解促進を図るため、県民向け啓発活動を

実施します。 

 

《民主的かつ公正中立な行政運営（行政委員会）》 

１ 労働委員会費 ９７，８６０千円 

（第５款 労働費 第３項 労働委員会費 １ 労働委員会費） 

不当労働行為の審査や、労使間の争議（労働者個人と事業主との紛争を含む）

の円満な解決の支援により、労働組合の健全な活動を守り、労働者が使用者と対

等な立場で安心して働くことができる労働環境づくりを推進します。 

 

 

 

 

障がい者雇用・就

労促進課 

(224-2510) 

 

 

 

 

障がい者雇用・就

労促進課 

(224-2510) 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業イノベー

ション推進課 

（224-2227） 

 

 

 

 

 

 

労働委員会事務

局 

(224-3033) 
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雇用経済部 令和８年度当初予算のポイント・主要事業

令和８年度当初予算 ４つのポイント

○半導体や自動車等、成長産業のさらなる振興
○ペロブスカイト太陽電池の実証等
○洋上風力発電に係るサプライチェーン構築やデータセン
ター等への再エネ電源を活用した取組の基礎調査・研究

○スタートアップの誘致、県内企業等のＤＸを促進

県内産業を取り巻く国内外の状況

○中小企業・小規模企業の持続的な成長を促進
○適正取引・価格転嫁を促進
○物価高に対する県内企業等の負担を軽減

○労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職を促進
○女性や障がい者、外国人等、多様な人材の就労を支援
○企業における安心して働き続けられる環境を整備
○カスハラ防止条例を制定

○県内企業等の海外展開を支援
○「三重県誕生150周年」「式年遷宮」等の好機を生かし、
首都圏や関西圏等でのプロモーションを実施

○三重が誇る伝統産業･地場産業の魅力を発信

１ 成長産業の振興とイノベーションの創出 ２ 国内外における販路拡大の促進

３ 中小企業・小規模企業の経営力強化 ４ 若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保

社会経済の変化に的確に対応し、本県産業の競争力の維持・強化につなげていくため、

令和８年度当初予算では、４つのポイントを掲げ、取組を進めていきます。

・米国の通商政策や日中関係などの影響により、世界経済の先行きが見通せない状況

・国内については、生産年齢人口の減少に伴う労働力不足や物価高による企業収益への影響が顕在化



１ 成長産業の振興とイノベーションの創出 企業誘致推進課 ①、⑤         224-2819
新産業振興課 ②～④ 224-2749
工研・津高技一体整備ＰＴ ⑥、⑦ 224-3114
産業イノベーション推進課 ⑧、⑨ 224-2227

雇
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・半導体産業をはじめとした成長産業のさらなる振興や、産業基盤の強化等を推進
・県外スタートアップの誘致や、ＡＩの活用などによる県内企業等のＤＸを促進

イノベーションの創出

 （一部新）スタートアップ支援事業 67,377千円
（産業イノベーション推進課)

○三重発スタートアップの創出・成長に向け、成長段階に応じた支援や
インキュベーション施設の整備支援を実施

○県外スタートアップを誘致するため、都市部の事業共創施設と連携し、
スタートアップが開発した新製品やサービスを社会実装する取組等を促進

（新）ＧＸ型産業構造移行推進事業
18,881千円(新産業振興課)

○県内自動車関連企業等の競争力の維持・強化に向け、
次世代自動車に係る技術解説や業態転換等に向けた伴走支援を実施

○医療・介護現場における試作品等の実証を支援

（新）クリーンエネルギー産業基盤形成事業
35,500千円（新産業振興課)

○ペロブスカイト太陽電池の導入に向けた実証等を実施
○洋上風力発電について、サプライチェーン構築やデータセンター
等への再エネ電源を活用した地域共生に関する取組の基礎調査・
研究を実施

○水素・アンモニア等の技術開発・実証等の支援や、
水素等の利活用及びサプライチェーン構築に係る検討

 四日市コンビナート競争力強化事業
60,288千円（新産業振興課)

○四日市コンビナートの競争力強化や脱炭素化に係る協議を促進
○プラント運営人材の育成や水素モビリティの普及を促進

 半導体産業投資促進事業 21,000千円（企業誘致推進課)

○「みえ半導体産業振興方針（仮称）」を策定
○認知度向上に向けた情報発信や、人材の育成・確保
○販路拡大や技術力向上に向け、商談会や技術交流会を開催

【半導体産業の振興】

 県内投資促進事業 1,839,204千円 （企業誘致推進課）

○付加価値の高い成長性のある企業や情報通信産業への投資を促進
○県外からの事務所機能の新設・移転等を支援
○企業投資セミナーを開催

【地域経済を牽引する企業の誘致】

 工業研究所整備事業  600,122千円

 （新）高等技術学校整備事業 194,926千円
（工業研究所・津高等技術学校一体整備ＰＴ）

○「三重県工業研究所の津高等技術学校との一体整備を含む建替え再整備基本
計画」に基づき、施設の基本・実施設計を行うとともに、各種調査等を実施

【技術支援機能の強化】【カーボンニュートラルを契機とした競争力の強化】

成長産業の振興

 （一部新）ＤＸ推進事業 44,802千円 
 (産業イノベーション推進課)

○ＡＩの活用等による県内企業等のＤＸを促進
○女性を対象としたデジタルスキル習得ための講座を開催
○「みえＤＸ推進ラボ」の機能を強化し、産学官金が連携して
新事業の創出等を支援

産業基盤の強化

①

②

③

④

⑤

⑥

⑧

⑨

半導体

ペロブスカイト
太陽電池

⑦



・物価高などへの対応や県内企業等の収益力強化を図るため、国内外の新たな販路開拓・拡大を促進
・「三重県誕生150周年」や「式年遷宮」等の好機を生かし、首都圏や関西圏をはじめとした国内や、海外に向けて三重の魅力を発信

２ 国内外における販路拡大の促進 企業誘致推進課  ①、②  224-2499
県産品振興課 ③～⑧    224-2386
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国内展開支援

 戦略的営業活動展開推進事業 21,331千円（県産品振興課)
○県産品の販路拡大や観光誘客を促進するため、首都圏や
関西圏をはじめとした国内及び海外において三重の魅力
を発信する三重県フェアを開催

海外展開支援

 海外ビジネス展開支援事業
46,674千円（企業誘致推進課）
※R7年度2月補正予算含みベース

○県内中小企業等の海外への展開や販路の多角化を促進するため、
展示会・商談会への出展や、海外向け新商品の試作開発等を支援

 「みえの食」儲かる輸出ビジネスサポート事業
13,165千円（県産品振興課）

○県産品の輸出促進のため、輸出相談窓口を設置するとともに、見本
市への出展など商談機会の創出や、新たに輸出に取り組む事業者に
対する貿易商社等の知見を生かした支援を実施

 県内中小企業海外展開促進事業
34,708千円（企業誘致推進課）
※R7年度2月補正予算含みベース

○アジアをはじめとした海外への展開を後押しするため、関係機関
と連携し、海外ビジネスセミナーの開催や、「三重県アセアン
ビジネスサポートオフィス（ＭＩＳＡ）」による支援を実施

○販路の多角化に向け、海外展示商談会における出展を支援

 食の輸出市場開拓支援事業
8,000千円 （県産品振興課）

 （２月補正予算）
○県内食品事業者の収益力強化のため、セミナーの開催
や事業者向けアドバイスなど、新たな輸出相手国の
開拓を支援

（新）三重の伝統産業担い手確保事業
           7,500千円（県産品振興課)

○伝統産業への就業を促進するため、事業者による
インターンの受け入れを支援

○職人の働く姿や工芸品製作の魅力を伝える職場体験を
行うとともに、首都圏での魅力発信イベントを開催

【県産品の販路拡大】

【三重テラスを核としたプロモーション】

 （一部新）首都圏営業拠点推進事業
122,758千円（県産品振興課)

○「三重テラス」において、三重の魅力発信の拠点機能を活用すると
ともに、首都圏と三重県関係者が「つながる」取組を促進

○第３ステージ終了後の方向性を検討するため、運営に係る
総括評価を実施

【伝統産業】

 （一部新）伝統産業・地場産業の新たな市場開拓
促進事業                    13,743千円（県産品振興課)

○伝統工芸品・地場産品の販路拡大や魅力発信のため、付加価値の
高い商品開発の支援やブラッシュアップ、相乗効果を高めた魅力
発信を実施

①

②

③

④

⑥

⑤

⑦

⑧

三重県指定
伝統工芸品マーク
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経営基盤強化

・中小企業・小規模企業等の持続的な成長の実現に向け、有効な支援策の実施に向けた調査・分析や、
経営力の強化に係る取組を支援

・物価高やエネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等を支援

３ 中小企業・小規模企業の経営力強化 中小企業･サービス産業振興課 ①～⑥
224-2534

新産業振興課 ⑦ 224-3113
県産品振興課 ⑧  224-2336

（新）小規模企業向け課題対策事業 18,776千円
(中小企業・サービス産業振興課)

○小規模企業をはじめとする県内企業を対象に、現状や課題、
これまでの支援の効果等に係る調査・分析を実施

○「三重県中小企業・小規模企業振興条例」の見直し
に向けた検討を実施

①

 小規模事業支援費補助金 1,639,832千円
(中小企業・サービス産業振興課)

○小規模企業等の振興と経営の安定に向け、商工会・商工会議所
等が行う経営や技術の改善に向けた伴走支援を促進

②

 適正取引･価格転嫁推進事業
5,000千円(中小企業・サービス産業振興課)

（２月補正予算）
○適正取引・価格転嫁に関する三重共同宣言を採択した関係機関・
団体と連携して、取引適正化の機運醸成に向けたフォーラムを開催

○取適法（改正下請法）などに関するセミナーを開催

⑤

 三重県中小企業支援ネットワーク推進事業
112,262千円(中小企業・サービス産業振興課)

○中小企業等の経営改善や取引適正化に向けた取組が進められるよう、
三重県信用保証協会にコーディネーターを配置し、管理会計手法の
習得・活用等を通じて収益力向上・財務改善支援を実施

⑥

 エネルギー価格高騰対策支援事業
828,045千円(新産業振興課)

（２月補正予算）
○エネルギー価格高騰の影響を受ける一般消費者や
中小企業等の負担を軽減するため、費用の一部を支援

⑦

（新）県産酒米の価格高騰対策支援事業
56,398千円(県産品振興課)

（２月補正予算）
○酒米の価格高騰に対応できるよう、清酒の製造に
使用する三重県産酒米の価格高騰分の一部を支援

⑧

価格高騰対策
 中小企業金融対策事業 489,445千円

(中小企業・サービス産業振興課)

○三重県中小企業融資制度により、三重県信用保証協会への保証
料補助や金融機関への利子補給補助等を実施

③

 （一部新）エネルギー価格等高騰対応生産性
 向上・業態転換支援補助金 323,321千円 

（中小企業・サービス産業振興課）

（１２月補正予算）
○生産性向上や賃上げ等につなげるため、計画に応じて高付加
価値化等に取り組む中小企業・小規模企業を支援

④



４ 若者や女性、外国人をはじめとした多様な人材の確保
・労働力の確保に向け、若者のＵ･Ｉターン就職とともに、女性や外国人等、多様な人材の就労を支援
・企業の働き方改革への支援や、カスハラ防止条例の制定に取り組み、安心して働き続けられる環境を整備

 雇
用
経
済
部

 1
7

働きやすい職場環境づくり

 （一部新）カスタマーハラスメント防止対策推進事業
19,430千円（雇用対策課)

○「カスタマーハラスメント防止条例（仮称）」を制定するとともに、
シンポジウムの開催等を通じた条例の周知・啓発を実施

○カスハラの防止に向けたセミナーの開催や相談窓口の開設、
中小企業・小規模企業を対象としたアドバイザーの派遣

 （一部新）働き方改革総合推進事業
30,895千円（雇用対策課)

○「みえの働き方改革推進企業」の登録を促進し、優良事例の表彰を
通じて、働き方改革等に取り組む企業等のすそ野の拡大を図る

○短時間正社員制度の導入等、誰もが働きやすい職場環境づくりに
向け、奨励金の支給やモデル事例の周知を実施

多様な人材の就労・定着に向けた支援
【若者・女性】

 （一部新）外国人材雇用･就労支援事業
29,232千円 (障がい者雇用・就労促進課)

○外国人労働者を受け入れる職場環境づくりに関する企業向けセミナーの
開催、行政書士による企業向け相談の実施

○県内企業と連携し、ｅラーニングを活用した日本語教育プログラムを実証
○留学生等を対象に合同企業説明会等を開催

【外国人】

雇用対策課 ①～③、⑦、⑧ 224-2454
障がい者雇用・就労促進課

④～⑥  224-2461

 （一部新）外国人材確保支援事業
78,154千円（障がい者雇用・就労促進課)

○雇用ニーズが高いベトナム及びインドネシアの大学生等を対象に、就業体験
や現地合同面接会の開催、三重県で働き暮らす魅力のＳＮＳ等による発信

○県内企業を対象に外国人材の活用に関するセミナーを開催

 （一部新）はじめての障がい者雇用支援事業
6,500千円（障がい者雇用・就労促進課）

○障がい者雇用を検討する県内企業等に専門家を派遣し、企業の課題に
応じた伴走支援を実施

○障がい者雇用の促進に向け、法定雇用率未達成企業と障がい者雇用に
積極的に取り組んでいる企業が意見交換する機会を提供

【障がい者】

 （一部新）Ｕ・Ｉターン就職支援事業
3,278千円（雇用対策課)

○学生や保護者のニーズを把握するとともに、学生や
その保護者を対象とした就職相談会や企業説明会を開催

○さらなるＵターン就職の促進を図るため、特に三重県出身
学生の多い中京圏・関西圏の就職支援協定締結大学等と
連携を強化し、重点的な情報発信を実施

①

 （一部新）就業マッチングシステム運営事業
5,964千円（雇用対策課)

○県内企業の求人情報等を提供する就職求人サイトを運営
○多くの若者に県内企業の求人情報が届くよう、新たに
大手就職情報サイトとの連携を実施

②

 女性の県内就労総合推進事業
18,690千円（雇用対策課)

○女性求職者等に「三重で楽しみ、働く魅力」をＰＲするとともに、
県内就職をめざす女性のニーズに合わせた支援を実施

○非正規雇用の女性等の正規雇用化を促進するため、
就職に向けた情報の発信や企業向けのセミナーを開催

③

④

⑤

⑥

⑦ ⑧



 観光部 1  

観 光 部 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

令和８年度は、全国的に増加している旅行需要を県内に着実に取り込むため、国内外の

旅行者から選ばれる三重県を目指し、持続可能な観光地づくりやインバウンド誘客をはじ

めとした戦略的な観光誘客に取り組みます。 

本県における日本人延べ宿泊者数は、コロナ禍前の水準を上回り順調に増加するなか、

外国人延べ宿泊者数については、回復の兆しが現れ始めているもののコロナ禍前まで回復

していない状況にあります。 

そこで、インバウンドをはじめとした旅行者が安心・安全かつ快適に滞在できる環境を

整えるため、宿泊施設の和洋室化等の取組の支援や高付加価値旅行者向けの上質な宿泊施

設の立地促進、高付加価値旅行者のニーズに対応できる観光ガイド人材の育成等に取り組

むとともに、滞在型周遊観光やガストロノミーツーリズムの推進に取り組むほか、観光事

業者の生産性向上や人材確保の取組を支援することにより「持続可能な観光地づくりに向

けた受入環境の充実」に取り組みます。 

また、インバウンド誘客を強力に展開するため、データに基づいた「みえインバウンド

誘客計画（仮称）」の策定に取り組むとともに、本県の認知度向上やゴールデンルート及

び関西圏からの誘客に向けたプロモーションの強化、高付加価値旅行者の誘客など「戦略

的なインバウンド誘客の推進」に取り組みます。 

さらに、首都圏や関西圏等大都市圏からの誘客促進に向けたプロモーションや県内の周

遊促進に取り組むとともに、第 63回神宮式年遷宮を契機とした取組を推進するなど「国内

誘客プロモーションの推進」に取り組みます。 

 

２ 主な重点項目 

（１） 持続可能な観光地づくりに向けた受入環境の充実 

国内外の旅行者が安心・安全かつ快適に滞在できる環境を整えるため、宿泊施設の和洋

室化や観光防災対応等への取組を支援するとともに、小規模ホテルを含めた上質な宿泊施

設の立地促進や、バリアフリー観光の推進、高付加価値旅行者のニーズに対応できる観光

ガイド人材の育成、観光地での災害に備えた旅行者向け啓発の多言語化等に取り組みます。 

また、全県ＤＭＯ（観光地域づくり法人）である（公社）三重県観光連盟の基盤強化を

通じて地域ＤＭＯ支援等に取り組みます。 

さらに、三重ならではの観光資源を生かした滞在型周遊観光を推進するため、広域のブ

ランディングやストーリー性のある周遊ルートの造成に取り組むとともに、ガストロノミ

ーツーリズムの推進に向け、食に関するコンテンツの磨き上げ等に取り組みます。 

加えて、観光事業者の生産性向上や人材確保・育成・定着の取組を支援します。 
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≪主な事業≫ 

①（一部新）観光客受入環境整備事業 予算額   ２６，８０８千円 ［観光振興課（224）3116］ 

（６２６，０８８千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

②（一部新）全県ＤＭＯ経営基盤強化事業 予算額 １９５，２１２千円  ［観光振興課（224）3116］ 

③（一部新）拠点滞在型観光推進事業 予算額   ４７，２６４千円  ［観光振興課（224）3116］ 

（５２，２５８千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

④（一部新）安心・安全な観光地づくり事業 予算額     ５，０００千円  ［観光戦略課（224）3115］ 

⑤（一部新）観光産業支援事業 予算額   ４１，９５６千円  ［観光戦略課（224）3115］ 

 

 

（２）戦略的なインバウンド誘客の推進 

全国的に増加するインバウンドを本県への誘客に着実につなげるため、データに基づい

た「みえインバウンド誘客計画（仮称）」の策定に取り組むとともに、本県の認知度向上

を図るため、動画の作成やトップインフルエンサーの発信力を活用した情報発信、観光・

食・物産が一体となったプロモーションを展開するほか、ゴールデンルート及び関西圏か

らの誘客促進に向けて、海外ＯＴＡの活用や鉄道事業者と連携した観光地とアクセス情報

をセットにした情報発信に取り組みます。 

また、高付加価値旅行者の誘客を推進するため、フランス企業等の福利厚生旅行の誘致

や、レップ（営業代理人）の設置・拡充、奈良県及び和歌山県等と連携した広域でのプロ

モーションに取り組みます。 

さらに、県内経済への波及効果の高い国際会議をはじめとしたＭＩＣＥや海外企業によ

る報奨旅行・研修旅行の誘致促進に取り組みます。 

≪主な事業≫ 

①（一部新）海外誘客推進プロジェクト事業 予算額 １０１，１７４千円  ［海外誘客課（224）2847］ 

 ②（一部新）プラス三重旅促進事業 予算額   ４０，０００千円  ［海外誘客課（224）2847］ 

③（一部新）高付加価値旅行者層誘致促進事業 予算額 １３０，１８０千円 ［海外誘客課（224）2847］ 

（１７０，１８０千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

④海外ＭＩＣＥ誘致促進事業 予算額   ２８，８１４千円  ［海外誘客課（224）2847］ 

⑤（一部新）産業観光推進事業 予算額   １５，９４８千円  ［海外誘客課（224）2847］ 

⑥（一部新）観光データ調査事業 予算額   ６４，１１１千円  ［観光戦略課（224）3115］ 

 

 

（３）国内誘客プロモーションの推進 

首都圏や関西圏等大都市圏からの誘客促進に向け、ＳＮＳやテレビ等のメディアを通じ

た情報発信、観光情報説明会など多様な手段を活用し、効果的に三重の魅力を発信します。 

また、県内への誘客及び周遊を促進するため、株式会社ポケモンと連携したキャンペー

ンや映画・ドラマ等のロケ地情報に関するプロモーションに関係機関と連携して取り組む

ほか、教育旅行の誘致促進に取り組みます。 

さらに、第63回神宮式年遷宮を契機に、本県への関心を高めるため、お木曳行事を題材

とした大都市圏向けの観光プロモーションを実施するなど、市町や事業者等と連携した取

組を推進します。 
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≪主な事業≫ 

①（一部新）大都市圏プロモーション事業 予算額 １３７，４０２千円 ［観光誘客推進課（224）2802］ 

②県内周遊促進事業 予算額  ６３，５３８千円 ［観光誘客推進課（224）2802］ 

③（一部新）観光客受入環境整備事業（再掲）    予算額 ２６，８０８千円［観光振興課（224）3116］ 

（６２６，０８８千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

④（一部新）拠点滞在型観光推進事業（一部再掲）予算額 ４６，６７３千円［観光振興課（224）3116］ 

 

 

 

(2,407,305) (2,462,550) (55,245) (102.3%)

2,302,908 1,818,276 △484,632 79.0%

(2,407,305) (2,462,550) (55,245) (102.3%)

2,302,908 1,818,276 △484,632 79.0%

・上段（　）書きは２月補正予算を含んだ額

令和８年度　観光部関係当初予算総括表

単位：　千円

区　　分
令和７年度
当初予算額

（A）

令和８年度
当初予算額

（B）

前年度
比較増減
（B-A)

B／Ａ

一般会計

商工費

 

 

 

 

 



持続可能な観光地づくりに向けた受入環境の充実

（４）観光産業の生産性向上・人材確保

観光振興課
①③④059-224-3116

（１）旅行者を受け入れる環境の充実 （３）三重ならではの観光資源を生かした
滞在型周遊観光・ガストロノミーツーリズムの推進

①（一部新）観光客受入環境整備事業 626,088千円
（※R7年度2月補正予算含みベース）

・宿泊施設の和洋室化や案内表示の多言語化、観光防災対応にかかる

整備、熊野古道伊勢路沿線トイレの環境整備等への支援

・宿泊施設の開発事業者等による視察対応など上質な宿泊施設の誘致

に向けた取組の実施

・高付加価値旅行者のニーズに対応できる観光ガイド人材の育成

・「観光施設における心のバリアフリー認定」の取得促進やバリア

フリーに配慮した旅行商品造成に向けた取組の実施

④（一部新）拠点滞在型観光推進事業 52,258千円
（※R7年度2月補正予算含みベース）

・お伊勢参りの歴史・文化をふまえた広域のブランディング

・歴史街道や伊勢西国三十三所観音巡礼、庭園等の観光資源

を組み合わせたストーリー性のある周遊ルートの造成

・食に関するコンテンツの磨き上げや情報発信など

ガストロノミーツーリズムの推進

国内外の旅行者が安心・安全かつ快適に滞在できる環境を整えるため、宿泊施設の和洋室化等の取組への支援や上質な宿泊施設の誘致に

取り組むとともに、高付加価値旅行者のニーズに対応できる観光ガイド人材の育成等に取り組みます。また、（公社）三重県観光連盟の基盤

強化を通じて地域ＤＭＯ支援等に取り組むほか、三重ならではの観光資源を生かした滞在型周遊観光やガストロノミーツーリズムを推進します。

さらに、観光事業者の生産性向上や人材確保の取組を支援します。

⑤（一部新）観光産業支援事業 41,956千円

・個別コンサルティングやワーク

ショップ等を通じて観光事業者の

生産性向上、人材確保・育成・

定着に向けた取組を支援

・人手・人材不足等により生産性
向上等に取り組める環境にない
事業者への対応として、採用・

経理・労務などの業務の外注化を支援

観
光
部

4

（２）DMOを中心とした持続可能な観光地マネジメントの確立

③（一部新）全県DMO経営基盤強化事業 195,212千円

・全県DMOである（公社）三重県観光連盟が観光地経営の司令塔

としての役割を担い、地域DMOへの支援等を着実に実施する

ための基盤強化

・（公社）三重県観光連盟が官民連携で取り組む国内外向け

プロモーションやデータマーケティングを支援

観光戦略課
②⑤059-224-3115

庭園（菰野町） 海女小屋体験施設（志摩市）

宿泊施設の和洋室化

観光事業者向けワークショップ

※上記の取組に加え、「上質な『みえ旅』宿泊施設立地補助金」の
制度拡充により、小規模ホテルを含む上質な宿泊施設の立地を促進

②（一部新）安心・安全な観光地づくり事業 5,000千円

・災害時の対応や情報収集の方法等を旅行者に向け多言語で啓発



戦略的なインバウンド誘客の推進 海外誘客課
①③④⑤⑥⑦059-224-2847

（４）高付加価値旅行者の誘客促進

⑤（一部新）高付加価値旅行者層誘致促進事業 170,180千円
（※R7年度2月補正予算含みベース）

・フランス企業等の福利厚生旅行の誘致に向けた、観光セミナー
やファムトリップの実施

・レップ（営業代理人）の設置・拡充
・奈良県、和歌山県等と連携した広域でのプロモーションの実施

（３）インバウンドプロモーションの推進

（２）データマーケティングの充実

②（一部新）観光データ調査事業 64,111千円

・県内宿泊施設の受入れ状況や、旅行者の属性、県内での立ち
寄り場所等のデータを取得・収集

・データに基づいた次期三重県観光振興基本計画の策定

インバウンド誘客を強力に展開するため、データに基づいた「みえインバウンド誘客計画（仮称）」の策定に取り組むとともに、本県の

認知度向上に向け、トップインフルエンサーの発信力を活用した情報発信や観光・食・物産が一体となったプロモーションを実施するほか、

ゴールデンルート及び関西圏からの誘客に取り組みます。また、レップの設置・拡充や奈良県・和歌山県等と連携した広域での高付加価値

旅行者の誘客に取り組みます。

（５）MICE・産業観光の推進

⑦（一部新）産業観光推進事業
15,948千円

・三重県産業観光推進協議会と連携し、
産業観光の促進に向けたプロモーション
や視察受入企業の裾野拡大

・海外セールスのフォローアップを通じた海外企業による
報奨旅行・研修旅行の誘致促進

観光戦略課
②059-224-3115

④（一部新）プラス三重旅促進事業 40,000千円
・ゴールデンルート及び関西圏からの誘客を促進するため、

海外ＯＴＡを活用した情報発信及び県内事業者の登録支援

・鉄道事業者と連携し、観光地とアクセス情報をセットにした
プロモーションの実施

③（一部新）海外誘客推進プロジェクト事業

100,176千円（一部）
・本県の認知度向上に向け、インバウンドが関心を寄せる体験

コンテンツ等の紹介動画の作成やトップインフルエンサーの

発信力を活用した情報発信

・現地飲食店と連携した情報発信など

観光・食・物産が一体となった

プロモーションの実施

・旅行会社や国内ランドオペレーターを

対象にしたセミナー、ファムトリップ

等の実施

海外の旅行会社による県内視察（関宿）

⑥ 海外MICE誘致促進事業 28,814千円

・レップによるセールスや商談会への

出展、ファムトリップ、補助金の活用等

による国際会議などのＭＩＣＥ誘致

観
光
部
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（１）インバウンド誘客に向けた計画策定

① 海外誘客推進プロジェクト事業 998千円（一部）
・データに基づき本県の強み・弱み等を分析し、有識者の意見等

もふまえ「みえインバウンド誘客計画（仮称）」を策定

福利厚生旅行の送客に係るMOU締結式

インフルエンサーによる県内視察（鳥羽市）

伝統工芸品（伊勢木綿）
工場の視察



国内誘客プロモーションの推進

（２）県内への誘客・周遊の促進

② 県内周遊促進事業 63,538千円

・株式会社ポケモンと連携したキャンペーンや、

映画・ドラマ等のロケ地情報に関する

プロモーションの実施

・平日の観光需要喚起や県内への再訪が

見込める将来のリピーター獲得につなげる

ため、県外からの教育旅行誘致に向けた

目的地としての魅力のＰＲ

首都圏や関西圏等大都市圏からの誘客促進に向け、ＳＮＳやテレビ等のメディアを通じた情報発信、観光情報説明会など多様な手段を

活用した効果的な観光プロモーションに取り組みます。

また、第６３回神宮式年遷宮に向けて、お木曳行事など諸行事が行われることから、来訪者をおもてなしし、取組の効果が全県に波及

するよう、市町や事業者等と連携した本県の魅力発信や受入環境の充実に取り組みます。

観光誘客推進課
①②③059-224-2802

（１）大都市圏における観光プロモーションの推進

観
光
部
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① 大都市圏プロモーション事業 102,274千円（一部）

・首都圏や関西圏等大都市圏からの誘客促進に向け、SNSやテレビ等の

メディアを通じた情報発信、観光情報説明会など、多様な手段を活用

することによる効果的な三重の魅力の発信

（３）第63回神宮式年遷宮を契機とした取組

観光振興課
④⑤059-224-3116

みえ旅レセプション2025

③（一部新）大都市圏プロモーション事業
35,128千円（一部）

・第63回神宮式年遷宮を契機に本県への関心を高める

ため、お木曳行事を題材とした大都市圏向けの観光

プロモーションの実施

④（一部新）観光客受入環境整備事業
          626,088千円（再掲）

（※R7年度2月補正予算含みベース）

・市町や事業者等で構成される「いせしませんぐう旅

実行委員会」に参画し、機運醸成や受入環境の充実、

プロモーションの推進

・国内外の旅行者が安心・安全かつ

快適に滞在できる環境を整えるため、

宿泊施設の和洋室化等への支援

⑤（一部新）拠点滞在型観光推進事業
46,673千円（一部再掲）

・お伊勢参りの歴史・文化をふまえた広域の

ブランディング

・歴史街道や伊勢西国三十三所観音巡礼、庭園等の

観光資源を組み合わせたストーリー性のある

周遊ルートの造成

・食に関するコンテンツの磨き上げや情報発信など

ガストロノミーツーリズムの推進

「三重県×ミジュマル」ロゴマーク

©Pokémon. ©Nintendo/Creatures Inc./GAME FREAK inc.
ポケットモンスター・ポケモン・Pokémonは任天堂・クリーチャーズ・ゲームフリークの商標です。

「いせしませんぐう旅」ロゴマーク



観光部 ７  
 

３ その他の主要事業 

政 策 名 ・ 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 
電話番号 

《政策名：観光・魅力発信》 

〈施策名：（ 5 - 2 ）戦略的な観光誘客〉 

１ 海外プロモーション推進事業              ４１，８１７千円 

【(5-2-3)インバウンドの誘客】 

          （第７款 商工費 第１項 商工業費 １０ 観光振興費） 

ＪＮＴＯ（日本政府観光局）や広域連携ＤＭＯ、近隣府県、県内観光事業者等と

連携し、本県の認知度を高め、インバウンド誘客を図るため、海外での旅行博覧会

出展、商談会の開催、県内へのメディアや旅行会社の招請等に取り組みます。 

 

２ 日台観光交流推進事業                  ５，８９６千円 

【(5-2-3)インバウンドの誘客】 

          （第７款 商工費 第１項 商工業費 １０ 観光振興費） 

 台湾との観光交流をさらに発展させ、将来の県内への誘客につなげるため、新北

市及び高雄市を中心に教育旅行の誘致を図るとともに、新北市との交流に取り組み

ます。 

 

《政策名：農林水産業》 

〈施策名：（ 6 - 4 ）農山漁村の振興〉 

３ 農泊の推進・レベルアップ事業              ７，２６２千円 

【(6-4-1)人や産業が元気な農山漁村づくり】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 １０ 観光振興費） 

農山漁村ならではの「食」、「泊」、「体験」を楽しむ「農泊」の取組を加速推

進するため、新たな需要の獲得に向け、農泊の持つ癒し効果を活用した体験プログ

ラムを企業の福利厚生や研修の場等としての利用の促進について、企業と連携して

取り組みます。 

 

４ 農山漁村インバウンド受入加速化事業          ５，６００ 千円 

【(6-4-1)人や産業が元気な農山漁村づくり】 

          （第７款 商工費 第１項 商工業費 １０ 観光振興費） 

農山漁村への訪日外国人旅行者の受入拡大と滞在消費の拡大を図るため、人と自

然が織りなす「美し国みえ」のイメージを体現する農泊コンテンツを創出するとと

もに、農泊地域などへのインターンシップの取組を通じて、農泊に取り組む担い手

の創出につなげます。 

 

《政策名：福祉》 

〈施策名：（ 13 - 1 ）地域福祉の推進〉 

５ ユニバーサルデザインタクシー導入推進事業       １１，７００千円 

【(13-1-4)ユニバーサルデザインのまちづくりの推進】 

（第７款 商工費 第１項 商工業費 １０ 観光振興費） 

 車いす利用者や高齢者など誰もが安全で円滑に移動できるよう、車いすに乗った

まま乗り降りできる機能等を備えたＵＤタクシーを導入する事業者に対して、購入

費用の一部を補助します。 

 

 

海外誘客課 

(059-224-2847) 

 

 

 

 

 

海外誘客課 

(059-224-2847) 

 

 

 

 

 

 

 

農山漁村づくり

課 

(059-224-2551) 

 

 

 

 

 

農山漁村づくり

課 

(059-224-2551) 

 

 

 

 

 

 

 

家庭福祉・施設整

備課 

(059-224-2271) 
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県土整備部 
 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 
令和８年度当初予算では、切迫する南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害等

の被害を軽減するための対策や下水道等インフラの老朽化対策等を推進するため、生

産性向上や効率化のためのデジタル化及び脱炭素社会の実現に向けたグリーン化の観

点を取り入れつつ、次の３点を柱に、労務単価及び資材価格の高騰をふまえて必要な

公共事業予算を確保し、国土強靱化等補正予算と合わせて切れ目なく取組を進め、事

業の着実な進捗を図ります。 

 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

埼玉県八潮市の道路陥没事故等をふまえた予防保全型のインフラ老朽化対策を推進

するとともに、気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害に備え、事前防災対

策を加速化するために河川改修、ダム整備、堆積土砂撤去等「流域治水プロジェクト」

に基づく取組を推進するほか、気候変動をふまえた河川整備計画の見直しを進めます。 

また、切迫する南海トラフ地震に備えるため、住宅耐震化の促進、河川・海岸堤防

等の耐震化、「命の道」となる道路の整備、緊急輸送道路の機能確保、道路啓開の迅

速化、港湾施設の機能確保、放置船対策、下水道施設の耐震化等を進めるとともに、

デジタル化の推進や大規模災害を想定した各種訓練の実施を進め、災害対応力の向上

に取り組みます。 

 

 

（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

安全で快適な道路空間づくりに向けて、舗装修繕、側溝整備、区画線の引き直し等

の道路維持管理を行うとともに、効果的な雑草対策や地域と協働の道づくり、通学路

や生活道路における交通安全対策を進めるほか、ＺＥＨ（「ネット・ゼロ・エネルギ

ー・ハウス」の略）の促進等により脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現にも

取り組みます。 

また、盛土等による災害への対策、良好な住環境の実現のための下水道の未普及対

策や広域化・共同化の推進、空き家の除去や活用の支援、県営住宅の改修に取り組み

ます。 

 

 

（３）豊かで活力のある地域づくりの推進 

県民生活の利便性の向上、産業の活性化や生産性の向上、地域間交流を促進する道

路ネットワークの構築に向けて、高規格道路及び直轄国道の整備を促進するとともに、

県管理道路の整備を推進します。 

また、地域の賑わい創出のための道路空間再編や花とみどりの三重づくり基本計画

に基づく取組の推進、道路空間のグリーン化、防災機能等を備えた都市公園の整備や

県産木材の利用推進、インフラを活用した観光誘客の促進に取り組みます。 
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（公共事業の的確な推進） 

上記３本柱の取組の推進にあたっては、地域の建設業が将来にわたって存続できる

よう、建設産業活性化に向けた取組が必要不可欠です。 

建設産業の活性化に向けて、「三重県建設産業活性化プラン２０２４」に基づき、

教育機関等との連携による「担い手の確保」、週休２日制の定着やバックオフィスの

導入等による「労働環境の改善」、建設ＤＸの普及啓発や受発注者におけるＩＣＴ活

用促進等による「生産性の向上」に取り組むとともに、これらの取組に不可欠な建設

企業の安定経営に向けた対応を継続的に実施します。 

 

 

２ 主な重点項目 
 

（施策推進の３本柱） 

（１）強靱な県土づくりの強力な推進 

 

◎インフラメンテナンス事業                           [道路管理課（224-2677）] 

[河川課（224-2686）] 

 [港湾・海岸課（224-2700）] 

[防災砂防課（224-2705）] 

予算額  ３,７０１,０２６千円          

（８,１７７,９６２千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

老朽化が進んでいる道路・河川・海岸などの施設について、持続可能な予防保全型

のメンテナンスサイクルへの転換に向け、長寿命化計画に基づく計画的な点検や効果

的な修繕・更新を実施します。 

 

 

◎流域下水道事業                                   [下水道事業課（224-2725）] 

予算額 9,029,075千円          

（１０,０２１,３２５千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 

 

 

◎流域治水事業                      [河川課（224-2679）] 

予算額  １２,５５４,６５４千円          

（１９,２１０,８６４千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

気候変動による災害の激甚化・頻発化をふまえ、河川管理者が主体となって行う河

川整備等の事前防災対策の取組に加え、流域全体で行う水災害対策を取りまとめた「流

域治水プロジェクト」の取組を推進します。河川や砂防えん堤に堆積した土砂の撤去

や樹木の伐採、治水上重要度の高い河川の改修を重点的に進めることで治水安全度の

向上を図るとともに、大型水門等の耐震対策を進めます。また、鳥羽河内ダムは、令

和10年度の完成に向けて進捗を図ります。さらに、気候変動をふまえた河川整備計画

の見直しを進めます。 
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◎土砂災害防止対策事業                 [防災砂防課（224-2697）] 

予算額 3,294,842千円          

（５,３８５,8５２千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めます。また、土砂災害警戒区

域等の指定について基礎調査を進めます。 

 

 

◎住宅・建築物耐震促進事業              [住宅政策課（224-2720）] 

[建築開発課（224-2752）] 

予算額  3１８,２１７千円 

木造住宅の耐震診断、耐震補強設計、耐震補強工事、除却等を支援するほか、耐震

補強工事費の低減を図るため、精密診断法による耐震補強設計及び低コスト工法の講

習会を開催します。また、避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等に対する支援を

行います。 

 

 
◎高潮等対策事業                   [港湾・海岸課（224-2690）] 

予算額 ２,５２９,３４２千円          

（３,７８６,８４２千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

堤防等の高潮・侵食対策、耐震対策、海岸の損傷等を軽減する整備を進めます。 

 

 

◎直轄道路事業                                   ［道路企画課（224-3016）］ 

予算額 １０,２３８,００６千円 

（１２,812,５０９千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワークの構築・機能強化を促進しま

す。 具体的には、生産性向上や元気な地域づくりを支えるとともに、災害発生時には

「命の道」として重要な役割を果たす近畿自動車道紀勢線をはじめ、東海環状自動車

道や紀勢自動車道（４車線化）等の高規格道路や北勢バイパス、中勢バイパス（４車

線化）、鈴鹿四日市道路、国道１号（桑名東部拡幅）、国道 42号（松阪多気バイパス）

等の直轄国道の整備促進に向けた取組を進めます。  

  

 

◎道路改築事業                     [道路建設課（224-2630）] 

予算額  8,826,374千円            

（10,968,895千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

強化やバイパス等の抜本的な整備、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めま

す。また、身近な生活道路では、車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円

滑な交通の確保に向けた整備を進めます。さらには、早期に事業効果を発現できる待

避所の設置などの柔軟な対策も織り交ぜた道路整備を進めます。 
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◎緊急輸送道路等機能確保事業                [道路建設課（224-2672）] 

予算額  ８,３６７,８６2千円          

（１１,８２５,７０３千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

災害発生時に対応できる輸送機能を確保するため、緊急輸送道路等の橋の耐震・流

失対策、道路の土砂崩れ対策、車両のすれ違い困難箇所の道幅拡幅を進めます。また、

地震により橋台と盛土の間に大きな段差が生じ、通行機能が低下することがないよう、

適切な対策を行うとともに、復旧のための備蓄資材の確保等により初動体制の強化を

図ります。 

 

 

◎街路事業                       [都市政策課（224-2706）] 

予算額  1,795,061千円          

（2,378,527千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

「三重県無電柱化推進計画」に基づき、台風や地震による電柱倒壊で甚大な被害を受

けやすい市街地の緊急輸送道路において、防災・減災対策として電線類の地中化を行

うほか、都市計画道路桑部播磨線等において橋梁工事に重点的に取り組むなど、通学

路の安全対策や都市交通の円滑化に資する街路事業を進めます。 

 

 

◎港湾事業                      [港湾・海岸課（224-2691）] 

予算額 １,0８８,５8８千円          

（１,１2０,０8８千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、老朽化対策を進めます。また、鳥

羽港（中之郷地区）において岸壁の耐震対策を進めます。 

 

 

◎放置船対策事業                   [港湾・海岸課（224-2700）] 

予算額  4９,６００千円          

港湾区域等の良好な環境を保全するため、放置船の撤去・処分を実施します。 

 

 

◎道路ＤＸ事業                      [道路管理課（224-2677）] 

予算額  ２７,３００千円          

平常時や災害時における道路観測体制を拡充するため、道路ＤＸ中期計画に基づき

道路の監視カメラ設置を進めます。 
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（２）暮らしに身近な課題への対応の強化 

 

◎道路維持管理事業                   [道路管理課（224-2675）] 

予算額  9,632,416千円          

（9,657,350千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

災害時の避難・救助をはじめ、物資供給等の応急活動を行う緊急車両の通行を確保

するため、緊急輸送道路を中心に老朽化が進行する舗装や区画線等の道路施設の修繕

を進めます。道路利用者や沿道住民等からの要望が非常に多い雑草対策については、

路肩等に張コンクリートや防草シートの設置等の雑草抑制対策を計画的かつ重点的に

実施します。また、自治会委託や美化ボランティア等の制度の更なる見直しも含め、

様々な工夫や新たな取組を、地域の皆様の声を聴きながら進めます。 

街路樹の樹形管理を地域の特性に応じて進めるとともに、花植え活動等を実施し、

良好な道路空間の形成を進めます。道路施設の脱炭素化に向けて、トンネル照明灯の

ＬＥＤ化を計画的に進めます。 

 

 

◎交通安全対策事業                    [道路管理課（224-2677）] 

予算額 １,４６４,２５９千円          

（1,549,454千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

教育委員会・市町・警察署・道路管理者等の関係者で構成され、通学路の更なる安

全向上を図る継続的な取組である「通学路交通安全プログラム」に基づく対策箇所や、

交通事故が多発している箇所、ＥＴＣ２.０プローブデータ等のビッグデータから判明

した潜在的な危険箇所等について、関係者と連携しながらスピード感を持って着実に

対策を進めます。 

 

 

◎（新）省エネ住宅導入促進事業               [住宅政策課（224-2703）] 

＜事業実施期間：令和８年度～＞ 

予算額  １2,100千円          

住宅の脱炭素化と良質な住環境の促進を図るため、ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス）の建設及び購入に対する支援を行います。 

 

 

◎都市防災総合推進事業                 [建築開発課（224-2752）] 

予算額  ６7,798千円          

盛土規制法に基づく規制区域内における既存盛土等の安全性を把握するため、法に

基づく基礎調査（既存盛土調査）として、県内全域の既存盛土分布調査を実施します。 

 

 

◎流域下水道事業【再掲】               [下水道事業課（224-2725）] 

予算額  9,029,075千円          

（１０，０２１，３２５千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を図るため、流域下水道の整備を推進する

とともに施設の地震対策や老朽化対策を進めます。 
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◎空き家対策支援事業                  [住宅政策課（224-2720）] 

予算額  １７,０１６千円          

危険な空き家（特定空家等）の除却のほか、移住定住のための空き家リフォームや、 

地域活性化施設（非住宅）に改修するなどの空き家の利活用を支援します。また、空

き家の適正管理や活用に係るセミナーを開催します。 

 

 

◎公営住宅管理事業                   [住宅政策課（224-2703）] 

予算額  ８０9,134千円 

県営住宅の管理を適切に行うとともに、移住定住を促進するため、県営住宅の空き

住戸を活用し、移住者向けのお試し用住宅や定住用住宅を提供します。 

 

 

◎公営住宅建設事業                   [住宅政策課（224-2703）] 

予算額  ２７２,９９６千円          

県営住宅の長寿命化を図るため、外壁改修及び屋上防水改修工事等を行うとともに、

居住性を高めるため、バリアフリー改修工事等を実施します。 

 

 

◎建築基準法施行事業                   [建築開発課（224-2752）] 

予算額  １４,７０3千円          

不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・助言を行う

とともに、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促します。 

 

 

◎（新）建築行政ＤＸ促進事業               [建築開発課（224-2752）] 

＜事業実施期間：令和８年度＞ 

予算額  １６５,０７７千円          

建築計画概要書の閲覧等に伴う閲覧者や対応する職員の負担等を軽減するため、建

築計画概要書のインターネットでの閲覧に必要な環境の整備を進めます。 
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（３）豊かで活力のある地域づくりの推進 

 

◎直轄道路事業【再掲】                           ［道路企画課（224-3016）］ 

予算額  １０,２３８,００６千円 

（１２,812,５０９千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

地方創生、国土強靱化に資する幹線道路ネットワークの構築・機能強化を促進しま

す。 具体的には、生産性向上や元気な地域づくりを支えるとともに、災害発生時には

「命の道」として重要な役割を果たす近畿自動車道紀勢線をはじめ、東海環状自動車

道や紀勢自動車道（４車線化）等の高規格道路や北勢バイパス、中勢バイパス（４車

線化）、鈴鹿四日市道路、国道１号（桑名東部拡幅）、国道 42号（松阪多気バイパス）

等の直轄国道の整備促進に向けた取組を進めます。  

 

◎道路改築事業【再掲】                 [道路建設課（224-2630）] 

予算額  8,826,374千円            

（10,968,895千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

高速道路や国管理の国道を補完し、地域間交流を促進する幹線道路ネットワークの

強化やバイパス等の抜本的な整備、観光復興を支えるアクセス道路等の整備を進めま

す。また、身近な生活道路では、車両のすれ違いが困難な箇所の解消など、安全で円

滑な交通の確保に向けた整備を進めます。さらには、早期に事業効果を発現できる待

避所の設置などの柔軟な対策も織り交ぜた道路整備を進めます。 

 

◎（一部新）道路調査事業                            [道路企画課（224-2739）] 

予算額  41,１００千円          

地域の自立的発展や地域間の連携を支える高規格道路の早期整備や事業化に向け、

調査・検討を進めます。県内における総合交通ターミナル整備に向けて、津駅周辺に

おいて、道路空間の再編や交通結節点の強化などによる公共交通の利便性の向上を図

るため、関係機関と協働しながら、津駅周辺基盤整備の方向性（ビジョン）に基づき

それぞれの取組を進めます。また、交通拠点へのアクセス向上等に必要な道路ネット

ワークについて検討を進めるため、道路網調査を実施します。 

 

◎都市計画策定事業                   [都市政策課（224-2718）] 

予算額  ６９，２８７千円          

コンパクトで賑わいのあるまちづくりを進めるため、次期都市計画区域マスタープ

ラン策定に向け、本県の都市計画の基本的な考え方を示した都市計画基本方針を策定

するとともに、都市計画の基礎資料となる人口規模や土地利用等の現況把握を目的と

した基礎調査を実施します。また、「花とみどりの三重づくり基本計画」に基づき、

啓発活動を行うなど花とみどりの活用を推進します。 

 

◎都市公園整備事業                       [都市政策課（224-2706）] 

予算額  1,002,019千円          

（1,033,019千円 令和７年度国土強靱化及び経済対策にかかる補正予算含みベース） 

子どもや子育て世帯の目線に立った公園や防災機能を兼ね備えた公園へのリニュー

アル、安全安心を確保する老朽化対策を推進します。 
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（公共事業の的確な推進） 

 

◎公共事業評価制度事業               [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額  ８４６千円          

「三重県公共事業評価審査委員会」を開催し、公共事業の再評価・事後評価を行う

ことにより、公共事業を取り巻く状況の変化に対応し、適正に執行します。 

 

◎入札等監視委員会開催事業                [建設業課（224-2723）] 

予算額  469千円          

「三重県入札等監視委員会」を開催し、公共工事の公正性・透明性を確保しつつ、

公共事業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な運用を行いま

す。 

 

◎公共工事設計積算システム事業             [技術管理課（224-2208）] 

予算額  1０５,３４０千円          

積算基準や設計単価等に基づいて、公共事業の予定価格を算出するために使用する

設計積算システムを引き続き運用するために更新します。 

 

◎（一部新）三重県建設産業活性化プラン推進事業   [公共事業運営課（224-2915）] 

予算額  17,050千円          

  建設業における担い手の確保のため、若年層とその保護者世代を対象に、体験型イ

ベントやＳＮＳを活用した建設業の魅力発信等の取組を行うとともに、企業や就業者

に対するアンケート調査を実施し、取組の実態の把握や効果を検証することで、計画

的かつ着実に取組を進めます。 

 



（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(115,529,973) (91,447,614) (24,082,359) (116,907,719) (93,489,639) (23,418,080) (101%) (102%) (97%)

91,447,614          91,447,614          -                      93,489,639          93,489,639          -                      102% 102% -               

(104,171) (104,171) -                      (106,008) (106,008) -                      (102%) (102%) -               

104,171 104,171 -                      106,008 106,008 -                      102% 102% -               

(27,217,686) (26,945,211) (272,475) (28,835,965) (27,843,715) (992,250) (106%) (103%) (364%)

26,945,211 26,945,211 -                      27,843,715 27,843,715 -                      103% 103% -               

(142,851,830) (118,496,996) (24,354,834) (145,849,692) (121,439,362) (24,410,330) (102%) (102%) (100%)

118,496,996         118,496,996         -                      121,439,362         121,439,362         -                      102% 102% -               

（単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(44,781,086) (25,006,745) (19,774,341) (44,374,313) (25,325,170) (19,049,143) (99%) (101%) (96%)

25,006,745          25,006,745          -                      25,325,170          25,325,170          -                      101% 101% -               

(17,410,436) (13,132,741) (4,277,695) (16,757,853) (12,389,241) (4,368,612) (96%) (94%) (102%)

13,132,741          13,132,741          -                      12,389,241          12,389,241          -                      94% 94% -               

27,740,112          27,740,112          -                      29,566,166          29,566,166          -                      107% 107% -               

(89,931,634) (65,879,598) (24,052,036) (90,698,332) (67,280,577) (23,417,755) (101%) (102%) (97%)

65,879,598          65,879,598         -                      67,280,577          67,280,577         -                      102% 102% -               

1,606,597            1,606,597            -                      2,178,917            2,178,917            -                      136% 136% -               

(6,301,189) (6,301,189) -                      (5,685,296) (5,685,296) -                      (90%) (90%) -               

6,301,189            6,301,189            -                      5,685,296            5,685,296            -                      90% 90% -               

(97,839,420) (73,787,384) (24,052,036) (98,562,545) (75,144,790) (23,417,755) (101%) (102%) (97%)

73,787,384          73,787,384          -                      75,144,790          75,144,790          -                      102% 102% -               

(17,690,553) (17,660,230) (30,323) (18,345,174) (18,344,849) (325) (104%) (104%) (1%)

17,660,230          17,660,230          -                      18,344,849          18,344,849          -                      104% 104% -               

(115,529,973) (91,447,614) (24,082,359) (116,907,719) (93,489,639) (23,418,080) (101%) (102%) (97%)

91,447,614          91,447,614          -                      93,489,639          93,489,639          -                      102% 102% -               

令和８年度当初予算 会計別・事業別一覧表（県土整備部）

特 別 会 計
【 港 湾 整 備 事 業 】

令和７年度
当初予算　Ａ

令和８年度
当初予算　Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

１ 会計別総括表　　　

令和８年度
当初予算　Ｂ

令和７年度
当初予算　Ａ

企 業 会 計
【 流 域 下 水 道 事 業 】

一 般 会 計

２ 事業別総括表 （一般会計）

対前年度比
Ｂ／Ａ区　　分

合　　計

合　　計

公
 

共
 

事
 

業

県 単 公 共 事 業

災 害 復 旧 事 業

小　　計

計

受 託 公 共 事 業

国 補 公 共 事 業

直 轄 事 業

その他事業
（非公共事業）

－
県
土
整
県
土
整
備
部
9



３ 主な事業別明細表（一般会計） （単位：千円）

通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等 通常分 国土強靱化等

(15,141,194) (10,357,694) (15,023,801) (9,059,028) (94%) (99%) (87%)

15,141,194 - 15,023,801 - 99% 99% - 

(5,718,027) (7,107,349) (5,645,363) (7,680,649) (104%) (99%) (108%)

5,718,027 - 5,645,363 - 99% 99% - 

(2,515,906) (1,933,100) (2,511,700) (1,695,000) (95%) (100%) (88%)

2,515,906 - 2,511,700 - 100% 100% - 

(1,358,622) (376,198) (1,871,310) (614,466) (143%) (138%) (163%)

1,358,622 - 1,871,310 - 138% 138% - 

272,996 - 272,996 - 100% 100% - 

(25,006,745) (19,774,341) (25,325,170) (19,049,143) (99%) (101%) (96%)

25,006,745 - 25,325,170 - 101% 101% - 

(10,961,506) (2,526,836) (10,238,006) (2,574,503) (95%) (93%) (102%)

10,961,506 - 10,238,006 - 93% 93% - 

(2,158,177) (1,750,859) (2,138,177) (1,788,970) (100%) (99%) (102%)

2,158,177 - 2,138,177 - 99% 99% - 

(13,058) - (13,058) (5,139) (139%) (100%) (皆増)

13,058 - 13,058 - 100% 100% - 

(13,132,741) (4,277,695) (12,389,241) (4,368,612) (96%) (94%) (102%)

13,132,741 - 12,389,241 - 94% 94% - 

9,195,989 - 10,227,281 - 111% 111% - 

18,149,506 - 18,944,006 - 104% 104% - 

394,617 - 394,879 - 100% 100% - 

27,740,112 - 29,566,166 - 107% 107% - 

(65,879,598) (24,052,036) (67,280,577) (23,417,755) (101%) (102%) (97%)

65,879,598 - 67,280,577 - 102% 102% - 

(89,931,634) (90,698,332)

65,879,598

10,961,506

2,158,177

(13,058)

13,058 

67,280,577

9,195,989 

18,149,506 

27,740,112 

(3,909,036) (3,927,147)

394,617 

13,132,741 12,389,241

(16,757,853)

(18,197)

13,058 

29,566,166 

18,944,006 

394,879 

10,227,281 

(2,485,776)

2,138,177

(17,410,436)

10,238,006

(13,488,342) (12,812,509)

計

(4,449,006) (4,206,700)

2,515,906 2,511,700

25,325,170

(44,781,086) (44,374,313)

25,006,745

港湾海岸事業

都市計画事業

272,996272,996

(1,734,820)

1,358,622 1,871,310

対前年度比
Ｂ／Ａ

道 路 事 業

河川砂防事業

令和７年度
当初予算　Ａ

区　　　　　　　　分
令和８年度

当初予算　Ｂ

国
補
公
共
事
業

住 宅 事 業

(25,498,888) (24,082,829)

15,141,194 15,023,801

(12,825,376) (13,326,012)

5,718,027 5,645,363

合　　　計

直
轄
事
業

道 路 事 業

河川砂防事業

公 園 事 業

計

計

県
単
公
共
事
業

建 設

維 持

調 査 等

－
県
土
整
県
土
整
備
部
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（単位：千円）

(15,432,606) (15,525,347) (101%)

15,432,606           15,525,347           101%

(15,052,101) (15,524,866) (103%)

15,052,101           15,524,866           103%

(380,505) (481) (0%)

380,505               481                     0%

(423,771) (114,407) (27%)

423,771               114,407               27%

(11,581,865) (12,706,713) (110%)

11,309,390           11,714,463           104%

(12,165,585) (13,311,099) (109%)

11,893,110           12,318,849           104%

(9,170,719) (10,021,325) (109%)

             8,898,244              9,029,075 101%

(272,475) (992,250) (364%)

                        -                         -                         -

(△583,720) (△604,386) (104%)

△ 583,720 △ 604,386 104%

※資本的収支差604,386千円は、損益勘定留保資金で補填します。

※ 各表の令和７年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和６年度１２月補正予算その２および２月補正予算その１計上額を合算しています。

※ 各表の令和８年度当初予算の各欄の（　　）書きは、国の補正予算に係る令和７年度１２月補正予算その２および２月補正予算計上額を合算しています。

※ 各表の令和７年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を含めた国の補正予算に係る令和６年度１２月補正予算その２および２月補正

予算その１計上額を示しています。

また、令和８年度当初予算の「国土強靱化等」欄は、国の「第１次国土強靱化実施中期計画」を含めた国の補正予算に係る令和７年度１２月補正予算その２および２月補正予算計上額を示して

います。

※ 「１ 会計別総括表」の「企業会計【流域下水道事業】」欄は、「４ 企業会計（流域下水道事業）の概要」の収益的支出および資本的支出の合計を示しています。

うち、建設改良費

うち、国土強靱化
等

資本的収支差
 (ｳ)-(ｴ)

収益的収入 (ｱ)

収益的支出 (ｲ)

収益的収支差
 (ｱ)-(ｲ)

純損益（税抜き）

資本的収入 (ｳ)

資本的支出 (ｴ)

４ 企業会計（流域下水道事業）の概要

令和７年度
当初予算

Ａ

令和８年度
当初予算

Ｂ

対前年度比
Ｂ／Ａ

－
県
土
整
備
部

１
０

－
－

県
土
整
備
部

１
０

－
－

県
土
整
県
土
整
備
部
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県土整備部 令和８年度当初予算調製にあたっての基本的な考え方

切迫する南海トラフ地震や激甚化・頻発化する風水害等の被害を軽減するための対策や

下水道等インフラの老朽化対策等を推進するため、生産性向上や効率化のためのデジタル

化及び脱炭素社会の実現に向けたグリーン化の観点を取り入れつつ、次の３点を柱に、労

務単価及び資材価格の高騰をふまえて必要な公共事業予算を確保し、国土強靱化等補正予

算と合わせて切れ目なく取組を進め、事業の着実な進捗を図ります。

（施策推進の３本柱）
１ 強靱な県土づくりの強力な推進
予防保全型のインフラ老朽化対策の推進、気候変動をふまえた事前防災対策の加速化、
流域治水の推進、住宅耐震化の促進、河川・海岸堤防等の耐震化、「命の道」となる道路の
整備、緊急輸送道路の機能確保、道路啓開の迅速化、港湾施設の機能確保、放置船対策、
下水道施設の耐震化、大規模災害に備えた災害対応力の向上、デジタル化の推進

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化
安全で快適な道路空間づくり、交通安全対策、脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現、
盛土等による災害への対策、良好な住環境の実現

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進
産業の活性化や生産性の向上等に資する道路整備、地域の賑わい創出のための道路空間再編、
花とみどりの三重づくり基本計画に基づく取組の推進、道路空間のグリーン化、
防災機能等を備えた都市公園の整備、県産木材の利用推進、観光誘客の促進に向けた取組

（公共事業の的確な推進）
建設産業活性化に向けた取組

（担い手の確保、労働環境の改善、生産性の向上、企業の安定経営に向けた対応）



県
土
整
備
部
13

令和８年度当初 公共事業予算（県土整備部所管分）
一般会計
（災害復旧・受託公共事業を除く）

県土整備部
県土整備総務課 電話2655

※ 国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和３～７年度）の初年度につい

ては令和２年度補正予算、２年目は令和３年度補正予算、３年目は令和４年度補正予算、

４年目は令和５年度補正予算、５年目は令和６年度補正予算において措置されています。

※ 令和３年度当初には令和２年度２月補正予算を、令和４年度当初には令和３年度１月補正予

算を、令和５年度当初には令和４年度１月補正予算を、令和６年度当初には令和５年度１２月

補正予算及び令和５年度２月補正予算を、令和７年度当初には令和６年度１２月補正予算及

び令和６年度２月補正予算を、令和８年度当初には令和７年度１２月補正予算及び令和７年

度２月補正予算を含んでいます。

※ 数値は四捨五入によるため、内訳と合計が一致しないこと等があります。

（１） 通常分/国土強靱化分別 （２） 事業別内訳

河川改修で川幅を拡げたことにより、水位低下が図られ、
浸水被害発生リスクが軽減

効果事例集
はこちら

国土強靱化
５か年加速化対策

（単位：億円）

予
算
額

（単位：億円）

予
算
額

暮らしに身近な課題等に対応するため、県単で19億円増額

○労務単価及び資材価格の高騰をふまえて必要な公共事業予算を確保し、国土強靱化等補正予算と合わせて
切れ目なく取組を進め、事業の着実な進捗を図る

201 217 248 259 277 296

184 180
190 184 174 168

415 398 358
435 448 444

800 795 795
879 899 907

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

県単 直轄 国補

577 591 647 649 659 673

223 204 148
229 241 234

800 795 795
879 899 907

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度

通常分 国土強靱化分等

(101%)
+8

+19

第１次
国土強靱化
実施中期計画

対策中 対策後

二級河川員弁川 河川改修事業 （桑名市）

https://www.pref.mie.lg.jp/KEIMACHI/HP/000125281_00002.htm
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○老朽化の進行に起因する事故の発生や機能停止を未然に防止するため、メンテナンスサイクルを着実に実施

するとともに、インフラの老朽化対策を推進

県土整備部
道路管理課 電話2677
道路建設課 電話2630

（２） インフラの老朽化対策の推進（１） メンテナンスサイクルの着実な実施

(R1～R5)

(H26～H30)

2巡目点検

1巡目点検

●１巡目点検において、対策が必要と判定された道路橋の修繕が
ほぼ完了

●２巡目点検における修繕は、計画的に実施中

【道路橋修繕完了率（R６年度末）】

99%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（１）予防保全型のインフラ老朽化対策の推進（道路分野）

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

1 0 年後

令 和 ７ 年 ４ 月 時 点 令 和 1 ７ 年 ４ 月 時 点

1 , 3 4 6 橋
３ ２ ％

建 設 後
5 0 年 以 上

2 , 1 5 2 橋
５ １ ％

建 設 後
5 0 年 未 満

2 , 0 3 9 橋
４ ９ ％

2 , 8 4 5 橋
６ ８ ％

◆ 老朽化対策の推進

損傷事例（高欄） 対策事例

◆点検における新技術の活用

従来点検（道路橋点検） 新技術

ドローンに
よる点検

道路交通規制有り 道路交通規制無し

４,１９１橋のうち建設後５０年を経過する橋梁は全体の約５割を占める。
１０年後にはこの割合が６割を超える等、急速に老朽化が進展する
見込み

◆ 三重県の管理状況（道路橋）

定期点検により対策が必要と判定された施設で修繕を実施

点検時の県民生活への影響を最小限とし、限られた予算・人材で
生産性の向上をめざす
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○進行するインフラ老朽化に伴う災害耐力の低下に対応するため、予防保全型メンテナンスへの本格的な転換に

   向けた計画的・集中的な修繕等によるインフラ老朽化対策を実施

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（１）予防保全型のインフラ老朽化対策の推進（流域分野）

県土整備部
河川課 電話2679
防災砂防課 電話2697
港湾・海岸課 電話2690

（２） 各管理施設の修繕（１）点検

各管理施設において、
劣化・損傷の程度を
把握するために定期
点検を実施

排水機場の点検

海岸保全施設の点検

江川排水機場（伊勢市）

河川メンテナンス事業

主ポンプの整備

宮川ダム（大台町）

ダムメンテナンス事業（減勢工改良）

通信設備改良

◆河川管理施設 ◆砂防関係施設

◆海岸保全施設

別名地区急傾斜（いなべ市）

砂防メンテナンス事業
急傾斜の修繕(法枠内土砂流出)

べつみょう

鵜殿港海岸(紀宝町）

海岸保全施設メンテナンス事業

津波防災ステーション施設更新
（通信施設・動力施設）

う ど の
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県土整備部
下水道事業課 電話2725

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（１）予防保全型のインフラ老朽化対策の推進（下水道）

全国特別重点調査や定期的な点検、調査の判定結果を

ふまえ、改築・更新を実施

腐食箇所

現状 更新後（イメージ）

(高効率型の脱水機を採用)

マンホール点検状況

北部浄化センター
（老朽化した汚泥脱水機）

管路点検状況

白山幹線
（下水道管路腐食状況）

（２）管路・マンホールの対策（１）処理場・ポンプ場の対策

機械設備点検状況 電気設備点検状況

現状 更新後
（イメージ）

補強層
既設管

被覆材

基材
（環状不織布）

定期的な外観調査や分解調査、内部調査を実施し、

状態や使用年数に応じ、改築・更新を実施

○老朽化の進行が見込まれる流域下水道施設について、計画的な点検、調査を行い、必要な改築・更新を

実施することにより施設の健全性を維持
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県土整備部
河川課 電話2679
防災砂防課 電話2697
港湾・海岸課 電話2690

洪水被害から県民の生命と財産を守るため、河道掘削、

堤防整備、堤防強化、耐震対策、ダム整備等の河川管理

施設の整備を推進

（１） 河川改修、ダム整備、河川整備計画の見直し

○ 気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害に備え、事前防災対策を加速化し、流域治水を推進

令和10年度完成予定

河 川 改 修

令和８年度完成予定

（２） 砂防関係施設整備

土砂災害から要配慮者利

用施設、避難所、人家、

公共施設等を保全するた

め、砂防えん堤や急傾斜

地崩壊防止施設等の整

備を推進

（３） 海岸保全施設整備

強い台風による高潮や大

規模地震による津波が

想定されるため、海岸保

全施設の高潮対策や堤

防を粘り強い構造とする

津波対策を推進

令和８年度完成予定

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（２）気候変動をふまえた流域治水の推進

ダ ム 整 備

完成イメージ

完成イメージ

川上２地区急傾斜（度会町）

宇治山田港海岸（伊勢市）

海岸堤防の嵩上げと粘り強い構造化
鳥羽河内ダム（鳥羽市）三滝新川（四日市市）

令和８年度

安濃川、岩田川、員弁川（R８新規）において、

気候変動をふまえた河川整備計画の見直しを推進
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○緊急浚渫推進事業を活用し、毎年の堆積量を上回る量の撤去を官民で連携して実施

要撤去

約３１０万m3

令和３年度まで

（注３）平成３０年度末現在の堆積量

40万m3 12％

21％

29％

65万m3 

令和４年度

令和５年度

91万m3

（注３）

◆ 堆積土砂撤去の進捗状況

令和６年度
120万m3

39％

対策例

海蔵川（四日市市） 撤去前 撤去後

令和７年度見込み
143万m346％

◆ 令和８年度 堆積土砂撤去量（見込み）

（注１）：過去の調査結果から推定される堆積量

計43万m3

△20万m3

15万m3
22万m3

毎年の
堆積量

堆
積
量
の
減
少

（注１）

27万m3

17万m3

31万m3

計46万m3
計49万m3

26万m3

民間砂利採取
県河川事業

15万m3

30万m3

計45万m3

R４年度
撤去量
（実績）

R５年度
撤去量
（実績）

R６年度
撤去量
（実績）

R７年度
撤去量
（見込み）

R８年度
撤去量
（見込み）

（注２）：令和3年度までの累積撤去量

撤去量＝各年度撤去量
  － 毎年の堆積量

年度 R3年度まで R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

撤去量 16万m3 25万m3 26万m3 29万m3 23万m3 19万m3

累積撤去量 40万m3 (注2) 65万m3 91万m3 120万m3 143万m3 162万m3 

（４）河川堆積土砂の撤去

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（２）気候変動をふまえた流域治水の推進

令和８年度見込み
162万m352％

計39万m3

15万m3

24万m3

県土整備部
河川課 電話2682

かいぞう
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○緊急浚渫推進事業を活用し、毎年の堆積量を上回る量の撤去を計画的に実施

（注２）：令和２年度までの調査による堆積量

R4年度
撤去量
（実績）

R5年度
撤去量
（実績）

毎年の
堆積量

(注１）：過去の調査結果から推定される堆積量

堆
積
量
の
減
少

15万m3

12万m3

（注１）

△3万m3

要撤去

約１８０万m3

（注２）

6％

11％

18％

令和３年度まで 11万m3

令和４年度 20万m3

令和５年度 32万m3

対策例

◆ 令和８年度 堆積土砂撤去量（見込み） ◆ 堆積土砂撤去の進捗状況

14万m3

R6年度
撤去量
(実績)

24％ 令和６年度 43万m3

後谷川（いなべ市） 撤去前 撤去後

15万m3

令和７年度見込み 55万m3

R7年度
撤去量
(見込み)

30％

撤去量 ＝ 各年度撤去量
－ 毎年の堆積量

年度
R3年度
まで

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

撤去量 11万m3 9万m3 12万m3 11万m3 12万m3 8万m3

累積撤去量 11万m3 20万m3 32万m3 43万m3 55万m3 63万m3

（５）砂防ダム堆積土砂の撤去

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

11万m3

R8年度
撤去量
(見込み)

35％ 令和８年度見込み 63万m3

（２）気候変動をふまえた流域治水の推進
県土整備部
防災砂防課 電話2705

うしろだに
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○ 住宅の耐震化を促進するため、木造住宅の耐震診断、耐震補強設計、耐震補強工事、除却等を支援

住宅の耐震化率
（三重県）

現状

89.1％（令和5年）
【珠洲市】

能登半島地震における住宅被害

【輪島市】

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（３）住宅耐震化の促進

住宅耐震化事業補助実績

●直接死の多くが建物の倒壊による「圧死」

●倒壊した家屋等が避難、救助・復旧活動

   を阻害

能登半島地震による

「気づき」

人命・財産を守るためには、住宅の耐震化の促進が必要

より一層、耐震化を進めるために・・・

◼拡充した住宅耐震化事業補助金を継続

＜耐震診断＞

市町
2.0625
万円

県
2.0625
万円

国
4.125万円

⚫ 県内定額、自己負担なし

補助金額8.25万円（定額）

R７から増額 ＜耐震補強工事＞

自己負担

112.5万円

市町
50万円

県
50万円

国
57.5万円

補助金額157.5万円（上限）

⚫ 工事費270万円（R6中央値）の場合

R６.６補正で増額

＜耐震補強設計＞

◆一般的な設計

自己負担

17万円

市町
9万円

県
9万円

補助金額18万円（上限）

⚫ 設計費35万円（R６中央値）の場合

◆精密診断法による設計
⚫ 設計費34万円（R６中央値）の場合

県
8万円

市町
8万円

自己
負担
なし

市町
9万円

県
9万円

補助金額34万円（上限）

補助上乗せ16万円（上限）

「耐震性のない空き家」の除却を促進

⚫ 令和８年度から「耐震性のない空き家」の除却補助金の

県補助上限額（51,750円／戸）を10万円／戸に増額

拡充後

自己負担

160万円

市町
10万円

県
10万円

国
20万円

最大 40万円

40万円

（イメージ）除却工事費200万円の場合

現 行

自己負担

179.3万円

市町
5.175

万円

県
5.175

万円

国
10.35
万円

最大 20万７千円

20万7千円

R８から増額

R６.６補正で拡充

能登半島地震を
機に耐震化への
関心が高まる

金物補強 筋交い補強
令和５年度～７年度の補助件数実績（戸）
※令和７年度は12月末時点

■

県土整備部
住宅政策課 電話2720
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（１） 河川・海岸堤防の耐震対策

○地震、津波による浸水被害を軽減するため、海抜ゼロメートル地帯における堤防や、河口部の大型水門・樋門等

の耐震化を推進

（２） 河口部の大型水門・樋門等の耐震対策

大規模地震が発生した際

に、津波や高潮による浸

水被害が長期化するリス

クが高い県北部の海抜ゼ

ロメートル地帯において、

河川堤防、海岸堤防の耐

震対策を推進

大規模地震が発生した際

に、門柱等が損傷し、ゲー

ト操作ができない等のリス

クがある河口部の大型水

門・樋門等について、耐震

対策を推進

大型水門の耐震対策

県土整備部
河川課 電話2679
港湾・海岸課 電話2690

海岸堤防の耐震対策

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（４）河川・海岸堤防等の耐震化

河川堤防の耐震対策

木曽川

内容確認：

鍋田川（木曽岬町） 大堀川防潮水門（伊勢市・明和町）

城南第一地区海岸（桑名市）
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○救助・救急活動や人員・物資輸送等を迅速に行うため、災害に強い高規格道路等の整備を推進

E42

紀宝IC

熊野IC(仮)

尾鷲北IC

尾鷲南IC

熊野大泊IC

伊勢IC

大宮大台IC

紀勢大内山IC

紀伊長島IC

勢和多気JCT

御浜IC(仮)

新宮北IC

H18.3 開通
延長13.4km

H26.3 開通
延長21.2km

H21.2 開通
延長10.4km

H25.3 開通
延長10.3km

R3.8 開通
延長5.4km

H25.9 開通
延長18.6km

紀宝熊野道路

熊野道路

高速道路等

高規格道路

一般国道

事業中

凡 例

半島地形である三重県南部の沿岸エリア

新宮紀宝道路

R6.12 開通
延長2.4km

③

①
42

イメージ図

道路の嵩上げにより
津波リスクを回避

④

③ ①

42

熊野道路 6.7km紀宝熊野道路15.6km

紀宝
鵜殿IC

紀宝IC

紀勢線がつながることでリダンダンシーを確保

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（５）「命の道」となる道路の整備

②

②

①伊勢志摩連絡道路(磯部BP)

令和7年3月23日供用開始

至志摩市街

至鳥羽市

②県道御浜紀和線（柿原）

令和7年5月30日供用開始

至国道311号

至国道42号

③新宮紀宝道路

令和6年12月7日供用開始

至新宮市

至紀宝町

至志摩市

②伊勢志摩連絡道路（五知～白木）

令和7年度新規事業化

至鳥羽市

①熊野道路

至新宮市

至尾鷲市

③国道260号船越BP

令和8年度供用予定至志摩市

至紀北町

④国道260号東宮河内

令和9年度供用予定

至志摩市

至紀北町

県土整備部
道路企画課 電話3016
道路建設課 電話2630

至志摩市
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○ 災害発生時の輸送機能を確保するため、緊急輸送道路における橋の落橋防止や倒壊対策、洪水で橋が流され

ない対策、道路の土砂崩れ防止対策を推進

（１） 橋の落橋防止や倒壊対策

（４） 道路の土砂崩れ防止対策（盛土）

大規模地震の際に、損傷に

よる長期間の通行止めを防

ぐため、損傷が限定的なも

のに留まり速やかに機能回

復ができるよう、橋の落橋防

止、橋脚補強対策を推進

能登半島地震では、高盛

土で大きな被害が数多く発

生したため、高盛土及び地

山傾斜地等の水の集まり

やすい地形の盛土におい

て対策を推進

国道１６７号 （志摩市）

（３） 道路の土砂崩れ防止対策（法面）

激甚化、頻発化する豪雨や、

大規模地震の際に、崖崩れ

による道路交通への影響を

抑えるため、斜面をコンクリー

ト製の枠等で固定する対策を

推進

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（６）緊急輸送道路の機能確保

盛土変状による舗装のひび割れ状況
国道311号 （尾鷲市）国道311号湊川橋 （熊野市）

（２） 洪水で橋が流されない対策

渡河部の橋梁について、

豪雨時の洪水や流木の衝

撃等による橋の流失を防

止するため、架け替えによ

り橋脚数の少ない構造形

式に変更する流失防止対

策を推進
橋脚数を3本から1本に変更

県土整備部
道路建設課 電話2672
道路管理課 電話2677

主要地方道松阪久居線須賀瀬大橋（津市）
す が せ
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県土整備部
建築開発課 電話2752
都市政策課 電話2706 

○緊急輸送道路を閉塞するおそれのある避難路沿道建築物の耐震化への支援及び無電柱化の推進

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（６）緊急輸送道路の機能確保

建築物等の倒壊や倒壊等によ

る道路の閉塞は、死傷者の発

生要因になるほか、消火・救

助・避難や緊急物資の輸送の

障害になるため、避難路沿道

建築物の耐震化を促進

（５） 避難路沿道建築物の耐震化

※国･県は市町への間接補助（補助対象となる経費には限度額あり）
公費負担割合は市町の補助する額によって変動

事業者

４/15

地方補助金1/3

国
1/2

県
1/6

市町
1/6

事業者

1/6

公費負担 83.3％

国補助金1/2 地方補助金1/3

補強設計補強設計

国
1/2

県
1/4

市町
1/4

公費負担 100％

国補助金1/2 地方補助金1/2

耐震診断耐震診断

耐震改修耐震改修

国補助金2/5

国
2/5

市町
1/6

県
1/6

公費負担 73.3％

令和６年能登半島地震

耐震補強材

【松阪市】

【四日市市】

【耐震改修等県内実績】

（６） 市街地等の無電柱化の推進

電柱倒壊による社会的影響が

大きい市街地等の緊急輸送道

路において、道路閉塞を未然

に防ぎ、大規模災害時の被害

を軽減するとともに、救急救

命・復旧活動に必要な交通機

能を確保するため、無電柱化を

推進

令和６年度無電柱化完了

令和８年度

市街地等の緊急輸送道路５区間で無電柱化を実施

電線類地中化（電線共同溝整備）

都市計画道路外宮度会橋線（伊勢市）

都市計画道路外宮常磐線（伊勢市）

整備前 整備後

耐震改修後

建替後 建替前
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県土整備部
施設災害対策課 電話2674

くしの歯ルート STEP1
STEP2
STEP3

山側道路啓開ルート候補路線

凡例

南海トラフ地震が発生すると
三重県では、くしの歯ルートの
約450橋で橋梁段差が発生する恐れ

（１） 道路啓開計画の見直し （２） 災害応急資材の確保

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（７）道路啓開の迅速化

出典：土木学会調査報告書

円滑な資材運搬のため、
組合員の車両の緊急通行車両等の
事前確認手続きの促進

砕石工場

被災現場

◆道路啓開ルート候補路線図

○道路法改正に伴い法定化された道路啓開計画の見直しや災害応急資材の確保を推進

道路啓開計画の策定が
法定化（R７.４）

道路法の改正

中部版「くしの歯作戦」を基
礎に南海トラフ地震を対象
に計画策定（R８.３予定）

中部道路啓開計画

東日本大震災を受けて平成
24年度に、沿岸部での津波
被害を想定し高速道路等の
広域支援ルート(STEP1)や、沿
岸部アクセスルート(STEP2) 、
沿岸沿いルート(STEP3)の道
路啓開計画として策定（毎年
更新）

中部版「くしの歯作戦」

関係機関との連携を強化し
より実効性のある計画に
定期的に見直し

直下型地震を対象に計画
策定（R９.３予定）

三重県道路啓開計画

砕石工業組合との協定により優先供給

段差解消のため大量の砕石が必要
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県土整備部

港湾・海岸課 電話2691

◆大規模地震時の港湾機能の確保

耐震強化岸壁の改修により、大規模地震時の港湾機能を確保

耐震強化岸壁改修事業

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（８）港湾施設の機能確保

「三重県地域防災計画」に位置づけのある耐震強化岸壁は８箇所あり、平成２３年度までにすべて整備済。

防災能力保持のための改修として、令和５年度に長島港耐震強化岸壁に接続する緊急輸送道路を跨ぐ臨港道路（橋梁）の

耐震補強を完了。

現在、鳥羽港耐震強化岸壁において、現行の耐震基準に適合させるための補強工事を進めており、令和８年度は引き続き

進捗を図る。

津松阪港

鳥羽港

浜
島
港

吉
津
港

長
島
港

尾
鷲
港

鵜殿港

四日市港

令和5年度完成

臨港道路（江ノ浦大橋）
耐震補強事業

耐震強化岸壁

耐震強化岸壁位置図

緊急輸送道路

緊急輸送道路を跨ぐ橋梁の耐震補強を実施済
物資輸送機能の向上を図る。

◆ 大規模地震時の緊急輸送路の確保

長島港中ノ島地区

鳥羽港中之郷地区

○大規模地震時の海上輸送機能を確保するため、耐震強化岸壁等の改修を推進
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県土整備部

港湾・海岸課 電話2691

○津波、高潮、洪水等における放置船が要因となる二次被害や油流出による環境等への影響を抑制するため、
放置船対策を推進

（１） 放置船対策推進会議の設置

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（９）放置船対策

（２） 一般海域における条例の制定 （３） 放置船の代執行等による撤去

広域的、かつ地域の実情をふまえた放置船対

策を検討するため、地域ごとに、各水域管理者

や関係機関と連携した放置船対策推進会議を

設置し、地域全体で放置船の解消や発生抑制

をめざす

一般海域においては、放置船に関する法令が

整備されていないため、令和８年度中の制定を

予定している条例により放置船の解消をめざす

浜島港の港湾区域内において、令和６年度か

ら令和７年度には30隻の放置船を撤去

令和８年度には７隻の放置船を撤去予定

地域ごとの放置船対策推進会議

中勢地区

伊勢・鳥羽地区

志摩・南伊勢地区

東紀州地区

一般海域
再エネ海域
利用法

河川法

港湾法
漁港法

海岸法 海岸法

◆「三重県一般海域等管理条例（仮称）」に
おける放置船に関する規定（案）

R6～R7 実施

R8 実施予定

北勢地区

〇禁止行為
指定された区域に船舶等を放置しては
ならないことを規定

〇放置船等の措置
所有者の有無にかかわらず、放置された
船舶等に対する撤去命令や代執行等を規定

〇罰則
禁止行為等に違反した場合、
拘禁刑または罰金刑に処することを規定
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防水扉設置

浸水深（津波）
GL+1.2m

（２） 施設浸水対策

津波、河川氾濫によって想定される浸水が生じた時でも

処理場・ポンプ場の機能が確保できるよう耐水化を推進

県土整備部
下水道事業課 電話2725

（１）地震対策

○ 強靱で持続可能な流域下水道を構築するため、地震対策・施設浸水対策を推進

（１） 地震対策

下水道システムの急所となる施設 （その施設の機能を失えば、システ

ム全体が機能を失う最重要施設）の耐震化等を計画的・集中的に推進

②ポンプ場

最初沈殿池

①下水処理場

内 ： 急所となる流域下水道施設の耐震化率（令和７年度末見込み）

①下水処理場

72％

避難所、
県・市庁舎等
（重要施設）

急所施設（県）

75％

③幹線管路

94％
②ポンプ場

◆流域下水道における急所施設

耐震化を優先する

管路等（市町）

連携

● ： 上水道施設

● ： 下水道施設

流域下水道と

市町公共下水道との

接続点

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（10）下水道施設の耐震化

三渡川ポンプ場

（建物耐震診断）

北部浄化センター

（最初沈殿池の耐震補強） 志登茂川浄化センター

（ポンプ機械棟の耐水化）

宮川浄化センター（スクリーンポンプ棟の耐水化）

防水扉設置
浸水深（津波）
GL+2.6m

浸水深（津波）
GL+2.6m

防水扉設置

みわたり

し と も
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県土整備部
施設災害対策課 電話2674

○大規模災害に備え、関係機関と連携した実動訓練の充実やデジタル技術の活用を拡大

（２） デジタル技術の活用

◆ 関係機関と連携した実動訓練

（１） 実動訓練の充実

デジタル技術を活用して災害復旧を迅速化

◆ ドローンやスマートフォンの撮影データを３次元点群化
⇒ 図面作成の迅速化や災害査定に利用

令和６年国災第２号（一級河川野田川）

75030003000750
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不安定土塊

断面図の作成
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FH=

DHWL

LWL

1:0.5

1:0.4

1:1.5
1:
1.
0

K

K
断面図の作成

応急工事の実施

机上査定で利用

実践的な訓練を実施し、災害対応力を向上

建設業団体と連携し、実践的な

訓練と情報伝達訓練を実施

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（11）大規模災害に備えた災害対応力の向上

◆県の排水ポンプ車を活用した
操作訓練

◆ タブレットを用いたペーパレス査定の実施

査定の様子 タブレット画面

令和６年国災第３号（一般県道玉城南勢線）

内容確認：

三重県建設業協会災害対応実動訓練

排水ポンプ車の操作訓練

改良土のう積工

放置車両の移動訓練段差解消訓練

令和7年12月追加配備車両
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災害時の異常検知

１ 強靱な県土づくりの強力な推進

（12）デジタル化の推進

県土整備部
道路企画課 電話2739
道路管理課 電話2675
下水道事業課 電話2725
河川課 電話2682
港湾・海岸課 電話2691
防災砂防課 電話2705

（２）下水道管路台帳のデジタル化

（１） 道路観測カメラの拡充 （３） 流域分野等のデジタル化

○公共土木施設管理の強化・効率化に向けた道路観測カメラの拡充や、下水道管路台帳のデータベース化の推進、

   流域分野の各区域図のデータ化・オープン化の推進

◆下水道管路台帳のデータベース化の推進
下水道管路の施設情報や維持管理情報等について、地理情報システ

ム（GIS)を基盤としたデータベースで管理し、業務の効率化を推進

■施設情報
構造、 内径、 延長、
材質、 設置年 等

■更新計画情報
点検／調査計画、
更新計画年度 等

■維持管理情報
点検／調査日、
状態、 修繕履歴 等

■ファイリングデータ
図面、 写真、 動画、
計測記録 等

≪下水道管路台帳システムイメージ≫

（１） 道路等の観測体制の整備

交通量の常時観測

主要渋滞箇所

観光地

ICアクセス道路等

災害時の異常検知

緊急輸送道路等

冠水危険箇所

積雪危険箇所

◆道路観測カメラの設置
令和８年度末：100箇所（令和７年度末：９１箇所）

（簡易型河川監視カメラ等の設置）
水防活動や住民の適切な避難行動を促すため、簡易型河川監視
カメラ等を102箇所に設置し、洪水時のリアルタイムな情報を発信

河川区域・砂防指定地・海岸保全区域・港湾区域の

図面をデータ化・オープン化

（各デジタルデータ）

令和６～７年度に県内全ての

県管理道路の道路台帳附図を

データ化・オープン化

（道路台帳附図のデータ化・オープン化）

◆流域分野の各区域図のデータ化・オープン化

誰でもどこからでも
自由に閲覧可能

QR コードAI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。
テキストAI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

https://experience.arcgis.com/experience/bf0e281Ab2454d0b89414ddf0c746fa2
https://experience.arcgis.com/experience/bf0e281Ab2454d0b89414ddf0c746fa2
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（１）安全で快適な道路空間づくり
県土整備部
道路管理課 電話2675

○安全な通行空間や快適な生活空間の確保、効果的な雑草対策を推進するとともに、魅力ある地域づくりに向けて

    地域と協働の道づくり等身近な課題への対策を推進

（２） 効果的な雑草対策（１） 安全な通行空間や快適な生活空間の確保

・ トンネル照明のＬＥＤ化

（３） 地域と協働の道づくり

魅力あるまちづくりのため、より一層参加しやすい自治会委託や
道路美化ボランティア制度のさらなる見直しにより、地域住民・
民間団体等との協働・連携を推進

快適で安全な道路環境の確保とコスト縮減の両立を図るため、
現地条件等に応じた雑草対策を推進

・ 橋梁の補修

・ 区画線の引き直し

・ 道路パトロール

・主な対策事例 ・新技術試行中

・ 舗装修繕 ・ 側溝整備

道路の巡回、清掃、除草、樹木剪定、除雪及び

橋梁、トンネル、舗装、法面等道路施設の点検・

補修を実施し、道路の維持管理を推進

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化

防草シール

張コンクリート

対策後

対策後

対策前

対策前

内容確認：

カバープランツ

ラバーチップによる除草

ガードパイプ支柱

穴ぼこ補修 障害物撤去

美化ボランティア ふれあいの道自治会等除草委託
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（２）交通安全対策

県土整備部
道路建設課 電話2630
道路管理課 電話2677
都市政策課 電話2706

○ 「通学路交通安全プログラム」に基づく対策箇所や生活道路において、関係者と連携しながらスピード感をもって
交通安全対策を推進

（１） 通学路における安全対策 （２） 生活道路における安全対策

市町ごとに策定した「通学路

交通安全プログラム」に

基づき、教育委員会や学校

関係者、県警察等と連携し、

対策を推進

最高速度30ｋｍ／ｈの区域規制と物理的デバイスの適切な

組合せにより、交通安全の向上を図る区域を「ゾーン３０プラス」

として設定し、道路管理者と警察が緊密に連携し、地域住民等

との合意形成を図りながら、生活道路における人優先の安全・

安心な通行空間を整備

令和８年度

歩道整備 34箇所、あんしん路肩 ９箇所で実施

※国土交通省ＨＰより

路面標示

※市道

スムーズ横断歩道

※町道 ※市道

狭さく

カラー舗装

※市道

※市道

令和８年度

菰野町の朝上地区、菰野地区を「ゾーン３０プラス」に設定

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化

あんしん路肩歩道整備合同点検

防護柵 カラー舗装車止め 交差点ハンプ
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○ 住宅の脱炭素化と良質な住環境の促進を図るため、ＺＥＨ（「ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス」の略）の建設及び
購入に対する支援を実施

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、日本でのエネ

ルギー消費量の約３割を占める建築物分野における脱炭

素化への取組が急務

（１）住宅の脱炭素化（ＺＥＨの促進）

（３）脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現

【出典：国土交通省ＨＰより】

民間（個人等）
2,980万円

県
１/２
10万円

市町
１/２
10万円

補助金額10万円（上限）

ＺＥＨまたはＺＥＨを上回る性能の住宅を建設または購入す

る者に対し、県は市町の補助金額の１／２以内かつ１０万

円を上限に補助を実施

高断熱化と高効率設備によって、大幅な省エネルギー化を

実現した上で、太陽光発電や蓄電池等を利用して、年間エ

ネルギーの消費量を収支ゼロとすることをめざした住宅

（イメージ）住宅建設費等3,000万円、市町の補助20万円の場合断熱工事 太陽光発電

ＺＥＨイメージ 【出典：経済産業省】

防災面の強靭性向上快適な住環境

温室効果ガス削減

③ ＺＥＨの導入効果

支援（補助）概要

① 現状・課題

② ＺＥＨ（ゼッチ）とは

エネルギー消費量・光熱費の削減

県土整備部
住宅政策課 電話2720

R８新規事業

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化
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（３）脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現

重要港湾（津松阪港、尾鷲港）の港湾脱炭素化推進計画に基づき、
取組を推進

内容確認：

（２）道路分野の脱炭素化

道路脱炭素化推進計画に基づき、取組を推進

道路分野は約２割を占める

出典：道路分野の脱炭素化政策集ver.2.0 （国土交通省）出典：道路分野の脱炭素化政策集ver.2.0 （国土交通省）

（３） 港湾の脱炭素化

散気装置の気泡を小さくして
送風機の風量を抑え、電力使用量
を削減（約４％)

太陽光発電施設の導入や、設備の高効率化、照明のＬＥＤ化により

化石燃料由来の電力使用量を削減

高効率機器の導入イメージ
（水処理施設機械設備更新工事）

更
新

太陽光発電施設の導入イメージ

（４）下水道施設の脱炭素化

事業者が太陽光発電施設を設置し、
県は電力を購入（ＰＰＡ方式）

太陽光発電施設の設置

雲出川左岸浄化センター

◆道路全体のグリーン化を支える道路空間の創出
太陽光発電施設の設置
・国道167号 磯部トンネル

◆低炭素な人流・物流への転換
自転車通行空間の確保
・国道42号

◆道路交通の適正化
交差点改良（右折レーン追加）による渋滞対策
・県道神戸長沢線 定五郎橋

◆道路のライフサイクル全体の低炭素化
トンネル照明のＬＥＤ化
・国道260号 相賀浦トンネル

右折レーンがなく
渋滞が発生

新交差点に
右折レーンを追加

整備前 整備後

整備前 整備後

路肩を拡幅して
自転車通行空間を確保

路肩

ナトリウム灯による
トンネル照明

トンネル照明をLED化
太陽光発電施設を設置

県土整備部
道路企画課 電話2739
道路建設課 電話2672
道路管理課 電話2677
港湾・海岸課 電話2691
下水道事業課 電話2725

○脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現に向けて、各分野において取組を推進

更
新

現状 更新後（イメージ）

ナトリウム灯具 ＬＥD灯具

港の照明のＬＥＤ化

津松阪港

尾
鷲
港

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化

整備前 整備後
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（４）盛土等による災害への対策
県土整備部
建築開発課 電話3087

○盛土等による災害から県民の生命・財産を守るため、盛土規制法に基づく規制区域を指定し、許可等制度を

運用するとともに、規制区域内の既存盛土等分布調査を実施

令和7年5月26日に県全域を

宅地造成等工事規制区域、

特定盛土等規制区域 の

いずれかの区域に指定

（１）盛土規制法に基づく規制区域の指定 （２）盛土規制法に基づく基礎調査（既存盛土等分布調査）

一定規模以上の盛土等を規制対象として

許可等制度を運用

おおむね５年ごとに、規制区域内における

①既存の盛土等の分布 ②安全性等
について調査を実施

②安全性把握の優先度評価
応急対策の必要性判断

県内全域を３地域に分け、
３か年で調査（業務委託予定）

①既存盛土等分布調査(※)

県全域を対象に
業務委託

(※)造成前後の地形データ等を収集し、標高等を比較して盛土を抽出

令和８年度 令和９年度～11年度

○盛土等を行う場合、災害防止のための許可基準に
適合するよう、 知事の許可が必要

○土地所有者等が盛土等を安全に保つ責務が発生

◆ 区域指定による規制の概要

盛土

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化
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（５）良好な住環境の実現
県土整備部
  下水道事業課 電話2725
住宅政策課 電話2720

○下水道事業において施設整備や市町との連携強化を推進するとともに、 安全で快適な住まいづくりに向け、
空き家対策への支援や県営住宅の計画的な改修を実施

（２） 下水道の広域化・共同化の推進

受入廃止

統合

幹線管路

（１） 下水道の未普及対策

未普及地域の解消に向けて幹線管路の延伸や下水処理場の増設を

推進

（４） 県営住宅の改修

景観の保全にもつながる建物の長寿命化を図るための外壁改
修や、住戸内のバリアフリー改修等を実施

下水処理場

明和幹線管渠工事
南部浄化センター

汚泥濃縮棟工事

いなべ市十社地区クリーンセンター

（農業集落排水処理施設）

北部浄化センター

（流域下水道） マンホール点検の訓練の様子

（３） 空き家の除却や活用の支援

危険な空き家の除却のほか、移住定住のための空き家の
リフォームや地域活性化施設への改修等を支援

除却前 除却後

熊野市における空き家の除却

流域下水道区域に農業集落排水処理施設等

を統合し、市町の事業運営を支援

合同防災訓練を通じ

市町との連携強化
【浴槽設置】外壁改修

【段差解消】

住戸内改修

一身田団地 笹川団地 桜島団地

２ 暮らしに身近な課題への対応の強化
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（１）産業の活性化や生産性の向上等に資する道路整備
県土整備部
道路企画課 電話3016
道路建設課 電話2630

○産業の活性化や生産性の向上、地域間交流を促進する道路ネットワークの構築に向けて、高規格道路及び
直轄国道の整備を促進するとともに、県管理道路の整備を推進

◆県管理道路の令和８年度完成見通し
番号 路線名 箇所 延長 整備手法

① 一般国道365号（東員工区その1） 東員町長深 0.7km 4車線化

② 一般国道365号（小牧拡幅） 四日市市小牧町 0.8km 4車線化

③ 主要地方道鈴鹿環状線（国府バイパスⅠ期） 鈴鹿市国府町 2.0km バイパス

④ 主要地方道上野大山田線（蓮池） 伊賀市蓮池 0.6km バイパス

⑤ 一般国道260号（船越） 南伊勢町船越 0.7km バイパス

（完成見通しについては、今後の予算状況等により変更になる場合があります。）

【位置図】

③

①②

⑤

④

◆高規格道路の令和８年度事業内容

①一般国道365号
（東員工区その1）

【主要箇所】（令和8年度完成予定）

番号 路線名 箇所 延長 R8事業内容

① 東海環状自動車道【直轄】 県境～いなべIC 9.0km 工事

② 熊野道路【直轄】 熊野大泊IC～熊野市久生屋町 6.7km 工事

③ 紀宝熊野道路【直轄】 熊野市久生屋町 ～紀宝IC 15.6km 用地買収

④ 鈴鹿亀山道路 鈴鹿市野辺町～亀山市辺法寺町 10.5km 用地買収

⑤ 伊勢志摩連絡道路（五知～白木） 志摩市磯部町五知～鳥羽市白木 3.0km 設計

①

②
③

④

（１） 高規格道路の事業内容・県管理道路の完成見通し

（２）リニア開業等を見据えた道路ネットワークの検討

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

⑤一般国道260号
（船越）

④主要地方道上野大山田線
（蓮池）

③主要地方道鈴鹿環状線
(国府バイパスⅠ期)

リニア開業や高速道路ネットワークの進展を見据え、必要な道路ネットワークを検討

大阪

⑤

至志摩市

至紀北町

至四日市市

至東員IC

至国道163号

至伊賀市街

至亀山市

至鈴鹿市街
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（２）地域の賑わい創出のための道路空間再編
県土整備部
道路企画課 電話2739

○地域の賑わい創出に向け、津駅周辺道路空間の再編のための調査・設計の推進や、

バスタ四日市事業の整備を促進

◆ 県道津停車場線及び津駅東口ロータリーにおいて、
路上カーシェアリングの社会実験を実施

バスタ工事の状況（三重河川国道事務所） 関連工事の状況（四日市市）：よんまるテラス

令和８年度

県道津停車場線において調査・設計を推進

（１） 津駅周辺道路空間の再編 （２） バスタ四日市の整備促進

◆ 津駅周辺基盤整備の方向性（ビジョン）を策定（津市）

令和８年度

バスタ四日市の本体工事を継続

令和４年３月に策定した「津駅周辺道路空間の整備方針」に

基づき、鉄道やバス等が集まる交通結節点である津駅周辺の

課題解決に向けて、国・県・津市が連携して道路空間の再編に

取組中

令和７年度の取組

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

令和７年１２月２０日供用
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（３）花とみどりの三重づくり基本計画（R６-R９）に基づく取組の推進
県土整備部
都市政策課 電話2718

○ 「花とみどりあふれる未来に向けた土台づくり」に向けて、県民のみなさんが花とみどりに
関心を持つことができるよう気運醸成に注力した取組を実施

R6 R9

本計画

花とみどりあふれる
未来に向けた土台づくり

次期計画
将来計画

4年ごとに見直し

Ｒ６－Ｒ９ 

基本方針

花とみどりあふれる
未来に向けた土台づくり

～多くの県民が花とみどりが活用された
まちづくりを実感するために～

めざす姿
花とみどりで優しさあふれる

健やかなふるさと三重

基本計画の方針

花とみどりを 魅せる 花とみどりで つなぐ

ロゴマークを活用
した条例・計画ＰＲ

花とみどりを 知る

花とみどりの効用が体感
できるよう、公共空間等
に花とみどりを取り入れ
る取組

花とみどりの効用の理
解が深まるよう、花と
みどりに触れる機会を
つくる取組

花とみどりを通じて、
県、市町、県民・事業
者等の多様な主体がつ
ながる取組

県営都市公園における
 花を活用した取組

花とみどりの日・
街路樹の日イベントの開催

市町が実施する花を活用した
体験や花育等の取組を支援

街路樹の良好な景観づくり
に向けた取組

みえ花と絆のプロジェクト
による道路空間での花植え

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

R10

気運醸成に注力した取組

条例周知のためのＰＲグッズ

花とみどりの日
（鈴鹿市フラワーパーク）

街路樹の日
（三重県立図書館）

街路樹診断の様子

亀山サンシャインパークでの花壇整備

北勢多度線（桑名市） 国道422号（伊賀市）

観葉植物のカラーサンド植え親子体験教室
（四日市市）
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（４）道路空間のグリーン化
県土整備部
道路管理課 電話2675

○街路樹の健全度を改善することにより、本来の樹形を回復したうえで、景観等に配慮した質の高い管理を実現

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

カルテ
…健全度が低い
街路樹は個別の
カルテを作成

ＧＩＳ
…ＧＩＳ位置情報と連携

●健全度を勘案のうえ、路線毎に作成

健全度診断

●全ての街路樹(高木)
約12,000本を対象に
樹木医による健全度診断

樹木台帳

●健全度を反映した樹木台帳(イメージ)

育成計画（一部路線）

●落枝事故が発生した路線
で樹木医※による健全度
診断を試行

健全度診断の試行

●事故が発生した街路樹
とは別の危険木(枯枝)
を確認

枯枝を除去し、
事故を未然防止

樹木番号 路線名 樹種名
幹周
(cm)

樹高
(m)

枝張
(m)

カルテ
対応

キノ
コ

開口
空洞

樹皮
欠損

腐朽
入り
皮

根の
異常

病虫
害

周辺
樹木
との
競合

揺れ 傾斜
打音
異常

鋼棒
貫入

1 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.●

2 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯

3 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯ ◯

4 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

5 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.●

6 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯

7 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.●

8 ●●●●線 イチョウ ●● ●.● ●.●

9 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.●

10 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯

11 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯

12 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯ ◯

13 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯ ◯ ◯

14 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.●

15 ●●●●線 ケヤキ ●● ●.● ●.● ◯ ◯

令和６年度 令 和 ７ 年 度

※樹木の総合的な診断・治療
技術を備えた専門家の資格

健全度を考慮し、長期スパン
で段階的に、景観等に配慮
した質の高い管理の実現

統一美のある樹形の創生・
維持

本来の樹形回復後、整った
樹形づくりのための剪定

●健全度を考慮した管理の
重要性を改めて認識

No.2
・●●●●線
・ケヤキ
・広葉樹

育成計画に基づく管理により、
健全度を改善し、本来の樹形
を回復

現状をふまえ、健全度改善の
ための育成計画を策定

現状把握・見える化のため、
健全度診断、樹木台帳の
作成

街路樹管理のめざす姿 令和８年度

育成計画

●街路樹(高木)が植栽
された全路線の育成計画
を作成

●●●●線
街路樹育成計画

全路線に
拡大

打音

鋼棒貫入

幹周計測
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（５）防災機能等を備えた都市公園の整備

◆ 大仏山公園の再整備

防犯カメラの設置

◆ 夜間の視認性の確保
照明灯を改修し、夕暮れ・夜間の視認性を確保するとともに

防犯カメラの設置を推進

照明灯の改修

亀山サンシャインパーク
（亀山市）ほか

ダイセーフォレストパーク(鈴鹿青少年の森)
（鈴鹿市）ほか

キッズトイレ

授乳室

硬式野球もできる
野球場

子育て機能を
強化した管理棟

老朽化が進んだ公園を子どもや子育て世代の目線に立って

再整備し、子育てやスポーツ交流の拠点としてリニューアル

イベント広場

（２） 子育てやスポーツ交流の拠点となる公園の整備

（３） 安全・安心に利用できる公園の整備

◆一時避難場所である県庁前公園の防災機能を強化するため、

断水時にも使用できるマンホールトイレやかまどベンチ、防災

照明等を整備

出典：マンホールトイレ整備・運用のためのガイドライン
（2021版：国土交通省水管理・国土保全局 下水道部）

◆多くの観光客が訪れる公園施設の近くに、誰もが安心して

避難できる高台広場を整備

令和８年度完成予定
かまどベンチ
設置予定箇所

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

（１） 都市公園におけるマンホールトイレ等の整備

新プール

城ノ浜ビーチ

避難ルート

高台広場整備
（旧プール跡地）

高台広場

芝そりゲレンデ

令和８年度完成

大型複合遊具

誰もが使いやすい
トイレ

マンホールトイレ等
設置予定

マンホールトイレの整備事例

県庁前公園（津市）

マンホールトイレ等
設置予定箇所

大仏山公園（伊勢市、明和町、玉城町）

熊野灘臨海公園（紀北町）

県土整備部
都市政策課 電話2706

○都市公園の防災機能強化に加え、子どもの遊び場や子育て世帯の交流の拠点としての役割も担い、安全・安心に

利用できる都市公園への再整備を推進
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（６）三重の木づかい条例に基づく県産木材利用の推進

県土整備部
県土整備総務課 電話2762
営繕課 電話2150
技術管理課 電話2918

○県産木材利用の推進に向けて、公共施設でのさらなる利用拡大を図る

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

（２）公共建築物における県産木材利用の推進

【最近の施工実績】

盲学校・聾学校

【施工中】

管理棟屋内イメージ屋内体育館棟屋内イメージ

○木材使用量 １０㎥ （うち県産材 １０㎥）

○木材使用量(予定) 1,424㎥ （うち県産材 988㎥）

公共建築物の木造化・内装の木質化を図り、県産木材の利用を
推進

○木材使用量 ８㎥ （うち県産材 ６㎥）

四日市農芸高等学校屋外トイレ

青山高原山頂小屋 休憩室 休憩室

多目的トイレ 男子トイレ

（１） 公共土木施設における県産木材利用の推進

公共土木施設の県産木材利用５か年計画（R３～R７）に基づき、
県産木材の継続的な利用を推進

5工種

10工種

15工種

24工種
毎年度
適用工種を拡充

R4 R5 R6 R7

計画により設定した
工種の実績

利用基準策定による土台作り
24工種の適用工種を設定

利用量の拡大に向けた取組
県産木材と目視で確認しやすい、合板型枠
の開発へのはたらきかけにより製品化

既型枠 県産木材型枠

現計画（R３～R７）の成果

立入防止柵（県道合ヶ野松阪線）木製Gr（国道３68号） 四阿（南部浄化センター）

【令和７年度施工例】

県産木材利用をより一層推進するため、現計画の成果をふまえ、

次期計画（R８～R12）を令和８年３月に策定（予定）し、

利用量の底上げや重点的利用によるＰＲを図っていく

型枠の色変更により、
現場での確認が容易になる
ことから、利用量拡大に寄与

あずまやご が の
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（７）観光誘客の促進に向けた取組
県土整備部
県土整備総務課 電話2762
道路管理課 電話2677

（開催場所のイメージ）

（２） サイクルツーリズムの推進

※千葉県銚子市から神奈川県、静岡県、愛知県、三重県の各太平洋岸沿いを
走り、和歌山県和歌山市に至る延長1,487kmの自転車道
（三重県内は、鳥羽市から南牟婁郡紀宝町までの約300km）
令和３年５月31日にナショナルサイクルルートに国が指定

３ 豊かで活力のある地域づくりの推進

ナショナルサイクルルートである太平洋岸自転車道の走行環境、

受入環境、情報発信の充実

ルートで自転車通行空間を
整備

オリジナルHPで
情報発信を強化

ビュースポット・フォトスポットの整備

クルーズ船⇒

船内の様子

サイクリングVR
体験会実施

ナショナルサイクルルートをライトアップし、
クルーズ船ツアーを開催！募集定員に対し、６倍の応募！（開催場所のイメージ）

（１） インフラツーリズムの推進

各地でライトアップ等の
インフラツーリズムを継続的に実施

地域経済の活性化へ寄与するため、インフラを観光資源として

利活用するインフラツーリズムを推進

◆ 令和７年度の主な取組

三重県ダム二十一所巡り

三重県内ではこれまでに、
・ ダムや橋梁のライトアップ
・ ダム限定カード
・ ダムカレーの販売

等を実施

【令和８年度の主な取組】

QR コードAI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。

滝川ダム竣工25周年記念
フォトコンテスト QR コードAI によって生成されたコンテンツは間違っている可能性があります。

県内のダム管理者と連携し、
「ダム印」を配布

最優秀賞の写真が、
25周年記念ダムカードに！

抽選で、

認定書とクリアファイル

プレゼント！

入選者への
賞品も用意！

○多様化する旅行者ニーズをふまえ、インフラを活用した滞在型の観光コンテンツを発掘・磨き上げ

https://www.pref.mie.lg.jp/KASEN/HP/84482046898_00016.htm
https://www.pref.mie.lg.jp/TOPICS/m0039500076.htm
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◆地域を支える建設業の将来イメージ◆各取組の関係性のイメージ

めざす姿

三重県建設産業活性化プラン２０２４ 【策定】令和６年３月 【計画期間】令和６～９年度

～将来ビジョン～ 時代の変化に対応した経営により、地域の建設企業が将来にわたり存続し続ける

【取組方針１：担い手の確保】

教育機関等との連携の下、建設業の魅
力を発信し、新卒者やＵ・Ｉターン人材の
担い手確保

【取組方針2：労働環境の改善】

休日の確保や時間外労働時間の削減、
人材育成や福利厚生等、建設就業者の
労働環境を改善

【取組方針３：生産性の向上】

建設ＤＸの導入・活用、新技術の活用
等により、建設企業の業務における生
産性を向上

〇建設産業活性化に向けた取組

○ 地域の建設業が地域の守り手としてその役割を担い続けることができるよう、適正な利潤の確保に配慮しつつ、令和６年度からの４年

間では、「担い手の確保」「労働環境の改善」「生産性の向上」の３つの取組方針を柱として、相互に連携し、相乗効果を生み出しながら、

        新たな将来ビジョンをめざす。

【企業の安定経営に向けた取組方針】

上記３つの取組方針にある施策を推
進していくため、建設企業の経営状況
の確認と適正な利潤の確保

公共事業の的確な推進 県土整備部
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918
建設業課  電話2723

プランの取組を効果的に進めるため、建設業団体や教育

機関等と随時実施する意見交換や検討会議委員等との定

期的な意見交換（年１回程度）をふまえて、建設業をとりま

く状況の変化や各取組の効果を検証し、対策・改善を行い

ながら取組を推進

【進捗管理】

令和８年度 三重県建設産業活性化プラン２０２４ Ｖｅｒ.３

「効果検証」 「対策・改善」

令和６年度三重県建設産業活性化プラン検討会議で決定
した令和７年度の取組方針

【令和７年度】 三重県建設産業活性化プラン２０２４ Ｖｅｒ.２
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（１）担い手の確保

担い手の確保に向け、県、建設業界、教育機関等が連携し、各種取組を深化
○令和８年度の取組（継続取組） ○深化する取組

⑦多角的な広報による魅力発信

公共事業の的確な推進

〇建設産業活性化に向けた取組

県土整備部
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918
建設業課  電話2723

①学校訪問

進路指導教諭と情報交換し建設業をＰＲ

③進路指導教諭と建設企業との交流会

建設企業と進路指導教諭との関係性を構築

②出前授業・現場見学会

参加型授業で建設業の魅力を発信

④企業の採用活動支援

⑤学生向けの資格取得支援 ⑥U・Iターン、外国人材の確保

就職イベントで若年求職者に建設業をＰＲ

＜SNSの活用＞

ドローンの操作体験

若年層に人気のインフルエンサーの活用や広告配信により
出前授業や現場見学会の状況等、建設業の魅力を発信

＜体験型イベントの開催＞ Ｒ８新規事業【県民提案予算の取組】
若年層やその保護者世代に対する建設業の魅力発信として、建設業団体や
教育機関等と連携し、体験型イベントを開催

Ｉｎｓｔａｇｒａｍ ＴｉｋＴｏｋ ＹｏｕＴｕｂｅ

ドローンの操作体験

建設機械の乗車体験 建設機械のシミュレーション

建設機械のアトラクション

資格取得に向けた学習会（土木・建築）の実施

進路指導教諭が採用活動をアドバイス
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R5 R6 R7.9 R8

目標 実績

（２）労働環境の改善

担い手３法の改正（第三次担い手３法）に基づき、働き方改革や処遇改善に関する取組を推進
① 週休２日制の推進

公共事業の的確な推進

〇建設産業活性化に向けた取組

県土整備部
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918
建設業課  電話2723

設定率の低い市町に対して、設定率を向上するように
発注者協議会地域分科会＋個別訪問にて取組の推進を要請

84% 93% 98%

8%

18%

59%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R4 R5 R6
県（全体） 市町（全体）

週休２日制工事（４週８休）設定率
＝週休２日制として発注した工事/当該年度に発注した工事件数（随意契約を除く）

改正建設業法等への
対応により労働者の
処遇改善

適正な労務費の
確保
賃金の行き渡り
の確認

STEP２における令和８年度の取組

市町に対してCCUSモデル工事導入を要請することで、
小規模工事を受注する建設企業へのＣＣＵＳの活用拡大を促進

小規模工事への活用促進

③建設キャリアアップシステム（CCUS）の活用促進等

下請事業者・
技能者の登録
促進

就業履歴蓄積
（カードタッチ）
の促進

１

２
３

STEP

STEP

STEP

令和３年10月～
令和６年３月

令和６年４月～

モデル工事を段階的に実施し、CCUS活用を促進
CCUSの活用拡大により、技能者の能力・経験に
応じた処遇改善

元請事業者の
登録促進

県内の建設企業に対して説明会やチラシ配布等により
ＣＣＵＳの制度等を周知することで登録及び活用拡大を促進

市町発注工事の週休２日制工事（４週８休）設定率

多くの市町が実工期が短い工事や規模の小さい工事を
週休２日制工事の対象外としている。

令和６年度:月単位の導入
令和７年度:土日完全週休制、週単位、交替制を導入

県発注工事の週休２日制工事（４週８休）達成率

今後の目標を
ほぼ達成

民間工事への活用促進

②バックオフィスの導入による施工管理の分業化

技術者の労働時間削減対策として施工管理の
分業化（バックオフィス）を推進

書類業務
ICT業務

技術者の負担軽減

分業化

支

援

多様な人材の活躍

人材育成や導入を支援

説明会・セミナーの開催

社内人材育成のサポート

STEP1 バックオフィス説明会

バックオフィスを知ってもらうための説明会、事例紹介

令和6年度～

STEP2 経営者向けセミナー

経営者の疑問に対する助言・指導、経営者同士の意見交換

令和6年度～

STEP3 技術者向けセミナー

技術者の疑問に対する助言・指導、技術者同士の意見交換
実践企業の担当者によるレクチャー

令和7年度～

STEP４ 担当者講習会

バックオフィスの実務を担う人材の育成支援

令和8年度 NEW!

・公共工事説明会（事務系人材向けの公共事業の基本研修）

社内人材の育成に係るニーズを把握しつつ、
実践的な内容を学ぶ取組を支援

・個別研修（工事写真整理、施工計画書作成等）

・ASPや遠隔臨場の活用について、実機による講習 等

設定率
ＵＰ

令和８年度



県
土
整
備
部
47

県土整備部
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918
建設業課  電話2723

（３）生産性の向上

公共事業の的確な推進

〇建設産業活性化に向けた取組

DX建設 促進説明会

活用編（中・上級編）

伊勢会場

DX建設 講習会

ICT活用工事

初級編

令和7年度伊賀会場 令和7年度松阪会場

民間企業で活躍するICTアドバイザーを講師に招いた講座を開催

データ作成演習 建機操作の実演 実機の良さを体験

実際に3次元設計データを作成し、実機のデモを体験

ＩＣＴ活用工事等について理解を深めるた
めの説明会を継続して開催

ＩＣＴ活用工事に係る人材育成を支援する
ための講習会を継続して開催

令和6年度から継続
令和7年度 10会場198人(98社）参加

人材育成を支援することで、実施率を向上 情報共有システム 受発注者双方が参加できるクラウドで
業務効率化を推進

建設ＤＸを推進し、建設業界の生産性向上を推進

情報共有システム
（ASP)

発注者受注者

書類等

市町工事への普及拡大

に向けて説明会を開催

普及促進のため、受注者
向けの講習（建設DX
促進説明会）を
開催

小規模企業への

普及を促進
幅広く利活用される

環境を実現

BIM/CIMの活用 BIM/CIMの施工段階での活用を推進

ＢＩＭ/ＣＩＭ成果活用工事の施工者アンケート（R6/R7)

・図面で把握しづらい部分の理解に役立った。

・現場作業員の現場理解が進んで好評だった。
Good!

施工段階においてBIM/CIMの活用を推進し、建設事業全体の効率化に
貢献

遠隔臨場の推進 バックオフィス導入等ＤＸ環境の促進に
より活用率を向上

遠隔臨場を推進し、受発注者ともに移動時間削減等の効率化だけでなく、
多様な人材の活用や、現場環境の改善に寄与

多くの場面で活用されており、好事例の横展開を推進

・移動時間削減で業務効率アップ
・設置型カメラで夜間や荒天時の現場を確認
・録画して内容を再確認
・社内から経験豊富な社員がアドバイス

Good!

令和6年度から継続

令和7年度から順次拡大

BIM/CIM成果の工事での活用を推進
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（４）企業の安定経営に向けた対応

建設企業を取り巻く環境の変化に応じて入札契約制度等の改善の取組を推進

発注者協議会地域分科会＋個別訪問にて
全市町へ取組の推進を要請

STEP2 経営者向けセミナー

取組項目 令和7年度までの主な取組及び検証 令和8年度の取組

入札契約制度の
改善

➢ 調査基準価格等の引き上げ後の状況把握

• 令和６年４月に建設企業の適正な利潤確保に向け、調査基準価格等

の引き上げを実施 ⇒ 建設工事の平均落札率が上昇(＋１．７％）

三重県 全国平均
引き上げ前(令和５年度末) ９２．９％ 94.0%
引き上げ後(令和６年度末) ９4．4％ 93.8%

                      直近(令和７年１０月末) ９４．６％
➢ 電子契約サービスの導入（令和７年10月～）

・ 契約手続きにおける利便性の向上や契約事務の効率化（印刷費用、

印紙税が不要）等を図るため、電子契約サービスを導入

（電子契約件数※公共のみ 10月：129件、11月：182件、12月：254件）

➢ 建設企業の経営状況の把握 【継続】

• 売上高経常利益率や平均落札率等の推移を把握し、

必要に応じて入札契約制度の改善を検討

適正な予定価格
等の設定継続

➢ 「資材価格高騰等に対する特例措置」を策定

• 適正な予定価格等の設定では、価格変動による公共工事の積算時点

と当初契約時点の資材価格差に対応するため、令和6年12月に「資

材価格等に対する特例措置」を策定し、引き続き資材価格高騰に適

切に対応

➢ 適正な価格での契約 【継続】

• 毎月資材単価を更新し、単価を適切に設定

• 労務費や建設資材の価格変動等に対応し、「スライ

ド条項」や「資材価格高騰等に対する特例措置」を

適切に運用

市町への
働きかけ

➢ 市町への働きかけ

• 市町における適正な最低制限価格の設定に向け、発注者協議会三重

県部会や個別訪問（８市町）による取組要請

➢ 市町への働きかけ 【継続】

• 市町発注工事における建設企業の適正な利潤確保

に向け、発注者協議会三重県部会等を通じた継続

的な市町への働きかけ

これらの取組の推進により、建設企業が適正な利潤を確保できる環境を整備

公共事業の的確な推進

〇建設産業活性化に向けた取組

県土整備部
公共事業運営課 電話2915
技術管理課 電話2918
建設業課 電話2723



 

  警 察 本 部 

 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

令和８年中の県警察の運営重点は 

① 子ども・女性等を守る取組と犯罪対策の推進 

② 地域住民の安心感を高める街頭警察活動の推進 

③ 犯罪の早期検挙に向けた総合力による捜査の推進 

④ 総合的な交通事故抑止対策の推進 

⑤ テロの未然防止と大規模災害等緊急事態対策の推進 

⑥ サイバー空間における脅威に対処するための取組の推進 

⑦ 犯罪被害者等支援の推進 

とし、これらに必要な予算を調製しました。 

 

２ 主な重点項目                  【警察本部 ２２２－０１１０】    

（１）みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進 

①（一部新）特殊詐欺被害防止対策事業 ２８，４９８千円 
                                [生活安全企画課] 

 特殊詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の被害防止を図るため、ターゲティング広

告や演劇に加え、可搬式のデジタルサイネージを整備するなど、訴求力のある注意喚

起を実施します。 

 

②県民が安心して歩ける防犯まちづくり事業 ３３，８６６千円 
                               [生活安全企画課] 

 犯罪の防止、事件事故の早期解決及び県民の安心感の醸成を図るため、街頭防犯カ

メラの更新整備を進めます。 

 

（２）犯罪の早期検挙のための活動強化 

①（一部新）情報技術解析推進事業 ２９，４８３千円 
[サイバー犯罪対策課] 

 情報通信技術に係る解析環境を一層高度化するため、電磁的記録の解析を効率的に

行うことができる処理能力の高い機材を追加整備するほか、暗号資産取引追跡支援ツ

ールを導入します。 

 

②（新）組織犯罪対策事業（特殊詐欺現場における検挙力強化） １０，１８１千円 
[組織犯罪対策課] 

 特殊詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を検挙するため、だまされた振り作戦をは

じめとする現場設定型捜査に必要な装備資機材を整備します。 

 

（３）警察活動を支える基盤の強化 

①警察署庁舎整備事業 ２５５，０２６千円              
                                   [会計課] 

 伊賀警察署の建替整備に向け、令和７年度に引き続き設計業務を進めます。 

警察本部 １ 



 

②庁舎等施設整備事業（科学捜査研究所整備事業） １，５６２，７７５千円 
[会計課・科学捜査研究所] 

 令和７年度に引き続き、科学捜査研究所棟の建築工事を進めるとともに、移転作業

を行います。 

 

③交番・駐在所整備事業 ２５５，３９６千円           
 [会計課・地域課] 

 老朽化した交番・駐在所の建替整備、長寿命化に取り組みます。 

 

④（新）部内通訳人養成事業 ５，９１９千円           
 [刑事企画課] 

 警察活動における通訳・翻訳の運用機会が増加していることに対応するため、部内

通訳人を養成し、通訳体制の強化に取り組みます。 

 

（４）災害対応力の充実・強化 

（一部新）災害警備対策事業 ６５，４６９千円 
           [会計課・警備第二課] 

    大規模災害発生時における警察機能の維持及び災害対処能力の強化を図るため、   

   交番・駐在所にポータブル電源を整備するほか、災害警備活動服、電動チェーンソ    

   ー及びレスキューツールセットの整備を行います。 

 

（５）交通安全対策の推進 

①（新）外国人運転者に対する交通安全教育事業 ５，０７１千円 
                                 [交通企画課] 

 外国語による交通安全啓発動画及びリーフレットを作成し、交通安全教育や広報啓

発の場で活用することにより、外国人が当事者となる交通事故の防止を図ります。 

 

②（新）子どもを守る疑似体験交通安全教育事業 ５，３４４千円 
                                 [交通企画課] 

 中学生・高校生を対象として、通常、体験が困難である交通事故をＶＲにおいて疑

似体験させることで、自らの交通事故防止に向けた危険予測能力を高めるとともに、

基本的な交通ルールの習得を図ります。 

 

③（一部新）自転車事故防止を図るためＳＮＳ等を活用した広報啓発事業                 

                       ３，２５６千円   [交通企画課] 

 中学生・高校生を対象とした自転車事故防止に関する動画をＳＮＳ等により広報啓

発することで、子どもの交通事故防止を図ります。 

 

④交通安全施設整備事業 ３，０１９，４５１千円 
                                 [交通規制課] 

 令和10年３月で生産終了となる信号灯器用電球（白熱球）のＬＥＤ化を計画的に進

めます。また、中長期的な計画に基づき、信号制御機、信号柱などの交通安全施設等

の適正な維持管理を行います。 

 

 

警察本部 ２ 



 

３ その他の主要事業                【警察本部 ２２２－０１１０】 

政 策 名、施 策 名 及 び 事 業 の 内 容   担当課 

  

《政策名：防災・減災、県土の強靭化》 

 〈施策名：（1-1）災害対応力の充実・強化〉 

 

 １ ヘリコプター運用・維持事業 ７５６，７４２千円 

  【（1-1-1）県の災害即応体制の充実・強化】 

（第９款 警察費 第１項 警察管理費 ３ 装備費） 

 警察用航空機「すずか」が令和８年度に法定点検を迎えるため、  

必要な整備を行います。また、ヘリコプターテレビシステム地上

設備の継続的かつ安定運用を確保するため、設備の更新工事を実施

します。 

 

 

《政策名：暮らしの安全》 

 〈施策名：（3-1）犯罪に強いまちづくり〉 

 

 １ テロ等対策事業 ４，６４３千円 

  【（3-1-1）みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】 

（第９款 警察費 第２項 警察活動費 ２ 刑事警察費） 

 テロ等重大事案の未然防止を図るため、必要な警備諸対策を推進

します。 

 

 ２ 被害者支援推進事業 １０，４６３千円 

  【（3-1-4）犯罪被害者等支援の充実】 

（第９款 警察費 第１項 警察管理費 ２ 警察本部費） 

犯罪被害者等に対して、警察本部に配置したカウンセラーによる  

  精神的回復への支援をさらに推進するとともに、犯罪被害者支援制  

  度を効果的に運用して、経済的負担の軽減などに取り組みます。 

 

 

 

 

 

警備第二課 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警備企画課 

警備第一課 

警備第二課 

 

 

 

警務課 

 

 

警察本部 ３ 



特殊詐欺やSNS型投資・ロマンス詐欺の被害防止を図るため、
ターゲティング広告や演劇に加え、可搬式のデジタルサイネ
ージを整備するなど、訴求力のある注意喚起を実施します。

みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進

犯罪の早期検挙のための活動強化

警察本部 ４

情報通信技術に係る解析環境を一層高度化するため、電磁的記録

の解析を効率的に行うことができる処理能力の高い機材を追加整
備するほか、暗号資産取引追跡支援ツールを導入します。

特殊詐欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を検挙するため、だまさ

れた振り作戦をはじめとする現場設定型捜査に必要な装備資機材
を整備します。

検 挙 力 の 強 化

（一部新）特殊詐欺被害防止対策事業 （28,498千円）

（一部新）情報技術解析推進事業（29,483千円）

（新）組織犯罪対策事業（特殊詐欺現場における検挙力強化）(10,181千円)

犯罪に強いまちづくり

犯 罪 防 止 に 向 け た 取 組

警察活動を支える基盤の強化

犯罪の防止、事件事故の早期解決及び県民の安心感の醸成を
図るため、街頭防犯カメラの更新整備を進めます。

県民が安心して歩ける防犯まちづくり事業 （33,866千円）

警 察 施 設 の 整 備
・警察署庁舎整備事業 （255,026千円）

伊賀警察署の建替整備（R6～R11）

・科学捜査研究所整備事業 (1,562,775千円)

科学捜査研究所棟の整備（R３～R8）

・交番・駐在所整備事業 (255,396千円)

交番・駐在所の建替整備、長寿命化

警察活動における通訳・翻訳の運用機会が増加していることに
対応するため、部内通訳人を養成し、通訳体制の強化に取り組
みます。

（新）部内通訳人養成事業 （5,919千円）

通 訳 体 制 の 強 化

科学捜査研究所 完成イメージ
（令和８年度完成予定）

ターゲティング広告

電磁的記録の解析

鳥羽警察署 鳥羽駅前交番
（令和７年12月完成）

現場設定型捜査の強化

外国人に対する通訳



交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進

県の災害即応体制の充実・強化

警察本部 ５

大規模災害発生時における警察機能の維持及び災害対処能力
の強化を図るため、交番・駐在所にポータブル電源を整備す
るほか、災害警備活動服、電動チェーンソー及びレスキュー
ツールセットの整備を行います。

中学生・高校生を対象として、通常、体験が困難である交通
事故をＶＲにおいて疑似体験させることで、自らの交通事故
防止に向けた危険予測能力を高めるとともに、基本的な交通
ルールの習得を図ります。

(新)子どもを守る疑似体験交通安全教育事業 （5,344千円）

（一部新）災害警備対策事業 （65,469千円）

安全かつ快適な交通環境の整備

中学生・高校生を対象とした自転車事故防止に関する動画を
ＳＮＳ等により広報啓発することで、子どもの交通事故防止
を図ります。

令和10年３月で生産終了となる信号灯器用電球(白熱球)の
ＬＥＤ化を計画的に進めます。また、中長期的な計画に基
づき、信号制御機、信号柱などの交通安全施設等の適正な
維持管理を行います。

（一部新）自転車事故防止を図るためＳＮＳ等を活用した広報啓発
事業（3,256千円）

交通安全施設整備事業 （3,019,451千円）

災害対応力の充実・強化

交通安全対策の推進

外国語による交通安全啓発動画及びリーフレットを作成し、

交通安全教育や広報啓発の場で活用することにより、外国人
が当事者となる交通事故の防止を図ります。

(新)外国人運転者に対する交通安全教育事業 （5,071千円）

三重県総合防災訓練の状況

動画イメージ

VR動画イメージ

動画イメージ



 

 

 

教 育 委 員 会 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

「三重県教育ビジョン」が令和６年度からスタートし、令和８年度で３年目を迎えま

す。教育委員会では、子どもたちが個性を輝かせ、望む未来が実現できるよう、次の６

項目について重点的に取り組みます。 

 

(1) 未来の礎となる力の育成 

確かな学力を育むため、授業改善や学習習慣の定着を図る取組を進めます。豊かな

心を育むため、自己肯定感を涵養する取組を県内全域に横展開するとともに、読書に

親しめる取組を推進します。健やかな身体を育むため、中学校部活動の地域展開に向

けた取組、体力向上の取組、地域の食への理解を図るための取組を進めます。 

 

(2) 未来を創造し社会の担い手となる力の育成 

女性研究者・技術者との交流の機会の創出や、コーディネーターを活用した企業展

や職場訪問に取り組みます。また、新たな価値を創り出す力の育成のため、高校生に

よる県内企業の海外事業所訪問や、「ふるさと三重」をテーマとした探究学習に取り

組みます。 

 

 (3) 特別支援教育の推進 

   特別支援教育の推進のため、通級による指導の取組を強化します。また、医療的ケ

アを必要とする子どもへの支援の拡充や、特別支援学校施設の老朽化対策・安全対策

にも取り組みます。 

 

(4) いじめや暴力のない学びの場づくり 

学校問題ＡＤＲや弁護士による代理対応により、学校への支援を行います。スクー

ルカウンセラーや、スクールソーシャルワーカーを配置し、不安や悩みを抱える児童

生徒からの相談や心のケアに対応します。 

 

(5) 誰もが安心して学べる教育の推進 

不登校児童生徒が安心して学習、相談支援を受けることができる環境を整えます。

外国人児童生徒が自己実現を果たし、地域社会で生きていく力を身につけられるよう、

日本語指導や学習支援を充実します。 
 

(6) 学びを支える教育環境の整備 

県立高校の特色化・魅力化を図る取組、教職員の資質向上を図るための研修、多様

な学びの選択のための遠隔授業システム整備、校舎の老朽化対策や空調設備の導入等

について取り組みます。 
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２ 主な重点項目 
 
(1) 未来の礎となる力の育成 

① （一部新）学力向上推進事業              予算額 51,000千円 

 [学力向上推進プロジェクトチーム（224-2931）] 

若手教員等の授業力向上のため、授業力向上アドバイザーをモデル校に派遣し、指

導・助言を行うとともに、モデル校の若手教員等が、互いに提案授業を行い協議する研

修会を開催します。加えて、県内の若手教員等を対象とした研修会を開催します。 

 

② （一部新）学習習慣の確立に向けた取組推進事業     予算額  1,356千円 

 [学力向上推進プロジェクトチーム（224-2931）] 

学習習慣の確立に関して高い専門的知見を有する有識者を県内小中学校等に派遣し、

学習習慣の重要性や家庭における支援のあり方等について、学校や地域の実情に応じた

講演会や研修会を開催します。 

 

③ 少人数教育推進事業                   予算額 1,644,579千円 

[教職員課（224-2958）] 

少人数学級の取組として、児童生徒一人ひとりの状況に応じ、きめ細かく行き届いた

支援を行うため、本県独自の取組として、令和７年度に引き続き小学校１、２年生での

３０人学級（下限２５人）を実施するとともに、新たに中学校２年生を３５人学級（下

限撤廃）とし、３年生での３５人学級（下限２５人）を実施します。 

 

④ （一部新）自己肯定感を涵養する教育推進事業      予算額 2,038千円 

[研修企画・支援課（226-3428）] 

子どもたちが、学ぶ楽しさや分かる喜び、「自分も一人の人間として大切にされてい

る」という実感につながる指導が行えるよう、効果的な授業づくり・学校づくりに向け

た校内研修支援等の取組を進めることで、教職員の資質向上を図ります。また、自己肯

定感の涵養に向けた市町等主催の研修を支援するとともに、これまでの自己肯定感を涵

養する取組を県内全域に推進するため、本事業における実践の成果をもとにした「校内

研修支援用動画コンテンツ」を作成します。 

 

⑤ 人権教育広報・研究事業                          予算額 1,233千円 

[人権教育課（224-2732）] 

「三重県人権教育基本方針」に基づき、教職員の人権感覚の向上を図るため、引き続

きすべての公立学校で人権問題に関する教職員研修を実施します。また、令和７年度に

作成した動画等の研修資料を活用し、人権問題に関する校内研修が充実、活性化される

よう支援します。 
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⑥ （一部新）子どもと本をつなぐ環境整備促進事業     予算額 2,518千円 

 [社会教育・文化財保護課（224-3322）] 

第五次三重県子ども読書活動推進計画「本よもうねっとプラン」でめざす「多様な子

どもがたくさんの本と出会う機会づくり」のために、団体や企業、学校、行政などの多

様な主体が連携・協働するネットワーク「本よもうねっとＭＩＥ」をコーディネートし、

社会全体で読書活動を推進する気運を醸成します。また、生徒自ら企画する、県立学校

図書館により多くの生徒が訪れ本を読んでもらう取組を支援します。 

 

⑦ みえ子どもの元気アップ部活動充実事業         予算額 329,460 千円

（490,260千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

 [保健体育課（224-2973）] 

市町が行う中学校部活動の地域展開の取組について、国の補助事業を活用した支援を

行うとともに、その活用が困難な市町に対しては、県単独補助事業により指導者の報酬

等の支援や地域展開等に知見を有するコンサルタントの派遣に係る費用の支援を行い

ます。また、専門的な指導の充実と教職員の負担軽減を図るため、中学校・高等学校に

おいて、顧問として単独で指導や引率を行える部活動指導員を配置します。 

 

⑧ みえ子どもの元気アップ体力向上推進事業            予算額 4,369千円 

 [保健体育課（224-2973）] 

運動習慣や生活習慣等の改善を図るため、遊びの要素を取り入れた「体力向上トラ

イアル運動」を推進し、取組の成果を事例集にまとめることで、各学校で実施されて

いる１学校１運動の活性化を図ります。また、各学校で作成したみえ子どもの元気ア

ップシートの取組を着実に実施できるよう、教員対象の研修会や指導主事の学校訪問

を通じて指導・助言を行います。 

 

⑨ （新）令和 10年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業 予算額 3,503千円 

 [保健体育課（224-2973）] 

令和 10 年度に東海４県を中心として開催する、全国高等学校総合体育大会に向けて、

全国や東海地区の高等学校体育連盟、東海４県の教育委員会、県高体連等と連携して

取組を進めます。また、本県で開催する６競技７種目〔バスケットボール、バドミン

トン、相撲、弓道、自転車競技（トラックレース・ロードレース）、ボクシング〕の開

催に向けての調整を行います。 

 

⑩ （一部新）学校給食・食育推進事業            予算額 5,769千円 

 [保健体育課（224-2969）] 

朝食メニューコンクール等を通じて食育を推進するとともに、学校給食の衛生管理等

の徹底を図ります。また、子どもたちの地域の食や農産物、食文化への理解と郷土への

愛着を深めるため、体験型の地産地消教育をＪＡ三重等と連携して実施します。 
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⑪ （新）給食費負担軽減事業              予算額 4,540,954千円 

 [保健体育課（224-2969）] 

保護者の負担軽減のため、学校給食に係る食材費を支援する取組を行います。 

 

 (2) 未来を創造し社会の担い手となる力の育成 

① （一部新）未来へつなぐキャリア教育推進事業      予算額 37,547千円 

 [高校教育課（224-3002）] 

他者との関わり方に支援が必要な高校生が将来、地域や職場で他者と協働できるよう、

入学後の早い段階からの進路相談やソーシャルスキルトレーニング等を実施します。ま

た、大学進学者が多い普通科高校において、生徒の地元企業に対する理解を深めるとと

もに、将来の選択肢として提示するため、学校と地元企業をつなぐコーディネーターを

活用した企業展や職場訪問を実施します。女子生徒が興味・関心に応じて理系の進路を

主体的に選択できるよう、県内外の大学・研究機関への訪問や女性研究者・技術者との

座談会を実施し、多様なロールモデルとの交流の機会を創出します。あわせて、小学生

の時期から科学への関心を高めるため、女子生徒による小学生向けの科学体験講座を実

施します。 

 

② （一部新）世界へはばたく高校生育成支援事業      予算額 11,112千円 

 [高校教育課（224-3002）] 

世界で活躍する力と、グローバルな視点で三重の活性化に貢献する力を兼ね備えた

グローカルリーダーを育成するため、海外での実地学習を主体とした高校生向けの研

修を実施します。 

 

③ 郷土を題材とした学習活動推進事業           予算額 6,368千円 

    [小中学校教育課（224-2963）] 

地域と連携した郷土教育・キャリア教育の推進のため、実践校において、課題解決型

の協働的な学習を進めるとともに、地域で活躍する人びとの魅力に触れる機会を創出し、

三重で働くことを将来の選択肢として示します。中学生が郷土三重の魅力を英語で表現

するコンテストを行います。また、１人１台端末を活用して、外国の同年代の生徒と、

英語で実践的なコミュニケーションの充実を図ります。 

 

④ （新）「みえに学びみえの未来を考える」探究学習推進事業 

予算額 2,000千円 

 [高校教育課（224-3002）] 

三重県誕生 150 周年を迎えるにあたり、郷土への理解を深めるとともに、愛着と誇

りをもって地域社会に貢献する力を育成するため、各学校が有識者や県内企業等と連携

して取り組む「ふるさと三重」をテーマとした探究学習を支援します。 
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⑤ 次代を担う社会の担い手育成支援事業            予算額 862千円 

     [高校教育課（224-3002）] 

高校生が主権者として主体的に社会に参画する力を育むために、各学校において取り

組む実践的な学習を支援します。高校生が法の意義や役割を理解できるよう国の機関と

連携し、高校生対象の模擬裁判員裁判を実施します。 

 

(3) 特別支援教育の推進 

① （一部新）早期からの一貫した教育支援体制整備事業   予算額 18,505千円 

 [特別支援教育課（224-2961）] 

高等学校において、特別な支援を必要とする生徒が通級による指導を受けられるよう、

発達障がい支援員等外部人材と連携するとともに、通級による指導を行う学校の拡充に

向けて取り組みます。また、通級による指導等を担当する教員の専門性を高められるよ

う、研修の取組を強化します。 

 

② 特別支援学校就労推進事業               予算額 7,317千円 

 [特別支援教育課（224-2961）] 

特別支援学校において計画的・組織的なキャリア教育を推進するため、キャリア教育

サポーターを活用した職場開拓や、職場実習等を実施します。また、専門的な人材を活

用して短時間就労等、多様な働き方ができる職場開拓を行うとともに、多様な働き方支

援員を配置し、福祉サービスの併用等の支援も進めます。 

 

③ 特別支援学校メディカル・サポート事業          予算額 84,640千円 

 [特別支援教育課（224-2961）] 

医療的ケアを必要とする子どもが身体的に安定した状態で教育活動に参加できるよ

う、学校に看護師を配置して医療的ケアを実施するとともに、研修会の実施により教職

員の専門性の向上や、校内サポート体制の充実を図ります。また、医療的ケア児の学習

を保障し、通学にかかる保護者負担のさらなる軽減のため、登校時に、看護師等が福祉

車両等に同乗する通学支援を週５日、毎日実施します。 

 

④ 特別支援学校施設建築費              予算額 8,537,187千円 

 （8,741,957千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

[学校経理・施設課（224-2955）] 

盲学校および聾学校について、老朽化対策・安全対策として城山特別支援学校の隣

地へ移転するため、校舎本体の建築工事やグラウンド整備工事に取り組みます。松阪

あゆみ特別支援学校について、教室不足の解消及び肢体不自由のある子どもたちの新

たな就学先とするため、校舎増築工事を行います。特別支援学校玉城わかば学園につ

いて、肢体不自由のある子どもたちの新たな就学先とするため、校舎改修工事を行い

ます。特別支援学校西日野にじ学園について、狭隘化解消等のため、校舎増築などの

実現可能性の検討結果をふまえた対応を行います。 
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⑤ 特別支援学校スクールバス整備事業             予算額 115,765千円 

[特別支援教育課（224-2961）] 

老朽化に伴う車両更新として、スクールバスを３台購入します。 

 

(4) いじめや暴力のない学びの場づくり 

① （一部新）いじめ対策推進事業                  予算額 27,972千円 

 [生徒指導課（224-2332）] 

子どもたちの育成に向けて、県立学校と保護者との連携が円滑に進まない事案に対し、

学校問題ＡＤＲ（裁判外紛争解決手続）や弁護士による代理対応により、学校の支援を

行います。児童生徒、教職員、保護者等が「子どもアドボカシー」に対する理解を深め

るため、動画教材を活用した取組を進めます。小学校高学年の児童が社会性や規範意識

を高め、いじめをなくそうとする行動につなげられるよう、弁護士による出前授業や動

画教材を活用したいじめ予防授業を実施します。保護者や学校からの相談に応じるいじ

め問題対応サポーターを任用し、きめ細かな支援を行うとともに、県立学校にいじめ事

案への対応に係る検証や効果的な対応策等の助言を行ういじめ対策アドバイザーを派

遣します。また、いじめ対応情報管理システムを活用し、いじめの問題に迅速に対応し

ます。 

 

② スクールカウンセラー等活用事業               予算額 527,742千円 

 [生徒指導課（224-2372）] 

いじめの被害にあっている児童生徒や不登校児童生徒、不安や悩みを抱える児童生徒

からの相談や心のケアに対応するため、スクールカウンセラーの学校への配置時間を拡

充するとともに、教育支援センターにも引き続き配置します。スクールソーシャルワー

カーの配置時間も拡充し、拠点となる学校および教育支援センターに配置するとともに、

配置以外の学校からの要請に応じて派遣し、福祉や医療機関等の関係機関と連携した支

援を行います。 

 

③ ＳＮＳを活用した相談事業、いじめ電話相談事業      予算額 30,641千円 

（教育相談事業の一部）                    [研修企画・支援課（226-3516）] 

いじめ等の早期発見、早期対応を図るための相談窓口として、引き続き多言語でも

相談できる「子どもＳＮＳ相談みえ」や、24時間体制のいじめ電話相談を実施します。 

 

(5) 誰もが安心して学べる教育の推進 

① 校内教育支援センター環境充実事業                  予算額 26,731千円 

（不登校対策事業の一部）                [生徒指導課（213-6611）] 

学校へ行くことはできるが、教室に入れないなどの兆候がみられる児童生徒や、不登

校から学校復帰する段階にある児童生徒が安心して学習、相談支援を受けられるように

するため、市町教育委員会が行う校内教育支援センターへの指導員配置を支援するとと

もに指導員に対する研修を行います。 
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② 学校外での多様な学びへの支援事業                予算額 3,875千円 

 （不登校対策事業の一部）                 [生徒指導課（213-6611）] 

不登校児童生徒一人ひとりの実情に応じた多様な支援を行うため、不登校児童生徒

の学校外の居場所の一つとして役割を担っているフリースクール等で学ぶ児童生徒

の体験活動等を支援するとともに、フリースクール等を利用する公立学校の児童生徒

で、経済的な事情がある世帯への経済的な支援を引き続き行います。 

 

③ （一部新）不登校対策事業（一部）                 予算額 57,807千円 

 [生徒指導課（213-6611）] 

地域の福祉や医療と連携した取組を継続するため、引き続き県内全ての教育支援セ

ンターにスクールカウンセラーとスクールソーシャルワーカーを配置するとともに、

不登校支援アドバイザーを任用し、各教育支援センターに対して助言を行います。不

登校の子どもの保護者が適切な支援につながれるよう、相談会を引き続き実施すると

ともに、専門的な支援機関につなぐためのやりとりを行うＡＩチャットの実証に取り

組みます。 

 

④ （一部新）高校生等教育費負担軽減事業           予算額 4,305,380千円 

[教育財務課（224-2940）] 

いわゆる高校無償化に対応した支給対象の拡充を行ったうえで、就学支援金や奨学

給付金を支給することにより、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減を図

ります。また、業務効率化を図るため、奨学給付金の審査に人材派遣を活用します。 

 

⑤ スクールカウンセラー等活用事業（再掲）              予算額 527,742千円 

 [生徒指導課（224-2372）] 

いじめの被害にあっている児童生徒や不登校児童生徒、不安や悩みを抱える児童生徒

からの相談や心のケアに対応するため、スクールカウンセラーの学校への配置時間を拡

充するとともに、教育支援センターにも引き続き配置します。スクールソーシャルワー

カーの配置時間も拡充し、拠点となる学校および教育支援センターに配置するとともに、

配置以外の学校からの要請に応じて派遣し、福祉や医療機関等の関係機関と連携した支

援を行います。 

 

⑥ （一部新）社会的自立をめざす外国人生徒支援事業    予算額 18,431千円 

   [高校教育課（224-3002）] 

外国人生徒が社会的自立を果たし社会の一員として活躍できるよう、学習支援や進路

相談を行う外国人生徒支援専門員（ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ語等）およ

び日本語指導アドバイザーを県立高校に配置します。多言語化にも対応できるよう、日

本語の学習支援を必要とする外国人生徒が多く在籍する学校に、コミュニケーションを

円滑にするためのＡＩ翻訳機を導入します。 
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⑦ 高校生就職実現事業(外国人生徒等対応分）                  予算額 5,109千円 

（未来へつなぐキャリア教育推進事業の一部）（再掲）  [高校教育課（224-3002）] 

外国人生徒に対して、きめ細かな相談や求人開拓などの重点支援を行う就職実現コ

ーディネーターを配置します。外国人生徒が、日本での働き方や上級学校への進学に

ついて理解を深め、将来の生活を見通して進路を選択できるよう、進学・就職に関す

る説明会を県立高校３校で実施します。また、外国人生徒及び保護者が日本の学校制

度や働き方について理解を深め、将来を見通して進路を選択できるよう、進学・就職

に係るセミナーを開催します。 

※就職実現コーディネーター：10名のうち、３名分（外国人生徒等対応分） 

 

⑧ 特別支援学校外国人児童生徒の学校生活充実事業             予算額 3,597千円 

（早期からの一貫した教育支援体制整備事業の一部）（再掲） [特別支援教育課（224-2961）] 

特別支援学校に在籍する外国人児童生徒および保護者を支援するため、通訳・翻訳

を行う外国人児童生徒支援員を配置します。 

 

⑨ 多文化共生社会のための外国人児童生徒教育推進事業   予算額 40,011千円 

 [小中学校教育課（224-2963）] 

学習支援等を行う外国人児童生徒巡回相談員を増員するとともに、散在地域の小中学

校において日本語指導が受けられるよう、オンラインを活用した日本語指導に取り組み

ます。また、市町における外国人児童生徒の受入れや日本語指導・適応指導等の取組に

対して支援を行います。 

 

⑩ 夜間中学体験教室運営事業                                予算額 1,680千円 

[小中学校教育課（224-2963）] 

県民に夜間中学のことを広く周知するとともに、さまざまな事情により中学校へ充分

に通うことができなかった方の学びの機会を保障するため、四日市市内で引き続き体験

教室を実施します。 

 

⑪ 学校防災推進事業                                    予算額 22,004千円 

 [教育総務課（224-3301）] 

防災ノートを活用した授業や体験型防災学習等の支援、学校防災リーダー等教職員

を対象とした防災研修、高校生による能登半島地震の被災地でのボランティア活動や

交流学習を実施します。また、児童生徒や施設を利用する方々の生命を守るため、Ａ

ＥＤ（自動体外式除細動器）を県立学校・地域機関にリース形式により配備します。 
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⑫ （一部新）学校安全推進事業                            予算額 2,967千円 

（6,375千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

 [生徒指導課（224-2332）] 

高校生が自転車乗車時のヘルメット着用や交通法規遵守に対する意識を高められる

よう、効果的な取組について意見交換する「三重県高校生バイシクルサミット」の開

催、ヘルメット着用努力義務の校則への記載の推進、教職員を対象とした交通安全講

習会を実施します。また、学校における安全推進体制を構築するため、学校安全アド

バイザーを委嘱し、実践地域で通学路の安全点検やデジタル安全マップづくりを実施

します。 

通学路における児童生徒の安全確保のため、見守り活動の中心となるスクールガー

ド・リーダーを育成するとともに、地域のスクールガードを養成します。また、スク

ールガード活動に必要なクマ被害対策に係る消耗品を支給します。 

 

(6) 学びを支える教育環境の整備 

① （一部新）教職員研修事業                    予算額 44,303千円 

 [研修推進課（226-3571）] 

子どもの学びを支える若手教職員の資質・能力を系統的に育成する研修や、持続可

能で質の高い教育を提供できるようミドルリーダーのマネジメント能力育成を図る研

修、多様化・複雑化する教育課題に対応できる実践的なマネジメント能力向上をめざ

す管理職研修を実施します。法改正による法定・悉皆研修の再編に伴い、教職員の学

びを支援する「教職員研修ハンドブック」や若手教職員の不安や課題の解消に向けた

オンデマンド教材を作成します。 

 

② （一部新）自己肯定感を涵養する教育推進事業（再掲）    予算額 2,038千円 

  [研修企画・支援課（226-3428）] 

子どもたちが、学ぶ楽しさや分かる喜び、「自分も一人の人間として大切にされてい

る」という実感につながる指導が行えるよう、効果的な授業づくり・学校づくりに向け

た校内研修支援等の取組を進めることで、教職員の資質向上を図ります。また、自己肯

定感の涵養に向けた市町等主催の研修を支援するとともに、これまでの自己肯定感を涵

養する取組を県内全域に推進するため、本事業における実践の成果をもとにした「校内

研修支援用動画コンテンツ」を作成します。 

 

③ （一部新）教員採用試験事務費                    予算額 8,805千円 

[教職員課（224-2959）] 

教育の専門家にふさわしい力量を備えた人材を採用するため、教員採用選考試験を

実施します。教員採用選考試験第１次試験の問題作成については、新たに全国の希望

する自治体で構成する 「教員採用選考に係る第一次選考の共同実施に関する自治体協

議会」に参画し、協議会において選定した事業者に問題作成を委託します。 
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④ 学校における働き方改革推進事業               予算額 463,186千円 

 [教職員課（224-2959）] 

限られた時間の中で子どもたちと向き合う時間を確保し、より効果的な教育活動を持

続的に行うため、学習教材の準備など、教職員の支援を行うスクール・サポート・スタ

ッフを、引き続きすべての公立学校に配置します。また、教頭の学校マネジメント等に

かかる業務を専門的に支援する教頭マネジメント支援員の配置を拡充します。 

 

⑤ （一部新）総合教育センター管理運営費                  予算額 169,586千円 

[研修企画・支援課（226-3512）] 

総合教育センターの施設の管理運営及び機器類の保守管理を行います。また、県土整

備部営繕課に執行を委任する総合教育センターの防水改修工事について、業務効率化の

ため、工事監理業務を外部に委託します。 

 

⑥ 多様な学習コンテンツを提供する遠隔授業システム整備事業  予算額 7,893千円 

[高校教育課（224-3002）] 

学校の所在地や規模に関わらず、すべての生徒が多様な学びを選択し、希望する進路

を実現できるよう支援します。令和９年度の遠隔授業の本格配信に向け、遠隔授業配信

センターから大学進学や資格取得に向けた講座を試験的に配信するとともに、受信側の

高校における受信環境の整備を進めます。 

 

⑦ （新）遠隔授業配信センター運営費             予算額 6,065千円 

[高校教育課（224-3002）] 

新たに総合教育センター内に設置した遠隔授業配信センターの管理運営を行います。

受信校と授業内容の協議や、配信に必要な教材等の準備を進めます。 

 

⑧ 学校情報ネットワーク事業                           予算額 491,240千円 

   [教育総務課（224-3008）] 

県立学校において、教職員用１人１台パソコン、ネットワークやクラウド等の情報基

盤の維持管理、統一校務支援システム、デジタル採点システム、グループウェア等のア

プリ・システムの運用保守およびウェブフィルタリング等のセキュリティ対策の実施等

を行うことで、安全かつ適正にＩＣＴを活用できる環境を整備します。 

 

⑨ 教育課程等研究支援事業                        予算額 633,670千円 

   [小中学校教育課（224-2963）] 

新学習指導要領に即した授業改善や学習評価がなされるよう、小中学校の教職員等へ

の研修等を行います。専門的な指導の充実と教職員の負担軽減を図るため、中学校にお

いて、専門的な指導や引率を行える文化部活動指導員を増員します。共同調達会議の運

営を通じて、各市町における１人１台端末の計画的な更新を行います。 
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⑩ （一部新）校舎その他建築費                        予算額 4,042,306千円 

   [学校経理・施設課（224-2955）] 

県立高校について、老朽化が進む施設の安全性を維持するため、県立学校施設の長寿

命化計画に基づき、計画的な老朽化対策に取り組むとともに、トイレの洋式化やバリア

フリー化、照明のＬＥＤ化、電気設備等の更新、空調設備の導入など施設・設備の機能

の向上に取り組みます。また、県土整備部営繕課に執行を委任する県立高等学校の施設

整備にかかる工事について、業務効率化のため、工事監理業務を外部に委託します。 

 

⑪ 教育改革推進事業                                     予算額 4,332千円 

   [教育政策課（224-2951）] 

本県の教育のあり方について、国の教育改革の動向等をふまえ、幅広い視点から検

討する三重県教育改革推進会議を開催し、次期「県立高等学校活性化計画（仮称）」を

策定します。また、それぞれの地域において活性化協議会を開催し、各地域における

高等学校の活性化や、今後の学びと配置のあり方について協議します。 

 

⑫ （新）高等学校等教育改革促進基金積立金             予算額 6,000,000千円 

             （6,060,000千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

       [高校教育課（224-3002）] 

国の高校教育改革の構想に基づく取組を促進する事業に活用する基金として積立を

行います。 

 

⑬ （新）高等学校教育改革促進事業                   予算額 20,000千円 

       [高校教育課（224-3002）] 

今後の社会課題に対応し、これからの時代を担う人材を育成するため、高等学校等教

育改革促進基金積立金を活用し、専門高校の機能強化・高度化や、普通科の特色化・魅

力化、多様な学びの確保といった改革を先導する取組を行う県立高校を支援します。 

 

⑭ （一部新）高等学校活性化推進事業                      予算額 32,649千円 

       [高校教育課（224-3002）] 

普通科高校の特色化を進めるため、大学や地域企業と連携し、生徒の主体的な学びを

深める探究学習プログラムを開発・実施します。また、生徒の多様な学習ニーズに対応

し、質の高い学びを提供できるよう、柔軟な単位認定システムや教育プログラムを研究

開発し、従来の全日制・定時制・通信制の枠組みにとらわれない新しいタイプの全日制

高校（みえ版フレキシブル高校）の設置をめざした研究を進めます。 

 

⑮ （一部新）高等学校学力向上推進事業                    予算額 43,564千円 

       [高校教育課（224-3002）] 

不登校や病気療養中等により長期欠席する生徒の学習機会を保障するため、ＩＣＴを

活用した遠隔授業を配信します。新たにサポートスタッフを配置し、円滑な授業配信と

きめ細かな個別対応の実現を図ります。 
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⑯ （一部新）文化財保存管理事業                          予算額 9,328千円 

   [社会教育・文化財保護課（224-2999）] 

三重県内の貴重な文化財を調査し、文化財保護審議会の審議を通じて、指定等の適切

な保存措置を講じるとともに、文化財についての情報発信を行います。加えて、地震等

の災害に備え、市町と連携して文化財建造物の現況を把握し、県内の歴史的建造物デー

タベースの整備を行います。 

 

⑰ （新）近畿・東海・北陸ブロック民俗芸能大会事業        予算額 10,800千円 

   [社会教育・文化財保護課（224-3328）] 

「近畿・東海・北陸ブロック民俗芸能大会」を三重県で開催し、12 府県に伝わる民

俗芸能を上演することで、民俗文化財の継承や振興に努めるとともに、ユネスコ無形文

化遺産登録をめざす「神楽」を披露することで、三重県が誇る無形文化財の魅力を発信

し、機運の醸成を図ります。 
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1 未来の礎となる力の育成
「確かな学力」 「豊かな心」 「健やかな身体」 の育成

令和８年度

注力取組

① 若手教員の授業力向上に向けた「授業力向上アドバイザー」を派遣

② 自己肯定感を涵養する取組の更なる推進に向けた「研修用動画」を作成

③ 部活動の地域展開に向けて国補の活用が困難な取組を県単で支援

確かな学力の育成 豊かな心の育成

健やかな身体の育成

【一部新】学力向上推進事業 （予算額：51,000千円）

〇若手教員の授業力向上のため、モデル校に授業力向上アドバ

イザーを派遣し指導・助言を実施

〇県内すべての若手教員を対象に、授業力向上に向けた新たな

研修を開催

【一部新】学習習慣の確立に向けた取組推進事業 （予算額：1,356千円）

要請のあった小中学校に有識者を派遣し、学習習慣の重要性

や家庭での支援方法等について講演会や研修会を開催

【一部新】自己肯定感を涵養する教育推進事業 （予算額：2,038千円）

【一部新】子どもと本をつなぐ環境整備促進事業 （予算額：2,518千円）

【新】令和10年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業 （予算額：3,503千円）

令和10年度の開催に向けて、本県開催競技の日程等に係る調整

１年 ３０人（下限２５）

２年 ３０人（下限２５）

３年～６年 ３５人

小学生 （国の学級編成標準 ３５人） 中学生 （国の学級編成標準 ）

１年 ３５人（下限なし）

２年 ３５人（下限２５⇒なし）

３年 ４０⇒３５人（下限２５）

※朱書きはR８年度から

少人数学級の推進（三重県独自の取組）

国の計画的な引き下げを先取りした少人数学級を実施

※「自分には、よいところがある」 ～全国学力・学習状況調査結果～

小学校(R4)77.9％ ⇒ (R7)85.1％ 中学校(R4)79.7% ⇒ (R7)86.8％

【問い合わせ先】
学力向上推進プロジェクトチーム（224-2931）

教職員課（224-2959）
研修企画・支援課（226-3428）

社会教育・文化財保護課（224-3322）
保健体育課（224-2973）

国の先取り部分

中１ 35人
中2,3 ４０人

生徒自ら企画する、県立学校図書館により多くの生徒が訪れ

本を読んでもらう取組への支援

みえ子どもの元気アップ部活動充実事業 （予算額： 490,260千円※2月補正含み）

市町が行う中学校部活動の地域展開について、国補助の活用が

困難な取組（指導者報酬、コンサルタント派遣費用等）を支援

【一部新】学校給食・食育推進事業 （予算額：5,769千円）

市町等が実施する体験型の地産地消教育をＪＡ三重等と連携して

実施（モデル校に対し地場産物購入経費等の一部を支援）

〇モデル校およびモデル地域における効果的な授業づくり・学

校づくりに向けた校内研修支援を引き続き実施

〇Ｒ６年度からのモデル事業の取組成果をまとめた「校内研修支援用

動画コンテンツ」を作成し、県立学校及び市町等へ展開

教
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2 未来を創造し社会の担い手となる力の育成
「キャリア教育」 「グローカル教育」 「新たな価値を創り出す力の育成」

令和８年度

注力取組

キャリア教育の推進

新たな価値を創り出す力の育成

グローカル教育

（女子生徒の理系進路選択を支援する取組）

〇女子生徒が理系の進路を主体的に選択できるよう、県内外
の大学・研究機関を訪問

〇女性研究者・技術者との座談会を実施

〇女子生徒による小学生向けの科学体験講座を開催

【一部新】未来へつなぐキャリア教育推進事業 （予算額：37,547千円）

（地元企業への理解を深める取組）

大学進学者が多い普通科高校を対象に、地元企業への理解を

深め、将来の選択肢を提示するため、学校と地元企業を結ぶ

コーディネーターを活用して企業展や職場訪問を実施

【新】「みえに学びみえの未来を考える」探究学習推進事業
（予算額：2,000千円）

三重県誕生150周年を契機に、有識者や県内企業等と連携し

て取り組む「ふるさと三重」をテーマとした探究学習を支援

【一部新】世界へはばたく高校生育成支援事業 （予算額：11,112千円）

県外進学

７割

Uターン

３割
都市部三重県

県内企業に対する理解の促進に注力

大学進学者の７割が県外に流出
そのうちUターン就職で県内に戻るのは３割

【問い合わせ先】
高校教育課（224-3002）

① 「女子生徒の理系進路選択を支援する取組」や「大学進学者が多い普通科高校の地元企業への理解を深める取組」を推進

② 海外での実地研修を主体とした高校生向けの研修を実施

③ 三重県誕生150周年を契機に各高校が取り組む「ふるさと三重」をテーマとした探究学習を支援

企業展の開催

企業訪問の実施

高校生を対象に、外国人材を雇用する県内企業や海外事業所で

の意見交換を行うほか、新たに海外の教育機関等における本県

の魅力発信を内容とする研修を実施

【R7年度の取組】

県立高等学校13校20名によるベトナム研修を実施

現地高校生・大学生

との交流

ＪＩＣＡ海外協力

隊員による講話

現地企業の見学及び

従業員との意見交換
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3 特別支援教育の推進
「一人ひとりに応じた切れ目のない教育」 「特別支援学校における自立と社会参画に向けた教育」

令和８年度

注力取組

① 高校通級の拡充に向け、教員の専門性を高める研修を実施

② 医療的ケア児への対応に向けて看護師等が福祉車両等に同乗する通学支援の回数を増加

③ 老朽化対策、安全対策、狭隘化対策への対応に向けた施設整備を推進

一人ひとりに応じた切れ目のない教育 特別支援学校における自立と社会参画に向けた教育

【一部新】早期からの一貫した教育支援体制整備事業
（予算額：18,505千円）

特別支援学校メディカル・サポート事業 （予算額：84,640千円)

医療的ケア児の学習を保障し、通学にかかる保護者負担の軽減

に向けて登校時に看護師等が福祉車両等に同乗する通学支援の

回数を増加 （週２回⇒週５回）

特別支援学校施設建築費 （予算額：8,741,957千円 ※2月補正含み）

老朽化対策・安全対策・狭隘化解消等への対応

【盲学校・聾学校】

城山特別支援学校隣地への移転に向けて、校舎

の建築工事やグラウンド整備を実施

【松阪あゆみ特別支援学校】

教室不足の解消及び肢体不自由のある子どもの

新たな就学先として校舎増築を実施

【特別支援学校西日野にじ学園】

狭隘化解消に向け、実現可能性の検討結果を

ふまえた対応を実施

小学校 中学校 合 計

特別支援学級
964学級（＋14） 415学級（＋24） 1,379学級（＋38）

4,788人（＋244） 1,963人（＋97） 6,751人（＋341）

通級指導教室
107教室（＋8） 27教室（＋4） 134教室（＋12）

1,446人（＋177） 366人（＋69） 1,812人（＋246）

発達障がい等、特別な支援を必要とする児童生徒が増加 ※R7年５月現在

※（ ）内は前年同期比からの増加数

（特別支援学校）

通訳や翻訳を行う外国人児童生徒支援員を引き続き配置

【発達障がい支援員】 R６年度要請回数 ４７７回

特別な支援が必要な生徒に対する専門的な知見を有する支援員が、学校の要請

に基づき教員指導や本人（保護者）との面談、個別指導計画の作成支援を実施

【問い合わせ先】
特別支援教育課（224-2961）

【特別支援学校玉城わかば学園】

肢体不自由のある子どもの新たな就学先として

校舎改修を実施

（高等学校）

〇通級による指導等を担当する教員の専門性を高められるよう

研修の取組を強化

〇発達障がい支援員を引き続き配置

教
育
委
員
会
　
1
5



4 いじめや暴力のない学びの場づくり
「いじめをなくす取組」 「教育相談体制の充実」 「教職員の資質向上と支援体制の充実」

令和８年度

注力取組

① スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置時間を拡充

② 「学校問題ADR」および「代理型スクールロイヤー制度」の導入

教育相談体制の充実 支援体制の充実

【一部新】いじめ対策推進事業 （予算額：27,972千円）

（学校問題ADR）※裁判外紛争解決手続

子どもたちの育成に向けて、県立学校と保護者の連携が円滑に

進まない事案に対し、弁護士等が中立的な立場で合意形成を図る

スクールカウンセラー等活用事業 （予算額：527,742千円）

不安や悩みを抱える児童生徒への支援を行う「スクールカウンセ

ラー（SC）」および「スクールソーシャルワーカー（SSW）」

の配置時間を拡充

【スクールカウンセラー】

（臨床心理士等）

心の悩みを抱えた児童生徒

に寄り添い、相談や心のケ

アに対応する

【スクールソーシャルワーカー】

（社会福祉士等）

虐待や貧困など児童生徒を取

り巻く環境に対して関係機関

等と連携した支援を行う

主張が
平行線

保護者
（児童生徒）

学校

生徒間トラブルいじめ・暴力

学校問題に知見のある弁護士など

中立的な立場で和解をサポート

学校問題ADR

従来から実施している弁護士による法的相談に加え、「学校

問題ADR」および「代理型スクールロイヤー制度」を導入

（代理型スクールロイヤー制度）

県立学校だけでは対応が困難な事案に対し、弁護士が学校や

教育委員会の代理人として対応

3,764 

4,268 

5,380 

6,831 

6,026 

R 2

R 3

R 4

R 5

R 6

いじめ認知件数は

増加傾向

【SC配置時間】

昨年度比

4.2 ％増
※3,353時間増

（計83,794時間）

【SSW配置時間】

昨年度比

7.2%増
※1,883時間増

（計28,059時間）

県内全ての小中学校、高

等学校、特別支援学校、

夜間中学、教育支援セン

ターに配置

（179名任用予定）

県内全ての市町および教

育支援センター、夜間中

学、拠点となる高等学校、

特別支援学校に配置

（42名任用予定）

【問い合わせ先】
生徒指導課（224-2332）
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5 誰もが安心して学べる教育の推進
「不登校児童生徒への支援」 「外国人児童生徒の支援」

令和８年度

注力取組

① 校内教育支援センターの設置を促進

② 外国人児童生徒巡回相談員を増員し、日本語指導や保護者への支援を実施

不登校児童生徒への支援 外国人児童生徒への支援

823 1,059 1,356 1,769 1,936 
1,616 

2,084 
2,489 

2,799 2,823 
760 

732 
986 

1,023 1,110 
3,199 3,875 

4,831 
5,591 5,869 

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000

R2 R3 R4 R5 R6

不登校児童生徒の推移（公立学校）

小学校 中学校 高等学校

年度 R3 R4 R5 R6 R7

小学校 1,690 1,761 1,765 1,897 1,953

中学校 609 593 731 725 824

義務教育学校 2 2 3 1 3

県立高校 288 276 276 255 297

特別支援学校 58 68 67 58 68

合 計 2,657 2,700 2,842 2,936 3,145

日本語指導が必要な児童生徒数は増加（公立学校） ※R7年5月現在

多文化共生社会のための外国人児童生徒教育推進事業

（予算額：40,011千円）

〇小中学校向け「外国人児童生徒巡回相談員」を増員

（20人⇒22人）

〇高校向け「外国人生徒支援専門員」や「日本語指導アドバイ

ザー」を引き続き配置

〇外国人生徒が多く在籍する高校にコミュニケーションを円滑に

するための「 AI翻訳機」を新たに導入

【一部新】社会的自立をめざす外国人生徒支援事業 （予算額：18,431千円）

【問い合わせ先】
生徒指導課（213-6611）
高校教育課（224-3002）

小中学校教育課（224-2963）

【一部新】不登校対策事業 （予算額：88，413千円）

（校内教育支援センター）

〇校内教育支援センター（空き教室等を活用し不登校等の
児童生徒を支援する教室）を設置する市町への支援
・指導員の配置補助
・指導員への研修

（学校外での多様な学びへの支援）

〇経済的な事情がある利用世帯へのフリースクールの利用料
を補助

〇フリースクールが行う体験活動への支援、専門家派遣

（その他）

〇専門的な支援機関につなぐためのやりとりを行うAIチャット
の実証事業を新たに開始

令和８年度

注力取組
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6 学びを支える教育環境の整備
「学校の活性化」 「教職員の働き方改革」 「ICT教育」 「学校施設の整備」

令和８年度

注力取組

① 「みえ版フレキシブル高校」の設置をめざした研究を開始

② 教員採用試験（第一次選考）の問題作成を事業者に委託

③ 遠隔授業配信センター（R9年度本格配信）の整備を促進

地域との協働と学校の活性化の推進 教職員の資質向上と働き方改革の推進

ＩＣＴを活用した教育の推進

【一部新】高等学校活性化推進事業 （予算額：32,649千円）

教育改革推進事業 （予算額：4,332千円）

県立高等学校の特色化・魅力化や規模・配置の適正化を図るた

め、次期「県立高等学校活性化計画（仮称）」を策定

【一部新】教職員研修事業 （予算額：44,303千円）

持続可能で質の高い教育を提供できるようミドルリーダーの
マネジメント研修を実施

多様な学習コンテンツを提供する遠隔授業システム整備事業 （予算額：7,893千円）

市町と連携し文化財建造物の現況を把握し、県内の歴史的建造物デー
タベースを整備

【一部新】教員採用試験事務費 （予算額：8,805千円）

「教員採用選考に係る第一次選考の共同実施に関する自治体協議

会」に参画し、協議会において選定した事業者に問題作成を委託

通信制

全日制

定時制

学校施設の整備

【一部新】校舎その他建築費 （予算額：4,042,306千円）

避難所に指定されている県立高校体育館に空調設備を導入（５校）

するなど、県立学校施設の計画的な施設整備を実施

みえ版フレキシブル高校
（生徒一人ひとりの学習ニーズに対応）

【問い合わせ先】
高校教育課（224-3002）
教育政策課（224-2951）
研修推進課（226-3571）

教職員課（224-2959）
学校経理・施設課（224-2955）

〇全日制・定時制・通信制の枠組みにとらわれない新しいタイプ

の全日制高校（みえ版フレキシブル高校）の設置に向けた研究

〇普通科高校の特色化を進めるため、大学・地域企業と連携した

高度な探究学習プログラムを開発

単位制の仕組みを活用

県内の定時制・通信制高校と連携し、

併修した単位を卒業単位として認定

〇不登校生徒等への遠隔授業配信をサポートする「不登校遠隔授業
アシスタント」を新たに配置

〇部活動の顧問として技術的な指導を行う「部活動指導員」を増員

〇学校教材の準備等を行う「スクール・サポート・スタッフ」を
すべての公立学校に引き続き配置

教職員をサポートする専門的な人材を配置

文化財の保存・活用・継承

【一部新】文化財保存管理事業 （予算額：9,328千円）

受信側の高校における受信環境の整備と試験配信（令和９年度本格配信）

教
育
委
員
会
　
1
8



7 令和８年度における主な国費活用事業
「高校授業料の無償化」 「学校給食費の負担軽減」 「高等学校等教育改革促進基金を活用した取組」

令和８年度

注力取組

① 公立私立を含めたいわゆる「高校授業料の無償化」が実現

② 公立小学校等の「学校給食費の負担軽減」が実現

③ N-E.X.T.（ネクスト）ハイスクール構想に基づき、新たな基金を創設して高校教育改革の取組を支援

学校給食費の負担軽減

【新】給食費負担軽減事業 （予算額：4,540,954千円）

保護者の負担軽減のため、公立小学校等の学校給食の食材費を支援

※1人当たり月5,200円上限（特別支援学校小学部は月6,200円上限）

国

交付金
地方交付税

国へ申請

県
市町へ配分

該当者の報告

公立小学校
（市町）

高校授業料の無償化

【問い合わせ先】
教育財務課（224-2940）
保健体育課（224-2969）
高校教育課（224-3002）

高等学校等教育改革促進基⾦を活用した取組

【一部新】高校生等教育費負担軽減事業 （予算額：4,30５,3８０千円）

いわゆる高校無償化に対応するため、就学支援金（授業料への支

援）や奨学給付金（授業料以外の教育費への支援）の対象を拡充。

【高等学校等就学支援金＋高校生等臨時支援】

従来の就学支援金に加え、収入要件により就学支援金の支給対
象外となる生徒に臨時支援金を支給。これにより、公立高校に
ついては実質的に授業料が無償化（全額国費負担）

【高校生等奨学給付金】

生活保護世帯及び住民税所得割非課税世帯を対象に給付
（財源負担：国1/3、県2/3）

令和7年度

【高等学校等就学支援金】

高等学校等就学支援金の収入要件を撤廃。

（財源負担：国3/4、県1/4）※県1/4分は交付税措置

【高校生等奨学給付金】

給付対象を世帯年収約490万円未満の中所得世帯まで拡充。

（財源負担：国1/2、県1/2）

令和８年度 【新】高等学校教育改革促進事業 （予算額6,0６0,000千円）※３年間の総額

基金積立金を活用し、改革を先導する県立高校を支援

【改革の類型と取組例】（※国の説明資料より）

〇新時代の担い手となる専門人材育成
→最先端の産業施設の整備、企業人材を外部講師として招聘

〇理数系人材育成
→文理融合のカリキュラム開発、理科実験施設の改修

〇多様な教育機会の確保
→遠隔授業の設備整備、小規模校同士をつなぐ探究活動の開発
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３ その他の主要事業 

政 策 名 、 施 策 名 及 び 事 業 の 内 容 
担当課・ 

電話番号 

 

《政策名：防災・減災、県土の強靭化》 

 

〈施策名：(1-2)地域防災力の向上〉  

 

１ 災害時学校支援事業                      590千円 

【（1-2-4）学校における防災教育の推進】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ２事務局費） 

避難所の開設・運営や学校の再開準備、児童生徒の心のケアなど、災害時

の学校運営に関する専門的な知識や実践的な対応能力を備えた教職員による

「三重県災害時学校支援チーム」において、大規模災害発生時には隊員を被

災した学校に派遣して、学校教育の早期再開を支援します。また、民間団体・

企業等との連携による災害時の子ども支援の仕組みづくりを進め、市町との

連携につなげます。 

 

《政策名：人権・ダイバーシティ》 

 

〈施策名：(12-1)人権が尊重される社会づくり〉  

 

１ 人権感覚あふれる学校づくり事業                652千円 

【（12-1-2）人権教育の推進】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

教育活動全体を通じて、子ども一人ひとりの存在や思いが大切にされる「人

権感覚あふれる学校づくり」が進められるよう、人権学習指導資料の効果的

な活用や人権教育カリキュラムの改善等について研究を行い、その成果を報

告書や研修等で全ての県立学校に広めます。 

 

２ 人権教育研究推進事業                     1,838千円 

【（12-1-2）人権教育の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

三重県人権教育基本方針に基づき「人権感覚あふれる学校づくり」を進め

るため、学校や中学校区を指定し、差別解消に向けた意欲を育む学習活動等

の研究を行い、その取組手法や指導内容等の普及を図ります。校種間で協働

して人権教育の授業研究を行い、子どもに権利の主体者としての意識を育む

とともに、差別解消に向けた行動力を育成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育総務課 

(224-3301) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人権教育課 

(224-2732) 

 

 

 

 

 

 

人権教育課 

(224-2732) 
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３ 人権教育活動推進事業                        1,358千円 

【（12-1-2）人権教育の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

学校における人権教育を進めるため、学校への指導助言を行うとともに、

市町の人権教育担当を対象に、教員の実践力向上や指導力育成のための会議

を開催します。 

 

４ 人権教育研修事業                       1,363千円 

【（12-1-2）人権教育の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

    学校における人権教育を推進するため、小・中・義務教育学校、県立学校の

管理職等を対象とした研修を実施します。また、県立学校において、学校や地

域で人権教育推進のリーダーとなって実践できる人材を養成します。 

 

５ 「人権が尊重される三重」をつくるこどもサミット事業    1,980千円                 

【（12-1-2）人権教育の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ６人権教育費） 

    「人権が尊重される三重」をつくる主体者の育成を図るため、異校種の子ど

もたちが集まり、各校、各地域で取り組んだ人権学習や地域に人権尊重の意識

を広める教育活動の成果を発表するとともに、差別を解消するために自分たち

にできることを話し合うこどもサミットを開催します。 

 

《政策名：教育》 

 

〈施策名：(14-1)未来の礎となる力の育成> 

 

１ みえの学力向上県民運動推進事業                  61千円 

【（14-1-1）確かな学力の育成】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ２事務局費） 

   学校・家庭・地域が一体となった学力向上の取組を進めるため、みえの学力

向上県民運動の趣旨や取組内容について、関係団体と連携し、周知・啓発を行

います。 

 

２ 高校芸術文化祭費                       3,607千円 

【（14-1-2）豊かな心の育成】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

      音楽、美術、演劇など高校生の芸術文化の技術と創造力を磨き、芸術文化活

動の活性化を図るとともに、生徒相互の交流を深め、豊かな人間性を育成する

ため、みえ高文祭の開催支援や、全国高等学校総合文化祭、近畿高等学校総合

文化祭への生徒派遣などの支援を行います。 

 

 

 

 

人権教育課 

(224-2732) 

 

 

 

 

 

人権教育課 

(224-2732) 

 

 

 

 

 

人権教育課 

(224-2732) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学力向上推進

プロジェクト

チーム 

（224-2931） 

 

 

 

高校教育課 

（224-3002） 
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３ 小中学校指導運営費                       72,052千円 

【（14-1-2）豊かな心の育成】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

      市町および小中学校を訪問して、学習指導要領に基づく授業実践や、学力向

上の取組を支援します。きめ細かな支援を行うため、授業等で学級支援を行う

学習指導員の配置を拡充します。 

 

４ 学校保健総合支援事業                             2,612千円 

【（14-1-3）健やかな身体の育成】 

     （第10款 教育費  第７項 保健体育費 １保健体育総務費） 

      現代的な子どもの健康課題である「歯と口の健康づくり」「性に関する指導」

について、専門医等を学校に派遣して児童生徒や教職員の指導・助言を行うと

ともに、「心の健康（メンタルヘルス）」については、専門医等を招聘して教職

員等を対象にした講演会を実施し、学校における健康教育の充実を図ります。

国事業を活用して、子どもたちへの相談やケアを行う養護教諭を支援するため、

経験豊富な人材を派遣し、指導助言や業務代替を行います。 

 

５ がんの教育総合推進事業                            441千円 

【（14-1-3）健やかな身体の育成】 

     （第10款 教育費  第７項 保健体育費 １保健体育総務費） 

      子どもたちが、がんについて正しく理解したり、自他の健康と命の大切さに

ついて考えを深めたりできるよう、医療関係者やがん経験者などの外部講師と

取り組むがん教育を推進します。また、指導者向け研修を実施し、がん教育の

意義や指導内容等を学ぶ機会を提供します。 

 

〈施策名： (14-4)いじめや暴力のない学びの場づくり〉 

 

１ 教育相談事業（一部再掲）                  94,223千円  

              【(14-4-2) いじめや暴力のない学びの場づくり】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ５総合教育センター費） 

臨床心理相談専門員による子どもの心の問題の解決に向けた専門的教育相

談を行うとともに、学校での教育相談体制を支援するための派遣を行います。

相談スキルに応じた研修や、校内相談体制づくりを推進する中核的リーダー

の育成研修を実施し、教職員の教育相談に係る資質・能力の向上を図ります。

また、不登校児童生徒支援に係る研修は、校内教育支援センター指導員も対

象にして実践力向上を図ります。いじめ相談への対応について学ぶ教職員研

修を実施します。いじめ電話相談や多言語でも相談できる「子どもＳＮＳ相

談みえ」を引き続き実施します。 

 

 

 

 

 

 

小中学校教育

課 

（224-2963） 

 

 

 

 

保健体育課 

（224-2969） 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健体育課 

（224-2969） 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修企画・支援

課 

(226-3516) 
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〈施策名： (14-6) 学びを支える教育環境の整備〉 

１ 地域と学校の連携・協働体制構築事業             23,190千円 

                （28,690千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

【（14-6-1）地域との協働と学校の活性化の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

地域とともにある学校づくりを進めるため、地域学校協働活動推進員の配

置や、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な導入や充実に

向けて取り組む市町を支援します。また、地域未来塾など放課後等に補充的

な学習支援に取り組む市町に対して補助を行います。中学校における休日の

文化部活動の地域展開が円滑に進むよう、市町に対して受け皿確保などの課

題への助言を行うコーディネーターの配置や運営団体における指導者の配置

等の補助を充実させます。 

 

２ 県立学校教職員健康管理対策費                  96,330千円 

【（14-6-2）教職員の資質向上と働き方改革の推進】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ８教職員厚生費） 

県立学校教職員の生活習慣病等を早期発見・早期治療するため、定期健康

診断を実施します。また、時間外労働等のデータを管理する「過重労働対策

報告システム」を活用し、過重労働による健康障害の予防を図ります。 

 

３ 教職員メンタルヘルス対策費                    7,678千円 

【（14-6-2）教職員の資質向上と働き方改革の推進】 

（第10款 教育費  第１項 教育総務費 ８教職員厚生費） 

教職員の精神神経系疾患を予防するため、心の健康について正しく認識し、

自らが早期に気づき、適切に対処できるよう研修や啓発を行うとともに、精

神科医や臨床心理士による相談体制の充実を図ります。また、教職員が早期

に病気回復と職場復帰を果たせるよう、精神科医による管理職とのケースカ

ンファレンスを実施し、職場復職支援および支援体制の充実を図ります。 

 

４ 情報教育充実支援事業                     454,659千円 

【（14-6-3）ＩＣＴを活用した教育の推進】 

（第10款 教育費  第４項 高等学校費 ２高等学校管理費） 

情報教育等で使用している情報教室（パソコン教室）の学習用端末や、老

朽化している電子黒板機能付きプロジェクタを更新します。学校図書館資料

が有効に活用されるよう、県立学校図書館資料共有ネットワークシステムを

更新します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小中学校教育

課 

（224-2963） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福利・給与課 

(224-2939) 

 

 

 

 

 

福利・給与課 

(224-2939) 

 

 

 

 

 

 

 

高校教育課 

（224-3002） 
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《政策名：子ども》 

 

〈施策名：(15-1)子どもが豊かに育つ環境づくり〉 

 

１ 高等学校等進学支援事業                            136,963千円 

【（15-1-3）子どもの貧困対策の推進】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与により、経済的

な理由で修学が困難な生徒を支援します。 

 

〈施策名：(15-2) 幼児教育・保育の充実〉 

 

１ 就学前教育の質向上事業                             2,410千円 

（9,910千円 ※R7年度2月補正予算含みベース） 

【（15-2-1）幼児教育・保育サービスの充実】 

（第10款 教育費 第１項 教育総務費 ４教育指導費） 

幼児教育の質の向上と幼保小の円滑な接続を進めるため、幼児教育スーパ

ーバイザーおよび幼児教育アドバイザーを市町や施設へ派遣し、研修支援等

を行います。幼保小の円滑な接続に係る協議会（「架け橋期カリキュラム作

成検討委員会」）を開催し、幼保小接続の手引きの改訂を行います。 

 

《政策名：文化・スポーツ》 

 

〈施策名：(16-1)文化と生涯学習の振興〉 

         

１ 地域文化財総合活性化事業                 90,000千円 

【（16-1-2）文化財の保存・活用・継承】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 ６文化財保護費） 

国・県指定等文化財の所有者等が行う修復等の保存事業に対して、技術的

な助言と必要な経費についての支援を行うとともに、所有者等による公開・

活用等への取組を促進します。 

 

２ 世界遺産熊野参詣道・無形文化遺産保存管理推進費      2,069千円 

    【（16-1-2）文化財の保存・活用・継承】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 ６文化財保護費） 

       世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保存と活用のため、文化庁や奈良県・

和歌山県および関係市町と連携した取組を行うとともに、資産の保存・管理に

多様な主体が参画できるよう講習会・講演会等の開催や、市町が実施する世界

遺産追加登録資産の学術調査について、技術的支援を行います。また、「鳥羽・

志摩の海女漁の技術」を含む海女漁および「伊勢太神楽」「御頭神事」を含む

神楽がユネスコ無形文化遺産に登録されるよう、機運の醸成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

教育財務課 

(224-2940) 

 

 

 

 

 

 

小中学校教育

課 

（224-2963） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-2999) 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3328) 
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３ 受託発掘調査事業                        38,486千円 

【（16-1-2）文化財の保存・活用・継承】               

     （第10款 教育費 第６項 社会教育費 ６文化財保護費） 

      国等が実施する事業地内にある埋蔵文化財を適切に保護するための調整を行

うとともに、必要となる発掘調査と記録作成を行います。 

 

４ 社会教育推進体制整備事業                 2,668千円 

【（16-1-4）社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 １社会教育総務費） 

社会教育の振興を図るため、社会教育関係者を対象に研修や情報交換を行

うとともに、地域課題の解決に資する学びの場が創出されるよう講習等を実

施します。博物館法の改正に伴う審査登録を行うとともに、社会教育団体が

県内で開催する研究大会を支援します。 

 

５ 鈴鹿青少年センター費                   135,016千円 

【（16-1-4）社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 １社会教育総務費） 

民間がもつノウハウを活用することによって、青少年をはじめ幼児から高

齢者まで幅広い世代に、効果的・効率的に体験活動等の機会を提供します。

また、公園（鈴鹿青少年の森）と一体的な管理運営を行います。 

 

６ 熊野少年自然の家費                    46,323千円 

【（16-1-4）社会教育の推進と地域の教育力の向上】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 １社会教育総務費） 

優れた自然環境を活用して、青少年を対象とした幅広い自然体験活動の機

会を提供します。利用者に安全で快適な施設として管理・運営していくため、

経年劣化している施設および設備の維持修繕、更新を計画的に実施します。 

 

７ 埋蔵文化財センター管理運営費              112,837千円 

【（16-1-2）文化財の保存・活用・継承】 

（第10款 教育費 第６項 社会教育費 ６文化財保護費） 

埋蔵文化財に係る必要な発掘調査や適切な保存管理を行うための恒温恒湿

収蔵庫や新設収蔵庫の整備を行うとともに、展示施設や多機能トイレの整備

を行い、文化財の公開・活用環境を整え、県民への公開・普及を促進します。

文化財を活用した体験事業やイベント、学校において文化財に触れられる出

前授業等を行い、子どもたちの郷土への愛着を育みます。 

 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3328) 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3322) 

 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3322) 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3322) 

 

 

 

 

社会教育・文化

財保護課 

(224-3328) 
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企業庁 1 

企 業 庁 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 

企業庁では、県民の日常生活や経済活動に欠くことのできない水道用水及び工業

用水を供給することで、県民のくらしの安全・安心の確保や地域経済の発展に貢献

するため、効率的かつ効果的な企業経営をめざして経営改革を推進し、経営基盤の

強化に取り組むとともに、三重県企業庁経営計画に基づき、事業運営を行っていま

す。 

令和８年度当初予算については、経営計画の最終年度として、目標達成に向けて

取組を的確に進めていくことを基本におき、物価高騰や施設の更新需要の増大等、

引き続き経営環境が厳しい中においても、将来、発生が予想される南海トラフ地震

等の大規模地震や、昨今、全国各地で頻発している自然災害に備え、より一層の耐

震化や老朽化対策、風水害対策など施設の改良や更新を着実に進めます。 

２ 主な重点項目 

強靱な水道及び工業用水道の構築 予算額 15,808,090千円 

（16,534,387 千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設等の耐震化をよ

り一層進めるとともに、将来にわたり水道用水及び工業用水を安定して供給でき

るよう、老朽化対策等に取り組み、強靱な水道及び工業用水道の構築をめざしま

す。 

(1) 水道施設改良事業 予算額 8,994,100千円[水道事業課（224-2833）] 

（9,720,397 千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

水道用水を安定的に供給できるよう、北中勢及び南勢志摩水道用水供給事

業において、耐震化や老朽化対策など施設の改良や更新を計画的に行うとと

もに、北中勢水道用水供給事業にかかる取水・導水施設の整備を進めます。 

ア 耐震化 1,488,456千円 

（1,817,136 千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

・内径 400粍送水管布設替工事（桑名市） 他 

イ 老朽化対策 3,101,673千円 

・高野浄水場受変電及びポンプ電気設備改良工事（津市） 他 

ウ その他（配水運用の強化・風水害対策など） 4,403,971千円 

（4,801,588 千円 ※R7年度 2月補正予算含みベース） 

・長島導水ポンプ所非常用発電設備設置工事（桑名市） 他  



企業庁 2 

(2) 工業用水道施設改良事業 予算額 6,813,990千円 

   [工業用水道事業課（224-2835）] 

工業用水を安定的に供給できるよう、北伊勢、中伊勢及び松阪工業用水道

事業において、耐震化や老朽化対策など施設の改良や更新を計画的に行いま

す。 

ア 耐震化 674,300千円 

・新屋敷取水所配水池築造工事（松阪市） 他 

イ 老朽化対策 4,153,435 千円 

・内径 1800 粍制水弁設置工事（四日市市） 他 

ウ その他（配水運用の強化・風水害対策など） 1,986,255 千円 

・内径 1200 粍配水管推進工事（四日市市） 他  
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令和８年度当初予算 会計別総括表 

 
※資本的収支の上段括弧書きの額は、国の補正予算に係る前年度 2 月補正予算含みの予算額です。 

 

 

【水道事業会計】 （単位: 千円）

項目
令和7年度

(a)
令和8年度

(b)
増減

(b)-(a)
前年度比
(b)/(a)

収益的収入
(A)

9,821,381 9,799,462  △21,919 99.8%

収益的支出
(B)

10,316,319 10,448,204 131,885 101.3%

収益的収支差
（A)-(B)

 △494,938  △648,742  △153,804 131.1%

純損益
（税抜き）

 △815,733  △934,873  △119,140 114.6%

資本的収入 (4,079,292) (5,758,859) (1,679,567) (141.2%)
(C) 3,265,020 5,544,150 2,279,130 169.8%

資本的支出 (12,808,882) (10,954,892)  (△1,853,990) (85.5%)
(D) 10,366,066 10,228,595  △137,471 98.7%

資本的収支差  (△8,729,590)  (△5,196,033) (3,533,557) (59.5%)
(C)-(D)  △7,101,046  △4,684,445 2,416,601 66.0%

収

益

的

収

支

資
本
的
収
支

【工業用水道事業会計】 （単位: 千円）

項目
令和7年度

(a)
令和8年度

(b)
増減

(b)-(a)
前年度比
(b)/(a)

収益的収入
(A)

6,139,955 7,211,275 1,071,320 117.4%

収益的支出
(B)

6,652,494 6,806,754 154,260 102.3%

収益的収支差
（A)-(B)

 △512,539 404,521 917,060 －

純損益
（税抜き）

 △700,868 129,651 830,519 －

資本的収入
(C)

2,770,476 3,559,137 788,661 128.5%

資本的支出
(D)

7,816,192 8,489,655 673,463 108.6%

資本的収支差
(C)-(D)

 △5,045,716  △4,930,518 115,198 97.7%

収

益

的

収

支

資
本
的
収
支



 

令和８年度当初予算の特徴（水道事業） 

 

 

※水道事業における支出合計額の対前年度比較 

（百万円・％） 

 
令和 7年度 

(A) 

令和 8年度 

(B) 

増減額 

(C)=(B)-(A) 

増減率 

(C)/(A) 

収益的支出  ( D ) 10,316 10,448 132 1.3 

 

減 価 償 却 費 4,621 4,766 145 3.1 

動 力 費 1,122 1,118  ▲ 5  ▲ 0.4 

人 件 費 928 789 ▲ 139 ▲ 15.0 

負 担 金 758 849 91 12.0 

そ の 他 2,887 2,927 41 1.4 

資本的支出  ( E ) 12,809 10,955 ▲ 1,854 ▲ 14.5 

 

施 設 改 良 費 11,513 9,720 ▲ 1,792 ▲ 15.6 

企業債償還金 1,121 909  ▲ 212  ▲ 18.9 

そ の 他 175 325 150 85.7 

支出合計 (D)+(E) 23,125 21,403 ▲ 1,722 ▲ 7.4 

●安全・安心で安定した水道用水の供給 

施設改良計画に基づき、耐震化・老朽化対策工事等及び取水・導水施設の整備を実施（施設改良費:97.2 億円） 

※資本的支出の額には、国の補正予算に係る前年度 2 月補正予算を含んでいます。 
※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。 

企
業

庁
 4 令和 8 年度 

水道事業支出合計 



 

令和８年度当初予算の特徴（工業用水道事業） 

 

 

※工業用水道事業における支出合計額の対前年度比較 

（百万円・％） 

 
令和 7年度 

(A) 

令和 8年度 

(B) 

増減額 

(C)=(B)-(A) 

増減率 

(C)/(A) 

収益的支出  ( D ) 6,652 6,807 154 2.3 

 

減 価 償 却 費 2,845 2,874 28 1.0 

負 担 金 1,231 1,470 238 19.3 

動 力 費 534 555 21 3.9 

人 件 費 578 564 ▲ 14 ▲ 2.5 

そ の 他 1,464 1,345 ▲ 119 ▲ 8.1 

資本的支出  ( E ) 7,816 8,490 673 8.6 

 

施 設 改 良 費 6,157 6,814 657 10.7 

企業債償還金 1,196 1,163  ▲ 33  ▲ 2.7 

そ の 他 463 513 50 10.7 

支出合計 (D)+(E) 14,469 15,296 828 5.7 

 

●安全・安心で安定した工業用水の供給 

施設改良計画に基づき、耐震化・老朽化対策工事等を実施（施設改良費:68.1 億円） 

※四捨五入のため、合計が合わない場合があります。 

企
業

庁
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令和 8 年度 

工業用水道事業支出合計 



 

 

  

 

  

 

 

水でくらしを 

支えます！ 

強靱な水道及び工業用水道の構築 予算額 16,534,387千円 
【問い合わせ先】 

水道事業課 224-2833 
工業用水道事業課 224-2835 

耐震化 
予算額 2,491,436千円 

水道 1,817,136千円 

工水 674,300千円 

南海トラフ地震などの大規模
地震が発生した場合にも、被災を
最小限にとどめることができる
よう、主要施設等の耐震化を進め
ます。 

【主な工事等】 

・水道：内径 400粍送水管布設替工事 

（桑名市） 

・工水：新屋敷取水所配水池築造工事

（松阪市） 

 

老朽化対策 
予算額 7,255,108千円 

水道 3,101,673千円 

工水 4,153,435千円 

将来にわたり水道用水及び工
業用水を安定して供給できるよ
う、主要施設等の老朽化対策を進
めます。 
 

【主な工事等】 

・水道：高野浄水場受変電及びポンプ

電気設備改良工事（津市） 

・工水：内径 1800粍制水弁設置工事

（四日市市） 

 

県が策定した整備計画に基づ
き、水道事業において取水・導水
施設の整備等を実施するととも
に、施設の風水害対策を進めま
す。 

【主な工事等】 

・水道：長島導水ポンプ所非常用発電

設備設置工事（桑名市） 

・工水：内径 1200粍配水管推進工事

（四日市市） 

 

その他（配水運用の強化など） 
予算額 6,787,843千円 

水道 4,801,588千円 

工水 1,986,255千円 

企業庁マスコットキャラクター『みずたまくん』 

建設予定の配水池（既存） 制水弁設置工事の施工例 
非常用発電設備設置工事の 

施工例 

企
業
庁
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健全な事業運営の 

持続に向けて 

●業務効率化 
・AI・IoT技術を活用した取組 

（各種センサーによる設備保守

の高度化等）予算額 9,846千円 

 

 

※下線部は R7年度 2月補正含みベース 

配水管推進工事の施工例 

大規模地震などによる被災を最小限にとどめられるよう、施設等の耐震化をより 

一層進めるとともに、将来にわたり水道用水及び工業用水を安定して供給できるよ

う、老朽化対策等に取り組み、強靱な水道及び工業用水道の構築をめざします。 

●次期経営計画の策定 

令和９年度からの新たな経営

の方向性を示す次期経営計画の

策定にも取り組んでいきます。 



病 院 事 業 庁  

病院事業庁 1 

令和８年度当初予算のポイント・主要事業 
  

１ 予算調製にあたっての基本的な考え方 
 

令和８年度は、それぞれの県立病院が引き続きその役割・機能を果たしていくため、経営方

針や取組をまとめた「三重県病院事業 中期経営計画」に基づき、県民の皆さんの求める医療

の着実な推進や健全な病院経営に取り組んでいきます。 
 

・こころの医療センターにおいては、政策的医療のほか、認知症治療や依存症治療等の専門

的医療の提供、訪問看護やデイケア等の地域生活支援、精神分野における災害医療 

・一志病院においては、総合診療医を中心としたプライマリ・ケアの実践やプライマリ・ケ

ア人材の育成のほか、予防医療の提供や地域包括ケアシステムの構築に向けた多職種連携 

・志摩病院においては、指定管理者と密接に連携しながら、地域の医療ニーズをふまえた診

療機能の維持・充実 

などに取り組み、県立病院として役割を果たしていきます。 
   

２ 主な重点項目 
 

（１）病院施設・設備及び医療機器等整備事業 予算額 466,415千円［県立病院課（224-2350）］ 

安全・安心な療養環境の整備・向上を図るため、こころの医療センターの照明設備ＬＥＤ

化更新工事や志摩病院の中央監視リモートユニット改修などを行うとともに、医療の質の向

上を図るため、各病院において医療機器の更新などを行います。 
 

（２）志摩病院管理運営事業 予算額 997,467千円［県立病院課（224-2350）］ 

志摩病院が地域の中核病院としての役割・機能を発揮しながら安定的に管理運営していけ

るよう、指定管理者に対して、政策的医療の実施に必要な経費（指定管理料）の交付などを

行います。 
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令和８年度当初予算概要

【収益的収支】 （単位：千円、％）

令和7年度 令和8年度 増減(R8－R7) 前年度比

病院事業収益 5,639,357 5,586,695 △52,662 99.1

①　医業収益 2,860,976 2,743,525 △117,451 95.9

うち入院収益 2,208,107 2,129,984 △78,123 96.5

うち外来収益 495,383 455,984 △39,399 92.0

②　医業外収益 2,778,381 2,843,170 64,789 102.3

うち他会計補助金 140,081 137,896 △2,185 98.4

うち長期前受金戻入 317,056 333,038 15,982 105.0

うち負担金 2,120,532 2,175,691 55,159 102.6

③　特別利益 - - - - 

病院事業費用 5,827,076 5,844,916 17,840 100.3

④　医業費用 5,699,095 5,721,501 22,406 100.4

うち給与費 3,057,219 3,003,917 △53,302 98.3

うち材料費 320,579 311,540 △9,039 97.2

うち経費 1,729,801 1,805,433 75,632 104.4

うち減価償却費 567,035 578,305 11,270 102.0

⑤　医業外費用 127,981 123,415 △4,566 96.4

⑥　特別損失 - - - - 

経常損益
（①＋②）－（④＋⑤）

△187,719 △258,221 △70,502 - 

こころの医療センター △266,887 △286,590 △19,703 - 

一志病院 76,916 34,584 △42,332 - 

志摩病院 2,252 △6,215 △8,467 - 

純損益
（①＋②＋③)－(④＋⑤＋⑥）

△187,719 △258,221 △70,502 - 

【資本的収支】 （単位：千円、％）

令和7年度 令和8年度 増減(R8－R7) 前年度比

①　資本的収入 1,247,558 1,310,674 63,116 105.1

企業債 408,400 458,900 50,500 112.4

県費負担金 439,158 451,774 12,616 102.9

短期貸付金返還金 400,000 400,000 - 100.0

②　資本的支出 1,694,314 1,729,961 35,647 102.1

建設改良費 464,220 466,415 2,195 100.5

企業債償還金 737,094 790,546 53,452 107.3

長期借入金償還金 90,000 70,000 △20,000 77.8

長期貸付金 3,000 3,000 - 100.0

短期貸付金 400,000 400,000 - 100.0

資本的収支
(①－②)

△446,756 △419,287 27,469 - 

病院事業費用＋資本的支出 7,521,390 7,574,877 53,487 100.7
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